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１．所在地

２．主要施設

３．機構（平成２３年３月３１日現在）
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ファックス番号電　話　番　号所  在  地郵便番号区 分

 ０１３５-２３-３１４１
（総務部）
 ０１３５-２３-８７２０
（図書室）

 ０１３５-２３-７４５１（総務部）

ダイヤルイン（直通番号）
水産研究本部

 総　務　部　　　２３-７４５１
 企画調整部　　　２３-８７０５

資源管理部
資源管理グループ　２３-８７０７
海洋環境グループ　２３-４０２０

資源増殖部
資源増殖グループ　２３-８７０１
水産工学グループ　２２-２５６７

加工利用部
加工利用グループ　２３-８７０３

北海道余市郡余市町
浜中町２３８番地

〒０４６-８５５５庁 舎

摘　 要付 属 施 設飼 育 ・ 実 験 棟管 理 研 究 棟土 地 面 積区 分

 海水揚水施設　 　 2,709㎡   5,257.20㎡  14,851.30㎡庁 舎



４．職員配置

５．経費

平成22年度　事業報告書　中央水試（２０１2）
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計

加　工
利用部

資源増殖部資源管理部水産研究本部部　別

職種別
加工利用
グループ

水産工学
グループ

資源増殖
グループ

海洋環境
グループ

資源管理
グループ

企　画
調整部

総務部

４４事務吏員

行政職

３１
場　長１
　　　１

技術吏員

４４
部　長１
　　　７

４
部　長１
　　　８

研究参事１
　　　　６

部　長１
　　　９

５副場長１研究職員

５１８４９７１０６７合　　計

（平成２３年３月３１日現在）

（平成23年３月31日現在）

備　　　　考金　　　額区　分

千円
３９８，２５５人件費

千円
９１，０８６管理費

研究費，研究用施設・機械等を含む
千円

７５，１１７業務費

千円
５６４，４５８合　計
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水産研究本部

　本　 部　 長　　吉　川　正　基

総  務  部

　部　　　　長　　中　島　和　彦
　総務課長（兼）　　中　島　和　彦
　主　査（総務）　　野　田　勝　彦
　主　査（調整）　　阿　部　浩　一
　主　　　　任　　畑　谷　衣　里
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企画調整部
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　主査（研究企画）　　奥　村　裕　弥
　主査（内水面企画）　　三　坂　尚　行
　主　査（連携）　　古明地　恵　一
　研 究 職 員　　福　田　裕　毅
 

中央水産試験場
　場   　長（兼）　　吉　川　正　基
　副　 場　 長　　西　内　修　一
　研 究 参 事　　田　中　伊　織
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６．職員名簿 平成23年３月31日現在
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海洋環境グループ

　研 究 主 幹　　浅　見　大　樹
　主査（海洋環境）　　西　田　芳　則
　主査（環境生物）　　嶋　田　　　宏
　研 究 職 員　　澤　田　真由美
　研 究 職 員　　品　田　晃　良
　研 究 職 員　　栗　林　貴　範

資源増殖部

　部　　　　長　　蔵　田　　　護

資源増殖グループ

　研 究 主 幹　　中　島　幹　二
　主任研究員　　高　橋　和　寛
　主査（栽培技術）　　石　野　健　吾
　主査（資源増殖）　　瀧　谷　明　朗
　主査（魚類養殖）（兼）　　中　島　幹　二
　主査（魚病防疫）　　三　浦　宏　紀
　研 究 職 員　　秋　野　秀　樹
　研 究 職 員　　西　原　　　豊
　研 究 職 員　　伊　藤　義　三
 

水産工学グループ

　研 究 主 幹　　干　川　　　裕
　主査（施設工学）　　櫻　井　　　泉
　主査（生態工学）　　金　田　友　紀
　研 究 職 員　　秦　　　安　史

加工利用部

　部　　　　長　　今　村　琢　磨

加工利用グループ

　研 究 主 幹　　蛯　谷　幸　司
　主査（加工開発）　　菅　原　　　玲
　主査（利用技術）（兼）　　蛯　谷　幸　司
　主査（品質保全）　　武　田　忠　明
　研 究 職 員　　小　玉　裕　幸
　研 究 職 員　　三　上　加奈子
　研 究 職 員　　臼　杵　睦　夫
　研 究 職 員　　金　子　博　実



（１）目的
　ソウハチ資源の持続的利用を目的として，資源
管理に必要な基礎データの収集と漁業情報を基に
した資源のモニタリングを行った。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査　
　漁獲量を漁業生産高報告ならびに水試集計速報
値，北海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計から集
計した。なお，２０１０年の漁獲量は速報値である。
イ　漁獲物調査
　２０１０年５月の古宇郡漁協本所（旧・泊村漁協），
および６，７月の余市郡漁協において刺し網漁業に
より，２０１０年４，１０月に小樽機船漁協において沖
合底びき網漁業により，それぞれ水揚げされた漁
獲物を標本採集し，生物測定を行った。測定方法
は「北水試　魚介類測定・海洋観測マニュアル」
に従った。加齢の基準日を８月１日として，年齢
を耳石の輪紋数から査定した。全長・年齢組成に
ついては銘柄別の漁獲量で重み付けして求めた。
ウ　調査船調査（未成魚分布調査）
　２０１０年５月に試験調査船北洋丸を用いて，石狩
湾の水深２０～８０ｍの海域（図１）でそりネット
（桁幅２m，高さ１m，網長さ８m，コッドエンド
網目幅５mm）による未成魚採集調査を行った。
調査はすべて日中に行い，ネットモニターにより
着底と離底を判断して，その位置から曳網距離を
求め，採集個体数をCPUE（単位曳網距離あたり
の採集個体数）で表した。年齢は耳石の輪紋数か
ら査定した。
エ　資源評価
　北海道におけるソウハチは主に２つの系群に分
けられる。ひとつは日本海からオホーツク海に分
布する群，もうひとつは内浦湾（噴火湾）から太
平洋にかけて分布する群である。ここでは上記の

ア～ウの結果を用いて，日本海からオホーツク海
に分布する系群について資源解析と評価を行った。
オ　普及・広報
　エの結果は，水産試験場ホームページ，（http:// 
www.fishexp.hro.or.jp/exp/central/kanri/
SigenHyoka/）にて公表されたほか，２０１０年度北海
道資源管理マニュアル１)の資料として活用された。

（３）得られた結果
ア　漁獲統計調査
　本系群は桧山振興局管内からオホーツク総合振
興局管内にかけての沿岸海域に分布する。主な漁
業は刺し網類（漁獲量の３６％）と沖合底びき網
（同５５％）である（図２）。この海域のソウハチの
漁獲量（年集計：１月１日～１２月３１日）は，１９８５
年以降２００９年まで２,０００トン以上で推移していた
（表１，図３）。しかし，２０１０年の漁獲量は前年より
３８１トン減少し１９８５年以降最低の１,６１９トンであった。
　１９８５年以降の石狩・後志管内におけるソウハチ
の漁獲量は，１,１７１トン（１９９６年）～２,１１９トン（１９９３
年）の範囲で推移している（表２，図３）。２０１０年
の漁獲量は前年より１９４トン減少して１,１９０トンで
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Ⅰ　資源管理部所管事業
１．漁業生物の資源・生態調査研究（経常研究費）
１．１　資源生態研究　
１．１．１　ソウハチ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　高嶋孝寛　星野　昇

図1　そりネットによる未成魚分布調査の調査点



あった。
イ　漁獲物調査
　全長組成および年齢組成を図４に示す。刺し網
漁業の漁獲物の全長組成をみると，古宇郡漁協で
は２４０～２６０mmに，余市郡漁協の６月の標本では
２２０～２４０mmに，７月の標本では２６０～２８０mmに，
それぞれモードが見られた。年齢組成のモードは，
両漁協において４歳にみられた。沖合底びき網の
漁獲物における全長組成のモードは，４月，１０月
とも２６０～２８０mmにみられ，年齢組成のモードは
４月では４歳，１０月では５歳にみられた。なお，
本資源においては，未成魚保護の（体長１５cm又は

全長１８cm未満；１９９５年３月２０日締結）が取り組ま
れている。
ウ　調査船調査（未成魚分布調査）
　２００５年以降の調査で得られた年齢別水深別の採
集量を調査月別に図５に示す（加齢の基準日は８
月１日とした）。２００５～２００７年では１歳魚の分布
中心が深くなったものの（水深７０m台），それ以外
の年では０，１歳魚とも比較的浅い水深帯（３０，４０m
台）に分布の中心があった。２０１０年は０，１歳魚に
おいて水深３０m台でもっとも密度が高かったが，
２歳魚では６０m台の密度が高かった。
　調査結果を用いて推定した石狩湾における年級
群ごとの現存量を図６に示した。ここで現存量は
表３に示すように石狩湾の水深２０～１１０mの範囲
を水深１０m間隔で層化し，その層の面積で各層の
CPUEを重み付けた値（百万尾）とした。この方
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図2　ソウハチの漁業種別漁獲量の割合（日本海
～オホーツク海の2006～2010年の平均）

図3　日本海およびオホーツク海におけるソウハ
チの漁獲量の推移

表1　日本海およびオホーツク海におけるソウハ
チの漁獲量



法は面積密度法であり，採集効率を１.０，その層に
は対象魚が均一密度で分布することを仮定した。
１歳は２０００年級群が最も豊度が高く，２００６年級群

の豊度が最も低かった。２００８年級群は２００７年級群
と同様に，２００３，２００４年級群並みの豊度と推察さ
れる（図６）。 
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図4　各漁業種で水揚げされたソウハチの全長と年齢組成（加齢の基準日8月1日）

表2　石狩，後志管内の各地区におけるソウハチの漁獲量



エ　資源評価
　資源解析のために，漁期年を８月１日から翌年
７月３１までとして漁獲量を再集計した（２００９年度
は２００９年８月～２０１０年７月，図７）。さらにVPA
（Popeの近似式を利用，自然死亡係数M＝０.２５）を
用いて資源解析を行った（図８）。なお，資源管
理協定による全長制限や単価の低い小型魚の水揚
げを避けることにより，雄は雌に比べて極端に漁
獲されにくくなっている。この影響により，漁業
情報による資源解析ではソウハチ雄の生物量を表
現できなくなったと判断されたため，２００８年度（漁
期年）から雌のみを資源解析の対象としている。
２００８，２００９年度の２歳の資源尾数を１歳時現存量
と２歳資源尾数の関係式（図９）から推定し，２００９
年度の３歳の資源尾数を２００８年度の２歳資源尾数
から漁獲死亡と自然死亡を差し引いて求めた。
　年度集計の漁獲量（雌雄込み）は１９８５年度以降
２００７年度まで，１９９２年の３,３６１トンを除き，ほぼ２
千～３千トンの範囲で安定し推移していたが，
２００８年度に急減して１,７３５トンとなった。２００９年
度は前年度と同程度の１,８２６トンの漁獲だった。
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図5　そりネットによるソウハチ未成魚の水深・年齢別の採集尾数

図6　年級群別の1歳時現存量

図7　漁期年集計によるソウハチ漁獲量の推移
（日本海～オホーツク海）



　雌の漁獲尾数は，１９９０年代後半以降，３歳以上
の割合が増加した（図８上段）。これは前述した資
源管理協定の取り組みにより，漁獲対象魚が３歳
以上に変化したためと考えられる。
　雌の資源尾数および重量は，１９９５年度以降は増
加傾向を示し，尾数では２００３年度に，重量では２００４
年度に最高値を記録した（図８中段，下段）。２００９
年度は主に３歳魚が減少したことにより，資源尾
数，重量とも前年より減少した。
　前進計算により推定した２０１０年度における全年
齢合計の資源尾数ならびに資源重量は，２００９年度
と大きな差がなく，横ばいで推移するものと推察
される（図８中段，下段）。

（４）文献
１）　北海道水産林務部水産局漁業管理課：ソウハ
チ　日本海～オホーツク海海域．２０１０年度北海
道水産資源管理マニュアル，北海道，１９p（２０１１）
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図8　ソウハチ雌の年齢別漁獲尾数とVPAにより
推定された資源尾数および資源重量（日本海
～オホーツク海）

図9　1歳時現存量と単純なVPAによる雌2歳資源
尾数との関係
（回帰式は1996～2005年級群から求めた。
図中の数字は年級群を示す）

表3　調査海域（石狩湾）における水深範囲ごと
の海域面積とソリネット調査点数



（１）目的
　北海道の日本海に分布するマガレイは日本海で
生まれた後，オホーツク海へ移送され未成魚期を
オホーツク海で育つ群と，そのまま日本海で成長
する群があると考えられている。成熟にともない
オホーツク海に分布するマガレイの大部分が日本
海へ回遊するため，日本海ではこれら未成魚期の
成長過程が異なる２群が混在する。このようなマ
ガレイ資源の持続的利用を目的に，資源管理に必
要な基礎データの収集と漁業情報を基にした資源
のモニタリングを行った。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査
　漁獲量を北海道水産現勢および北海道沖合底曳
網漁業漁場別漁獲統計から集計した。なお，２０１０
年については各地区水産技術普及指導所調べに基
づいて中央水試が集計した暫定値である。
イ　漁獲物調査
　２０１０年４月に余市郡漁協においてかれい刺し網
漁業および２０１１年３月に小樽機船漁協において沖
合底びき網漁業により水揚げされた漁獲物を標本
採集し生物測定を行った。測定は「北水試・魚介
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１．１．２　マガレイ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　山口浩志　星野　昇

表1　日本海～オホーツク海におけるマガレイの漁獲量の推移



類測定・海洋観測マニュアル」に従った。加齢の
基準日を７月１日として，年齢を耳石の輪紋数か
ら査定した。全長・年齢組成については銘柄別の
漁獲量で重み付けして求めた。
ウ　調査船調査（未成魚分布調査）
　１．１．１ソウハチの未成魚分布調査と兼ねて，マ
ガレイの未成魚を採集した。調査方法はソウハチ
の未成魚分布調査に記載したとおりである。
エ　資源評価

　上記のア～ウの結果をまとめて，マガレイの資
源状態を考察した。

（３）得られた結果
ア　漁獲統計調査
　後志総合振興局からオホーツク総合振興局にお
いて水揚げされた１９８５年以降（歴年集計：１月１
日～１２月３１日）の漁獲量は，１,６３７～４,１０１トンの範
囲で推移し，２０１０年は前年より３３１トン減少し
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表2　石狩・後志振興局管内におけるマガレイの漁協別漁獲量の推移

表3　2010年の石狩・後志振興局管内における沿岸漁業によるマガレイの漁協別月別漁獲量



１,９９２トンとなった（表１，図１）。
　石狩・後志振興局管内での沿岸漁業による漁獲
量は１５７～７０１トンの範囲で推移し，２０１０年は前年
より２０トン減少して２５９トンとなった。（表２，図１）。
また，漁獲量を漁協別・月別にみると小樽市漁協
を中心に余市群漁協，石狩湾漁協石狩支所での漁
獲量が多く４，５月に集中している（表２，３）。
　沖底海区大海区日本海における沖合底びき網漁
業による漁獲量は，１９８１年以降１１５～９６３トンの範
囲で推移し，２０１０年は前年より１３８トン減少し２９１
トンとなった（表１）。小海区別でみると，島周
辺以南の海区での漁獲の割合が高く，近年は７３％
（２００６～２０１０年の平均値）を占めている（図２）。
イ　漁獲物調査
　生物測定調査で得られた２００７～２０１０年の全長組
成および年齢組成を図３に示す。沿岸漁業では全

長１８０mm以上を水揚げしており，２０１０年の全長組
成のモードは２２０～２４０mmであった。年齢組成か
らみて２００２年級群と２００４年級群の頻度がこれまで
高かったが，２０１０年には引き続き５歳となる２００４
年級群の頻度が最も高くなった。沖合底びき網漁
業では全長２００mm以上を水揚げしており，モード
は２２０～２４０mmで，年齢組成は３～４歳が主体で
あった。なお，未成魚保護のための資源管理協定
に基づく体長又は全長制限（体長１５cm又は全長
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図1　日本海～オホーツク海におけるマガレイの
漁獲量の推移

図2　沖合底びきによる日本海におけるマガレイ
の小海区別漁獲量

図3　余市郡漁協（かれい刺し網）および小樽機
船漁協（沖合底びき網）に水揚げされたマ
ガレイの全長と年齢組成（加齢の基準日7月
1日）



１８cm未満）が取り組まれている。
ウ　調査船調査（未成魚分布調査）
　５月の調査で得られた各年級群の現存量を図４
にまとめた。ここで現存量の算出方法はソウハチ
の未成魚分布調査に記載したとおりである。５月
の調査における１歳魚の現存量を比較すると，
１９９６，２０００，２００２年級群が高く，これらの年級群
は漁業で多く漁獲された。最近では，２００５年級群
の推定現存量が高かったが，漁獲物には多く含ま
れていなかった。
エ　資源評価
　資源解析のため，漁期年を７月１日から翌年６
月３０日まで，集計範囲を石狩湾（石狩湾漁協浜益
支所～東しゃこたん漁協積丹支所）として漁獲量
を集計した。漁獲量は１９９３～１９９６年度にかけて増
加したが，１９９７年以降は４００トン以下になり，２００４
年度に過去最低の１４０トンとなった。その後は２００
～３００トンの間で推移している。１９８９年度以降の
生物測定調査により得られた石狩湾における年齢
別漁獲尾数を図５に示す。漁獲量が増加した１９９３
～１９９６年度にかけての年齢別漁獲尾数をみると，
１９９０，１９９１年級群が４～６歳として多く漁獲され
ており，漁獲量の増加は豊度の高い年級の加入に
よると考えられる。しかし，１９９７年度以降ではこ
のように非常に豊度の高い加入は見られていない。
石狩湾における未成魚分布調査では，２００５年級群
が１歳時に多く認められ豊度が高いと期待された
が，２０１０年までの漁獲物には多く含まれていなか
った（図４）。今後，２００５年級の漁獲動向に注目
する必要がある。近年は非常に高い豊度の加入は
認められないものの，未成魚分布調査によると著
しく加入の悪い年級は認められていない。したが
って，今後も３００トン前後の漁獲量水準で資源は推
移するものと考えられる。
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図4　カレイ類未成魚分布調査から推定された１
歳マガレイの現存量

図5　マガレイの年齢別漁獲尾数と漁獲量の推移
（石狩湾漁協浜益支所～東しゃこたん漁協積
丹支所）



（１）目的
　北海道におけるマダラの漁獲量は２万トン前後
の水準で推移しており，日本海，太平洋，オホー
ツク海のいずれにおいても重要な漁業資源となっ
ている。北海道におけるマダラ資源の合理的利用
を図るため，主要な海域，漁業の漁獲動向や漁獲
物の特徴等を把握することで，資源生態的特徴に
関する情報を得ることを目的としている。

（２）経過の概要
ア　全道の漁獲動向
　全道の漁獲量を振興局別あるいは沖底海区別に
集計した。沿岸漁業の漁獲統計には漁業生産高報
告（北海道資料）を，沖合底びき網漁業には，北
海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計を用いた。な
お，沿岸漁業の漁獲統計値には，「遠洋・沖合底び
き網」および「北洋はえなわ・刺し網」による漁
獲分を除いている。２０１０年については水試集計速
報値に基づく暫定値である。
イ　各海域の漁獲動向
　日本海，えりも以西太平洋，えりも以東太平洋，
オホーツク海の４海域について，漁獲動向の詳細
を把握した。日本海は，稚内市～檜山振興局（八
雲町熊石地区を含む）の沿岸漁業および中海区「日
本海」の沖底漁業，えりも以西太平洋は渡島～日
高振興局の沿岸漁業および中海区「えりも以西」
の沖底漁業，えりも以東太平洋は十勝，釧路総合
振興局の沿岸漁業および中海区「道東」の沖底漁
業，オホーツク海は斜里町～猿払村の沿岸漁業お
よび中海区「オコック沿岸」の沖底漁業を，それ
ぞれの海域の集計対象とした。また，主漁期・主
産地における漁獲物標本や調査船調査による採集
標本の年齢組成を把握した。なお，その一部には
資源評価委託事業に係る調査で得られた標本を含
んでいる（本誌の当該事業の頁を参考）。
ウ　主な研究成果
　漁獲量の減少傾向が続く日本海の資源について，
漁獲物の年別・年齢別尾数を推定し，VPA解析に
より資源変動の特徴を把握した。解析方法の詳細

は星野（２０１０）を参照。
エ　事業成果の活用
　得られた事業成果を，資源評価や関係漁業者へ
の情報提供，研究発表などに活用した。

（３）得られた結果
ア  全道の漁獲動向（表１，図１）
　全道の漁獲量のうち，根室振興局管内における
沿岸漁業の占める割合が大きい。根室振興局管内
の漁獲量が多かった１９９０年代半ばには４万トンを
超える高い水準で推移していたが，その後の漁獲
減により全道の漁獲量も大きく減少して，近年は
２万トン程度で推移している。根室振興局管内以
外の漁獲量は，１９９０年代までは１万５千トン以上
で推移していたが，２００１～２００２年にかけて大きく
減少した。それ以降は主として太平洋海域の増加
傾向を反映して漸増傾向にある。　
イ  各海域の漁獲動向 
（ア）日本海
　日本海海域における沿岸漁業および沖底漁業の
漁獲量推移を図２に示す。１９９０年代半ばには沿岸
漁業で４千トン，沖底漁業で６千トンを超える水
準で推移していたが，１９９０年代後半にいずれも大
きく減少した。２００３～２００５年にかけてさらに大幅
な減少があり，その後は現在に至るまで過去最低
水準で推移している。沿岸漁業は刺し網漁業，沖
底漁業はかけまわし漁法による漁獲が多くを占め
ており，１９９０年代後半からは沿岸漁業の漁獲量が
沖底漁業を上回っている。資源量水準を指標する
値として沖底漁業（かけまわし）の一曳網あたり
漁獲量（CPUE）の年変化を図３に示す。漁獲量
の動向と同様に１９９０年代は減少傾向で推移し，さ
らに２００５年に大きく減少して以降は低位で推移し
ている。
（イ）えりも以西太平洋
　えりも以西太平洋海域における沿岸漁業および
沖底漁業の漁獲量推移を図４に示す。沿岸漁業は
刺し網漁業とはえなわ漁業が多くを占め，沖底漁
業はかけまわし漁法のみである。双方の漁獲量は
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１．１．３　マダラ
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同様のトレンドを持って推移しており，１９８０年代
後半と２０００年前後が漁獲量の多い年代となってお
り，２００３年以降は増加傾向で推移している。
CPUEも２００３年以降は顕著な増加傾向を示してい
る（図５）ことから近年は資源量の増加が安定し
て続いていると考えられる。
（ウ）えりも以東太平洋
　えりも以東太平洋海域における沿岸漁業および
沖底漁業の漁獲量推移を図６に示す。沿岸漁業の
大半は刺し網漁業，沖底漁業は７０～８０％がかけま
わし漁法によるものである。えりも以西太平洋海
域の動向と同様に，１９８０年代後半と２０００年前後に
漁獲量が多くなっており，２００３年以降は沿岸，沖

底とも増加傾向が続いている。CPUEもえりも以
西海域と同様に２００３年以降は顕著な増加傾向を示
している（図７）ことから近年は資源量の増加が
続いていると考えられる。
（エ）オホーツク海海域
　オホーツク海海域における沿岸漁業および沖底
漁業の漁獲量推移を図８に示す。沿岸漁業は刺し
網とはえなわによる漁獲が多く，沖底漁業はかけ
まわし漁法によるものが多い。沖底漁業の全体に
占める割合が大きく，その動向は他海域に比べて
年間の変動幅が大きい。２０００年代以降減少傾向が
続いていたが，２００７，２００９，２０１０年と大幅な漁獲
増となった。CPUEは漁獲動向とほぼ同様の傾向
で推移している（図９）
ウ　主な研究成果
　日本海海域におけるVPA解析による資源尾数
の推移と，親魚重量－加入尾数の関係図を，それ
ぞれ図９と図１０に示す。１９９０年台前半の資源尾数
は１千万尾以上と推定されるが，１９９０年台後半に
半減した。１９９９年に２歳魚として加入した１９９７年
級群と，２００２年度に２歳魚として加入した２０００年
級群は，いずれも３歳以降の漁獲尾数が多かった
ことから，近年では比較的加入尾数の多い年級群
として推定された（図１０）。また，１９９４，１９９５，１９９６
年級群がその親魚重量に対して，他の年級群の傾
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図1　北海道周辺におけるマダラの漁獲量推移

表1　北海道周辺におけるマダラの漁獲量　（単位：kg）
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図2　日本海海域におけるマダラの漁獲量推移

図3　日本海海域におけるマダラのCPUE推移
（沖底かけまわし漁法）

図4　えりも以西太平洋海域におけるマダラの漁
獲量推移

図5　えりも以西太平洋海域におけるマダラの
CPUE推移（沖底かけまわし漁法）

図6　えりも以東太平洋海域におけるマダラの漁
獲量推移

図7　えりも以東太平洋海域におけるマダラの
CPUE推移（沖底かけまわし漁法）

図8　オホーツク海海域におけるマダラの漁獲量
推移

図9　オホーツク海海域におけるマダラの
CPUE推移（沖底かけまわし漁法）



向より少ない加入尾数となっている（図１１）。これ
らのことから，現在までの日本海海域における資
源状態は，１９９４，１９９５，１９９６年級群の３年連続し
た加入尾数の減少により１９９０年代末より親魚資源
量が大幅に減少し，その結果として以降の年級群
の発生量が少ない状態で推移していると考えられ
る。１９９７，２０００年級群が近年では比較的高豊度で
あったことで，２００３年度頃までは水準が維持され
たが，２００４年度には大幅に減少し２００５年度に最低
水準となった。２００７年度に２００５年級が比較的高豊
度で加入したことで水準が増加したが，その後は
２０１０年度まで加入尾数の大幅な増加はなく，再び
過去最低水準に至っていると考えられる。
エ　事業成果の活用
　各海域のデータに基づき資源評価を行い，結果
を水産試験場ホームページにて公表した。２００９年
時点の資源水準は日本海で低水準，太平洋海域で
中水準，オホーツク海海域で中水準と評価した。
評価内容の詳細は，http://www.fishexp.hro.or.jp/ 
exp/central/kanri/SigenHyoka/を参照。さらに
評価結果は，北海道水産林務部による水産資源管
理会議に係る「水産資源管理マニュアル」の基資
料として活用された。
　日本海海域については，２０１０年９月に小樽市に
おいて小樽機船漁業協同組合所属の沖底漁業関係
者に，羽幌町において留萌管内たら刺し網漁業関
係者に対し，現在の資源状況や生態に係る情報を
提供した。

　研究論文として，「北海道日本海におけるマダラ
の資源状態について」を，北海道水産試験場研究
報告７８号にとりまとめた。
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図10　VPA解析で推定された日本海海域におけ
るマダラの資源尾数推移（7月～翌年6月を
単年度範囲として推定）

図11　VPA解析で推定された日本海海域におけ
るマダラの産卵親魚重量と加入尾数との関
係



（１）目的
　北海道におけるヒラメの生態的知見は乏しく，
資源管理に必要な基礎データが不足している。本
年度は漁業情報を基にした資源のモニタリングを
行った。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査　
　漁獲量を漁業生産高報告から集計した。ただし，
２０１０年については各地区水産技術普及指導所調べ
に基づいて北海道立中央水試が集計した速報値で
ある。
イ　漁獲物調査
　２００１０年７月および１２月に余市郡漁協の刺し網
により水揚げされた漁獲物から，それぞれ２１尾お
よび２７尾を標本採集して，生物測定を行った。測
定については「北水試　魚介類測定・海洋観測マ
ニュアル」に従った。年齢は耳石の輪紋数から査
定して，加齢の基準日を８月１日とした。全長・
年齢組成については銘柄別の総漁獲量に換算して
引き延ばした。
ウ　資源評価
　北海道におけるヒラメは日本海から津軽海峡に
かけて分布し，ひとつの系群として考えられてい
る。漁獲量を漁期年度（８月１日～翌年７月３１日）
で，範囲を日本海から津軽海峡海域として集計し，
漁獲量の推移から本資源の状態を評価した。

（３）得られた結果
ア　漁獲統計調査
　北海道におけるヒラメは日本海から津軽海峡に
かけての海域に広く分布する。刺し網類，建網類，
曳網類による漁業や釣などの自由漁業により，５～
７月には産卵群，１０～１２月には索餌群が対象に漁
獲される。海域別にみると北部海域（宗谷総合振
興局稚内地区～後志総合振興局積丹地区）では刺
し網類，南部海域（後志神恵内地区～渡島椴法華
地区）では建網類による漁獲が多く，釣などの自
由漁業によっても漁獲される（図１）。１９６０年代前

半には１,０００トンを超える漁獲量があったがその
後は減少し，１９８１年以降には６００トン前後で推移し，
１９９９，２０００年に１,０００トンを超えた（表１）。１９８１
年以降の漁獲量の最高値は２０００年の１,１７１トン，最
低値は１９８９年の４２4トンである（図２）。２０１０年は，
北部海域では前年より１８トン増加し４０７トン，南部
海域は５８トン増加し３７０トン，合計すると７６トン増
加し７７７トンであった。石狩，後志管内で地区別に
漁獲量をみると，小樽地区より東側の地区（浜益，
厚田，石狩地区）では２０１０年漁獲量は前年を７ト
ン上回った（表２）が，それ以西の地区での２０１０
年合計漁獲量は前年を１８トン下回った。 

平成22年度　事業報告書　中央水試（2012）

－18－

１．１．４  ヒラメ
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図1　各海域の漁業種別漁獲量の割合（最近5年間
の平均値）



イ　漁獲物調査
　生物測定により得られた過去３年の全長および
年齢組成を図３に示す。これまでの測定結果では，
漁獲物は全長３５０mm以上であり，２０１０年のモード
は７月には５１０mm，１２月は４１０mmであった。過去
のモードが３９０mm－４３０mmの範囲にあった２）こと
から， ２０１０年は例年より大型であったと考えら
れる。年齢組成のモードは例年２～４歳であり２），
２００９年も３～４歳にモードがあり例年どおりであ
った。
ウ　資源評価
　年齢別資源解析へ向け作業を進めており，昨年
まで実施していた全長によるコホート解析に用い
ていた，全長別漁獲尾数の算出方法についても検
討中である。そのため，全長組成が大きく変わっ
てしまう可能性もあるため今年度は漁獲量の変動
で資源状態を判断した。漁獲量は１９８５年度から
７００トン前後で推移し，１９９９年度に１,３４３トンと過
去最高となった。しかし，２０００年度には８７８トンと
急減し，その後緩やかに減少し２００４年度には６８８ト
ンとなった後，増加に転じ，２００７年度には９８４ト
ンになった。しかし２００８年度，２００９年度と減少し，
２００９年度は７１９トンとなった。漁獲量は１９９７年以
降８００トン前後で推移しており，一定の変動の範囲
内で漁獲量は増減しており，２００９年度の減少も小
さかったことから，比較的安定していると考えら
れる。（図４）
　現在，人工種苗につけたALC標識から，耳石と
成長に関する知見も得られ始めていることから，
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表1　日本海～津軽海峡におけるヒラメの漁獲量

図2　日本海～津軽海峡におけるヒラメの漁獲量
の経年変化



今後，これまでの耳石観察結果を見直し，新たに
年齢と全長の関係を精査し，年齢別資源解析を行
う予定である。

参考文献
１）板谷　和彦　村上　修：ヒラメ。平成１５年度
北海道立中央水産試験場事業報告書。１９－２２
（２００４）
２）山口　宏史　三原　行雄：ヒラメ。平成１９年
度北海道立中央水産試験場事業報告書。３８－４０
（２００８）
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図３　余市郡漁協に水揚げされたヒラメの全長お
よび年齢組成（加齢の基準日８月１日）

表２　石狩，後志支庁管内における地区別のヒラメの漁獲量

図4　日本海～津軽海峡におけるヒラメの漁獲量
の推移（集計期間を8/1～翌年7/31の漁期年
とした）



（１）目的
　北海道西岸の日本海に分布するスケトウダラは，
日本海北部系群と呼ばれる１つの系群に属すると
考えられ，産卵期を中心に各種漁業によって利用
されている。この資源の漁獲量は年や海域による
変動が大きい。そのため海域別の漁況予測の精度
向上と，産卵群の各産卵場への来遊機構解明を目
的に，年齢，成熟等の生物学的特徴の把握および
魚群分布と，海洋条件等との関連を調査する。

（２）経過の概要
ア　漁獲物調査
（ア）漁獲統計調査
　漁獲量は，４月～翌年３月を年度として集計した
（スケトウダラの誕生日を４月１日としているた
め）。
　沖合底びき網漁業の漁獲量は北海道沖合底びき
網漁業漁場別漁獲統計資料を用いた。
　沿岸漁業の漁獲量は沿岸漁業については漁業生
産高報告，２００９年度および２０１０年度については水
試集計速報値（暫定値）を用いた。
　また小樽根拠の沖合底びき網漁業と岩内湾のす
けとうだら延縄漁業，東しゃこたん漁協の古平と
積丹のすけとうだら刺し網漁業の着業隻数を北海
道ぎょれん小樽支店の日報で調べた。
（イ）商業漁獲物調査
　主要な沿岸漁業である岩内湾のすけとうだらは
えなわ漁業（１１，１２月および２月，岩内郡漁協）
および刺し網漁業（２月，島牧漁協），石狩湾の
すけとうだら刺し網漁業（１１および１２月，東しゃ
こたん漁協古平本所），沖合底びき網漁業の主要な
漁場である３１６海区（４月），３２４海区（１１月）お
よび４３０海区（５月，１１月）の漁獲物から標本採
集を行った。漁獲物が銘柄区分されている漁業お
よびでは，銘柄別に標本を採集した。
　測定項目は体長（尾叉長），体重，性別，生殖
腺重量，成熟度を基本とし，また耳石を採集して
年齢査定を行った。
　漁獲尾数の推定は標本ごと（銘柄別の場合は銘

柄ごと）に平均体重を用いて行った。漁獲物体長
組成は銘柄別標本の体長組成を上記の漁獲統計調
査で得られた銘柄別漁獲量等で引き延ばして作成
した。
（ウ）資源解析
a　年齢別漁獲尾数の推定
　北海道日本海の沖合底びき網漁業，沿岸漁業（岩
内湾，石狩湾，檜山海域，松前・福島海域の海域
別：稚内の沖底漁獲物測定は稚内水試，檜山海域
の漁獲物測定は函館水試が実施）それぞれの漁獲
量と漁獲物の測定データから，年齢別漁獲尾数を
求めた。
　沖合底びき網漁業の年齢別漁獲尾数は小樽機船
漁協と小樽市漁協の沖合底びき網のAge-length 
Key（以下ALKと略す）と漁獲物尾叉長組成を時
期別に作成して，年齢別漁獲尾数を求めた。沿岸
漁業では，すけとうだら延縄漁業，刺し網漁業の
漁獲物尾叉長組成を作成し， ALKにより年齢別
漁獲尾数を算出した。檜山海域（延縄漁業）と松
前・福島海域（刺し網漁業）の年齢別漁獲尾数は，
銘柄別に求めた年齢別漁獲尾数を銘柄別漁獲量で
重み付けして算出した。
b　スケトウダラ日本海北部系群の資源尾数の推
定
　スケトウダラ日本海北部系群の資源尾数および
重量は，Popeの近似式１)を用いたチューニング
VPA（ADAPT VPA）２）により算出した。解析に
用いたパラメータを表３に示す。０～２歳
のM は，我が国周辺水域の漁業資源評価３)に準じ
て０.３とし，３歳以上では田内・田中の方法４)から推
定した０.２５とした。
　９歳以下の資源尾数を（１）式から，最高齢
（１０歳以上のグループ）と最近年の資源尾数を（２）
式から計算し，漁獲死亡係数を（３）式から求め
た。１０歳の資源尾数を（４）式で算出し９歳以下
の計算に用いた。

（１）
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１．１．５　スケトウダラ
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（２）

（３）

（４）

　ここで，aは年齢階級，yは年度をあらわ
す。Na,yは資源尾数，Ca,yは漁獲尾数，M は自然死
亡係数，Fa,yは漁獲死亡係数を表す。
　最高齢のFは９歳のFに等しいと仮定し，最近
年の４～８歳のFa,yに関しては，（５）式で計算した。
３歳以下のFは過去５年間の平均とした。

（５）

　最近年の３歳のFは，２００８年度から沖底の漁獲
努力量が大きく減少したことを考慮して過去３年
間の平均とした。また，２歳魚に関しては，２００９
年度以降の漁獲尾数が大幅に減少しているため，
最近年の資源尾数の推定に過去の平均Fを用いる
ことが妥当ではないと判断した。そこで，２０１０年
度２歳魚（２００８年級）の資源尾数は，次項に記述
する調査船調査の春季仔稚魚分布調査５）結果と
VPAにより推定した２００６年級の２歳魚の資源尾
数を用いて（６）式により推定した。

（６）

　チューニングには，１９９８～２０１０年に実施したス
ケトウダラ産卵群漁期前分布調査（計量魚群探知
機を用いた調査船調査）６－８）により推定した産卵親
魚現存量を使用した。ただし，２００２年のデータは
調査範囲が充分にスケトウダラ分布域をカバーで
きていなかったため解析に用いなかった。（７）お
よび（８）式のSSQが最小となるように最近年，最
高齢のFを求めた。

（７）
 

 

（８）

　ここでBacoust,yは漁期前分布調査で得られた親魚
現存量，BVPA,yはVPAから推定した資源量，qは比
例定数，Yは調査した年数をあらわす。
　産卵期が漁期の終盤にあることから，産卵親魚
量は次年度の漁期はじめ資源尾数から次式により
推定した。

（９）

　ここで，Syはy年度の産卵親魚重量，na,yはy年
度，a歳魚の漁期はじめの資源尾数，maはa歳魚
の成熟率，waはa歳魚の平均体重を表す。
イ　調査船調査
（ア）新規加入量調査・春季仔稚魚分布調査（２００４
年度～）
　本調査はスケトウダラ仔稚魚の量的計測を目的
に２００４年度から稚内水試と共同で実施している。
２０１０年度は４月に北海道周辺の日本海石狩湾以北
からオホーツク海において，音響および生物採集
によるスケトウダラ仔稚魚の現存量調査を行った。
調査には稚内水試試験調査船北洋丸を用い，生物
採集はFMTネット（網口２×２m, 目合１.５mm，
船速３kt， 水平曳），音響調査はシムラッド社製計
量魚群探知機（以降計量魚探機と略す）EK６０
（３８,１２０kHz）を用いた。詳細は稚内水産試験場事
業報告を参照のこと。
（イ）道西日本海底魚トロール調査（新規加入量
調査・秋季新規加入量把握調査）
　本調査は，０歳魚の豊度推定を目的として１９９５年
の調査データから解析に使用している。調査は
２００９年度で終了した。
（ウ）未成魚分布調査（２００５年度～）
　夏季の武蔵堆周辺海域でのスケトウダラの魚群
分布の把握と，９月１５日解禁の沖合底びき網漁業へ
の情報提供を目的に２００７年度から稚内水試と共同
で実施している。２０１０年度は８月に北洋丸による，
計量魚探機EK６０を用いた音響資源調査および着
底トロール調査を行った。詳細は稚内水産試験場
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事業報告を参照のこと。
（エ）産卵群漁期前分布調査（新規加入量調査・
秋季新規加入量把握調査）
　本調査は産卵親魚の現存量推定を目的に，１９９６
年度から稚内水試および函館水試と共同で実施し
ている。内容詳細は資源評価調査の項を参照のこ
と。
（オ）冬季卵仔魚分布調査（２００４年度～）
　本調査は２００４年度に水産庁の資源動向要因分析
調査の委託事業として，資源評価予算区分で始ま
ったが，２００５年度に動向要因分析調査が休止され
てから，本事業予算で実施している。
　２０１０年２月定期海洋観測時に北洋丸にて卵仔魚
採集をそれぞれ実施した。
　採集はノルパックネットを用いて深度１５０mか
らの鉛直曳きを実施した。いずれの調査でも海底
深度が１５０m以浅の場合は海底直上からの鉛直曳
きとした。あわせてCTDによる水温塩分の観測
も行った。なお，採集した標本は５%海水ホルマ
リンで固定した。
ウ　研究成果の普及･広報
　近年の日本海におけるスケトウダラの資源動向
および２０１０年度の漁況予測などについて，「沖合漁
業振興交流プラザ（小樽市）」，「日本海すけとうだ

ら漁業協議会（余市町）」，「岩内郡漁協すけとうだ
らはえなわ部会」で発表した。また８月下旬～９
月上旬の武蔵堆周辺海域における魚群分布調査の
結果と，１０月の漁期前調査の結果を「調査速報」
として取りまとめ，漁業協同組合等の関係機関に
送付した。また，これまでの結果を取りまとめ，
学術論文として公表した５－１０)。
　調査結果をとりまとめて日本海海域スケトウダ
ラの資源評価を行い，その結果を水産試験場ホー
ムページ（http://www.fishexp.hro.or.jp/exp/cent 
ral/kari/SigenHyoka/）にて公表した。さらに，
評価結果は２０１０年度北海道水産資源管理マニュア
ル１１)の基資料として活用された。

（３）得られた結果
ア　漁獲物調査
（ア）漁獲統計調査
a　漁獲量
　日本海のスケトウダラの漁獲量は，１９７０年度以
降１０万トン前後の漁獲で推移し，１９７９年度に１９７０
年度以降では最高の１５万トンに達した。その後急
激に減少して１９８６年には８万トンを下回り，１９８８
～１９９２年度に１１～１２万トンと回復したが，１９９３年
度に再び７万トンに減少し，それ以降漸減傾向に
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表１　資源解析に使用したパラメータ



ある。２００６年度以降は２万トン以下となり，２００９
年度，２０１０年度は，TACによる漁獲制限により１.４
および１.５万トンとなった（図１，表２）。漁業別に
みると，沖合底びき網漁業の１９９２年度以前の漁獲
量は４～１０万トン間で大きく変動しながら推移し
ていたが，２００７年度に８,５３９トンと１万トンを下回
った。２００８年度は１０,３８３トンとやや増加したが，
２００９および２０１０年度はTACが８千トン（２００８年度

は１１千トン）に設定されていたことから（表３），
漁獲量はその枠内の７.９千および７.８千トンとなっ
た。沿岸漁業の漁獲量は，１９８１年度の５万４千ト
ンを最高に単調でゆるやかな減少傾向を示し，
２００８年度は７.１千トンとなった。２００９および２０１０
年度はTAC割当相当の６.１千および６.９千トンを漁
獲した。沿岸漁業を海域別にみると，近年最も漁
獲量の多い檜山海域では１９８８年度以降２０００年度を
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表２　北海道日本海のスケトウダラ漁獲量の推移 (単位：トン）



除き，１万トン台で推移していた。しかし，２００３
年度以降は１万トンを下回り，２００８年度から２０１０
年度まで３.３千～３.２千トンと低い水準で推移して
いる。１９８０年代に沿岸漁業の中心であった岩内湾
と石狩湾では１９９０年代はじめに急激に減少し，
２０００年度以降は１.８～４.３千トンの間を緩やかに増
減している。２０１０年度は石狩湾が６１４トンと前年
度より減少したが，岩内湾は１,９６３トンと前年を上
回った。松前・福島海域では２００１～２００３年度に千
トン以上の漁獲があったが，これは韓国への輸出
開始に伴いスケトウダラ魚価が上昇し漁獲努力が
増加した為と考えられる。しかし，２００４年度以降
は大幅に減少し，２０１０年度は８トンであった。宗
谷・留萌海域の漁獲は混獲が主体であり，近年は
１００～２００トン程度で推移していたが，留萌振興局
管内のえびこぎ網漁業などの漁獲増により２００９年
度は７０７トン，２０１０年度は１,１０７トンを漁獲した。
b　努力量の推移
　各海域の着業隻数の推移を表４に示した。沖底
漁業の着業隻数は漁場の縮小や資源の悪化に伴い
１９８１年度以来大幅に減少してきた。１９８０年代には
稚内，留萌，小樽で計７９隻，１９８７年度には３５隻と
なり，２０００年度には留萌の３隻が減船し２３隻とな
った。２００８年６月までは小樽９隻，稚内８隻（内
２隻がトロール）の計１７隻が着業していたが，２００８
年９月からは小樽が３隻減船し，計１４隻となった。
漁獲努力量の指標となるスケトウダラを対象とし
た曳網回数は，１９９６年度の７,００７回から減少し続け
ており，２００８年度以降は減船およびTACによる漁
獲制限を反映して１,０００回を下回っている。また，
全曳網回数に占めるスケトウダラを対象とした曳

網は１９９７～２００６年度まで２００２年度を除いて２０%程
度で推移していたが，２００７年度以降は１０%前後に
まで低下している。
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図1　北海道日本海海域におけるスケトウダラ漁
獲量

表３　日本海海域のスケトウダラTACの推移

表４　スケトウダラ漁業着業隻数の推移



　沿岸漁業のすけとうだら刺し網漁業では，東し
ゃこたん漁協古平本所が５９隻（１９８８年度）から９
隻（２００９年度），同漁協積丹支所が１９隻（１９８６～１９８８
年度）から２隻（２００９年度），岩内湾（神恵内漁
協～島牧漁協）のはえ縄漁業の着業績数は９５隻
（１９８４年度）から６隻（岩内５隻，寿都１隻：１９９５
年度以降）へと大幅に減少した。参考までに檜山
の延縄漁業の許可隻数も，１９８１年度の２７０隻から
２００９年度の８３隻に大幅に減少している。
（イ）商業漁獲物調査
　岩内湾におけるすけとうだらはえなわ漁業の大
銘柄漁獲物の年齢組成は，漁期間を通じて４歳
（２００６年級）の割合が最も高かった（図２）。刺し
網漁業の漁獲物の年齢組成は調査点によるばらつ
きが認められた（図２）。古平に水揚げされた標本
は，はえ縄と同様に４歳魚（２００６年級）の割合が
高く，５歳（２００５年級）がこれに次いでいた。一方，
島牧の標本では， ７歳（２００３年級）および９歳
（２００１年級）が２１%と最も割合が高く， ４歳魚は３
%程度と少なかった。小樽港根拠の沖合底びき網
漁業により漁獲されたスケトウダラの年齢は，い
ずれの標本も４歳魚（２００６年級）が５２～６３%と大
部分を占めていた（図２）。
（ウ）資源解析
　年齢別漁獲尾数を見ると，１９８０年代前半は４～
５歳魚を中心に年間２～３億尾を漁獲していたが，
１９８８年度から１９９２年度まで（１９９０年度を除く）５
億尾前後に増加し，その後，急激に減少した。２００１
および２００２年度に，比較的豊度の高い１９９８年級が
それぞれ３および４歳で漁獲されて尾数がやや増
加したが，２００３年度以降は１億尾を下回る極めて
低い水準で推移している。２００６，２００７年度に４千
万尾台と，１９８１年度以降では最低の水準となった
が，２００６年級の加入により２００８，２００９年度に６.６お
よび５.６千万尾と増加した（図３A）。２０１０年度は
２００６年級の漁獲尾数の減少に伴い，４.２千万尾とな
った。２０１０年度を年齢別に見ると，４歳魚（２００６
年級）が２.３千万尾と５３%を占め，次いで５歳（２００５
年級）が２３%，６歳（２００４年級）４.３%となっており
２００８年度以降３年連続して２００６年級が漁獲の中心
となった。また，２歳魚（２００８年級）の推定漁獲
尾数は２３万尾と，１９８１年度以降の２歳魚の漁獲尾
数としては最低であった２００７年級を下回った。一
方， ２００７年級は，２００９年度（２歳）の３８万尾から
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図２　２０１０年度商業漁獲物調査により得られた標
本の年齢組成



２０１０年度（３歳）には１８３万尾に増加した。
　ADAPT VPA（以降VPAと略す）で推定した２
歳魚以上の資源尾数は１９９０年度に３０.７億尾と１９８１
年度以降で最も高い値となったが，以降は新規加
入尾数（２歳魚）の減少を反映して減少傾向を示
し，１９９９年度には９.０億尾となった（図３B）。その
後，２０００年度に１９９８年級が加入して９.９億尾に増加
したが２００１年度以降再び減少に転じ，２００６年度に
過去最低の２.６億尾となった。２００８年度には２００６
年級の加入により６.０億尾に増加したが，それ以降
は後続の２００７および２００８年級の加入尾数が少なく，
２００９年度は４.２億尾，２０１０年度は３.１億尾と２年連続
して減少した。資源重量も資源尾数と同様の変動
を示しており，１９８８～１９９１年度に豊度の高い年級
が連続して加入したことにより６０万トン前後の高
い水準となったが，その後は一様に減少して２００７
年度に過去最低の７.２万トンとなった。２００８年度
は２００６年級の加入によって１０.２万トンに増加した
が，２００９年度には再び減少に転じ２０１０年度は９.４万

トンと推定された（図３C）
　前述のように，当該資源の変動は，新規加入量
の変動に大きな影響を受けている。新規加入の２
歳魚資源尾数を見ると（図４），１９８１年級以降で
は１９８８年級の１５.１億尾が最も多く，この年級が加
入した１９９０年度に資源重量は最大となった。その
後加入尾数は減少傾向を示し，１９９３，９４年級は３
億尾台，１９９５～１９９９年級は１９９８年級を除き２億尾
台で推移したが，２０００年級以降さらに減少し,２００２
～２００４年級は０.６～０.８億尾とピーク時の１/１０以下
となった。２００５年級は１.６億尾とやや増加し，２００６
年級は４.０億尾と，１９９４年級以降で最も豊度の高か
った１９９８年級と同程度と推定された。しかし，後
続の２００７年級は０.２億尾，仔稚魚調査とVPAから推
定した２００８年級は０.３億尾と過去最低の水準とな
った。
　VPAで推定した産卵親魚重量（SSB）は１９８９年
度の２３.３万トンをピークに１９９６年度以降一様な減
少を続けており，２００７年度には過去最低の２.７万ト
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図３　北海道日本海の年齢別漁獲尾数（A）およびVPAにより推定された資源尾数（B）および資源重量（C）
の推移



ンとピーク時の１１%まで減少した（図４）。２００９年
度は２００６年級が３歳，２０１０年度は４歳として産卵
親魚に加入したことにより，それぞれ４.４および５.１
万トンに増加したが，依然低い水準にある。
イ　調査船調査
（ア）春季仔稚魚分布調査
　計量魚探機による観察データから推定された石
狩湾以北の北海道日本海における２００６年級（仔稚
魚）の分布尾数は，１０８億尾と調査を開始した２００５
年以降で最も高い値であった（図５）。後続の２００７
年級は調査期間中で最も少ない４億尾，２００８およ
び２００９年級も９および１３億尾と低い水準であった。
２００５および２０１０年級は２１および４７億尾と中程度の
値と推定された。詳細は稚内水試事業報告を参照
のこと。

（イ）　道西日本海底魚トロール調査
　０歳魚のCPUE（曳網距離あたり採集尾数）は
年によってばらつきが大きい（図６A）が，１９９５
年級以降のCPUEとVPAにより推定した２歳資源
尾数の関係から（図６B），CPUEが０.４～３.０尾／

１０００m・網と低く，かつ２歳資源尾数も０.２～０.８億
尾と少ないグループ（２００２～２００４年級および２００７
年級），CPUEが６.５以上かつ２歳資源尾数が１.６億

平成22年度　事業報告書　中央水試（2012）

－28－

図４　日本海海域スケトウダラの産卵親魚重量（SSB），加入尾数（２歳資源尾数）および再生産成功率（RPS）
の推移（VPA推定値）

図５　春季仔稚魚分布調査で推定されたスケトウ
ダラ仔稚魚分布量の経年変化

図６　道西日本海底魚トロール調査（７～１１月：試
験調査船おやしお丸）により得られたスケト
ウダラ０歳魚CPUEの経年変化（A）および
平均CPUEとVPAにより推定された加入尾
数（２歳資源尾数）の関係（B）

　　 （A）：括弧内の数字は曳網回数を示す．１９９８
年級の最大値（１７３）は図示していない．（B）：
図中の数値は年級を，矢印は２００７～２００９年級
のCPUEを示す．



尾以上のグループ（１９９５～１９９９および２００５，２００６
年級）に大別することができる。２００９年級の
CPUEは０.７と低い値を示しており（図６B），２００２
～２００４および２００７年級と同様に豊度の低い年級の
可能性が高いと考えられる。
（ウ）未成魚分布調査
　未成魚分布調査により推定された１歳および２
歳時における分布尾数は（図７），２００６年級が４.８
および１３.０億尾と最も高い値を示した。一方，
２００４年級はそれぞれ０.３および０.９億尾と低く，２００５
年級は両年級の中間の値であった。これらの結果
は，VPAにより推定した加入尾数（２歳資源尾数）
と同様のパターンと考えられる。２００７年級および
２００８年級の１歳および２歳時における分布尾数は
２００５年級の１/１０程度の非常に低い水準であった。
２０１１年度に２歳魚として加入する２００９年級の１歳
の値も２００５年級の１/１０程度の水準であった。詳
細は稚内水試事業報告を参照のこと。

　（ア）～（ウ）の調査船を用いた調査結果から，
年級豊度に関する情報を整理すると，２００６年級は
比較的豊度の高い年級，２００２～２００４年級および
２００７～２００８年級は豊度の低い年級，２００５年級は両
者の中間程度と考えられる（表５）。また，２０１１
年度に新規加入する２００９年級は２００７～２００８年級と
同程度の豊度の低い年級である可能性が高い。一
方，２０１０年級は２００５年級と同程度かそれより高い
可能性がある。しかし，現在のところ２００６年級以
降，これに匹敵する豊度の高い年級の出現は観察
されていない。
（エ）産卵群漁期前分布調査

ａ　産卵親魚量の推定結果
　産卵群漁期前分布調査により得られた１９９８年度
以降における産卵期はじめの産卵親魚現存量は，
１９９９年度の２５.５万トンをピークに減少傾向を示し，
２００８年度に４.７万トンと最低の値となった（図８）。
２００９年度は２００６年級が一部加入したことから６.８
万トンに増加した。２０１０年度は前年と比較して積
丹半島以北（北緯４３°４５分以北）の海域における
分布量の増加に伴って８.９万トンとなった。しか
し，親魚量としてはVPAによる評価と同様，依然
低い水準にある。２０１０年度の調査詳細は資源評価
の項を参照のこと。

b　漁況予報
　（エ）の調査結果により関係者に配布した調査速
報で，関係機関に以下のとおり報告，予報した。
・全体の産卵群分布量は２００９年の１.３倍に増加し
た。
・特に北部海域では２００９年の２.６倍に増加してい
た。
・石狩湾の分布量は大きく増加，岩内湾では２００９
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図７　未成魚分布調査により推定した武蔵堆周辺
海域におけるスケトウダラ１歳および２歳魚
分布量の経年変化 図８　産卵群漁期前分布調査により推定された産

卵親魚量の推移
2002年度の漁期前分布調査結果は，荒天によ
り調査範囲が狭いため，解析に使用しなかっ
た．

表5　調査船調査（北洋丸およびおやしお丸）に
より得られた各年級の豊度情報



年度の６割程度に減少，桧山海域は１.２倍に増加
した。
・各海域とも尾叉長３５～４０cmの２００６年級と思わ
れる魚が主体。

（オ）冬季卵仔魚分布調査
　石狩湾周辺の定点において採集されたスケトウ
ダラ卵の分布密度の経年変化を図９に示す。年級
豊度の高かった２００６年は平均値，最大値とも高か
った。２００７年以降はこれに匹敵する値は観察され
ていないが，２０１１年度はその中でも比較的高い値
を示した。一方，仔稚魚調査で中程度の豊度と推
定された２０１０年級の値は低かった。今後，仔稚魚
調査の結果等と統合し，解析を進める予定である。
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図９　石狩湾におけるスケトウダラ卵の分布密度
の経年変化



（１）目的
　ホッケ北部日本海～オホーツク海系群（以下，
道北群）のうち，主に石狩・後志海域について資
源状態を適切に把握・評価することで，当該資源
の持続的有効利用を図ることを目的とする。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査
　石狩振興局～後志総合振興局管内における沿岸
漁業については，漁業生産高報告ならびに水試集
計速報値から漁業種別・月別漁獲量を集計した。
沖合底びき網漁業（以下，沖底漁業）については，

小樽機船および小樽市両漁業協同組合資料，およ
び北海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計から中海
区「北海道日本海」における漁区別，月別漁獲量
を集計した。これらのうち，北緯４３度４０分以南で
漁獲されたものを，石狩・後志海域の沖底漁業漁
獲物とした。知事許可のほっけ刺し網漁業につい
ては，漁獲成績報告書から，北緯４３度４０分以南の
道西日本海海域における月別漁獲量を集計した。
道北群全体の漁獲量は稚内水産試験場資料を用い
た。なお，２０１０年の数値はすべて速報値である。
イ　漁獲物の体長組成・年齢組成
　沖底漁業については，小樽機船漁協において１
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１．１．６　ホッケ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　高嶋孝寛　丸山秀佳

表１　道北海域（道央日本海～オホーツク海）におけるホッケの漁獲量



月，４月，５月，９月，および１０月に漁獲された漁
獲物を購入して標本とした。沿岸漁業の刺し網に
ついては，東しゃこたん漁協において６月，１０月
に，底建網については寿都町漁協において４月，
１１月に漁獲された漁獲物をそれぞれ入手し，標本
とした。
　これら標本に対し，「北水試魚介類測定・海洋観
測マニュアル」に従って生物測定した。得られた
体長データを漁業別の銘柄別漁獲量により引き伸
ばして体長組成を作成した。
　漁獲物の年齢組成については，高嶋の方法１)によ
り標本魚の耳石の加工と年齢査定を行い，これら
に基づいて推定した。
ウ　普及・広報
　アならびにイの調査結果は資源評価に使用され
た。さらにその結果は水産試験場ホームページ，
（http://www.fishexp.hro.or.jp/exp/central/kanri
/SigenHyoka/）にて公表されたほか，２０１０年度北
海道資源管理マニュアル２)の資料として活用され
た。

（３）得られた結果
ア　漁獲量
　道北群全体におけるホッケの漁獲量（表１，図１）
は，１９８５年の約３万４千トンから増加を続け，１９９８
年には約２０.５万トンに達した。翌１９９９年以降２００８
年まで，１０万～１５万トンで推移していた。２０１０年
は２００９年に引き続いて大きく減少し，６.７万トン
（速報値）となった。近年の漁獲量の変動は，主
に沖底漁業の動向に左右されているが，２０１０年で
は沖底漁業における漁獲減のため，総漁獲量に占
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表２　石狩・後志海域におけるホッケの漁業種類別漁獲量

図１　道北海域（道央日本海～オホーツク海）に
おけるホッケ漁獲量の推移



める沖底の割合が約６６%と７割を下回った。
　石狩・後志海域においては，２００６年以降，沿岸
の漁獲量が沖底漁業の漁獲量を上回る年が続き，
２０１０年も僅差ではあるものの，沿岸漁業の漁獲量
が上回った（表２，図２）。一方で，２０１０年は２００９
年に引き続き，両漁業種とも漁獲を減らしており，
合計の漁獲量は約２千トン少ない２１,０１２トンであ
った。
（ア）石狩・後志海域における沿岸漁業
　石狩・後志海域のホッケは，小定置網や底建網

によって春の索餌期と秋の産卵期に沿岸域で，ま
た，刺し網によりほぼ周年にわたって大陸棚縁辺
部でそれぞれ漁獲される。
　２００９年の定置・底建網による漁獲量は２０１０年に
比べて１,３８５トン減の９,８４３トンであり，刺し網は１４
トン減の８８７トンであった（表２，図３）。
（イ）石狩・後志海域における沖底漁業
　小樽機船漁協と小樽市漁協所属の沖合底びき網
船の着業隻数ならびにこれらによる延べ曳網数の
推移を図４に示した。隻数は，１９９７年以降２００８年
６月まで９隻で推移したが，２００８年９月の漁期は
じめから６隻に減船された。延べ曳網数もこれに
応じて減少した。２０１０年のそれは，２００９年に比べ
て１７２網減の５,４８３網であった。
　小樽地区の沖底船による全体の漁獲量は，２００３
年以降２００８年まで，２００６年を除き４万トン前後で
推移していた。２０１０年の北緯４３度４０分以南・以北
両海域を合わせた漁獲量は，急減した２００９年の２.９
万トンからさらに減少し，約２.０万トンであった
（表３）。
イ　漁獲物の体長組成・年齢組成
　沖合底びき網漁業による北緯４３度４０分以北およ
び以南の両海域，ならびに沿岸漁業による石狩・
後志海域における，ホッケ漁獲物の体長組成およ
び体長階級別年齢組成を図５に示した。
　以北海域における沖合底びき網の春期では，主
モ－ドが２１cm台に，副モードが１７cm台にあった
が，どちらも１歳魚が多くを占めていた。秋期で
は２６cm台にモードが観察され，１～３歳魚で占め
られていた。前年に引き続き０歳魚はごく僅かだ
った。
　以南海域の春期では，２４cm台に主モードが観察
され，２歳魚が主体を占めていた。例年多くを占め
る１歳魚は割合が半分以下であったとともに，体
長は裾野が広い組成であった。秋期では２７cm台
にモードが観察され，２歳魚と３歳魚が多くを占め
ていた。以北海域と同様に０歳魚は少なかった。
　定置・底建網の春期では２５cm台，秋期では２６cm
台にモードが観察され，春期は２歳魚，秋期は１
歳魚と２歳魚が主体となっていた。
　刺し網の春期では３１cm台にモードが観察され
た。秋期では２８cm台に主モード，３０cm台に副モ
ードが観察された。春期・秋期とも，２歳魚以上
が混在して組成を構成していた。
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図２　石狩・後志海域におけるホッケの漁獲量の推
移

図３　石狩・後志海域における沿岸漁業によるホッ
ケ漁獲量の推移

図４　小樽地区根拠沖合底びき網船の隻数および
延べ曳網数の推移

表３　小樽機船・小樽市漁協所属の沖合底びき網船
によるホッケの漁獲量  （２００９年・２０１０年）



２０１０年の漁獲物の特徴として，以南海域の沖合底
びき網，および定置・底建網において，１歳魚（２００９
年級群）の割合が少なく，その一方で秋期の沖合
底びき網，定置・底建網の両漁業種において，例
年みられる０歳魚（２０１０年級群）がきわめて少な
かったことが挙げられる。これらのことから，
２００９年級群に続き，２０１０年級群も低豊度の年級群
である可能性が懸念される。

（４）文献
１）　高嶋孝寛：Ⅱ章　耳石による年齢査定. 北海道
周辺におけるホッケの資源と漁業　－資源評価
の高度化に向けて－.　北海道立水産試験場技
術資料　No.６, １１－２５ (２０１０).

２）　北海道水産林務部水産局漁業管理課：ホッケ　
道央日本海～オホーツク海海域．２０１０年度北海
道水産資源管理マニュアル，北海道，１４p(２０１１). 
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図５　ホッケ漁獲物の体長組成・体長階級別年齢組成（２０１０年）



（１）目的
　道西日本海に来遊するスルメイカの漁況予測精
度向上を図るため，生態および資源動向に関した，
調査船調査および漁業情報収集等の調査研究を行
う。なお，本事業は「資源評価調査（受託研究）」
と連動して実施した。

（２）経過の概要
ア　陸上調査
（ア）漁獲統計調査
　道西日本海（道北：オホーツク海を除く宗谷総
合振興局および留萌振興局，道央：石狩振興局お
よび後志総合振興局，道南：桧山振興局および渡
島総合振興局の松前・福島町および八雲町熊石地
区）のスルメイカ漁獲量を北海道水産現勢より，
４月から翌年３月までの年度集計によって調べた
（２００９年度～２０１０年度の漁獲量については各地区
水産技術普及指導所調べに基づいて中央水試が集
計した暫定値）。
　余市郡漁協において，いか釣り漁船の水揚げ隻
数・銘柄別漁獲重量および尾数を調べ，CPUE（１
隻１日当たりの漁獲尾数）を算出した。
（イ）生物調査
　岩内港および余市港において，いか釣り漁船か
ら銘柄別に標本を購入し生物測定を行った。生物
測定の方法は「北水試魚介類測定・海洋観測マニ
ュアル」（北海道立水産試験場，１９９６）に従った。
イ　調査船調査
　６月と８月に函館水試試験調査船金星丸によっ
て，自動イカ釣機による釣獲調査および海洋観測
を行った。両調査は，受託試験研究である「資源
評価調査」の一環で，漁場一斉調査，沖合域海洋
観測調査として行った。
ウ　スルメイカ日齢解析
　６月の調査船調査で採集されたスルメイカにつ
いて，日齢解析を行った。日齢解析は技術資
料No.４「スルメイカの平衡石の採取および輪紋計
数マニュアル」（北海道立釧路水産試験場　坂口健
司，２００５）に従った。推定した日齢と採集年月日

から発生時期を推定した。
エ　資源評価
　２００９年度に日本海海域へ来遊したスルメイカに
ついて資源評価を行い，水産試験場ホームページ，
（http://www.fishexp.hro.or.jp/exp/central/kanri
/SigenHyoka/）に公表した。評価結果は２０１０年度
北海道水産資源管理マニュアル１)に掲載された。
オ　普及・広報
　７月に日本海区水産研究所および日本海側道府
県水産研究機関と共同で，陸上・調査船調査の結
果に基づき，長期漁海況予報を公表した。また，
漁海況予報や調査船調査結果を内容とした「北海
道浮魚ニュース」を道内各水試と連携して作成し，
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１．１．７　スルメイカ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　佐藤　充　山口幹人

表１　２０１０年度の道西日本海月別漁獲量

図１　道西日本海におけるスルメイカ漁獲量経年
変化



FAXで関係機関に配布し，「マリンネット北海道」
のホームページに公表した。

（３）得られた結果
ア　陸上調査
（ア）漁獲統計調査
　道西日本海におけるスルメイカの漁獲量は（図
１），１９８６年度の約５千トンから増加し，１９９１年
度には約４万トンを超えた。その後は，３万トン前
後で推移していたものの２００４年度以降，２００６年度
を除き，２万トンを下回る漁獲となった。２０１０年度
の漁獲量は約１万１千トンであった。海域別では，
道北が２,４８２トン（前年：２,０２８トン）と前年を上回
ったが，道央が３,１４８トン（前年：４,４９８トン），道
南が５,６８７トン（前年：６,３４６トン）と前年を下回っ
た。時期別にみると夏漁にあたる４～９月が
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図２　余市港におけるスルメイカの延べ水揚隻数
とCPUE（１隻１日当たりの漁獲尾数）の経年
変化

表２　２００９～２０１０年度の余市港におけるスルメイ
カの水揚隻数とCPUE（１隻１日当たりの漁獲
尾数）

表３　２０１０年度に余市，岩内港に水揚げされたスルメイカの生物測定結果

図３　余市，岩内港に水揚げされたスルメイカの外
套長組成（外套長組成は銘柄別に引き延ばし
て推定した）



６,９５６トン（前年：９,２６６トン）と前年を下回ったが，
秋・冬漁にあたる１０～３月が５,２５２トン（前年：３,５７１
トン）と前年を上回った（表２）。
　２０１０年度の余市港におけるいか釣り漁船の年度
を通してのCPUE（１隻１ 日当たりの漁獲尾数）
は２,７３５で前年（２,９０２）を下回った（図２，表２）。
CPUEを時期別に見ると，６～９月は２,３０４（前年：
２,９１９）と前年を下回り，１０～１２月は３,４１５（前年：
２,８６７）と前年を上回った。漁期後半のCPUEの方
が高い傾向であった。延べ水揚げ隻数は６５２隻と
前年(７３６隻)を下回った。
（イ）生物調査
　７月～１２月にいか釣り漁船によって漁獲された
スルメイカ について，各銘柄別に生物測定を行っ
た（表３，図３）。外套長組成は，水揚げ港の標本
採集日前後５日間の漁獲量を集計した数量を，銘
柄別に引き延ばして推定した。推定した外套長組
成のモードは，７月５日が１８cm，７月２７日が２１cm，
８月２４日が２３cm，９月１３日が２９cm，１０月１４日が
２３cm，１１月８日が２４cm，１２月１０日が２２cmであっ
た。なお成熟度は，「北水試魚介類測定・海洋観測
マニュアル」に従って区分および標記した。
イ　調査船調査
　６月における漁場一斉調査および８月沖合域海
洋観測調査結果を表４に示した。漁場一斉調査の
各調査点でのCPUE（釣り機１台１時間当たりの

漁獲尾数）は８.６４～４２.２０の範囲であった。同様に
外套長組成のモードは１７～１９cmであった。沖合
域海洋観測調査の各調査点でのCPUEは３.１４～
５６.４７の範囲であった。同様に外套長組成のモー
ドは１８～２１cmであった。
　６月と８月の両調査において，漁獲の多かった
４調査点において合計３,８５６尾のスルメイカに標
識タグをつけて放流し，移動を調べた。再捕結果
は表５のとおりである。
ウ　平衡石日齢解析
　２０１０年６月下旬に採集したスルメイカの主発生
時期は，１１月下旬から１２月中旬にかけてであった
が，前年同様１２月の割合が多かった（図３）。

（４）文献
１）北海道水産林務部水産局漁業管理課：スルメ
イカ日本海海域．２０１０年度北海道水産資源管理
マニュアル，４７p（２０１１）
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表４　２０１０年度のスルメイカ調査船調査結果および生物測定結果（金星丸）

図４　おやしお丸により採集されたスルメイカの
発生時期

表５-２　スルメイカ標識放流再捕結果（８月調査）

表５-１　スルメイカ標識放流再捕結果（６月調査）



（１）目的
　石狩湾には主として沿岸性の石狩湾系ニシンが
分布するが，ときには北海道・サハリン系群が優
占することが知られている。これらの生態を明ら
かにし，また資源動向を把握するための基礎資料
を得ることを目的とする。

（２）経過の概要
　１９９６～２００７年度にかけて日本海ニシン資源増大
（増大推進）プロジェクトと連動して調査を実施し
てきた。また２００８年度からは，日本海北部にしん
栽培漁業推進委員会からの受託研究である石狩湾
系のニシン漁況予測調査（Ⅰ．１６）と連動して，
主として厚田沖の漁獲物の生物調査や，石狩・後
志管内の漁獲統計調査を実施している。

　ここでは，従来から集計している石狩，後志管
内の市町村別漁獲量と武蔵堆周辺で行われる刺し
網漁業（積丹町～小樽市を根拠とするほっけ，た
ら，すけとうだら刺し網漁業)と小樽港を根拠とす
る沖合底曳網漁業による漁獲量を整理した。なお，
生物調査の結果は，石狩湾系のニシン漁況予測調
査（Ⅰ．１６）に合わせて記載した。

（３）得られた結果
　石狩湾沿岸でのニシン漁獲量（表１）をみると，
１９８２年以降，１９８５，１９８６年に２００トン台の水揚げ
があった他は数トン～数十トンで推移し，１９９３年
には０.６トンまで減少した。しかし，１９９７年の２６ト
ンを契機に増加傾向に転じ，２００７年には１千トン
に達した。２００８年には若干減少したものの，２００９
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１. ２　北海道資源評価
１．２．１　ニシン

担 当 者　資源管理部　資源管理グループ　山口幹人　佐藤　充

表１　石狩湾沿岸の市町村別ニシン漁獲量（kg）



年には１,８８６トンと最高値となり，２０１０年も１,６２７ト
ンが漁獲された。なお，１９８５年～１９８７年の漁獲の
多くは５～６月におけるものであり，北海道サハ
リン系群が一時的に増大し，漁獲されたと考えら
れている。一方，１９９７年以降の漁獲の増加は，石
狩湾系ニシンの資源の増大に起因するものである。
　後志管内に水揚げされた沖合域でのニシン漁獲
量（表２）は１９８２年以降，１～６３８トンと沿岸域同
様に大きく変動してきた。その中で１９８７年までは
１００トン以上の漁獲があったが，その後１９９７年まで
は１９９２年の５５トンを除いて漁獲量は３０トン未満で
推移していた。しかし，１９９８年には沖合底曳網に
よって１１０トンが漁獲され，その後も沖合底曳網を
中心に数十トン（２００２年を除く）が漁獲されるよ
うになった。さらに２００８～２０１０年には沖合底曳網
による漁獲が１００トンを超えたことに加えて，刺し
網の漁獲量もそれぞれ６４トン，１０９トン，２６６トン
と増加し，沖合域全体の漁獲量は２０１０年には３９５ト
ンに達した。
　なお，生物調査と漁獲統計調査の結果を基に資
源評価を行い，その結果を水産試験場ホームペー
ジ（http://www.fishexp.hro.or.jp/exp/central/kan 
ri/SigenHyoka/）に公表した。さらに，資源評価
の結果は「２０１０年度北海道水産資源管理マニュア
ル１)」の資料として活用された。

引用文献
１）北海道水産林務部水産局漁業管理課：ニシン　
岩内湾～宗谷湾海域．２０１０年度北海道水産資源
管理マニュアル，北海道，２５p（２０１０）
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表２　武蔵堆の刺し網および小樽港根拠の沖合底
曳船によるニシン漁獲量（kg）



（１）目的
　道西日本海におけるハタハタの漁獲量は，１９８０
年代前半に急激に減少し，その後は低い水準で推
移している。道西日本海産ハタハタ資源の合理的
利用を図るため，主要な海域，漁業の漁業実態を
モニタリングするとともに，採集調査を行って漁
期前の資源状態の把握，資源評価，生態的特徴に
関する情報等を得ることを目的としている。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査
　漁獲統計には漁業生産高報告（北海道資料）を
用い，留萌，石狩，後志の各振興局管内における
漁業種別・月別漁獲量を集計した。なお，２０１０年
の漁獲量については中央水産試験場速報値（暫定
値）を用いた。
イ　漁獲物調査
　道西日本海におけるハタハタ漁業の盛漁期は秋
季であり，沖合海域では沖底漁業とえびこぎ網漁
業，沿岸海域では刺し網漁業による漁獲が多く，
例年，これらの漁業による漁獲物から標本採集し，
年齢組成や体長組成などを把握している。２０１０年
は，沖底漁業は小樽機船漁協，えびこぎ網漁業は
増毛漁協，刺し網漁業は石狩湾漁協に，それぞれ
水揚げされた漁獲物を標本として購入し，生物測
定を行った。年齢は耳石輪紋の観察に基づき，１月
１日を基準日として決定した。漁獲物標本データ
を漁獲量全体に引きのばす基資料として，小樽機
船漁協，石狩湾漁協本所の荷受け記録を集計した。
ウ　漁期前分布調査
　秋漁期前に沖合域での分布状況を把握し，漁期
中に来遊する資源の年齢・体長組成や豊度，来遊
時期を事前に把握するため，２００２年より留萌管内
沖合域にて中央水産試験場調査船おやしお丸によ
るトロール調査を行ってきた。おやしお丸が用途
廃止となったため，２０１０年は稚内水試調査船北洋
丸により，９月１４，１５日と１０月１４～２３日に調査を
実施した。調査海域は，例年，留萌市から増毛町
沖合にかけての水深１５０～２７０ｍの海域範囲として

おり，曳網位置は当業船による操業状況や漁具の
設置状況に応じてその都度定めている。
エ  稚魚調査
　資源に新規加入する年級群の豊度を事前に把握
するため，１９９８年より石狩市厚田区沿岸の定点に
おいて，地びき網による稚魚の採集調査を実施し
ている。２０１０年は６月５日に計６定点で行った。

（３）得られた結果
ア  漁獲量　（表１，図１）
　漁獲量は１９８２年まで１千トン前後で推移してい
たが，１９８３年に大きく減少して以降は低位で推移
している。１９９５年には１９トンの最低値まで減少し，
その後は増加傾向となり１００～３００トン程度の幅で
変動推移している。２０１０年の漁獲量は２００９年に引
き続いて減少し１００トンであった。２００２年以降の
漁業種別漁獲割合は，それ以前と比べ沿岸漁業の
割合が大きくなっている。
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１．２．２　ハタハタ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　星野　昇

表1　留萌，石狩，後志管内におけるハタハタの
漁獲量　（単位：トン）



　各漁業の着業隻数は，沖底漁業では１９７３年に小
樽，留萌あわせて５７隻着業していたが，留萌根拠
船の廃業，小樽根拠船の減船を経て，現在は６隻
となっている。えびこぎ網漁業は１９９８年以降留萌
管内の１０隻が着業している。　
イ　漁獲物調査（図２） 
　漁獲物調査によって推定された漁獲物年齢組成
の年推移を図２に示す。漁獲量が最低水準となっ
た１９９０年代半ばまでは１歳魚の漁獲割合が大きか
ったが，２００１，２００３，２００５，２００８年は２歳魚が多
く，これらの年の漁獲量は比較的多かった。２０１０
年は２歳魚（２００８年級群）が大半を占めた。

ウ　漁期前分布調査（表２）　
　９月１４，１５日に実施したトロール調査では６点，
１０月１４～２３日の調査では８点の調査点においてハ
タハタを採集した。その採集結果の概要を表２に
示す。漁獲物調査では大半が２歳魚であった（図
２）のに対し，採集物中の１歳魚（２００９年級群）
の割合が極端に少ないという状況ではなかった。
しかし，両調査で採集された１歳魚すべてのうち
雄で２０%，雌で５２%が未熟個体という例年にない
状況があった。これらの未熟魚が漁獲加入しなか
ったことにより，漁獲物年齢組成は２歳魚主体と
なったと考えられる。
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図２　年齢別漁獲尾数の推移（雌のみ）
※近年の雄の年齢組成の推定誤差が大きい
と考えられたことから，雌のみを示した。

図１　留萌，石狩，後志管内におけるハタハタの漁獲量と，えびこぎ網漁業および沖底漁業の着業隻数の推移

表２　北洋丸によって実施したトロール網による
漁期前分布調査の結果概要（２０１０年）



エ　稚魚調査（図３）
　図３に１９９８～２０１０年の採集状況を示す。２０１０年
の調査で採集された２０１０年級群の採集尾数は８７４
尾，１定点あたりの平均採集尾数は１４５.６尾と，こ
れまでの調査結果の中では比較的低い水準であっ
た。
オ　事業成果の活用
　秋漁期前に得られた上記の情報に基づいて来遊
資源の特徴について整理し，関係漁業機関などへ
ファックスとホームページにて情報提供した。
２０１０年秋漁期に来遊する資源は，２歳の大型魚主体
で来遊量は２００９年度を若干下回る程度，沿岸への
来遊時期は１１月中旬以降と予測した。漁獲状況は
前述のとおりで，石狩湾漁協での沿岸の初漁日（出
荷日）は１１月１７日であった。
　２０１０年までの各データに基づき資源評価を行い，
結果を水産試験場ホームページにて公表した。
２００９年時点の資源水準は中水準，２００９年から２０１０
年にかけての資源動向は不明と評価した。資源評
価の詳細は，http://www.fishexp.hro.or.jp/exp/ 
central/kanri/SigenHyoka/を参照。さらに評価
結果は，北海道水産林務部による水産資源管理会
議に係る「水産資源管理マニュアル」の基資料と
して活用された。
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図3　石狩市厚田区沿岸における稚魚分布調査に
よる採集数の推移



（１）目的
　イカナゴ仔稚魚（コウナゴ）は，後志総合振興
局管内における主要な漁業資源である。４～６月
の期間に，管内の沿岸域一帯で灯火光を用いた敷
網（知事許可漁業）によって漁獲される。
　本種の調査研究では，資源の合理的利用を図る
ため，管内の主要産地において毎年の漁業実態や
成長など資源生態的情報の蓄積・解析を進めるこ
とを目的としている。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査
　漁業生産高報告（北海道資料）から漁獲重量を
集計した。集計の対象は「火光を利用する敷網漁
業（知事許可）」により漁獲された「イカナゴ」
とした。２０１０年の漁獲量については中央水産試験
場が集計した暫定値を用いた。

　管内市町村のうち，とくに漁獲量の多い寿都町
と島牧村について各漁業協同組合の荷受け資料か
ら，日別漁獲量と有漁隻数を調べ，１隻あたり漁
獲量（CPUE）を算出し，資源動向の指標とした。
イ　コウナゴ漁業漁期前調査
　２０１０年４月１７日に島牧村西部（白糸岬～千走）
の沿岸域に設けた５調査点において，集魚灯を用
いた た  も 網採集調査を行った。採集物の体長を測

・ ・

定し，体長組成から初漁時期の目安を予測した。
ウ　漁獲物調査
　漁期中，島牧，寿都町の各漁業協同組合に水揚
げされた漁獲物から標本採集を行い，各標本から
１００尾を上限として抽出し，標準体長（以下，体
長とする）を測定した。すべて冷凍保存した後に
自然解凍した状態で測定した。さらに，各標本か
ら２０尾程度を目安に抽出し，耳石日周輪を観察し
ふ化日を推定した。
エ　水温調査
　寿都町美谷沖（歌棄ホタテ養殖場）水深２０m付
近に水温計測ロガーを設置し，水温を連続計測し
た。
　
（３）得られた結果
ア　漁獲統計調査
　１９８５年（昭和６０年）以降の後志総合振興局管内
におけるイカナゴの漁獲量を表１に示した。２０１０
年の漁獲量は，寿都町では前年を大きく上回る１７９
トン，島牧村では１３１トンであった。小樽市から積
丹町にいたる地域（北後志地域）の漁獲量は１２０
トンと大きく減少した。北後志地域，寿都，島牧
で１９８８年に突出して多い漁獲量を記録して以降は，
３～４年程度の間隔で増減を経ながら推移してい
る。
　島牧漁協および寿都町漁協の荷受け資料に基づ
く両地域のCPUE（漁獲量kg／有漁隻数）の経年
変化を図１に示した。CPUEは両地区で同様の傾
向で推移しており，２０１０年の両地区合わせた
CPUEは１９４.５kgと，前年を大きく上回った。 
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１．２．３　イカナゴ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　星野　昇

表１　後志支庁管内のイカナゴ（コウナゴ）漁獲
量



イ　コウナゴ漁業漁期前調査
　漁期前調査で採集された標本の体長組成を図２
に示す。採集物の体長組成は概観して体長階級１４
～２０mm，２２～２６mm，２８mm以上の３群で構成さ
れた。
　この結果に基づき，これまでの知見から１日あ
たりの伸長を０.７mmと仮定し，１４～２０mmのサイ
ズ群が漁獲開始サイズである２２～２３mmに達する
４月末頃から漁が上向くと予測した。
ウ　漁獲物調査
　２０１０年漁期中に漁獲物標本を採集して，各標本
の体長測定を行うとともに，耳石（扁平石）の日
周輪解析を行った。図３に，日周輪解析によって
得られた漁獲物のふ化日組成を示す。ふ化は例年
どおり３月中旬から本格的に始まったが，漁獲物
は４月中旬から下旬にふ化したものが占める割合
が大きく，これらが５月末から６月上旬に漁獲対
象となったことで漁獲量が大きく前年を上回った。
エ　水温調査
　２０１０年の寿都湾内の観測定点（水深２０m）の水
温は，４月中は水温上昇が例年に比べ低調で推移し，
５月に入ってから急上昇した。
オ　事業成果の活用
　以上の結果を整理して，寿都町漁協小女子部会

総会（２０１１年３月３０日）にて関係者に説明し，着
業者の資源状況への理解を促した。漁期前調査や
漁獲物調査結果に基づく漁期の予測は資料にとり
まとめ，後志南部水産技術普及指導所との共同発
信として，直ちに管内各漁協および町村役場へフ
ァックスと電子メールで情報提供し，ホームペー
ジで広く周知を図った。研究論文として，「後志北
部海域沿岸におけるイカナゴ稚魚漁業の特徴につ
いて」を北水試研究報告７８号にとりまとめた。
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図１　島牧，寿都町各漁業協同組合におけるCPUEの推移

図2　漁期前調査で採集された標本の体長組成
（採集日：2010年4月17日，採集尾数：78尾）

図３　２０１０年の漁獲物標本のふ化日組成（耳石日周
輪に基づく）

図４　寿都海域における水温推移（水深２０m）



（１）目的
　北海道周辺海域のタコ類の漁獲量は近年比較的
安定しており，資源管理の必要性を望む声も少な
い。しかし，沿岸漁業にとって重要な漁獲対象資
源のひとつであることから，モニタリングの必要
性は高い。そこで，ミズダコおよびヤナギダコの
漁業を通した資源のモニタリングを目的として事
業を実施した。

（２）経過の概要
　道央日本海におけるタコ類の資源状況把握のた
めに石狩振興局，後志総合振興局管内のミズダコ
とヤナギダコの漁獲量を漁業生産高報告から集計
し，月別，漁業別などの漁獲動向を調べた。

（３）得られた結果  
　石狩振興局および後志総合振興局管内のヤナギ
ダコとミズダコの漁獲量の経年変化を表１に示し
た。
　ヤナギダコは石狩振興局管内では漁獲されず，
全て後志総合振興局管内で漁獲されている。１９８５
年以降の漁獲量は３００トンから７００トンの間で変動
しながら推移している。１９９６年に３０７トンと低い
数値を示してからは増加傾向を示し，２００３年は６９６
トンとなり，１９８５年以降最高となった。２００６年に
６３７トンとなった後減少したが，２０１０年は２７３トン
と前年を大きく下回り１９８５年以降過去最低を記録
した。
　ミズダコは石狩振興局管内でも漁獲されるが，
大半は後志総合振興局管内で漁獲されている。
１９８５年以降の石狩，後志振興局合計の漁獲量は１
千トンから２千トンの間で推移している。１９９８年
に１,８２８トンとそれまでの最高の漁獲量を記録し
た後，２０００年まで２年間減少したが，その後増加
に転じ，２００３年の漁獲量は２,００１トンとなり１９８５年
以降最高となった。２００７年には１,７７９トンとなっ
た後減少し，２０１０年も１,１５９トンと前年を下回った。
　２０１０年石狩，後志合計のヤナギダコ，ミズダコ
の漁獲量を漁法別に集計して図１に示した。ミズ
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１．２．４　タコ類

担当者　資源管理部　資源管理グループ　山口宏史　三原行雄

表１　石狩・後志におけるミズダコ・ヤナギダコ
漁獲量(単位：トン)

図１　石狩、後志におけるミズダコ・ヤナギダコ漁法別漁獲比率（２０１０年）



ダコは主に知事許可漁業および共同漁業権漁業の
たこ漁業で漁獲されている（７３%）。ヤナギダコは
主にえびかごで漁獲されている（５３%）。
　ミズダコ，ヤナギダコの季節による漁獲動向を
見るため，石狩・後志における月別漁法別の漁獲
量を図２に示した。ミズダコの漁獲量が多い月は，
主体となるたこ漁業の漁獲量が多くなった５－８
月と１２月であった。ヤナギダコでは，６月と９月に
漁獲量が多く，主体となるえびかごの休漁期間で
ある冬期には漁獲量は少ない。
　ミズダコとヤナギダコ漁獲量を地区別に見ると
（図３），ミズダコでは小樽市と古平で多く，その
他にも石狩，後志両管内で広く漁獲されている。
一方ヤナギダコでは古平地区（東しゃこたん漁協），
余市郡，小樽機船での漁獲量がほとんどを占め，
他の地区での漁獲は極めて少ない。これは，ミズ
ダコとヤナギダコの生息場所と関係があると思わ
れる。浅海域に生息するミズダコは石狩，後志両
管内で広く漁獲されているが，比較的水深の深い
沖合域に生息するヤナギダコは，沖合底びき網漁
業を行っている小樽市機船漁協と水深の深い沖合
漁場が近く，主な混獲漁業であるえびかご漁業（図
２）の盛んな古平や余市郡での漁獲が主体となる
ためと考えられる。
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図２　石狩、後志におけるミズダコ・ヤナギダコ
漁法別、月別漁獲量（２０１０年）図中数字は
月別漁獲量（全漁法の合計）の年漁獲量に
占める割合（％）

図３　石狩、後志におけるミズダコ・ヤナギダコ
地区別漁獲量（２０１０年）
図中数字は地区別漁獲量の全漁獲量に占め
る割合（％）



（１）目的
　北海道日本海南部海域（松前半島から檜山振興
局の沖合域）に分布するベニズワイガニ資源の合
理的な利用を図るため，松前さくら漁業協同組合
およびひやま漁業協同組合が企業化を目的として
実施している試験操業について，調査結果のとり
まとめと資源評価を行う。

（２）経過の概要
　２００１年以降，第３８俊洋丸（松前さくら漁協１２７ｔ，
５２０HP），第５８宝樹丸（ひやま漁協１２６ｔ，３７０HP）
の２隻体制で，年間の許容漁獲量に基づいた操業
が行われている。着業者から漁期終了後に提出さ
れる操業日誌および生物測定データに基づき資源
評価を行い，次年度の生物学的許容漁獲量を提示
している。操業日誌には揚かご作業ごとの漁具設
置位置と日付，かご数，銘柄別の漁獲量（漁獲物
の入ったまかご数）が記載されている。生物測定
は，漁業者によって，各船，ほぼ１０日ごとに任意
の縄を抽出して，船上に最初に揚げられたかごか
ら順番に１００尾を標本として無選別に採集し，性別
と甲幅の測定を実施している。

（３）得られた結果
ア　試験操業結果
　２０１０年の許容漁獲量は全体で１,３００トン（各船
６５０トン）で，３～８月の漁期で行われた。
（ア）漁獲量（図１）
　両船合わせた総漁獲量は約１,１３０トン（許容漁獲
量の９４.２%）で，２００９年をやや下回った。俊洋丸の
漁獲量は５３５トン（許容漁獲量の８９.２%）であった。
型別ではLLサイズが３６トン（前年比６７.５%），Ｌサ
イズが３７３トン（前年比９１.３％），Ｍサイズが１２６ト
ン（前年比１０６.６％）と，L，LLサイズの漁獲量が
前年を大きく下回った。宝樹丸の漁獲量は約５９５
トンで，許容漁獲量の９９.１%であった。型別では
LLサイズが１９２トン（前年比１１０.７%），Ｌサイズが
３２６トン（前年比８４.８%），Ｍサイズが７７トン（前年
比１０５.８%）と，Ｌサイズの漁獲量が前年よりやや

少なかったものの，その他のサイズでは増加した。
（イ）CPUE（図２）
　両船合わせたCPUE（１かご当たり漁獲量）は
１８.１kgと，前年に続いて減少したが，ここ数年は
比較的高い水準で推移している。
（ウ）甲幅組成（図３）
　２０１０年の漁獲物甲幅組成（小型個体を海中還元
する前の入籠時の組成）は１０５mm台にモ－ドがみ
られた。２００５年以降は１００mm未満サイズの尾数
が比較的多く，同時に１００mm以上サイズの尾数も
安定して推移してきたが，２００９年は２００５年以降で
１００mm未満サイズの漁獲尾数が最も少なくなっ
た。しかし，２０１０年は９０mm台にモードのある小
型個体（漁獲加入前のサイズ）の出現頻度が増加
した。
（エ）資源評価
　CPUE（１かご当たり漁獲量）は２００３年以降増
加傾向となり，２００７年に２１.５kgと近年の最高値と
なったが，２００８～２０１０年は依然として高い水準で
推移してはいるものの，３年連続して漸減した。
２０１０年の資源状態は２００４年以前（１９９９年を除く）
と比べると比較的高い水準にあり，近年の漁獲圧，
許容漁獲量は資源状態に対し概ね適切な水準に保
たれていると考えられる。しかし，資源量は２００７
年以降，加入尾数が下がったことを受けてやや減
少傾向にあると考えられる。
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イ　事業成果の活用
　以上の調査および評価結果に基づき，２０１１年漁
期の生物学的許容漁獲量を１,２５０トンを超えない
範囲と算定し，北海道（所管：水産林務部漁業管
理課）に報告するとともに，２０１０年１２月に函館市
において開催された漁業関係者への指導会議で説
明を行った。検討の結果，２０１１年については，許
容漁獲量１,２００トン（各船６００トン配分）での特別
採補許可方針が定められた。

平成22年度　事業報告書　中央水試（2012）

－48－

図１　日本海南部ベニズワイガニ試験操業におけ
る漁獲量の経年変化

図３　日本海南部ベニズワイガニ試験操業におけ
る漁獲物甲幅組成の経年変化．小型個体を
海中還元する前の入籠組成の推定値として
示す．

図２　日本海南部ベニズワイガニ試験操業におけ
る延べ篭数とCPUE(漁獲量／篭)の経年変
化



（１）目的
　エビ類資源を有効に利用するための適切な資源
管理方策を実施することを目的に，漁業実態，生
態および資源動向に関する調査研究を行う。

（２）経過の概要
ア　漁業実態調査
　後志管内におけるエビ類の漁業実態と資源動向
を把握することを目的に，知事許可えびかご漁業
漁獲成績報告書および北海道水産現勢元資料に基
づいて，漁獲量および漁獲努力量（操業日数等）
を集計した。なお，２０１０年の値は暫定値である。
日本海北部の知事許可えびかご漁業当業船は船団
操業しており，船型により操業場所や時期が異な
ることから，集計は船型別に実施した。
イ　漁獲物調査
　余市港を根拠地とする知事許可えびかご当業船
によって，２０１０年４月１９日，６月２８日，１０月１日，
および１１月４日に漁獲されたホッコクアカエビに
ついて，銘柄別に性別，抱卵・てんらく糸の有無，
成熟度を判定し，甲長（頭胸甲長：０.１mm単位），
体重（０.１ｇ単位）を測定した。なお，性別は第１
腹肢内肢の形状から，成熟度は生殖腺の色彩から
判定した。生物測定結果を標本採集した当業船の
銘柄別漁獲重量で重み付けし，それを基にホッコ
クアカエビの北後志海域における知事許可えびか
ご漁業全体の平均的な発育段階別の甲長組成を求
めた。さらに，年齢－成長関係１)を用いてこれらを
分解し，年齢組成とした。
ウ　資源評価
　日本海海域のホッコクアカエビの資源状態を評
価するため，CPUEを次のように標準化して求め
た。操業許可海域が最も広い小型船の１日１隻あ
たりの漁獲量との偏差平方和を最小にする補正係
数（後志管内大型船には１.８５，留萌管内大型船に
は１.５０）を年間延べ出漁隻数に乗じて標準化努力
量を求めた。知事許可えびかご漁業全体の漁獲量
を船型別の標準化努力量の合計値で除して標準化
CPUEとした。

　生物測定結果を漁獲成績報告書の銘柄組成で引
き伸ばし，年齢別漁獲尾数を推定した。稚内水産
試験場において得られた推定結果と合算し，資源
解析に供した。
　年齢別資源尾数はチューニングVPAにより推
定した。方法の詳細はH１８年度稚内水産試験場事
業報告書を参照のこと。なお，チューニングVPA
の資源量指数には，７，９，１１歳の漁獲尾数の
CPUEを用いた。
　産卵数の推定は次のように行った。まず，
６，８，１０歳の全個体が抱卵し，翌年の漁期始めに
ふ化するとした。脱皮時期は４月頃であるため，
y年のふ化尾数は，同年の７，９，１１歳の資源尾数
に６，８，１０歳の抱卵数２)を乗じたものとした。
　y年級のRPSはy+４年における加入尾数をy
年におけるふ化尾数で除したものとした。
　資源量の将来予測をするため，２０１１年以降の５
歳以上の資源尾数を，VPAの前進計算で求めた。
また，加入尾数には過去の加入量をランダムサン
プリングし，それに基づいて加入尾数を求めた。
ランダムに得られた１０００個のデータセットについ
てVPAの前進計算を試行し，２０１１～２０２０年の資源
量および漁獲量を推定した。各年齢のFは２００６
～２０１０年の平均値を用いた。

（３）得られた結果
ア　漁業実態調査
（ア）北海道におけるエビ類の漁獲動向
　北海道におけるエビ類の漁獲量（図１・表１）
は１９８５年以降，増減を繰り返しながら，ほぼ３千
～４千トンの水準で推移している。２０１０年は前年
とほぼ同程度の３,５５９トンが漁獲された。振興局
別にみると，現在まで後志，留萌両振興局管内の
漁獲が大きな比重を占めている。１９８０年代は後志
管内の漁獲量が北海道全体のほぼ二分の一を占め
ていたが，２００１年以降は留萌管内の漁獲量が５０%
以上を占めている。２０１０年の後志振興局の漁獲量
は前年（１,０４８トン）より１４５トン減少して９０３トン，
留萌振興局のそれは前年（１,９５８トン）より５７トン
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１．２．６　エビ類
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増加して２,０１５トンとなった（図１）。これら２振
興局を除いた２０１０年の漁獲量は，前年（５６５トン）
に比べて７６トン増加し，６４１トンになった。
　エビ類の種別漁獲量（表１）をみると，ホッコ
クアカエビ，トヤマエビ，ホッカイエビの順に漁
獲量が多い。なお，近年，ヒゴロモエビの漁獲量
は激減し，２００８年より北海道水産現勢の集計魚種
から外れ，その他エビに集計されている。ホッコ
クアカエビは１９８５年には４千トンを超える漁獲が
あったが，その後減少し，１９９８年には過去最低の
１,７２３トンとなった。１９９９年以降，ほぼ２,１７７～
３,１２５トンの範囲で変動しており，２０１０年は前年
（２,８２７トン）より１０６トン減少して，２,７２１トンとな
った。トヤマエビの漁獲量は１９８５～１９８７年には
４００トン台であったものが，１９８９～１９９７年には１９９４

年を除いてほぼ８００～１,０００トンに増加した。１９９８
年以降，おおむね５００～７００トンの水準を維持して
いたが，２００９年に大幅に減少し，過去最低の３８９
トンになった。２０１０年は前年より１１０トン増加し
て，４９９トンになった。ホッカイエビの漁獲量は
１９８５年の１３２トン，１９８７年の１９６トンを除いて２００ト
ン台で推移し，１９９７年以降３００トン台となっていた
が，２００１年以降再び２００トン台に落ち，２０１０年は２５１
トンであった。
（イ）後志総合振興局管内におけるエビ類の漁獲動
向
a　ホッコクアカエビ
　後志総合振興局管内におけるホッコクアカエビ
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図１　北海道におけるエビ類の振興局別漁獲量

表１　北海道におけるエビ類の魚種別漁獲量

表２　後志総合振興局管内におけるホッコクアカ
エビの漁獲量の推移

表３　北後志えびかご漁業における漁獲努力量の
推移



の漁獲量を表２に示した。１９８５年には２,０００トン
を超える水揚げがあったが，その後減少し，１９９１
年以降は１,５００トン以下の水準で推移してきた。
２０１０年の漁獲量は前年（９９９トン）より１４５トン減
少して８５４トンとなった。
　後志総合振興局管内における知事許可えびかご
漁業のうち，日本海北部海域に操業許可を持つえ
びかご船（以下，北後志えびかご漁業）について，
漁獲努力量の推移を表３に，漁獲量および
CPUEの推移を表４に示した。
　日本海海域における大型船（３０トン以上）の延
べ操業日数は，１９９１～１９９３年に大幅に減少した。
これは日ロ共同事業により，これら８隻の大型船
が間宮海峡および沿海州での操業を開始したため
である。しかし，１９９４年以降，ロシア水域への出
漁が減少したことにより日本海海域での操業日数
は再び増加し，１９９７年まで１９９５年を除き８００日前後
となった。１９９８年には大型船が大幅に減船し，着
業隻数が小樽市漁業協同組合所属の１隻のみとな
り，操業日数も１５０日前後にまで減少した（表３）。
　小型船（３０トン未満）の着業隻数（表３）は，
１９８５年には２３隻であったが，休業および減船によ
って徐々に減少し，２０００年には１２隻となった。
２００７年は前年と同じ１３隻となったが，余市郡漁協
所属の１隻が廃業したため，２００８年は再び１２隻と

なった。延べ操業日数は１９９６年以降，２,０００日を割
り込んでいたが，その後，増加傾向が続き２００６年
以降２,０００日を超えている。１隻当たりの年間操
業日数は減船以降増加し，１９８５年が８９日であった
が，２０１０年は１５５日になり大幅に増加している。
 b　トヤマエビ
　後志総合振興局管内におけるトヤマエビの漁獲
量を表５に示した。１９８５年以降の漁獲量は，１００ト
ンを超えた年もあるが，多くの年は５０トン以下で
ある。２０１０年の漁獲量は前年（３３トン）より１ト
ン増加して３４トンであった。
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表４　北後志えびかご漁業におけるエビ類漁獲状況

表５　後志総合振興局管内におけるトヤマエビの
漁獲量の推移



イ　漁獲物調査
　図２に，北後志海域における１９９７年以降の発育
段階別の甲長組成を示した。１９９５年から１９９８年に
かけて雄，性転換の比率に減少傾向が見られたが，
１９９９～２００５年は両発育段階とも組成に大きな変化
が見られなかった。これらに対し，２００６～２００８年
では雄の割合が増加した。甲長組成については，
モードの位置が１９９６・１９９７年には２６mm台であっ
たものが，１９９８～２０００年は２８mm台と大きい方に
移動し，２００１～２００８年では２００５年を除き２７mm台
以上にあった。その後，甲長組成はやや小さい方

に２０１０年の甲長組成のモードは２５mm台にあった。
　１９９６年以降の年齢組成（図３）には，毎年抱卵
雌である６，８，１０歳よりも非抱卵雌である７，９，１１
歳が多く漁獲される傾向がみられている。この理
由は，抱卵雌の遊泳活動や摂餌活動が，非抱卵雌
と比べて不活発であるためと考えられている３)。
２０１０年は，７歳がもっとも多く漁獲されたが，１０，１１
歳の高齢エビが比較的少なかった。
ウ　資源評価
　標準化CPUEは，１９８９～１９９４年には２５０kg／日・
隻前後，１９９５～１９９９年には２５０～３００kg／日・隻で
推移していたが，２０００年には急激に増加して
４００kg／日・隻以上の高い値を示し，２００５年には，
過去最高の５２６kg／日・隻になった（図４）｡２００７
年には３６５kg／日・隻になり，２０００年以降初めて
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図２　１９９７～２０１０年の北後志えびかご漁業による
ホッコクアカエビ漁獲物の発育段階別甲長
組成

図３　１９９７～２０１０年の北後志えびかご漁業による
ホッコクアカエビ漁獲物の年齢組成



４００kg／日・隻以下に落ち込んだが，２００８年以降
は再びには４００kg／日・隻以上に回復した。２０１０
年は４６７kg／日・隻であった。
　チューニングVPAによって推定された４歳以
上の資源尾数は，１９８９～１９９１年には１０億尾程度で
あったが，１９９２年以降増加し，２００１年には約１７億
尾になった。その後，１５～１７億尾の間で推移した
が，２００７年以降には再び増加傾向を示し，２０１０年
には２０億尾になった（図５）。
　加入尾数（４歳の資源尾数）は１９８９～１９９１年に
は４億尾程度であったが，１９９２～１９９６年の５年間
連続して５～６億尾の比較的高い加入が認められ，
のべ操業日数の減少と相まって，その後の資源増
加のきっかけとなったと考えられる（図６）。その
後，加入尾数は減少し１９９７～２００４年には５億尾前
後となり，その中でも２００２，２００４年には５億尾以
下（１９９８年級，２０００年級），２００６年には４億尾以
下（２００２年級）の低い加入が認められた。２００７年

は推定された資源尾数に対して漁獲量が大きく落
ち込んだが，当該年の漁獲主対象となる７，９歳が，
加入量が少なかった１９９８，２０００年級群であったこ
とによる。また，２００７年（２００３年級群）の加入尾
数は過去最高の８億尾と推定された。２００７年以降
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図４　知事許可えびかご漁業によるホッコクアカ
エビの標準化CPUEの経年変化

図５　日本海海域におけるホッコクアカエビの年
齢別資源尾数

図６　日本海海域におけるホッコクアカエビの各
年齢の資源尾数

図７　日本海海域におけるホッコクアカエビの資
源量の推移



の資源尾数が増加したのは，この２００３年級の影響
が大きい。
　資源重量（４歳以上）は資源尾数と同様の変動
を示した（図７）。１９８９～１９９２年までは５～６千ト

ンであったが，１９９３年以降増加し，２００１年には約
１万２千トンになった。その後，資源量はやや減
少傾向を示したが，２００７年以降は増加傾向を示し，
２０１０年の資源量は約１万３千トンになった。
　今後の資源動向について検討した。まず，２０１１
年以降の加入量を推定するため，現状の再生産関
係について検討した。産卵数と加入量との間には
明瞭な関係は認められない（図８）。RPSは１９９１年
級の３.０尾／千粒をピークに減少し，１９９７年以降は
０.５～１.０尾／千粒の低い水準で推移している（図
９）。一方，加入量は１９９０年代中盤ごろまでには５
億尾以上で比較的多かったが，１９９７年以降はおお
むね５億尾前後で推移している（図６）。
　そこで，将来予測に用いる加入尾数（４歳の資
源尾数）の値は，VPAの性質上誤差が大きい可能
性がある最近３年間の値を除いた１９９７～２００７年の
値とした。２０１１年の予想資源量は，上側９０パーセ
ンタイル値および１０パーセンタイル値ともに１万
２千トン以上と推定され，資源動向は横ばいであ
ると予想された（図１０）。その後の資源量は，多
く推定された２００３年級の影響がなくなる２０１５年以
降には１万１千トンと比較的高い水準で推移する
と予想された。
　資源評価の結果は，水産試験場ホームページ，
（http://www.fishexp.hro.or.jp/exp/central/kanri
/SigenHyoka/）にて公表されたほか，２０１０年度北
海道資源管理マニュアルの資料として活用された。

（４）文献
１）中明幸広：武蔵堆周辺海域におけるホッコク
アカエビの生殖周期と成長.北水試研報.３７，５－
１６（１９９１）
２）中明幸広：“エビ類”，平成４年度稚内水産試験
場事業報告書．３８－６７（１９９３）

３）小島伊織，依田孝，上野達治：石狩湾沖のエ
ビの漁場と生態.北水試研報.１１，３０－４０（１９６９）

平成22年度　事業報告書　中央水試（2012）

－54－

図８　日本海海域におけるホッコクアカエビの再
生産関係

図９　日本海海域におけるホッコクアカエビの
RPS

図１０　日本海海域におけるホッコクアカエビの資
源量の将来予測



（１）目的
　石狩湾におけるシャコの資源動向をモニタリン
グする。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査
　石狩湾漁業協同組合と小樽市漁業協同組合にお
ける年間漁獲量と水揚げ金額を集計して，年平均
単価を算出した。
　集計に用いた資料は，１９８７年以前については中
央水試調べ，１９８８～１９９８年については石狩地区水
産技術普及指導所および後志北部地区水産技術普
及指導所が取りまとめた漁業生産高統計調査の元
資料，１９９９～２００６年については漁業生産高統計調
査の元資料とマリンネット北海道市場水揚げ情報
管理サブシステムにより集計した。２００７年以降に
ついては，２００７年１１月に同サブシステムが更改さ
れてシャコは集計対象外となったために，石狩地
区水産技術普及指導所および後志北部地区水産技
術普及指導所が取りまとめた漁業生産高統計調査
の元資料を用いた。

イ　漁獲物調査
　石狩湾におけるしゃこ刺し網漁業は，春漁（５
～６月）と秋漁（１０～１１月）に操業が行われてい
る。２０１０年における漁獲物測定は春漁に１回，秋
漁に１回の計２回実施した。測定項目は，性別・
頭胸甲長（以下，甲長と記す）・体重・卵巣の成
熟度・甲殻硬度・体重・捕脚脱落の有無とし，「北
水試魚介類測定・海洋観測マニュアル」の基準に
基づいて判定・計測を行った。
　春漁の漁獲物測定：下記のとおり１回実施した。
・石狩市厚田地区の刺し網漁獲物：調査は６月８
日に実施した。計測尾数は計１９９尾，その内訳は
雌雄込標本から雌雄を考慮せずランダムに抽出
した雄８４尾，雌１１５尾である。
・小樽地区においては標本の入手ができなかった
め漁獲物調査は実施できなかった
　秋漁の漁獲物測定：下記のとおり１回実施した。

・小樽市高島地区の刺し網漁獲物：調査は１１月５
日　に実施した。計測尾数は計２００尾，その内訳
は雌　雄込標本から雌雄を考慮せずランダムに
抽出し　た雄８９尾，雌１１１尾である。

ウ　結果の普及
　取りまとめ結果は，２０１０年１１月に普及資料「石
狩湾におけるシャコ漁業について（平成２２年度春
漁までの経過）」を作成して，石狩湾漁業協同組
合と小樽市漁業協同組合の関係漁業者に配布した。

（３）得られた結果
ア　漁獲統計調査
　石狩湾漁業協同組合と小樽市漁業協同組合を合
計した漁獲量は，１９７９年に３２３トンを記録した後，
１９８５年には４５トンにまで減少した。その後は増加
に転じて，１９８７～１９８９年には一時的に１５０トン前後
にまで回復した。１９９０年代はに５０～１００トンの間
で増減していたが，１９９９～２００９年には１００トン前後
で推移していた。２０１０年の漁獲量は８９.２トンであ
り，２００９年の１０６.５トンに比べて１６％減少した（図
１上）。
　漁協別漁獲量（石狩湾漁業協同組合は本所支所
別）をみると，小樽市漁業協同組合が７０.４トン（前
年７２.５トン），石狩湾漁業協同組合本所が４.５トン
（前年６.３トン），同石狩支所が１４.３トン（前年２７.７
トン）であった。各漁協・本所支所とも，２年連
続して前年を下回り，前年に対する減少率は石狩
湾漁業協同組合石狩支所が大きかった（図１上）。
　２０１０年の総水揚げ金額は，約１億３千万円とな
り，漁獲量が回復した１９８７年以降では最も少なか
った（図１下）。
イ　漁獲物調査
　２０１０年におけるしゃこ刺し網漁業によって漁獲
されたシャコの雌雄別頭胸甲長組成（以下，甲長
組成と記す）を調査別に図２に示した。また過去
５年間（２００６～２０１０年）の春漁の甲長組成と，同
じく秋漁の甲長組成をそれぞれ図３と図４に示し
た。
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１．２．７　シャコ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　三原行雄　山口宏史



　春漁における過去５年の甲長組成の推移をみる
と， ２００４～２００７年には石狩市厚田地区および小
樽市張碓・銭函地区において，甲長３０mm未満の
個体の割合が年々増加して，それに伴い甲長組成
のモードも年々小型化していた。２００８年および
２０１０年には小樽市張碓・銭函地区における甲長組
成情報は得られていないが，石狩市厚田地区では
甲長３０mm以上の割合が増加して，小型化の傾向
は認められなくなった。２０１０年には石狩市厚田地

区では前年に引き続き増加していた（図３）。
　秋漁における小樽市高島地区の過去５年の甲長
組成の推移をみると，２００４～２００６年には甲長
３０mm未満の割合が増加して，春漁と同様に小型
化の傾向が認められた。２００７年～２００８年には，甲
長３０mm以上の割合が増加して，小型化の傾向が
認められなくなった。２０１０年の甲長組成は２００８年
および２００９年と比べて顕著な変化は見られていな
い（図４）。 
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図１　石狩湾における漁協別および本所支所別の
シャコの漁獲量（上図）と金額漁獲（下図）

図２　石狩湾におけるシャコ漁獲物の甲長組成
（２０１０年度）



ウ　現状におけるシャコ資源について
　年間漁獲量は近年比較的安定しているが(図１)，
聞き取り調査によると春漁の漁模様が不安定にな
っているとの情報もある。漁獲物組成の推移をみ
ると，２００３年秋漁から２００７年春漁まで漁獲物の小
型化が認められていたが(図３，図４) ，２００７年秋漁
以降は漁獲物組成が徐々に大きくなってきている。
　春漁の漁模様の変化および漁獲物大型化の要因
については，現時点では明らかになっていないが，
新規加入群の減少によることも考えられるので，
今後の動向を注意深く見守っていく必要がある。
　２００９年度からリポフスチン（老化色素と呼ばれ，
細胞内に生じた変性した脂質が分解されずに蓄積
したもの）によるシャコの年齢を推定することを
試みるている。２００９年度においては石狩湾海域で
漁獲されたシャコの脳内にリポフスチンが存在し
ていることを確認し，２０１０年度においてはリポフ
スチンの分布密度を画像解析処理によって計測し
た。
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図３　過去５年の春漁におけるシャコ漁獲物の甲長組成（２００６～２０１０年
５～６月,左図：小樽市張碓・銭函地区，右図：石狩市厚田地区）

図４　過去５年の秋漁におけるシャ
コ漁獲物の甲長組成(２００６～
２０１０年１１月,小樽市高島地区）



（１）目的
　石狩湾浅海域から石狩川水系下流域にかけて分
布するシラウオは，商業的価値が高く，この水域
の沿岸漁業にとって重要な資源である。その資源
管理のための生態知見を得る目的で，平成元～３
年には水産試験研究プラザ関連調査研究事業とし
て，平成４～８年には依頼調査・研究として調査
を行った。その結果，産卵場，産卵生態，成長，
移動回遊経路等，多くの知見を得ることが出来た１)。
それらの知見に基づいた管理施策の実施を目指し，
資源状態のモニタリングを目的として，本年も引
き続き調査を行った。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査
　シラウオの漁獲統計情報を，石狩湾漁業協同組
合石狩支所における水揚げ統計資料（石狩地区水

産技術普及指導所で集計）により取得した。
イ　生物標本の測定
　本年度は，刺し網をはじめとする各種漁業から
の標本を得ることが出来なかった。なお，６月１５日
および７月１６日に実施されたニシン（仔稚魚）地
曳網調査（図１）においてシラウオ成魚が４尾混
獲されたため，生物測定を行った。

（３）得られた結果
ア　漁獲統計調査
　石狩湾漁業協同組合石狩支所における漁獲量の
経年変化を表１および図２に示した。１９８６年～
１９８９年には石狩川水系で３０～７０トンの漁獲があっ
たが，１９９０年以降は１０トン未満となり，本水域の
シラウオ資源はごく低水準の状態が続いていると
考えられる。１９９６年以降，資源管理施策として河
口産卵場および真勲別川に保護区を設置し，同時
に秋季地曳網漁業の網目合いの拡大といった漁獲
制限が行われたが，漁獲量の増加はみられていな
い。
　主漁業である春季刺網の漁獲量についてみる
と， ２００４年に近年としては多い約６.４トンの漁獲
があったものの，その後低迷し，２０１０年も０.４トン
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１．２．８　シラウオ

担 当 者　資源管理部　資源管理グループ　山口幹人

図１　ニシン地曳網調査地点および秋季地曳網操
業水域

図２　漁獲量



にとどまった。一方，本流の河口直近で行われて
いるワカサギを主対象とした地曳網漁業での漁獲
量は０.７トンであった。なお，秋季に茨戸川を中心
に行われてきた地曳網は２００８年を最後に漁業者が
廃業し，その後漁獲は見られていない。
イ　生物標本の測定
　６月１５日と７月１６日にニシン稚魚調査で採集さ
れたシラウオ４尾は，すべて雌であり，体長は６５.６
～６７.９mm（平均６６.４mm）であった。
　石狩川水系のシラウオ漁獲が低迷して２０年が経
過し，その間に生態知見の蓄積は進んだものの，
資源回復への道筋はたっていない。これに関して，
資源水準が低迷しているため，管理施策を実行し
ても産卵親魚が十分確保できない可能性が考えら
れ，そのことが漁業者の意欲を削いでいると推察
される。しかし， ２００４年や２００７年のような５ト
ン前後の漁獲がみられる年もある。特に，前述の
ように未成魚を対象とした秋期の地曳網漁業が終
了し，漁獲圧が減少したことが資源の回復に対し

て貢献することも期待できる状況にあると考える。
今後，資源のモニタリングを通して，資源の回復
傾向を察知し，それに合わせて回復施策１)を再度提
案して行く必要がある。

引用文献
１）山口幹人：石狩川下流域および沿岸域に分布
するシラウオの資源生態学的研究．北海道水産
試験場研究報告．７０，１－７２（２００６）
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表１　季節別漁獲量の経年変化



（１）目的
　北海道周辺海域の沿岸から沖合域にかけての漁
場環境を定期的（偶数月）かつ長期的に調査し，
海洋の構造および変動についての調査研究並びに
海洋の生産力についての調査研究を発展させる。
また，その結果を逐次漁業者およびその関係者へ
報告するとともに，資源の調査研究結果と併せて
水産資源の変動や漁場形成の予測に役立てる。

（２）経過の概要
　本道周辺海域の定期海洋観測定点を図１に示し
た。これらの点において，偶数月に１回，稚内，
釧路，函館，中央水試が分担し定期海洋観測を行
った。定期海洋観測の各水試の分担は表１に示し

たとおりである。また，中央水産試験場資源管理
部海洋環境グループが担当した海洋観測をまとめ
て表２に示した。
　調査内容は，図１に示した基本定点，海況用補
助定点におけるCTD（型式SBE９１１plus）観測，ネ
ットプランクトン採集定点における改良型ノルパ
ックネット（NYTAL５２GG網，網目幅０.３３５mm）
によるプランクトンの鉛直採集（深度１５０～０m，
深度５００～０m），および，ナンセン採水器あるい
は 多 筒 式 採 水 器 を 用 い た 基 準 層 深 度
（０，１０，２０，３０，５０，７５，１００，１２５，１５０，２００，
２５０，３００，４００，５００m）での採水である。このよ
うな調査に加え，航行中ドップラー流速計
（FURUNO CI－３０）による流れの連続観測を行った。
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図１　北海道周辺海域における定期観測定点

２．海洋環境調査研究（経常研究費）
２．１　定期海洋観測

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　西田芳則
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表１　北海道周辺海域の定期観測の分担（平成２２年度）

表２　中央水産試験場資源管理部海洋環境グループの海洋観測概要



　本道周辺海域の定期観測結果については，観測
終了後「海況速報」として関係機関に公表した。公
表した内容は以下のとおりである。

４月中旬～下旬の海況
☆日本海海域
　奥尻島周辺海域に暖水域（指標：１００m層水温
６℃以上），積丹半島の北西沖には暖水渦（指標：
２００m層水温４℃以上）がみられます。しかし，津
軽海峡付近では，対馬暖流の大部分が津軽海峡へ
流入しており（指標：１００m層水温６℃以上），対
馬暖流の明瞭な北上流はみられません。北海道西
方沖の対馬暖流の流量は例年の２割程度と極端に
少なくなっています。
　水温は，暖水塊が分布する海域の１００m，２００m
層で１～３℃高い他は，おおむね例年よりも低く
なっています。特に，松前西方のJ５線では，例年
よりも３℃以上低くなっている海域が多くみられ
ています（水温偏差表*参照）。
　余市における旬平均水温は，２月下旬では「か
なり高い」でしたが，それ以降低下傾向にあり，
５月上旬では「やや低い」になっています。
☆道東太平洋海域
　前回に引き続き，沿岸親潮（*１，指標：水温２℃
以下）が道東沿岸を流れています。また，道東沖
は広く親潮（指標：１００m深水温５℃以下）に覆わ
れています。
　水温は，沿岸親潮の上流部（根室半島沖）で例
年よりも１～２℃低く，親潮域で１～２℃高くな
っているところがみられます（水温偏差表*参照）。
☆オホーツク海海域
　宗谷暖流がオホーツク海沿岸を順調に流れてい
ます。また，紋別沖，網走沖では暖流の幅が広く
なっています（指標：１００m層水温４℃）
　水温は，宗谷暖流域で，例年よりも約１～３℃
高いところがあります（水温偏差表*参照）。
☆道南太平洋海域
　前回は，沿岸親潮が道南太平洋海域を広く覆っ
ていましたが，今回は沿岸親潮の当海域への流入

はみられません。津軽暖流は沿岸モード（*２）で
すが，暖流から派生したと推察される暖水域が浦
河沖にみられます（指標：１００m層水温６℃以上）。
　水温は，浦河沖と噴火湾湾口の１００m，２００m層
で例年よりも１～２℃高くなっています（水温偏
差表*参照）。

５月下旬～６上旬の海況
☆日本海海域
　対馬暖流（指標：１００m層水温６℃以上）が北海
道西岸を，順調に北上しています。留萌の西方沖
に冷水域があるため，石狩湾以北では，対馬暖流
は例年よりも沿岸側を流れています。対馬暖流の
流量は例年並みになっています。
　水温は，松前沖J５線の表面では例年よりも１～
２℃低くなっていますが，５０m以深では例年より
も１～３℃高くなっています（水温偏差表*参照）。
また，瀬棚沖のJ４線では，例年よりも約１℃低い
海域が広くみられます（水温偏差表*参照）。
　余市における旬平均水温は，４月下旬から５月下
旬まで「平年並み」よりも低くなっていましたが，
６月中旬では「かなり高い」になっています。
☆道東太平洋海域
　前回に引き続き，道東沖は広く親潮（指標：１００m
深水温５℃以下）に覆われています。また，黒潮
系北上暖水の影響は例年よりも小さくなっていま
す。
　水温は，道東沖の南方の海域で，例年よりも１
～５℃低くなっています（水温偏差表*参照）。
☆オホーツク海海域
　オホーツク海表層をオホーツク表層水が広く覆
っています（水塊分析の結果から）。このため，
宗谷暖流は，紋別沖からは潜流となって流れてい
ます。宗谷暖流の表面水温は例年よりも２℃程度
低く，オホーツク表層水が接岸している紋別沖で
は，表面水温が例年よりも６℃以上低くなってい
ます（水温偏差表*参照）。
☆道南太平洋海域
　前回と同様に，津軽暖流は沿岸モード（*２）で，
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また，津軽暖流から派生したと推察される暖水域
が浦河沖にみられます（指標：１００m層水温６℃以
上）。
　表層の水温は，親潮の影響が見られる浦河沿岸
では例年よりも２℃前後低く，白老沖では例年よ
りも１～３℃高くなっています（水温偏差表*参
照）。

７月下旬～８上旬の海況
☆日本海海域
　松前沖と積丹半島沖には暖水域（指標：１００m層
水温８℃以上），せたな沖には沖合冷水の本道側へ
の張り出しがみられます（指標：１００m層水温３℃
以下）。対馬暖流（指標：１００m層水温６℃以上）
は，暖水域の西側，冷水域の東側を流れており，
蛇行した流路になっています。対馬暖流の流量は
例年並みになっています。
　水温は，暖水域が沖合まで広がる松前沖，積丹
沖で例年よりも１～４℃高くなっています（水温
偏差表*参照）。また，道北のJ１線では，例年より
も約１～２℃高い海域が広くみられます（水温偏
差表*参照）。
　余市における旬平均水温は，６月下旬と７月上旬
に「非常に高い」になりましたが，７月下旬と８
月上旬では「平年並み」になっています。
☆道東太平洋海域
　前回に引き続き，道東沖は広く親潮（指標：１００m
深水温５℃以下）に覆われています。また，黒潮
系北上暖水の影響は，前回同様，例年よりも小さ
くなっています。
　水温は，例年よりも１～２℃低い海域が広くみ
られます（水温偏差表*参照）。
☆オホーツク海海域
　宗谷暖流がオホーツク海沿岸を順調に流れてい
ます。
　水温は，沖側の表層と知床沖の沿岸側で，１～
３℃高くなっています（水温偏差表*参照）。
☆道南太平洋海域
　えりも岬から津軽海峡東口に至る広い海域を親
潮（指標：１００m深水温５℃以下）が覆っています。
津軽暖流は，例年ですと渦モード（*２）になりま
すが，前回と同様に，沿岸モードのままです。
　水温は，親潮の影響が見られる海域で例年より
も，５０m深で８℃前後，１００m深で５～６℃低いと

ころがみられます（水温偏差表*参照）。これとは
対照的に，尻屋埼沖の東方沿岸側では，例年より
も１～５℃高くなっています（水温偏差表*参照）。

９月下旬～１０下旬の海況
☆日本海海域
　岩内湾西方に暖水渦（指標：５０m層水温１４℃以
上）がみられます。このため，対馬暖流（指標：
１００m層水温６℃以上）は暖水渦の西側を流れ，沖
合の流路をとっています。また，道北の武蔵堆周
辺海域にも暖水域（指標：１００m層水温９℃以上）が
あり，対馬暖流はこの暖水域の西側を流れていま
す。対馬暖流の流量は例年並みと推定されます。
　表面水温は，ほぼ例年なみです（水温偏差表*参
照）。J２線（北緯４４°３０′）以北では，５０m層か
ら１００m層にかけ，例年に比べ水温の高低が大きく
なっています（水温偏差表*参照）。
　余市における旬平均水温は，８月下旬から９月下
旬にかけて「かなり高い」あるいは「非常に高い」
状態でしたが，１０月下旬からは例年よりも低く推
移しています。
☆道東太平洋海域
　道東沖では，親潮（指標：水温５℃以下）が広
く覆っています。また，P１線南端のP１８地点では
黒潮系北上暖水がみられます。道東沿岸では道東
沿岸流（指標：５０m層水温１０℃以上）が流れてい
ます。
　水温は，親潮が分布している海域で例年よりも
１～３℃低く，P３線（東経１４４°００′）の沿岸寄
りの深度５０～１００mでは，道東沿岸流が沖側に張り
出しているため，例年よりも２～６℃高くなって
います（水温偏差表*参照）。
☆オホーツク海海域
　宗谷暖流がオホーツク海沿岸を順調に流れてい
ます。
　水温は，表面から５０m層を中心に例年よりも１
～８℃高くなっています（水温偏差表*参照）。こ
の高水温化は観測時期が例年よりも半月ほど早か
ったことが一つの要因と考えられます。気象庁ホ
ームページの北海道周辺日本東方海域旬平均海面
水温によれば，通常の定期観測の時期においても
オホーツク表層は，例年よりも高い状況でした。
☆道南太平洋海域
　１００m層水温の水平分布から，津軽暖流はやや弱
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い渦モード（*２）になっています。
　水温は２００m層で，例年よりも１～４℃低くなっ
ています（水温偏差表*参照）。

１１月中旬～１２月中旬の海況
☆日本海海域
　２００m層水温の水平分布から，岩内のはるか西方
沖は暖水域（指標：１００m層水温４℃以上）になっ
ています。また，積丹半島以北では，沖合冷水
（指標：１００m層水温４℃以下）が沿岸側に張り出
しており，このため，対馬暖流の流路（指標：１００m
層水温６℃以上）は例年よりも沿岸寄りになって
います。
　水温は稚内西方はるか沖合海域で例年よりも２
～４℃低くなっています（水温偏差表*参照）。ま
た，J３線の沿岸側では，深度２００m層水温が例年
よりも約１℃高くなっており（水温偏差表*参照），
このため，対馬暖流の流量は例年よりも７割程度
多くなっています。
　余市における旬平均水温は，１１月中旬に「かな
り低い」になりましたが，それ以降は「平年並み」
で推移しています。
☆道東太平洋海域
　道東沿岸では，道東沿岸流（*３）が流れていま
す（指標：５０m層水温７℃以上）。また，道東沖の
低層（深度１００m以深）では親潮（指標：水温５℃
以下）がほぼ全域に分布しています。
　水温は，黒潮系北上暖水の影響が少ないため，
親潮が分布している海域で例年よりも１～５℃低
くなっています（水温偏差表*参照）。
☆オホーツク海海域
　オホーツク海の表層（深度５０m以浅）を東カラ
フト海流（指標：５０m層水温６℃以下）が広く覆
っています。このため，宗谷暖流は紋別沖から潜
流となって流れています。
　水温は，東カラフト海流の水温が高いため，前
回の観測時に引き続き，表面から５０m層を中心に
例年よりも１～４℃高くなっています（水温偏差
表*参照）。この高水温化は観測時期が例年よりも
半月ほど早かったことが一つの要因と考えられま
すが，気象庁ホームページの北海道周辺日本東方
海域旬平均海面水温によれば，観測した時期にお
いてもオホーツク表層は例年よりも高い状況でし
た。

☆道南太平洋海域
　１００m層水温の水平分布から，津軽暖流は沿岸モ
ード（*２）になっています。また，２００m層では，
日高沖の沿岸側に親潮がみられます。
　水温は，表面と５０m層で，例年よりも約１℃高
い海域が広くみられます（水温偏差表*参照）。ま
た，２００m層では，夏以降も低温傾向が継続してお
り，例年よりも１～３℃低い海域が広くみられま
す（水温偏差表*参照）。

２月上旬～２月下旬の海況
☆日本海海域
　対馬暖流（指標：１００m層水温６℃以上）が本道
沿いを流れています。また，対馬暖流の流量は例
年並みです。
　水温は，例年並みのところが多いですが，道北
海域（北緯４５度３０分線）で，例年よりも１～２℃
高い海域が広くみられます（水温偏差表*参照）。
　余市における旬平均水温は，１月上旬から「平
年並み」か「やや低い」で推移していましたが，
２月下旬では「やや高い」になっています。
☆道東太平洋海域
　道東沖を広く親潮が覆っています。また，道東
沿岸では，沿岸親潮（*１，指標：水温２℃以下）
がえりも岬まで流れています。
　水温は，例年並みの海域が多く，例年よりも±
２℃以上差のある海域はみられていません（水温
偏差表*参照）。
☆道南太平洋海域
　沿岸親潮が胆振，日高の沿岸域を中心に道南太
平洋を広く覆っています。津軽暖流は沿岸モード
（*２）です。
　水温は，沿岸親潮が分布する胆振，日高で約１℃，
津軽海峡東口の１００m以深で約１～２℃，例年より
も低くなっている海域がみられます（水温偏差表＊

参照）。

水温偏差表＊：中央水産試験場海洋環境部のホーム
ページに掲載されています
（http://www.fishexp.hro.or.jp/exp/central/kaiy�
ou/index.htm）

＊１：オホーツク海の海氷の融氷水を含む親潮とし
て特に沿岸親潮という名前が付けられています。
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＊２：津軽暖流が津軽海峡から襟裳岬まで大きく張
り出してから南下している状態を「渦モード」と
呼びます。これに対して，津軽暖流が青森県尻屋
埼からすぐ岸沿いに三陸方面へ南下している状態
を，津軽暖流の「沿岸モード」と呼んでいます。
＊３：夏～秋季に道東沿岸を流れるオホーツク海起

源の沿岸流を道東沿岸流と呼んでいます。

　北海道西岸を北上する５００m（db）基準面の傾圧
地衡流量の経年変化を図２に示す。今年度の特徴
としては，４月の流量が，例年と比較して，極端
に低下したことが上げられる。
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図２　対馬暖流傾圧地衡流量の経年変化



　道西日本海の定期海洋観測において，対馬暖流
域の定点J４１（４２-３０.１５N，１３９-３９.７９E），沖合冷水
域の定点J４６（４２-３０.１４N，１３７-５９.８０E；世界測地系）
における栄養塩類およびクロロフィルa調査を実
施した。平成２２年度は， J４１で４，６，８，１０，１２，２
月の計６回， J４６で４，２月の計２回の調査をそれぞ
れ行った。
　採水深度は，表面，１０，２０，３０，５０，７５，１００， 
  １２５，１５０，２００，３００，４００，５００，６００mを基準と
し（クロロフィルaは深度２００mまで），表面はバケ
ツで，深度１０m以深はナンゼン採水器または多筒
式採水器により採水した。得られた海水サンプル
は-３０℃で凍結保存し，試験場に持ち帰った後，栄
養塩類については，硝酸態窒素（NO３-N），亜硝
酸態窒素（NO２-N），アンモニウム態窒素（NH４-N），
リン酸態リン（PO４-P）およびケイ酸態ケイ素（Si）
の５項目を栄養塩自動分析計（ビーエルテック社
製）により分析した。クロロフィルa（CHL）は， 
GF/Fで回収した懸濁物から９０%アセトンで抽出
し，蛍光光度計（ターナーデザイン社製）により
分析した。
　図１に，J４１における平成２２年２～６月，平成２１
年２月，平成２３年２月のNO３-N，PO４-P，Si濃度
および平成２２年２～６月，平成２１年４月の深度
２００mまでのCHL濃度の鉛直分布をそれぞれ示す。
平成２２年２～６月における栄養塩濃度の鉛直分布
をみると，表層（表面から深度１００mまで）付近で
はいずれも２月に高く，４月以降に低い値を示した。
一方，同期間のCHL濃度をみると，表層付近で４
月に高い値を示した。これらのことは，栄養塩が
２月に有光層へ供給され，４月頃を盛期とする春季
珪藻ブルームにより６月まで消費されていること
を示している。また，ブルーム前である２月の栄
養塩分布を平成２１年，２２年および２３年とで比較す
ると，平成２３年は３項目とも高濃度で分布した。
　平成２２年２月における表面栄養塩濃度は， 
NO３-N，PO４-PおよびSiでそれぞれ４.３，０.３６，７.２
μMと過去２１年間（平成元～平成２１年）の平均濃
度（それぞれ５.２，０.４５，７.７μM）に比べ低い値を

示した（図２）。表面水温は過去２１年間の平均表面
水温（７.４℃）に比べて高く（７.９℃），J４線での貧
栄養である対馬暖流の流量が例年より多かったた
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２．１．２　化学環境調査

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　栗林貴範

図１　対馬暖流域（J４１）におけるNO３-N，PO４-P，
SiおよびCHL濃度の鉛直分布



め，表層混合層深度が過去２１年間の平均深度
（１０９m）より深かった（１２３m）わりに，表層への
栄養塩供給が少なかったと考えられる。
　平成２３年２月の表面栄養塩濃度は，NO３-N，
PO４-PおよびSiでそれぞれ５.７，０.４５および９.１
μMと同月の過去２２年間（平成元～平成２２年）の
平均濃度（それぞれ５.１，０.４５および７.７μM）に比
べ同程度か高い値を示した（図２）。このことは，
表層への栄養塩供給機構の一つである表層混合層
深度が過去２２年間の平均深度（１０９m）より深かっ

た（１１２m）こと，表面水温が過去２２年間の平均表
面水温（７.４℃）に比べて低く（７.３℃），貧栄養で
ある対馬暖流の勢力が例年に比べ弱かったことに
より，表層への栄養塩供給が多くなったからと考
えられる。このことは，本道対馬暖流域における
平成２３年の春季珪藻ブルームの規模やコンブ等海
藻類の繁茂状況に影響を及ぼすと考えられる。

※表層混合層深度：ここでは表面水温-１℃とな
る深度と定義した。
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図２　対馬暖流域（J４１）における２月の表面 
NO３-N，PO４-P， Si濃度，表層混合層深度
および表面水温の中期変動
（直線は平成元～２２年までの平均値，曲線は
５年移動平均値の変動）



　漁業資源の源である動物プランクトン量が長期
的にどのように変化していくのかを全道規模
（J４,J３,J１,O２,P１,P５定線上の合計１３観測点で偶数
月を基本に採集）で監視し，長周期で変動を繰り
返すマイワシ，サンマ，マサバ，ニシン等浮魚類
の資源変動要因の調査研究に資することを目的と
する。
　２０１０年は，函館水試，釧路水試，稚内水試の調
査研究部および中央水試資源管理部海洋環境グル
ープが共同で，３隻の水試調査船（金星丸，北辰丸，
北洋丸）によって調査を実施した。なお，１９８９年
から継続実施している本調査に際しては，１９９５年
１２月以前は従来型の北太平洋標準ネット（ノルパ
ックネット，網目幅０.３３mm，口径４５cm），１９９６年
２月以降は改良型北太平洋標準ネット（改良型ノ

ルパックネット，網目幅と口径同じ，元田１９９４，
日本プランクトン学会報４０(２)，１３９－１５０を参照）
を用いた。２００８年４月以降については，海域別の
代表４定点（日本海J３３，オホーツク海O２６，道東
太平洋P１５，道南太平洋P５２）について，従来の深
度１５０mからの鉛直曳きに加えて，深度５００mから
の鉛直曳きを並行して実施している。
　動物プランクトン現存量の指標として湿重量を
用いた。一般に動物プランクトンは夜間表層に浮
上する種が多いため（例えばBary １９６７），深度
１５０mからの採集試料においては，夜間採集試料の
ほうが昼間採集試料よりも生物量が多い。このた
め，動物プランクトン湿重量の季節変化および経
年変動の解析に際しては，１９８９～２００７年に採集さ
れた湿重量の全データから，採集時間の昼夜別の
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２．１．３　低次生産環境に関する調査

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　嶋田　宏　栗林貴範

図１　 ２０１０年の海域別６定点における動物プランクトン湿重量（深度１５０m鉛直曳，昼夜補正済の値）およ
び１９８９～２０１０年の平均値（誤差範囲は標準偏差）の季節変化
**は植物プランクトンを多く含んでいたことを示す。



湿重量の平均値を海域別に求め，得られたファク
ター（f＝夜間採集試料湿重量／昼間採集試料湿重
量，日本海海域f＝１.７９，オホーツク海海域f＝３.１２，
太平洋海域は昼夜差なし）を適宜用いて，昼間採
集試料の湿重量を夜間採集試料の湿重量に換算
（昼夜補正）した後に解析を行った。
　植物プランクトン現存量の指標として，表面～
深度２００mの水柱で積算したクロロフィルa濃度を
用いた。クロロフィルa濃度は２００m以浅基準層の
試水２３０MLを船上で直ちにWhatman GF/Fフィ
ルターでろ過，濾紙を－２０℃以下で凍結保存し，
実験室に持ち帰って分析した。
　６定点（J４１，J３３，J１５，O２６，P１５，P５２）におけ
る昼夜補正済み動物プランクトン現存量の平均値
の季節変化を図１に示す。２０１０年の石狩湾J３３およ
び道東太平洋P１５における平均現存量は，６月にそれ
ぞれ１０９３ mg/m３および５０２mg/m３の明瞭な季節ピ
ークを示した。その他５海域における動物プラン
クトン現存量の季節変化をみると，道南太平洋
P５２では４月に，道北日本海J１５では６月にそれぞ
れ季節ピークがみられた。道西日本海J４１で４月
に認められたピークは，植物プランクトンの混入
によるものである。オホーツク海O２６では季節変
化は不明瞭であった。２０１０年の動物プランクトン
現存量の季節ピークの値を２１年間（１９９０～２０１０年）
の平均値と比較すると，石狩湾および道北日本海
では例年より高め，道東・道南太平洋では例年並
み，オホーツク海では例年より低めであった。
　魚類等の餌料として重要な大型甲殻類動物プラ
ンクトンのバイオマスを海域別に見積もるため，
２００８～２０１０年に海域別の代表４定点（日本海J３３，
オホーツク海O２６，道東太平洋P１５，道南太平洋
P５２）の試料について動物プランクトンバイオマ
ス組成の分析を試みた。計測項目は，大分類群別
の大型出現種（カイアシ類については体長２mm
以上，ヤムシ類については体長１０mm以上，その
他の分類群については体長５mm以上）の種別の
個体数および湿重量である。各定点の５００m(O２６
では３００m)鉛直曳試料における大分類群およびカ
イアシ類優占種のバイオマス組成を図２に示す。
何れの海域においても，冷水性の大型カイアシ類
（Neocalanus属，Eucalanus属，Metridia属）が
約２～７割と最も多く，次いで他の甲殻類（主に
オキアミ類（Thysanoessa，Euphausia属）およ
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図２　２００８～２０１０年の海域別代表４定点における
動物プランクトン（深度５００/３００m鉛直曳）
のバイオマス組成の季節変化



び端脚類（Themisto属）が約１～４割を占め，
この２分類群併せて動物プランクトン全体のほぼ
５割以上を占めた。日本海では例年４～６月にみ
られる動物プランクトンのバイオマスの季節ピー
ク時期にNeocalanus属等を優占種とする冷水性
の大型カイアシ類が多く出現するが（例えば浅見
ら２０１０），２０１０年春季は特にNeocalanus属（N. 
plumchrus）が大量に出現した。これは，２０１０年
春季に対馬暖流が弱勢であった（Neocalanus属の
未成体の分布を拡大かつ成長を促進した？）こと
と関係があるかも知れない。
　道西日本海J４１における積算クロロフィルa濃
度の季節変化を図３に示す。クロロフィルa濃度
はJ４１では４月に６３６mg/m２のピークを示した。
２０１０年のクロロフィルa濃度の季節ピークの時期
と値を２１年間（１９９０～２０１０年）の平均値と比較す
ると，２０１０年道西日本海における植物プランクト
ン現存量のピーク時期は例年並み・ピーク時の値
は高めであった。
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図３   ２０１０年J４１における水柱積算クロロフィルa
濃度および１９９０～２０１０年の平均値
（誤差範囲は標準偏差）の季節変化



　沿岸水温の季節変化からの変動を把握するため，
毎朝９時に，当水試前浜の水温を観測した。２００８
年１月上旬から２０１１年８月上旬までの旬平均水温
の平年値（１９７１年～２０００年）からの偏差と，その
偏差を平年の期間の標準偏差で割った値（偏差比）
の旬変化をそれぞれ図１，図２に示す。ここで，
図２中の「やや低い」とは，σを標準偏差とする
と，平年からの偏差の値が-１.２８２σ以上-０.５２４σ未
満で生起確率２０％，以下同様に「やや高い」とは，
平年からの偏差の値が０.５２４σ以上１.２８２σ未満で
生起確率２０％，「かなり低い」とは，平年からの偏
差の値が-１.２８２σ未満で生起確率１０％，「かなり高
い」とは，平年からの偏差の値が１.２８２σ以上で生

起確率１０％，「非常に低い」とは，平年からの偏差
の値が-２.０５２σ未満で生起確率２％，「非常に高い」
とは，平年からの偏差の値が-２.０５２σ以上で生起確
率２％，「平年並み」とは，平年からの偏差の値が-
０.５２４σ以上０.５２４σ未満で生起確率４０％であるこ
とを意味する。
　２０１０年度の旬平均水温は，４月下旬から５月下旬
が「やや低い」で推移していたが，６月中旬から
１０月中旬までは例年よりも高くなる傾向にあり，
特に，６月下旬から７月上旬と９月上旬から９月中
旬の期間では「非常に高い」を記録した。また，
冬季の水温は例年よりもやや高めで推移した。 
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図１　余市旬平均水温の平年値からの偏差（平年値は１９７１-２０００年の平均）

２．２　沿岸環境モニタリング
（1）沿岸定置水温観測

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　西田芳則

図２　余市旬平均水温の平年値からの偏差比（平年値は１９７１-２０００年の平均）



　中央水産試験場敷地内において，毎朝９時に「風
向，風速，風力，気圧，気温，最高気温，最低気
温，湿度，雨量，天気，雲量，積雪の深さ，降雪
の深さ」を観測した。
　２０１０年４月から２０１１年３月の期間の最高気温旬
平均値と最低気温旬平均値の旬変化を図２に示す。
最高気温旬平均値は７月下旬から９月中旬まで
２５℃以上になっており，夏季が高温傾向であるこ
とが伺われる。そこで，今年度の気温の状況を詳
しくみるため，最高気温旬平均値と最低気温旬平
均値の平年値からの偏差比を図３に示す。最高気
温旬平均値は６月下旬から７月上旬と９月上旬か

ら９月中旬にかけて「非常に高い」状態であった。
また，冬季の気温は平年よりも高めで推移してい
たことがわかる。このような旬平均気温の旬変化
は前述した旬平均水温の旬変化とほぼ一致する。
　次に，当試験場敷地内における旬最大積雪量の
旬変化を図４に示す。今年度は平年よりも積雪量
の多かったことが判明した。
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（2）気象観測

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　西田芳則

図３　試験場敷地内における最高気温旬平均値と最低気温旬平均値の旬変化（２０１０年度）

図４　試験場敷地内における最高気温旬平均値と最低気温旬平均値の平年値からの偏差比（２０１０年度）。平年
値は１９７１－２０００年の平均。



　海藻繁茂の物理化学的条件を探求するため，石
狩湾に面する忍路湾の防波堤において，月に１回，
海面と深度５m層の水温，塩分，栄養塩濃度，ク
ロロフィルa量のモニタリングを行った。なお，
このモニタリングは１９９２年から継続している。
２０１０年度の深度５m層の結果を図６に示す。２０１０
年度の大きな特徴としては，冬季１２月から２月の

硝酸態窒素濃度が例年よりも高く推移していたこ
とがあげられる。特に，２月には硝酸態窒素濃度は
１０μmol/lに達した。このような２月の急増はリ
ン酸態リン濃度にも認められる。同時期の塩分に
は大きな低下が認められないことから，この栄養
塩の急増は沖合水が湾内へ流入したことによりも
たらされたものと推察する。
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図６　忍路モニタリング定点における深度５mの(a)水温，(b)塩分，(c)クロロフィルa，(d)硝酸態窒素，(e)リ
ン酸態リン，(f)ケイ酸態ケイ素の２００９年度，および２００１年～２００８年平均値の月変化。図中の縦線は標
準偏差を示す。

（３）忍路沿岸環境調査

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　西田芳則　栗林貴範

図５　試験場敷地内における旬最大積雪量の変化（２０１０年度）



（１）目的
　現在スケトウダラ日本海北部系群の最大の産卵
場となっている檜山沖海域のはえ縄漁場内の海流
実態調査を行う。漁場内の海流が漁況に与える直
接的な影響だけでなく，スケトウダラ産卵期にお
ける海流の年変動が再生産成功率に及ぼす影響等
を検討するための基礎データを得る。また，檜山
海域の産卵場で生まれたスケトウダラ卵稚仔が，
津軽海峡まで輸送される可能性に関わる知見を得
るため，スケトウダラ産卵場から津軽海峡までの
海流の連続性についても調査を行う。

（２）方法
　陸棚上を中心とした海流調査には，函館水試所
属試験調査船金星丸搭載のドップラー流速計
（ADCP，RD社製多層式RD－VM１５０）を用い，日
周潮及び半日周潮の潮汐流成分を除去した残差流
を求めるため，２４時間５０分４往復法（加藤１９８８）
を用いる。調査時期は，漁期およびADCPで調査
可能な天候状況を考慮し，スケトウダラ初漁期の
１１月頃とする。本調査は，２００５（平成１７）年度ま
で単独調査航海であったが，２００６年度から燃油代
高騰対策として函館水試スケトウダラ産卵場調査
の中に計画を縮小して組み込む形で継続している。
　陸棚のすぐ沖合側にある主産卵場の隣接海域に
設定されている延縄漁場内の海流実測は，調査船
による往復調査法や係留系では困難である。しか
し，２００３年度から，ひやま漁業協同組合スケトウ
ダラ延縄部会所属漁船の協力により，漁具の漂流
情報を提供してもらうことで海流算出を試み，漁
場内の海流実態の解析を行うことができるように
なった。また，２００５年度の漁期から，投縄前に行
う海流調査のデータを提供してもらっている。投
縄前海流調査時の漂流物は延縄漁具ではなく，浮
きの下に，最下端におもりを付けた長さ約２００尋
（約３６０ｍ）の縄をつり下げただけのものである。
したがって，これから得られる海流情報は水平流
速を鉛直方向に平均したものと考えられる。

（３）２００９年度に得られた沖合の流れの結果
　２００９（平成２１）年度は乙部地区，豊浜地区，熊
石地区の延べ７漁船から投縄前に行う海流調査情
報を提供してもらうことができた。投縄前海流調
査情報の解析結果から得られた地区別全海流ベク
トル（２００９年１１月～２０１０年１月）を図１に示した。
地区別の平均流は，北０.２ノット（乙部地区），北０.１５
ノット（豊浜地区），北北西０.２ノット（熊石地区）
であった。漁船別平均海流ベクトルには漁船間の
差が認められないことが分かっている（平成１９年
度事業報告書）ので，全日平均データを平均して
全漁期間平均流を求めた。その結果，全漁期間平
均流は北０.２ノットであった。この結果は２００８年
度に得られた平均流の結果（北０.２ノット）とほぼ
同じであった
　２００９年度に乙部地区，豊浜地区，熊石地区の延
べ７漁船から得られた漁場内の日平均海流時系列
（２００９年１１月～２０１０年１月）を図２に示した。２００９
年度は周期７～１０日の南北方向の振動流が卓越し
ていた。２００９年度のこの結果は，２００３年度（周期
７～１０日），２００６年度（周期７～１０日），２００７年度
（周期８～１４日）及び２００８年度（周期８～１４日）
に観測された長周期の南北方向の振動流が，この
海域では冬期間普遍的に卓越していることを示し
ている。振幅は，２００９年度の場合０.２ノット程度で，
同じ方法で観測している２００６年度（振幅０.３～０.４ノ
ット），２００７年度（振幅０.４ノット程度）の場合と
比べて小さかったが，２００８年度（振幅０.２ノット）
の場合とほぼ同じだった。

（４）２００９（平成２１）年度に得られた結果
ア　陸棚上の流れ
　函館水試所属試験調査船金星丸搭載のドップラ
ー流速計による調査は，他の調査を優先している
ために計画できなかった。
イ　沖合の流れ
　漁場内の海流の実態調査
　２００９年度についても乙部地区，豊浜地区，熊石
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２．３　定期海洋観測以外の物理環境調査　檜山沖海流調査

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　田中伊織　西田芳則
協力機関　函館水産試験場調査研究部　　　　　　　　　　　
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図１　投縄前海流調査情報から得られた地区別全海流ベクトル（２００９年１１月～２０１０年１月）
(a)乙部地区，(b)豊浜地区，(c)熊石地区。



地区の漁船は投縄前に海流調査情報を取得してい
るが，現在，各地区で調査情報を集約中である。そ
れらの情報が提供され次第，データ解析を行う予
定である。

（５）情報提供
　２００３（平成１５）年度以降の調査結果の詳細な解
析結果は，毎年檜山すけとうだら延縄漁業協議会
代議員会（２００９年度は２０１０年１１月９日）で報告し
ている。

 

（６）残された課題
　津軽海峡西方にしばしば形成される渦構造が，
北方から津軽海峡に流入する海流に影響を与える
ことが考えられている。しかし，他の調査を優先
していること, また調査期間に荒天が多いことで，
沖合海洋観測と海流調査の同時調査はこれまで実
施できていない。
　江差から熊石沖の陸棚周辺の海流調査について，
一貫性のある調査結果が得られていないため，こ
こを優先して継続調査する必要がある。しかし，
燃油代高騰の影響, また他の調査を優先している
ことから試験調査船による海流調査に支障が生じ
ている。

平成22年度　事業報告書　中央水試（２０１2）

－76－

図２　漁場内日平均海流の時系列（２００９年１１月～２０１０年１月）
●：南北成分（正：北向き），○：東西成分（正：東向き）。



（１）目的
　武蔵堆周辺海域はスケトウダラ幼魚の主な生息
域であるが，沖底船の曳網で海底地形が平滑化さ
れ，当魚種の生息環境の悪化が懸念されている。
このような状況から，水産庁は直轄の漁場整備事
業として，武蔵堆に人工礁を設置することを計画
している。この礁は，直接的には幼魚の保護効果
を期待するものであるが，間接的には人工湧昇流
を発生させ，プランクンなどの餌生物を増大させ
ることで資源回復効果を期待するものである。そ
こで，施策の実施前に，人工礁の効果の算定に必
要な当海域の流況，水塊構造などの基礎的事項を
季節毎に調査する。

（２）経過の概要
　２０１０年１０月４日から７日にかけて，図１に示し
た調査点において，CTD観測，調査船の船底に搭
載されているADCPを用いた流れの観測（深度
１０m，５０m，１００m）を行った。なお，武蔵堆は観
測点L１５およびL２５付近を中心とした浅海域をい
う。

（３）得られた結果
　JW１，L１，L２，J２線における密度（σt）の鉛

直断面を図２に示す。なお，図中，東経１４０度か
ら東経１４１度の範囲の上に凸の海底地形が武蔵堆
である。密度の等値線は，各線ともに，岸に近く
なるほど深くなる傾向にある。武蔵堆周辺海域に
おいては，等値線の形状は上に凸にはなっていな
い。また，武蔵堆西側の深度３０m以深と沿岸側の
深度５０m以浅では，等値線の傾きが特に大きくな
っており，この海域で流れの強いことが推察され
る。次に，武蔵堆を南北に横切る断面の水温，塩
分，密度（σt）の鉛直分布を図３に示す。水温，
密度ともに，深度３０m以深では成層が発達してお
り，深度３０～８０mの範囲では，等値線がL２５とJW１５
で上昇，L１５で下降し，内部波の発生が示唆される。
しかし，深度１００m以深においては，水温，密度と
もに，等値線が水平に分布しており，武蔵堆の南
部で上昇，北部で下降する現象はみられない。以
上のことから，武蔵堆周辺海域において，深度
１００m以深の低層水が表層まで上昇するような大
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２．４　武蔵堆周辺の流域・水質観測、低次生態系の動態把握及びモデル化
に関する研究

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　西田芳則　栗林貴範

図１　調査点と水深

図２　JW１，L１，L２，J２線における密度の鉛直
断面



規模な湧昇現象はみられなかった。
　次に，調査船のADCPにより得られた深度１０m，
５０m，１００mの流速ベクトルの水平分布を図４に示
す。深度１０mでは，武蔵堆の中心から西側海域と
沿岸側が約０.５ノット以上の強流域になっており，
この強流域に挟まれる海域では弱い時計回りの循
環がみられる。深度５０mでは，深度１０m同様，武
蔵堆の西側海域が強流域になっているが，武蔵堆
直上の流れは弱く，武蔵堆西側の流速ベクトルは
等深線に平行になる傾向にある。また，深度１０m
の沿岸側でみられた強い流れは，この深度におい
てはみられない。深度５０mでは，流速は全体的に
弱くなる傾向にあるが，武蔵堆南部のJ２５と西側の
L１６では北向きの約０.５ノットの流れがみられる。
しかし，武蔵堆中心部のL２５では流れが弱く，武
蔵堆を迂回するように，流れが西側と東側に分枝
していることがわかる。以上のことから，武蔵堆
周辺海域では，表層を除き流れは等深線沿いにな
ることがわかった。このため，武蔵堆中心部には
強流域は形成されない。このことが武蔵堆周辺海
域で湧昇が生じない要因であると考える。
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図４　深度１０m，５０m，１００mにおける流速ベクト
ルの水平分布

図３　武蔵堆を南北に横切る断面の水温，塩分，
密度（σt）の鉛直分布



（１）目的
　沿岸域における海洋環境を全道で統一した手法
と測定項目でモニタリングし，データを集約して
データベースを構築するとともに，関係機関にデ
ータを還元し，水試や指導所，各漁協，市町村等
で活用できる有益なデータとして共有化する。ま
た，秋サケや，ホタテガイ，コンブなど重要沿岸
資源の安定化にむけて，漁業者に情報を提供する
システムを検討し，データの活用を図る。

（２）経過の概要
　平成１４年度から始められた事業で，全道２４ヶ所
の各地区水産技術普及指導所および地元漁協の協
力体制のもと，設定した各定点（表）において水
温，塩分およびクロロフィルa量の測定を全道統
一的な手法で毎月１回以上行う。測定結果は中央
水試資源管理部海洋環境グループに電子メールで
送信する。中央水試海洋環境グループは測定結果
を集約してデータベースを構築し，旬単位で関係
機関に還元する。漁業者には各指導所を通じて還
元し，試験研究や行政施策等の各種業務で活用で
きる有益なデータとして共有化する。平成１７年度
以降は貝毒プランクトンモニタリング調査時の採
水に合わせ，月に最低２回は実施できるように努
力している。

（３）得られた結果
　平成２２年度も引き続きモニタリングデータの集
約とデータベースの構築を実施し，関係機関に報
告した。調査回数は，平成２３年７月報告済みで総
計６８１回（昨年度：７５０回）であった。そのうちク
ロロフィルａ については，平成２３年７月報告済み
で２８０回分（昨年度：２９０回）のデータが得られた。
また，過去のデータ（平成１４～２１年度）を全場共
通作業用フォルダに保管し，閲覧可能とした。ま
た，次年度に，Microsoft社製Accessソフトを用い
たデータベース構築に向けた新たな取り組みを提
案することとした。
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３．沿岸環境調査（経常研究費）

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　栗林貴範　浅見大樹
全道各地区水産技術普及指導所　　　　　　　　　　　　　　
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表　沿岸環境調査点（H２２年度）



（１）目的
　水温，塩分等の海況の特性と変動が漁況に対し
てどのような影響を与えるか，「海洋環境調査」等
の研究成果や漁業資源の調査研究結果と併せて推
察し，漁海況予測の精度向上のための基礎資料と
する。本事業は平成８年度で終了した漁況・海況
予報調査に代わるもので，本事業の水試にかかわ
る部分の主な概要は，地域における漁海況情報の
収集・分析・提供機関としての機能を果たすこと，
隣接水産試験場とは収集データ等の情報交換を行
うこと，そして，独立行政法人海区水産研究所か
ら水研収集データおよび技術情報の提供等の支援
を受けることとなっている。なお，平成１３年度か
ら，小課題名が「新漁業管理制度推進情報提供事
業」から「地域レベルでの漁況海況情報の提供」
に変更された。

（２）経過の概要
　平成９年４月から，北水試定線番号JC１線（北
緯４３度，岩内沖観測線）を本事業定線として５点
でCTD観測（東経 １４０度２０分，観測定点JC１１では
ノルパックネット，クロロフィルａ ）を行ってい
る。この観測は年６回の定期海洋観測時に一緒に
行っていたが，平成１３年度から本事業予算削減の
ため，本事業定線としては２月を除く年５回に規
模を縮小した。平成２２年度からは茂津田沖定線（J
４線）を追加設定した。平成２２年度のJC１線の観
測について，４，６，８，１０，２ 月定期観測では全観
測点を完了したが，１２月定期観測では２点欠測し
た。J４線では，４，６，８，２ 月定期観測では全観
測点を完了したが，１０月には３点欠測，１２月には
４点欠測した。
　平成２３年１月に開催された「北水試海洋グルー
プ会議」（独立行政法人北海道区水産研究所が参
加）を分析検討会議に充て，北海道周辺海域の海
況等について検討した。

（３）得られた結果
　得られた結果については，JC１線単独での解析

は行わず，北水試定期海洋観測の結果と併せて解
析し，海況速報第１３３号から第１３８号まで作成し公
報した（本事業開始は第５５号）。

平成２２年度　事業報告書　中央水試（２０１2）

－81－

４．漁況・海況予報調査（経常研究費）

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　浅見大樹



（１）目的
　貝毒プランクトンの出現状況を調査し，貝毒化
との関係を把握するためのデータを蓄積する。ま
た，貝毒化の時期（毒力の上昇期・下降期）を予
測し，これを関係機関に速報して，ホタテガイな
どの出荷計画に役立てる。

（２）経過の概要
　本調査は，２００５年４月上旬に厚岸産マガキから
麻痺性貝毒が検出されたのを機に，貝毒プランク
トン出現傾向と貝毒性値の推移との関係を総点検
する目的で定点を追加し，２００７年３月まで，全道
沿岸の１９海域２１定点で原則として月２回の頻度で
実施された。これらの調査結果をもとに，２００７年
４月以降は１７海域１８定点に重点集約して実施され
た。噴火湾海域を除く１５定点のうち，江差，浜益，
小平(２０１０年４月から増毛へ変更)，猿払，常呂，
サロマ湖，標津および厚岸を中央水試が，頓別，
紋別，能取湖および網走を網走水試が，静内およ
び知内を函館水試が担当して実施された。現地調
査については，当該地域の水産技術普及指導所と
漁業協同組合が担当した。貝毒プランクトンの出
現状況を速報するため，一部の試料の検鏡を株式
会社日本海洋生物研究所に委託した。
　年次報告書が公表される予定のため，中央水試
および網走水試が担当した１２海域の結果について，
要約を以下に記す。

（３）得られた結果
①北海道の日本海～オホーツク海～根室海峡～え
りも以東太平洋の沿岸に１２定点（江差，浜益，小
平(増毛)，猿払，頓別，紋別，常呂，サロマ湖，
能取湖，網走，標津，厚岸）を設け（図１）， 
Dinophysis属およびAlexandrium属のプランク
トンの出現状況と海洋条件及び貝毒化との関係を
調査した。得られた結果は逐次関係機関に電子メ
ールで速報し，ホームページで公開した。２０１０年
の各定点における水温とプランクトンの鉛直分布

の季節変化を図２～５に示した。
②噴火湾以外の海域では，麻痺性貝毒による生鮮
ホタテガイの出荷自主規制値（４MU/g－可食部）
を超える毒化は認められなかった。
③噴火湾以外の海域では，７月に根室海峡で下痢性
貝毒による生鮮ホタテガイの出荷自主規制値
（０.０５MU/g－可食部）を超える毒化が認められた。
最高毒性値は０.０５MU/可食部であった。
④噴火湾以外の海域のうちオホーツク海～根室海
峡では，A.tamarenseは７月に出現した。最高出
現数は７/１５紋別の７０細胞/L。太平洋では，
A.tamarenseは５～７月に出現し，最高出現数は
６/２２厚岸の１００細胞/L。津軽海峡および日本海
ではAtの出現は認められなかった。
⑤噴火湾以外の海域のうち，津軽海峡～日本海～
オホーツク海～根室海峡では，主な出現種はD. 
fortii，D. acuminate, D. infundibulaであった。D. 
fortiiは ８/１１能 取 湖 で 最 高２１７０細 胞/L，D. 
acuminataは４/５増毛で最高２８０細胞/L，D. 
infundibulaは７/２１サロマ湖で最高１４０細胞/Lそ
れぞれ出現した。一方，太平洋では，主な出現種
はD. norvegica, D. acuminata, D. fortiiであった。 
D. norvegicaは７/７厚岸で最高２３７０細胞/L，D. 
acuminataは８/４厚岸で最高３３０細胞/L， D. 
fortiiは９/１静内で最高１３０細胞/L出現した。
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５．ホタテガイ等二枚貝類に関するモニタリング（経常研究費）
５．１　貝毒プランクトンモニタリング調査

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　嶋田　宏　品田　晃良

図１　貝毒規制の海域区分と調査定点（２０１０年）



平成２２年度　事業報告書　中央水試（２０１2）

－83－

図２　日本海南部（江差），石狩湾（浜益），日本海北部（増毛）海域における水温・塩分と
A. tamarenseおよびDinophysis属の鉛直分布の季節変化

図３　宗谷北部（猿払），同南部海域（頓別），網走北部（紋別）海域における水温・塩分と
A. tamarenseおよびDinophysis属の鉛直分布の季節変化



平成22年度　事業報告書　中央水試（２０１2）

－84－

図４　網走中部（常呂），サロマ湖，能取湖海域における水温・塩分と
A. tamarenseおよびDinophysis属の鉛直分布の季節変化

図５　網走南部（網走），根室海峡（標津），太平洋東部（厚岸）海域における水温・塩分と
A. tamarenseおよびDinophysis属の鉛直分布の季節変化



（１）目的
　日本海の沿岸域において，北部に位置する利尻，
礼文島ではリシリコンブが漁業として採取される
のに対し，南部海域ではホソメコンブの繁茂量が
少なく，磯焼け状態が持続している。一方，サハ
リン西岸においては，宗谷海峡に近い海域ではコ
ンブ類が繁茂するのに対し，北部海域ではコンブ
繁茂量は少ない。このように，対馬暖流が流れる
同じ日本海沿岸でありながら，コンブの繁茂量は
海域により異なっている。現在までの調査から，
日本海北部海域は南部海域に比べ，冬季に栄養塩
量が増加する海洋条件の多いことがわかってきた。
今年度も冬季の栄養塩環境に焦点をあて，コンブ
が繁茂あるいは磯焼けになる条件を明らかにする。
なお，本調査はサフニロとの共同研究である。

（２）経過の概要
ア　沖合域および沿岸域の水温・塩分・栄養塩観
測
　２０１０年１２月，２０１１年２月に図１に示した調査点
を基本定点とし，調査船を用いて，図中黒丸の点
においてはCTD観測および栄養塩分析のための
表層採水，白抜丸の点においては栄養塩分析のた
めの各層採水を行った。なお，時化のため，各航
海ともに，全調査点での観測は実施できなかった。
　日本海沿岸域において，栄養塩濃度の南北の違
いを詳細に調べるため，２０１０年１２月から２０１１年４
月まで，利尻町ウニセンターおよびせたな町種苗
センターでポンプアップしている海水を数日間隔
で採取した。採水した海水は，栄養塩分析，塩分
検定に供した。
イ　忍路海域における水温・塩分・栄養塩の断面
観測
　２０１０年１２月から２０１１年３月にかけて計４回，図
２に示した調査点において，バンドン採水器を用
いて栄養塩分析のための採水を行った。また，同
定点において海面から海底までCTD観測を行っ
た。
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6.　水産国際共同調査（経常研究費）
6.　1　北海道とサハリンのコンブ漁場の環境に関する比較調査

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　西田芳則　栗林貴範

図１　CTD観測点，表層採水点（黒丸）と各層採
水点（白抜丸）の位置

図２　忍路湾内外の観測点



（３）得られた結果
ア　沖合域および沿岸域の水温・塩分・栄養塩観
測
　２０１０年１２月，２０１１年２月における，日本海表層
の水温，鉛直混合深度，表面の硝酸態窒素濃度の
水平分布を図３に示す。なお，ここでの鉛直混合
深度とは，深度５mの水温が下方にマイナス１℃
まで低下する深度とした。まず，２０１０年１２月では，
水温は南部海域で１２～１４℃台であるのに対し，積
丹半島以北の沿岸域では約１０℃台と南部海域に比
べ低くなっている。鉛直混合深度をみると，南部
海域では約５０mであるが，積丹半島以北では１００m
前後が多く，北部海域ほど海面冷却の影響の大き
いことがわかる。しかし，硝酸態窒素濃度は，積
丹半島北西沖と宗谷海峡西方沖の冷水域（水温
８℃以下）を除き，２～３μmol/l以下と少ない。

　次に，２０１１年２月では，水温は３～７℃台であ
り，１２月に比べ水温は全域で低下している。鉛直
混合深度は積丹半島以南では１００m前後，積丹半島
以北では１５０mに達する海域があり，１２月に比べほ
ぼ全域において鉛直混合は進行している。硝酸態
窒素濃度は５～９μmol/lになっており，１２月より
も増加している。積丹半島を挟む南北で硝酸態窒
素濃度を比較すると，積丹半島以南では７μmol/l
以下に対し，積丹半島以北では ７μmol/l以上に
なっており，鉛直混合深度が増大している海域で
硝酸態窒素濃度は高くなっていることがわかる。
したがって，日本海において，栄養塩濃度の増加
をもたらす要因の１つは冬季の海面冷却による鉛
直混合であり，北部海域ほど鉛直混合が深所に達
するため，表層の栄養塩濃度は高くなると考えら
れる。
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図３　２０１０年度冬季日本海における（a），（d）表層水温，（b），（e）鉛直混合深度，（c），（f）表層の硝酸態窒素濃
度の水平分布。



　一方，図３に示した２０１１年２月において，鉛直
混合深度が浅いにも関わらず，硝酸態窒素濃度が
９μmol/lに達する海域が，奥尻島北西沖，積丹半
島北西沖と宗谷海峡西口に認められる。この高硝
酸態窒素濃度のみられる奥尻島北西沖，積丹半島
北西沖では，水温は４～５℃と北海道西岸沿岸域
のそれよりも低い。日本海は，低温な日本海固有
水と高温の対馬暖流水という大きく２つの水塊で
構成されているため，鉛直混合深度が浅く，かつ
水温が低いということは，暖水の影響が少ない海
域であることを意味する。すなわち，高硝酸態窒
素濃度の水塊は沖合冷水であることがわかる。こ
の沖合冷水の分布を鉛直混合深度が１００m以浅を
指標にしてみてみると，積丹半島以北では東経１４０
度以西，積丹半島以南では東経１３９度以西に分布し
ており，沖合冷水が本道側に接近していることが
わかる。このことから，２０１１年２月の観測時では，
本道沿岸域は対馬暖流に覆われているが，流量の
低下などで暖流の勢力が弱まった場合には，沖合
冷水が本道側へ侵入することが推察される。次に，
宗谷海峡西口で硝酸態窒素濃度が高くなった要因
は，高硝酸態窒素濃度の分布域と低塩分の海域（図
は省略）が一致することから，オホーツク海水の
移流によるものと考えられる。

イ　忍路海域における水温・塩分・栄養塩の断面
観測
　２０１０年１２月から２０１１年３月までの，忍路海域に
おける水温，塩分，密度，クロロフィルa量，硝酸
態窒素濃度，リン酸態リン濃度，ケイ酸態ケイ素
濃度の鉛直断面を図４－a,bに示す。水温，塩分，密
度の各鉛直断面図から，深度約１０mを境に，それ
以浅では成層が発達し，それ以深では均一な水塊
が分布する傾向にあることがわかる。また，断面
水温は，全期間を通し，低層ほど高くなっている。
密度の鉛直断面をみると，表層と底層の密度差は，
２０１０年１２月２７日ではσtで０.１程度であるが，２０１１
年３月２日には約１.４まで拡大している。この密
度差が拡大した要因は，同時期の上層の塩分が強
く成層化していることから，陸水の影響と考えら
れる。このような深度１０m以浅が成層化する現象
は，平成２０年度と２１年度に実施した調査からも共
通して認められた。したがって，忍路湾は，陸水
の影響のため，海面冷却による鉛直混合が下層ま

で達しにくい湾であると考えられる。すなわち，
上層では陸水，下層では対馬暖流水の影響を受け
た水塊が分布し，その水塊配置は冬期間大きく変
化しないことが推察される。
　次に栄養塩濃度の分布について調べる。断面内
の硝酸態窒素濃度は，２０１０年１２月２７日では４～６
μmol/l，２０１１年１月２４日では５～６μmol/l程度
であったが，それ以降急増し，２０１１年２月２日に
は，Sta.６の深度１０mとSta.２の深度５m，２０１１年３
月２日には，Sta.３の深度１０mで８μmol/lに達した。
また，このような中底層で硝酸態窒素濃度が増加
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図4－a　忍路湾内外における環境調査結果。上
から，水温，塩分，密度，クロロフィルa
量，硝酸態窒素濃度，ケイ酸態珪素濃度，
リン酸態リン濃度の鉛直分布。図中の日付
は観測した日を示す。



している場所では，共通してリン酸態リン濃度も
増加している。塩分，密度の鉛直断面から，成層
の有無を指標に水塊区分すると，塩分３３.６以上が
対馬暖流水と判断される。したがって，上記の高
栄養塩濃度の場所は，いずれの時期においても，
塩分３３.６以上の対馬暖流水内にあり，対馬暖流の
流入により湾内中低層が高栄養塩化されたと考え
られる。図３に示したとおり，２０１１年２月の積丹

半島以北の海域の硝酸態窒素濃度は，約７～８μ
mol/lと例年よりも高く，忍路湾の対馬暖流水内で
硝酸態窒素濃度が高かったことは，外洋の栄養塩
環境が沿岸域にも影響を与えることを示している。
しかし，忍路湾では成層構造が強いため，コンブ
が繁茂できる深度数mの潮間帯においては，対馬
暖流による栄養塩添加の影響は少ないと推察する。
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図４-ｂ　図４-aのつづき。



（１）目的
　北海道南西部日本海沿岸海域では，コンブ等の
大型海藻類が消失し，ウニ類，エゾアワビ等の磯
根資源の生産低下を招く「磯焼け」が持続してい
る。このことは，貧栄養の状態が継続しているこ
とを示し，その解決策として，イカゴロ，魚，粕，
鉄鋼スラグ等による海域への様々な「施肥」が各
地で取り組まれ始めている。海藻類の生長や群落
形成のための「施肥」方法やその効果を検証する
ための適切な評価手法の開発が望まれている中で，
中央水産試験場と函館水産試験場は，貧栄養を緩
和し，藻場再生への効果を把握することを目的に，
平成２１年度から檜山管内上ノ国町地先の海洋牧場
において，栄養塩（アンモニウム態窒素）添加に
よる施肥試験を共同で実施している。
　平成２１年度の調査（平成２１年２月～平成２２年８
月）では，施肥によりアンモニウム態窒素濃度が
施肥区で増加し希釈されながら拡散していること，
ウニ類の摂食圧が海藻群落形成の制限要因となっ
ていること，コンブ種苗糸や胞子付けした基質で

はコンブが生長したが，海底および基質のみでは
ほとんどコンブが着生せず，コンブの胞子不足が
示唆されたこと，施肥区周辺に繁茂した海藻類や
施肥区のコンブ種苗は，添加された窒素を取り込
んで生長していること，施肥区のコンブ種苗は対
照区のそれより顕著に大型となり，窒素不足によ
りコンブの生長が制限されていることが明らかと
なった。
　これらの結果を踏まえ，平成２２年度（平成２２年
９月～平成２３年８月予定）は施肥区および対照区
を新たに設定し，平成２２年１０月より両区において
広範囲なウニ類除去（それぞれ海岸線沿い８０m×
沖方向７０m）および施肥試験を実施した。施肥区
および対照区では，「スポアバッグ」として沖防波
堤西側の消波ブロックに着生していた成熟したホ
ソメコンブを採集し，網袋に入れて設置した。ま
た，海底への「モアシス」によるホソメコンブ種
苗糸の設置を行った。中央水試は，試験海域にお
ける栄養塩類を中心とした海洋環境について，施
肥の前後で比較する調査を担当した。本報告では，
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７．藻場再生に関する調査研究（経常研究費）
７．１　磯焼け対策総合推進事業
７．１．１　栄養塩添加による藻場再生実証調査

 担当者　資源管理部　海洋環境グループ　栗林貴範　品田晃良　浅見大樹
 　　　　函館水産試験場調査研究部
 協力者　北海道水産林務部，檜山振興局，檜山南部地区水産技術普及指導所，
 　　　　上ノ国町，ひやま漁協，北海道大学

図１　北海道南西部日本海対馬暖流域（４３-００N，１４０-００E）における冬季（２月）の表層硝酸態窒素濃度の
中期変動（中央），ホソメコンブ体を構成する窒素：リン比と北海道南西部日本海対馬暖流域における
冬季（２月）の表層溶存態無機窒素濃度および溶存態無機リン濃度の関係（右）



平成２２年４～６月（平成２１年度施肥後）および平
成２２年９～平成２３年３月（平成２２年度施肥試験の
途中経過）の調査結果を示す。

（２）経過の概要
ア　施肥実施概要
　ホソメコンブが発芽する冬季には， ７０μg/L
（＝５μM）以上の溶存態無機窒素が必要であると
考えられている（Mizuta et al.,２００１）。本海域が属
する北海道南西部対馬暖流域において，冬季（２
月）の表層溶存態無機（硝酸態，亜硝酸態および
アンモニウム態）窒素の約９０％を占める硝酸態窒
素濃度は，１９９０年代以降７０μg/L前後で変動し（図
１），最近２０年間はホソメコンブにとって必ずしも
良い窒素環境が継続していたとは言い難い。また，
ホソメコンブ体を構成する窒素：リン比は１１:１と

考えられている（Johnston, １９７１）が，本海域はそ
れより低く，窒素不足であると考えられる。そこ
で，海藻類の発芽と生長に大きく影響する秋～春
季に，溶存態無機窒素源として硝酸態窒素同様に
有効とされるアンモニウム態窒素の添加試験を実
施した。
　アンモニウム態窒素の添加は，北海道檜山管内
上ノ国町原歌地先の海洋牧場岸壁に設置した栄養
塩添加装置（図２）において実施された。まず，
海水を海水取水ポンプにより混合用水槽に汲み上
げ，水槽内に硫酸アンモニウム（（NH４）２SO４）を
投入して窒素濃度３２１mg/Lの液肥とした。次に，
施肥区まで延長したパイプから液肥を４t/hで連
続放出した。平成２１年度の施肥は，平成２１年１０月
２４日から開始し，終了した平成２２年６月１８日まで
に，２５０～１,０００kg/日，累計３６.７t（窒素換算で７.７t）
を投入した。平成２２年度の施肥は，平成２２年１０月
２２日から開始し，平成２３年３月３１日までで，７００
～１,７００kg/日，累計で２４.７t（窒素換算で５.２t）の
（NH４）２SO４を投入した（表１）。終了予定の平成
２３年６月までに，累計３５t（窒素換算で７.５t）の投
入を予定している。

イ　平成２１年度施肥試験の施肥効果調査（液肥拡
散状況調査）
　調査は，平成２２年５月２４日に，檜山管内上ノ国
町原歌地先の海洋牧場において，試験海域の９点，
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図２　施肥のしくみ

表１　（NH４）２SO４の投入実績（上：平成２１年度の施肥試験，下：平成２２年度施肥試験の途中経過）



施肥区の２１点および対照区の３点で実施した（図
３）。調査項目は，水温，塩分，光量，クロロフ
ィルa（Chl.a）濃度，DO，pH，栄養塩類濃度，
コンブなど藻類の炭素・窒素含有量およびその安
定同位体比，気象（風向・風速），流れの向きであ
る。水温，塩分，光量，Chl.a濃度はSTD（アレッ
ク電子社製）により表面から底層まで観測した。
また， TidBitを用いた水温の連続観測を施肥区の
S，対照区の３０および試験海域の０，８，８bで実施
した。DOとpHは水質センサー（堀場製作所社製）
により表面および底層で観測した。海水中の栄養
塩類濃度は，表面水をバケツで，底層水をバンド
ン型採水器により採取し濾過後，濾液中の硝酸態

窒素（NO３-N），亜硝酸態窒素（NO２-N），アンモ
ニウム態窒素（NH４-N），溶存態無機リン（DIP）
および溶存態ケイ素（DSi）の５項目を栄養塩自
動分析計（ビーエルテック社製）により分析した。
コンブなど海藻類の炭素・窒素含有量およびその
安定同位体比は，北海道大学大学院地球環境科学
研究院の協力の下，元素分析計－質量分析計
（Fisons－Finigan社製）により分析した。気象（風
向・風速）は気象庁ホームページに掲載されてい
る江差町のデータを用いた。流れの向きは，潜水
により施肥区および対照区の海底から墨汁を流し，
その向きから判断した。なお４，６月の調査は，施
肥区Sおよび対照区３０における底層の栄養塩類濃
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図３　平成２１年度施肥試験（平成２１年２月～平成２２年８月）の調査定点図（左），施肥区・対照区の拡大図（右）

図４　平成２２年度施肥試験（平成２２年９月～平成２３年８月予定）の調査定点図（左），施肥区・対照区の拡大図
（右）
●：平成２２年９月，平成２３年２月に調査を実施した定点
○● ：平成２２年９月～平成２３年３月まで原則毎月調査を実施した定点



度の分析のみとした。
ウ　平成２２年度施肥試験の事前調査（施肥前調査）
　調査は，平成２２年９月２７日に檜山管内上ノ国町
原歌地先の海洋牧場において，試験海域の１０点，
施肥区の２３点および対照区の３点の合計３６定点で
実施された（図４）。調査項目および方法は平成２１
年度施肥試験の施肥効果調査と同様である。

エ　平成２２年度施肥試験の施肥効果調査（液肥拡
散状況調査）
　調査は，平成２２年１０月２９日，１２月１日，１２月１７
日，平成２３年１月２４日,２月２４日,３月２３日において，
事前調査と同様の定点，項目および方法で実施さ
れた。ただし，平成２３年２月以外は，８定点（Stn．
S，T，０，４，５，７，８，８b）でのみ調査を実施した。

オ　気象イベント直後の海洋環境調査
　非定常時における試験海域の環境変化を把握す
るために，台風や大雨など気象イベント直後の定
点０（図４）において，水温，塩分の観測および
栄養塩類濃度の分析を行った。観測および分析方
法は，事前調査と同様である。

（３）得られた結果
ア　平成２１年度施肥試験の施肥効果調査（液肥拡
散状況調査）
　主要定点底層における施肥前後でのNH４-N濃
度の変化をみると（図５），施肥区（Stn.S）では

施肥前（平成２１年２～９月）まで１５μg/L未満と
低濃度で推移したが，施肥開始後（平成２１年１０月）
は急激に増加し，施肥期間は１０mg/L近くと高濃
度を維持して推移した。このことは，施肥によ
りNH４-Nが海域に添加され続けていることを示
す。また，施肥区以外のNH４-N濃度は低い値で推
移したが，対照区（Stn.３０）のNH４-N濃度は施肥
後に増加し，施肥により添加されたNH４-Nが対照
区に影響を及ぼしていることが考えられた。
　NO３濃度の変化をみると（図５），平成２１年２
月の６０～９０μg/Lから５,８月の０～６μg/L まで減
少し,平成２２年１,２月の４０～７０μg/Lまで増加した
後，５月の１０～３０μg/Lまで再び減少する季節変化
を示した。水温は，定点による顕著な差はみられ
なかったが，平成２１年２月の７℃台から８月の
２２℃台まで上昇し,平成２２年３月の７℃台まで再
び低下した後，５月１０℃台まで上昇する季節変化を
示した。これらのことは，栄養塩類が夏～冬にか
けて，冬季冷却の進行による鉛直混合により沖合
深層から供給された後，冬～夏の昇温により植物
プランクトンや海藻類等基礎生産者に消費された
ためと考えらえる。一方，NO２-N 濃度は，全月全
定点において，他のDIN 濃度に比べて低濃度で推
移した。
　平成２２年５月における試験海域の底層水温，塩
分および栄養塩類の平面分布を図６に示す（比較
のため，施肥前の平成２１年５月の分布も示した）。
水温は，１０℃前後で分布し，調査定点で大きな差

平成22年度　事業報告書　中央水試（２０１2）

－92－

図５　試験海域の主要定点における平成２１年度施肥試験の施肥前後での底層水温，塩分および形態別溶存態
無機窒素濃度の変化（破線枠は施肥開始後）



はみられず，試験海域全域では平成２１年５月の
１３℃前後に比べて低い分布を示した。また，塩分
は３３.９前後で分布し，岸側南部でやや低い値を示
したが，試験海域全域では平成２１年５月の３３.４～
３３.９と比べて高い分布を示した。
　栄養塩類濃度の分布をみると，NH４-N濃度は，
平成２１年５月に，試験海域全域で０.０１μg/L前後と

低いが，施肥後の平成２２年５月には，施肥区を中
心に高濃度で分布し，希釈されながら南西部に拡
散している状況が確認された。NO２+NO３-N，DIP
およびDSiはそれぞれ１０～６０，４～１０，および７０～
７００μg/Lを示し，塩分の低い岸側南部で高い傾向
を示したが，試験海域全域では平成２１年５月
のNO２+NO３-N，DIPおよびDSiのそれぞれ０～
０.６，２～７および９０～１７０μg/Lに比べて高い分布
を示した。これらのことから，平成２２年５月には，
昨年の同時期に比べて低温，高塩分，栄養塩類濃
度が高い沖合深層の海水が試験海域に分布した可
能性が考えられる。
　平成２２年５月におけるホソメコンブ等海藻類の
δ１５Nを施肥前の平成２１年５月の値と比較すると
（図７），施肥区で繁茂した海藻類のδ１５Nは，施肥
前に比べて大きく低下した。対照区に繁茂した海
藻類のδ１５Nも，施肥区ほどではないが，施肥前に
比べて低下した。施肥区および対照区以外で繁茂
した海藻類のδ１５Nは大きく変化しなかった。施
肥によりNH４-Nが施肥区を中心に高濃度で分布
し，希釈されながら対照区にも拡散していること
から，施肥区やその周辺に繁茂した海藻類は，添
加された栄養塩を取り込んで生長している可能性
が示唆された。また，平成２２年５月におけるホソ
メコンブのTNを施肥前の平成２１年５月の値と比
較すると（図８），施肥区で繁茂した海藻類の
TNは，施肥前に比べて大きく増加し，最も高い
値を示した。対照区に繁茂した海藻類のTNも施
肥前に比べて増加した。施肥区および対照区以外
で繁茂した海藻類では大きく変化しなかった。こ
のことは，施肥により施肥区やその周辺に繁茂し
たホソメコンブは，施肥により高濃度の窒素環境
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図６　試験海域における平成２１年度施肥試験の施肥前後での底層水温，塩分および栄養塩類濃度の平面分布

図７　試験海域における施肥前後でのホソメコン
ブ等海藻類のδ１５Nの変化

図８　試験海域における施肥前後でのホソメコン
ブのTN（乾重量換算）の変化



下で生長している可能性が示唆された。 

イ　平成２２年度施肥試験の事前調査（施肥前調査）
結果
　試験海域における施肥前の底層水温，塩分およ
び形態別DIN濃度をみると（図９），NH４-N濃度は，
施肥区（Stn.S）では施肥前（平成２２年９月）に１２
μg/Lと低濃度であった。また，施肥区以外では，
対照区（Stn.T）およびStn.８において高濃度を示
した。NO３-N濃度は，２０μg/L以下と低い値を示
した。NO２-N濃度は，どの定点においても，他
のDIN濃度に比べて低い濃度を示した。水温は２２
～２２.５℃を示し，定点による顕著な差はみられな
かった。
　試験海域における施肥前の底層水温，塩分およ
び栄養塩類の平面分布をみると（図１０），NH４-N濃
度は，施肥前（平成２２年９月）に東～南東部で高
い分布を示した。NH４-N濃度が高い南東部では，
塩分が周囲に比べてやや低く，河川からNH４-Nが
供給されている可能性が考えられた。また，NH
４-N濃度が高いStn.８では，塩分は低くなく，生け
簀からNH４-Nが供給されている可能性が考えら
れた。

ウ　平成２２年度施肥試験の施肥効果調査（液肥拡
散状況調査）結果（途中経過）
　試験海域における施肥前後での底層水温，塩分
および形態別DIN濃度の変化をみると（図９），施
肥区（Stn.S）のNH４-N濃度は，施肥開始後（平成
２２年１０月）に急激に増加し，平成２３年３月までほ
ぼ１０mg/L近くを維持して推移した。このことは，
施肥によりNH４-Nが海域に添加されていること
を示す。また，施肥区以外では，対照区（Stn.T）
やStn.５，８等防波堤岸側の定点において施肥後の
１２月まで高濃度を示す月があった。１月以降では
施肥区を除いてほぼ低濃度で推移した。
　NO３-N濃度は， ９月の２０μg/L以下から１～２
月の５０～１５０μg/Lまで増加する季節変化を示し
た。水温は，定点による顕著な差はみられず，９
月の２２～２２.５℃から１～２月の６～８.５℃まで低下
する季節変化を示した。このことは，栄養塩類が
冬季冷却の進行による鉛直混合により，沖合深層
から供給されたためと考えらえる。NO２-N濃度
は，全月全定点において他のDIN濃度に比べて低
濃度で推移した。
　試験海域における施肥後の底層水温，塩分およ
び栄養塩類の平面分布をみると（図１０），NH４-N濃
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図９　試験海域の主要定点における施肥前後（平成２３年３月までの途中経過）での底層水温，塩分および形態
別DIN濃度の変化（破線枠は施肥予定期間）



度は，施肥区を中心に高濃度で分布し，希釈され
ながら拡散している状況が確認された。調査月日
によってNH４-N濃度の分布（拡散状況）が異なっ
たが，現在，調査時における現地の風向・風速と
も関連づけて考察を進めている。施肥区以外
のNH４-N濃度は，南東部で高い分布を示した。施
肥区以外の南東部でNH４-N濃度が高いのは，河川
からのNH４-Nが供給されたのか，添加したNH
４-Nが拡散して分布しているのか等，要因につい
ては現在考察を進めている。
　施肥前の平成２２年９月におけるホソメコンブ等
海藻類の窒素安定同位体比（δ１５N）をみると（図
１１），試験海域，施肥区および対照区おいて３～
５‰の範囲を示した。ナマコ養殖施設（岸壁）付
近に分布する藻類のδ１５Nは，１０‰前後と高い値を

示した。また，ここでは示さないが，河川に生息
する底生藻類のδ１５Nは２‰前後と低い値を示し
た。一般に植物プランクトンや海藻類，陸上植物
など基礎生産者のδ１５Nは，利用したDINのδ１５Nを
反映することから，DINの起源が異なれば，基礎
生産者のδ１５Nが異なることが予想される。これ
らのことから，施肥前に分布するDINは，少なく
とも試験海域，施肥区，対照区と，ナマコ養殖施
設（岸壁）付近および河川の３つで起源が異なり，
海藻類は生育場所によりそれぞれ異なった起源
のDINを取り込んで生長していることが考えられ
た。なお，施肥後における試験海域に繁茂したホ
ソメコンブ等海藻類のδ１５Nについては，次年度の
事業報告書で示す予定である。
　施肥前における試験海域のホソメコンブ体内の
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図１０　試験海域における施肥前後の底層水温，塩分および栄養塩類分布の変化



窒素含有量（TN）は，０.５～２％の範囲にあった
（図１２）。施肥後における試験海域に繁茂したホソ
メコンブのTNについては，δ１５Nと同様に次年度
の事業報告書で示す予定である。

エ　気象イベント直後の海洋環境調査
　平成２２年７月３０日および１１月１０日に，Stn.０にお
いて調査を実施した（表２）。７月３０日には，調
査を実施した９時４５分までの２４時間の降水量は
３４.５mmを記録し，９時４５分までの２４時間の平均風
速は３.７m/sであった。一方，１１月１０日には，調査
を実施した１４時３０分までの２４時間の降水量は
９.０mmと７月に比べて少なかったが，１４時３０分ま
での２４時間の平均風速は１２.３m/sと７月に比べて
大きかった。
　水温および塩分について，７月および１１月で比較

すると，７月の表層および底層水温は２２.５および
２２.４℃であり，１１月の両層水温の１３.９℃より高かっ
た。両月で表層および底層の水温差はほとんどな
かった。また，７月の表層塩分は３３.４であり，７月
の底層および１１月の両層塩分の３３.７より低かった。
１１月の表層および底層の塩分差はほとんどなかっ
た。このことは，７月は降水により河川水の流入が
増加したためと考えられる。１１月は，風により表
層から底層まで混合が起こっていたと考えられる。
　栄養塩類濃度について，７月および１１月で比較す
ると， NO２+NO３およびDSi濃度は，１１月より７月
で高く，NH４-NおよびDIP濃度は，７月より１１月で
高かった。一般に，アンモニウムイオンおよびリ
ン酸イオンの多くは，溶存態ではなく粒子に吸着
した懸濁態で存在しているため，河川水の増加は
希釈を引き起こし，これらの濃度を低下させる場
合がある。一方，硝酸イオンや亜硝酸イオン，ケ
イ酸イオンの多くは溶存態で存在しているため，
河川水の増加はこれらの濃度を上昇させる場合が
ある。このことから，河川の影響がより大きかっ
た７月では，多くのNO２+NO３およびDSiが陸上か
ら河川を通じて試験海域に供給されていたと考え
られる。特に，コンブ等海藻類には利用されず珪
藻類にのみ利用されるDSiの濃度は，冬季と同じ
位かそれより高かった。また，河川の影響がより
小さかった１１月では，栄養塩類濃度は低かったが，
両層で NH４-N濃度が高く，施肥により施肥地点で
添加されたMH４-Nが拡散されていた可能性が考
えられた。
　昨年度の調査から，非定常の気象イベントによ
り，試験海域の栄養塩類濃度が一時的に増加する
ことが明らかにされたが，本試験海域のような比
較的浅い沿岸域の場合，降水量の増加がNO２
+NO３およびDSi濃度の増加を引き起こすことが
明らかにされた。これらのことは，ホソメコンブ
等生息する海藻類に影響を及ぼす可能性が考えら
れる。
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図１１　施肥前における海藻類のδ１５N

図１２　施肥前における海藻類のTN（乾重量換算）

表２　Stn.０における気象イベント時の調査結果



（１）目的
　ハタハタは道西日本海海域の重要な漁業資源で
あり，関係漁業者によって組織された漁業者協議
会において毎年の資源管理方策を定め実践してい
る。将来にわたって資源を持続的に有効利用する
ため，毎年の来遊状況を予測し，情報提供すると
ともに，漁業の実態に見合ったより適切な資源管
理手法を開発することを目的とする。

（２）経過の概要
　本年度については以下の課題に取り組んだ。
ア　漁獲統計調査
　１９８５年以降の漁業生産高報告を集計して，海域
・漁業別の漁獲状況の推移を把握した。主要産地
の荷受け記録を集計し，漁期中の日別漁獲推移を
把握した。
イ　漁獲物調査
　漁獲物から標本採集を行い，生物測定を実施し
た。標本採集を行った産地の漁獲量と荷受け記録
に基づき，漁獲物の年齢・体長組成を推定した。
ウ　稚魚分布調査
　当歳群の発生状況を把握するために，２０１０年６
月５日に厚田沿岸において地びき網による稚魚分
布調査を行った。
エ　漁期前分布調査
　秋漁期直前の資源状態を把握するために，９，１０
月に留萌振興局沖合で，稚内水産試験場所属試験
調査船北洋丸によるトロール調査を行った。

（３）得られた結果
　各調査の結果については，「Ⅰ．１漁業生物の資
源・生態調査研究－Ⅰ．２．２ハタハタ」の項にあ
わせて記載しているので，そちらを参照。
　これらの結果に基づき，２０１０年秋漁期に漁獲対
象となる資源の状態を評価し関係漁協等に情報提
供した。さらに，当該資源を管理するため漁業者
で組織する「日本海北区ハタハタ実践協議会」に
おける管理計画策定の検討資料として，以下のと

おり提示した。
　漁期前分布調査で得られた採集物は２歳魚
（２００８年級群）と１歳魚（２００９年級群）が主体で
あったが，１歳魚はその多くが未熟であり（図１），
成熟魚を対象とする漁業の漁獲対象となりにくい
と考えられた。稚魚分布調査では２００８年級群が比
較的多く採集された（図２）ことから，２０１０年漁
期は，２００９年に引き続き２００８年級群が２歳魚とし
て漁獲主体となり，来遊量全体としては２００９年を
若干下回る程度で，魚体は大型傾向と予測した。
　沿岸への来遊時期を，毎年の漁期前分布調査で
得られた雌のGSI（卵巣熟度指数）と石狩市厚田
区での初漁日との関係（図３）に基づき，１１月中
旬以降と予測した。
　これを受けて，沖合底びき網漁業，えびこぎ網
漁業，沿岸漁業（刺し網，小定置）のそれぞれに，
２０１０年秋漁期の管理計画として，漁獲量の上限目
安，禁漁区，漁期の制限などが策定・実施された。
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８．資源管理手法開発試験調査（道受託研究費）
８．１　ハタハタ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　星野　昇

図１　漁期前分布調査（２０１０年９月１４,１５日）で採
集された標本の体長-年齢組成
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図２　稚魚分布調査による各年級群の平均採集尾
数の推移

図３　漁期前分布調査（９月）で採集された雌の
GSI（卵巣熟度指数：卵巣重量／内臓除去
重量×１００）と厚田沿岸における初漁日の推
移



（１）目的
　ホッケは道西日本海海域の沿岸漁業・沖合漁業
双方にとって，きわめて重要な漁業資源である。
この資源を持続的に利用するため，資源評価結果
などの科学的知見に基づき，関係する漁業の実態
に見合った資源管理指針を策定することを目的と
する。

（２）経過の概要
ア　資源管理技術開発
　採集した漁獲物標本の全てについて耳石を採取
し，高嶋の方法１)により短軸断面標本を作製して
観察した。宗谷～後志沖の日本海海域について，
２００４～２００９年に採集した漁獲物標本の体長－年齢
データを用い，星野の方法２)により漁期・地区・
漁業種類別にAge-Length Key（以下，ALK）を
作成した。これらを用いて１９８５～２００３年における
ホッケ道北群の年齢別漁獲尾数を再推定して置き
換えた。再推定された２００３年までの年齢別漁獲尾
数と，２００４年以降のそれらと併せて，半年を基準
としたVPA解析を実施した。
イ　高度資源管理指針策定
　アでの結果とこれまでに推定されている年齢別
成熟率３)を利用し，再生産関係を推定して考察し
た。
ウ　研究成果の普及・広報
　これらの解析結果に，その都度の最新情報を加
え，２０１０年９月１日に北海道機船漁業協同組合連
合会ならびに北海道漁業協同組合連合会に対して，
また，２００１１年２月２日開催の水産資源管理総合対
策事業中間報告会，および２月８日開催の小樽地
区資源管理推進委員会において，最新の資源状況
を説明した。

（３）　得られた結果
ア　資源管理技術開発
　作成したALKの一覧（表１）ならびに一例（図
１）を示す。すべてのALKについて，最高齢を４
+歳とした。最若齢については上半期（１～６月）

では１歳，下半期（７～１２月）では０歳とした。
　再推定したホッケ道北群の年齢別漁獲尾数を図
２に示した。これらを用いて行ったVPA解析の
結果は，平成２３年度水産資源管理会議で使用され
た。詳細については稚内水産試験場の事業報告書
を参照のこと。
イ　高度資源管理指針策定
　推定された再生産関係を図３に示した。親魚量
が１５万トン以下の範囲では，ほぼ右上がりの関係
がみられた。そのため，この範囲においては親魚
量を多く確保するほど新規加入量の増加を見込む
ことができると考えられた。その一方で，グラフ
中のプロットには，親魚量１５万トンを超えるグル
ープ，加入量が１２億尾を超えるグループ，ならび
にそれ以外の３つのグループが存在しているよう
に見ることもできる。このことから，加入量が親
魚量のすべての場合に対して単調増加ではない可
能性，あるいは，親魚量以外の要因によっても加
入量が変動している可能性が示唆された。
　平成２３年度は，環境要因等を考慮しつつ再生産
モデルの推定を行い，資源管理のための指針策定
に利用する予定である。
  
（４）　文献
１）高嶋孝寛：Ⅱ章　耳石による年齢査定. 北海道
周辺におけるホッケの資源と漁業　－資源評価
の高度化に向けて－.　北海道立水産試験場技
術資料　No.６, pp１１－２５（２０１０）.
２）星野　昇：北海道日本海産マダラにおける漁
獲物年齢組成の推定方法．北水試研報．７７, ３５
－４４ （２０１０）.
３）高嶋孝寛・星野昇・板谷和彦・三橋正基：道
西日本海におけるホッケ雌の成熟率．２００８年度
日本水産学会春季大会講演要旨集, ８（２００８）．
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８．２　ホッケ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　高嶋孝寛　星野　昇
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表１　Age-Length Key 一覧

図２　再推定されたホッケ道北群の年齢別漁獲尾
数
上：上半期，下：下半期

図３　ホッケ道北系群の再生産関係
点近傍の数字は子（０歳魚）の年級群を示
す

図１　Age-Length Keyの例（表１の２-b）



（１）目的
　胆振沿岸（えりも以西太平洋）における秋サケ
漁獲量は，２００４年（H１６年）以降は高水準で推移
しているが，放流魚の回帰率は年級別に大きく異
なっている。年級別の資源量は漁獲量以上に大き
く変動しており，安定した漁家経営を維持する上
で大きな障害となっている。 そこで，放流後のサ
ケ稚魚の初期生活と沿岸環境を調べることによっ
て，稚魚にとっての適正な沿岸環境を把握する一
方，標識魚の回帰情報から，安定した資源造成を
図るための増殖技術について検討する。

（２）経過の概要
　調査は，２０１０年の４月上旬～６月下旬に原則と
して旬１回，白老９定点，伊達３定点（図１）で
実施した。調査項目は，水温，塩分，栄養塩濃度，
クロロフィルa濃度，動物プランクトン量および
種組成の５項目。各定線における調査項目を表１
に示した。C（敷生川）定線を重点的観測定線とし，
クロロフィルaおよび栄養塩濃度分析用の採水を
各層から行った。水温と塩分はアレック電子社製
メモリーSTDを用いて観測した。動物プランク
トンは改良型ノルパックネット（口径４５cm，側長
１８０cm，目合０.３３mm）の海底直上からの鉛直曳き
により採集した。動物プランクトン現存量は，ネ
ットの濾水率を１００％と仮定し算出した。クロロ
フィルaおよび栄養塩濃度分析用の試水は，バケ
ツおよび６Lバンドン採水器を用いて採水した。
クロロフィルa分析用の試水はWhatman GF/F

でろ過，濾紙を遮光凍結保存した。これらを分析
直前に約３時間９０%アセトンに浸漬してクロロフ
ィルaを抽出し，ターナーデザイン社製蛍光光度
計を用いて分析した。栄養塩濃度は，ブランルー
ベ社製オートアナライザーで分析した。

（３）得られた結果
①水温・塩分，クロロフィルaおよび栄養塩濃度
　２０１０年の白老C１，C３，伊達D１，D３定点におけ
る水温・塩分，クロロフィルaおよび栄養塩(ケイ
酸態ケイ素）濃度の鉛直分布の季節変化を図２－a,b
に示す。
　C１およびC３定点における表面水温の変化を
みると，４月上旬には３～４℃と低く，以後昇温し，
６月下旬には１５～１６℃に達する季節変化を示した。
塩分の変化をみると，４月下旬まで全層で３３前後で
あり，５月中旬まで３２.５前後まで低下し，以後上昇
傾向となる季節変化を示した。これらの結果から
２０１０年の本海域は，４月は低温の親潮系水（水温
２～４℃），５月は低温・低塩分の沿岸親潮水（塩
分≦３３.０）が卓越したのに対し，６月以降は高温・
高塩分の津軽暖流水（塩分≧３３.６）の影響が底層
から徐々に現れて推移したものと考えられる。
　伊達D３定点では，白老C３定点と比較して，水
温は約１℃高め，塩分は約０.５psu低めに推移した
（図２－b）。
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９　胆振沿岸サケ稚魚モニタリング調査（一般共同研究費）

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　嶋田　宏　栗林　貴範

図１　調査定点図

表１　調査定点別の調査項目



　C１およびC３定点におけるクロロフィルaお
よび栄養塩濃度の変化をみると，４月上旬に春季珪
藻ブルームに伴うクロロフィルa濃度のピークが
あり，ブルーム終結後には栄養塩濃度が一時的に
低下する傾向が認められた。一方５月中旬には底
層から栄養塩の供給が一時的に認められた。自記
水温計および風向風速の記録を調べたところ，南
寄りまたは北寄りの風が強く吹いたときに，表面
水温の低下と底層の昇温が起こっていることが示
唆された（図３）。
　沿岸滞泳期のサケマス稚魚にとって好適な水温
範囲は，８～１３℃とされる（帰山１９８６，入江１９９０）。
表面水温が８～１３℃の期間は，白老では５月下旬
～６月上旬（２旬），伊達では５月中旬～下旬(２
旬)であり，昨年（４～５旬）と比較してかなり短
かった。
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図２-b　２０１０年４～６月の伊達D１およびD３定
点における水温，塩分，クロロフィルaお
よび硝酸態窒素濃度の鉛直分布の季節変化

図３　２０１０年４～６月の室蘭における風向風速お
よび白老と伊達における水温の時系列変化

図２-a　２０１０年４～６月の白老C１およびC３定
点における水温，塩分，クロロフィルaお
よび硝酸態窒素濃度の鉛直分布の季節変化



②動物プランクトン湿重量および分類群別組成
　２０１０年の白老C１，C３，伊達D１，D３定点におけ
る動物プランクトンの湿重量，個体数，分類群別
組成の季節変化を図４－a,bに示す。

　白老における湿重量の変化をみると， ５月中
～下旬にピークがあり，以後減少する傾向がみら
れた。個体数のピークは，湿重量のピークよりも
遅い時期（大型種が減って小型種が増えた時期）
にみられた。分類群別組成の変化をみると，期間
を通じてカイアシ類が最も多く出現したほか，フ
ジツボ類およびオキアミ類が次いで多く出現した。
　伊達における湿重量のピーク時期は白老とほぼ
同時期の５月下旬に認められ，湿重量，個体数と
もに期間を通じて白老よりも低めに推移した。
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図４-a　２０１０年４～６月の白老C１，C３定点およ
び伊達D１，D３定点における動物プラン
クトン湿重量および個体数の季節変化

図４-b　２０１０年４～６月の白老C１，C３定点およ
び伊達D１，D３定点における動物プラン
クトンの大分類群組成の季節変化



③カイアシ類個体数と種組成
　２０１０年の白老C１，C３，伊達D１，D３定点におけ
るカイアシ類の個体数および種組成の季節変化を
図５に示す。
　優占種（個体数において１０％以上の出現種）の
うち，冷水性小型種のPseudocalanus spp.および
Acartia longiremisが期間を通じて優占した。５
月～６月上旬のC３定点では冷水性大型種
のEucalanus bungiiが優占した。サケ稚魚が好ん
で捕食するとされる冷水性大型種のNeocalanus 
spp.は白老では４月～６月上旬に，伊達では４月
にやや多く出現したが，個体数において優占した
のは４月下旬および５月中旬の白老のみであった。
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図５　２０１０年４～６月の白老C１，C３定点および
伊達D１，D３定点におけるカイアシ類の個
体数および種組成の季節変化



（１）目的
　北海道において重要な漁業種である｢えびかご
漁業｣は，餌としてスケトウダラ等の天然餌料を用
いており，近年これらの価格上昇が漁業経営を圧
迫している。これに加え，かご餌に天然餌料を使
うことにより，ヨコエビ類に餌が横取りされ，漁
獲効率が大きく低下することが問題となっている。
そこで，本事業では未低利用水産資源を活用し，
天然餌料よりも安価で耐久性および蝟集効果持続
性に優れた混合材料と成形技術を検討し，漁労作
業の軽減も視野に入れた人工蝟集餌料を開発する。
釧路水産試験場では人工蝟集餌料の蝟集成分の検
討，中央水産試験場水産工学室では蝟集効果の検
討，工業試験場では製造技術の開発，余市郡漁業
協同組合では実証プラントの検討を行う。中央水
産試験場資源管理部では，人工蝟集餌料の蝟集効
果の実証および操業効率化の評価を行う。

（２）経過の概要
ア　試験調査船による人工蝟集餌料の蝟集効果解
析
　開発された人工蝟集餌料のホッコクアカエビに
対する蝟集効果を評価するため，試験調査船によ
る漁獲試験を行った。漁獲試験に用いた人工蝟集
餌料の概要を表１に示した。なお，人工蝟集餌料
の原料および製造方法に関する詳細は特許請求項
に該当するため記載しない。基本形Hおよび基本
形Sとは，基準となる人工蝟集餌料基本形に対し
て，原材料の濃度を変えることで前者はゲルの強
度が強く，後者は弱い人工餌料である。脂溶性，
水溶性とは，蝟集原料から脂溶性成分および水溶
性成分をそれぞれ抽出し，それを蝟集原料とした
ものである。キューブとは，直方体形状の基本形
を半分に切断し，立方体形状にしたものである。
人工餌料B，Cとは基本形に対して蝟集原料の魚種
を変えたものである。人工餌料Dは蝟集原料を蝟
集原料AとCを１：１の割合で混合したものである。
　以上の人工餌料を用いて，日本海北部海域のえ

びかご漁場において，稚内水産試験場試験調査船
北洋丸により漁獲試験を行った。調査位置を表２
に示した。漁獲試験には，目合１０節のえびかごを
用いた。試験篭は手棒の４種類の色のビニルテー
プで印を付け，赤色には比較用天然餌料，黄色に
は基本形，青色および緑色には各種人工餌料を取
り付けた。各色の篭はそれぞれ２４篭ずつランダム
に配置した。海底に設置後１昼夜留め置いた後，
揚げ篭した。漁獲されたホッコクアカエビは餌の
種類ごとに仕分け，漁獲尾数を計数した。同時に，
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10．　漁家経営安定を推進するえびかご漁業用ロングライフ人工蝟集餌料
製造システムの開発（実用化試験）（公募型研究費）

担当者　資源管理部　資源管理グループ　山口浩志

表１　２０１０年７月に北洋丸による実証試験に用い
た人工蝟集餌料の種類

表２　試験調査船による人工蝟集餌料蝟集効果実
証試験を実施した調査位置

表３　２０１０年度に余市郡漁協当業船による漁獲試
験に用いた人工蝟集餌料



ヨコエビ類による餌料の横取りがエビの漁獲尾数
に与える影響を検討するため，使用後の餌を餌料
毎にデジタルカメラで撮影し，パソコン上で残存
数を計数した。その結果にもとづき，使用前の数
に対する残存率を求めた。
イ　当業船による人工蝟集餌料の蝟集効果解析
　余市郡漁業協同組合所属当業船によって人工餌
料を用いた漁獲試験を行った。試験で用いた人工
蝟集餌料を表３に示した。人工餌料Eは２０℃で２
日間放置した蝟集原料を用い製造したものである。
人工餌料Fは凍結温度をこれまでの－１０℃から－
３０℃に変えたものである。人工餌料Gは蝟集原料
の濃度を１０%増加させたものである。比較方法は，
全ての篭に人工蝟集餌料を設置した漁具と天然餌
料を設置した漁具と並列して海中に敷設し，それ
ぞれの漁具によって漁獲されたホッコクアカエビ
の漁獲量を比較した。
ウ　操業効率化の評価
ア）えびかご漁船の漁場探索経路の抽出
　人工蝟集餌料導入によってヨコエビ類による横
取りによる漁獲効率の低下の影響がなくなり，ヨ
コエビ類を避ける操業を行う必要が無くなるため，
効率的な操業を行えることが見込まれる。その効
果を見積もるためには，余市郡漁協所属当業船１
隻の航跡を取得し，操業イベント毎の時間，移動
距離を算出した。
イ）えびかご漁業の損益分岐点分析
　人工蝟集餌料導入によって，天然餌料のみを使
用していた場合と比較して操業コストの削減が見
込まれる。そこで，損益分岐点分析を行い，現状
の天然餌料を用いている場合のえびかご漁業の経
営状態の把握を行った。また，人工蝟集餌料を導
入することによる各種コストの削減による経営改
善効果について検討した。
　損益分岐点分析は余市郡漁業協同組合所属えび
かご漁業１隻を対象とした。分析に用いた漁獲金
額，漁船費，漁具費，償却費および人件費は知事
許可えびかご漁業漁獲成績報告書の値を用いた。
また，燃料費，餌料費，箱代および氷代は余市郡
漁業協同組合資料を用いた。損益分岐点は以下の
式で求めた。

　ここで，固定費は，漁船費，漁具費，償却費お
よび人件費とした。また，変動費は，燃料費，餌
料費，箱代および氷代とした。

（３）得られた結果
ア　試験調査船による人工蝟集餌料の蝟集効果解
析
　基本形および比較用天然餌料（スケトウダラ）
による１篭あたり漁獲尾数を比較した。ほとんど
の調査点でスケトウダラによる漁獲尾数のほうが
人工餌料よりも多かった（図１）。また，スケト
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図１　北洋丸による実証試験において漁獲された
ホッコクアカエビの漁獲尾数

図２　北洋丸による実証試験における使用後餌料
の残餌率およびホッコクアカエビの漁獲尾
数比

図３　北洋丸による実証試験における各人工蝟集
餌料の漁獲尾数比



ウダラに対する基本形による漁獲尾数比は，使用
後のスケトウダラの残餌率が低くなるほど高くな
る傾向にあった（図２）。このことはヨコエビ類に
よって天然餌料が横取りされることにより，漁獲
効率が低下したことを示している。スケトウダラ
の残餌率が高かった調査点番号３および４の漁獲
尾数比は，０.３３および０.４９であり，基本形の蝟集効
果はスケトウダラに対して高くなかったと考えら
れる。一方，スケトウダラの残餌率が低い調査点
においても基本形は，おおむね１００%の残餌率を示
し，ヨコエビ類による横取りに対して高い耐久性
を持つこと明らかになった。
　その他，人工餌料の蝟集効果を評価するため，
基本形に対する各人工餌料の漁獲尾数比を求めた
（図３）。ゲルの強度は基本形H，基本形，基本形
Sの順に弱くなるが，漁獲尾数比は基本形Ｓ，基
本形，基本形Ｈの順に低くなり，ゲルの強度が低

いほど蝟集効果が高くなると考えられた。脂溶性，
水溶性による漁獲尾数比は両者に大きな差はなか
った。脂溶性，水溶性の違いによる蝟集効果を比
較したこの結果は水槽実験の結果１)とは異なって
いた。人工蝟集餌料の１かごあたりの使用重量を
半分にした場合，漁獲尾数比は０.７３であった。蝟
集原料を変えた人工餌料では，漁獲尾数比は人工
餌料Dが０.９８と最も高く，次いで人工餌料Bで０.７９，
人工餌料Cで０.６７であった。
イ　当業船による人工蝟集餌料の蝟集効果解析
　人工餌料Eによる漁獲試験結果では，天然餌料
に対する人工餌料の漁獲量比は，０.６４および０.８６で
あった（図４）。対照となる漁具の天然餌料の消耗
率は５０～１００%と高かったため，平成２２年に北洋丸
によって実施された漁獲試験結果から，天然餌料
の残餌率が１０%以上であった調査点の漁獲量比と
比較した結果，当業船による試験結果のほうが低
く，蝟集効果に改善は認められなかった。
　人工餌料Fでは，漁獲比は０.７５および０.８８であっ
た（図４）。対照となる天然餌料はほとんど消耗し
ていなかった。平成２２年に北洋丸によって実施さ
れた漁獲試験結果から，天然餌料の消耗率が１０%
未満であったの調査点の漁獲比と比較した結果，
当業船による試験結果のほうが高く，蝟集効果の
大幅な改善が認められた。凍結温度を－１０℃から
－３０℃に変えることにより，緩慢凍結で生じてい
た細かい亀裂が発生しなくなり，蝟集成分の徐放
性が改善されたと考えられる。
　人工餌料Gでは，漁獲比は１.１１と高かった。しか
し，対照となる漁具の天然餌料および人工蝟集餌
料ともに消耗率は１００%であり，ヨコエビ類による
横取りに対して耐久性が低くなったと考えられた。
また，当業船の船長や乗組員の聞き取り調査結果
から，人工蝟集餌料は使用前から型くずれをおこ
しており，これまで使用してきた餌と比較して明
らかに軟らかく使いにくいとの評価を受けた。し
たがって，今後の人工蝟集餌料開発の方向性は，
人工餌料Fを基準に蝟集効果を高める方法を検討
する必要がある。
ウ　操業効率化の評価
ア）えびかご漁船の漁場探索経路の抽出
　平成２２年５月２５日～６月２８日までの漁場位置は，
余市港から約５０～７０km沖合に存在した（図５）。
えびかご漁業の操業イベントは，往航，復航，漁
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図４　人工蝟集餌料を用いて余市郡漁協当業船に
よって漁獲されたホッコクアカエビの漁獲
量比



場間移動，漁場探索，揚げ篭，入れ篭に分類され
る。そのうちの往航，復航，漁場間移動を合わせ
た１日あたりの平均移動距離は１４７.９kmであり，１
日の移動距離の約８０%を占めた。一方で，人工蝟

集餌料導入によって減少が見込まれる漁場探索距
離の１日あたりの平均移動距離は１０.９kmであり，
１日の約９%と低い割合であった。また，えびか
ご漁業の各操業イベントが占める時間の１日平均
は，揚げ篭時間が５.８時間であり最も長く１日の操
業時間の約４０%を占めていた。一方，漁場探索時
間は０.８時間と最も短く１日の操業時間の約５%で
あった。えびかご漁業では天然餌料がヨコエビ類
に横取りされることによって，被害を受けた漁場
を避けるように漁場が選択されると予想された。
しかし，操業日誌調査を行った期間の天然餌料の
消耗率は高くても５０%であり，その頻度も低かっ
た。そのために操業における漁場探索の占める割
合が低かった可能性がある。
イ）えびかご漁業の損益分岐点分析
　損益分岐点分析の結果，平成２１年におけるえび
かご船の損益分岐点は４千９百万円であった。平
成２１年度の水揚げ金額および総費用はそれぞれ，
５千６百万円および５千百万円であった。また，
経営状態の健全性を示す安全余裕率は１１%であり，
厳しい経営状態であることが明らかになった（図
６）。さらに人工蝟集餌料導入によって削減が見
込まれる燃油代・餌代の減少による経営改善効果
について検討した。その結果，仮に燃油代および
餌代をそれぞれ１０%および２０%削減すれば，一般
的に正常な経営状態である安全余裕率１５%になる
と試算された。

文献
１）金田友紀・蛯谷幸司・阪本正博・武田浩郁・
北川雅彦・若杉郷臣：人工餌料に対するホッコ
クアカエビの蝟集行動．平成２２年度日本水産学
会秋季大会講演要旨集．１０８（２０１０）
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図５　２０１０年５月２５日～６月２８日におけるデータ
取得船の航跡

図６　えびかご漁業の損益分岐点分析の結果



（１）目的
　気候変動，レジームシフトに強い順応的資源管
理型漁業への移行と持続可能な沿岸漁業の実現を
支援するために必要となる沿岸域で利用可能とな
る高速広帯域の無線通信網（以下，マリンブロー
ドバンド）の構築と運用，ならびに，地域ごとの
沿岸漁業における資源評価を高度化し，迅速性と
正確性を向上するためのマリンブロードバンドを
活用したリアルタイム水産資源評価システムの開
発を目的とする。中央水産試験場では，留萌港根
拠えびこぎ網漁船をモデル船として，マリンブロ
ードバンドを活用したエビ類の資源評価モデルを
開発する。

（２）経過の概要
　留萌沖のエビ類の資源分布を詳細に把握し，資
源量指数の精度向上を図るため，モデル船を前年
度の１隻から２隻に増やした。また，タッチパネ
ルPCを活用したデジタル操業日誌と，FOMAを
利用した漁業情報自動送受信システムが構築され，
２隻のモデル船の操業位置および漁獲情報をリア
ルタイムに取得可能となった。平成２１年度に確立
した資源量分布図作成手法に従い，各月のエビ類
の資源分布図および資源量指数を推定した。さら
に，エビ類資源の来遊状況および操業結果をホー
ムページ（http://sigenkanri.jp/：要パスワード）
に掲載し，当該漁業の操業支援を行った。
　マリンブロードバンドを活用して推定された資
源量指数をホッコクアカエビの資源量推定精度向
上への活用方法について検討した。VPAのチュ
ーニングに用いる資源量指数として活用可能かど
うか検討するため，資源分布図から推定された資
源量指数の代わりに，これまで長期間のデータが
蓄積されているえびこぎ網漁業の１日１隻あたり
の漁獲量（CPUE）を用いた。VPAの計算方法は，
平成１８年度稚内水産試験場事業報告書を参照のこ
と。チューニングを行う目的関数を，VPAの前進
計算によるy+１年の漁期はじめのふ化群の資源

量B２a-１,y+１と，えびこぎ網漁業のy年１２月～y+１
年２月のCPUE Qy+１とを用いた以下の式に換え
て計算を行った。
　上述した新たな計算方法を新法，これまでのy
年までの結果までを用いて計算する方法を従来法
として，レトロスペクティブ解析により両手法の
資源量推定精度を比較した。

（３）得られた結果
　漁船位置情報から推定された２０１０年９月～２０１１
年３月までのえびこぎ網漁場内におけるエビ類の
各グリッドの平均CPUEの分布を図１に示した。
トヤマエビは漁期を通じて漁場内に分布しており，
場所により高い密度で分布している場所が存在し
た。一方，ホッコクアカエビは，９～１１月までは
漁場内にはほとんど分布しておらず，１２～２月に
かけて分布密度が高まり，３月になると再び密度が
低くなった。
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11．　マリンブロードバンドを活用したICT漁業の実現とリアルタイム水産
資源評価に関する研究開発（公募型研究費）

担当者　資源管理部　資源管理グループ　山口浩志　高柳志朗

図１　漁船位置情報から推定されたえびこぎ網漁
場におけるエビ類の資源分布図（グリッド
の１辺は１マイル，緯度度，水深の情報は
記載しない）



　えびこぎ漁場内の資源量指数は，トヤマエビは
９～１１月まで２００以上と高く，１２月以降は２００以下
で推移した（図２）。ホッコクアカエビは９月には
０であったが，その後，徐々に高くなり，２０１０年
２月に最も高い１,６９２になった。３月には大幅に
減少し２４９になった。
　上述した情報をホームページに掲載し（図３），
操業支援を行った結果（図４），稚内水産試験場
で行っているナマコ資源情報と合わせて，開設か
ら３月末日まで３９３回ホームページにアクセスが
あった。
　えびこぎ網漁業漁獲成績報告書から得た１２～２
月のCPUE（１日１隻あたりの漁獲量）とチュー
ニングVPAによって求められたふ化群の資源量
と変動傾向は一致していた（図５）。日本海におけ
るホッコクアカエビは６才の春に初めて産卵した
あと，その後約１０ヶ月間抱卵状態にある。翌年１
～２月に大陸棚縁辺部の水深２００m付近に集群し，
幼生をふ化させる。えびこぎ網漁業は冬季に一時
的に集群するふ化群をねらって操業が行われてお
り，えびこぎ網漁業のCPUEの変動はエビのふ化
群の資源量を反映していたものと考えられた。
　これまでのチューニングVPAでは，y年までの
資源量指数を指標として，評価実施年y+１年に
評価年（y年）までの漁期はじめの資源量を推定
していた（従来法）。本研究によりy+１年の資源
量指数を迅速に推定することが可能となったため，
これを利用したチューニング方法（新法）につい
て検討した。レトロスペクティブ解析の結果，従
来法による資源量推定結果では，前進計算による
資源量予測値が大きく外れることがあったが，新
法では安定した推定結果が得られた（図６）。マリ
ンブロードバントを活用して，迅速に得られた資
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図２　資源分布図から推定されたトヤマエビおよ
びホッコクアカエビの資源量指数の推移

図４　マリンブロードバンド（FOMA）を活用し
たえびこぎ網漁業の操業支援の仕組み

資源量指数・資源分布図 操業結果

入口のページ 船の選択

図３　えびこぎ網漁業の操業支援のために開設し
たホームページの概要



源量指数について生活史特性を考慮し資源量推定
モデルに組み込むことによって，資源評価精度向
上に活用可能であることを示した。
　これまでの水産資源評価の手法では，過去の資
源量の推定値はある程度信頼できるものの，資源
量の将来予測の精度は低いことが指摘されている。
したがって，その結果に基づいて設定された許容
漁獲量と現実の漁獲状況に齟齬が生じる場合があ
った。本研究で開発された自動送受信システムと

GISシステムにより，漁業現場における漁獲状況
をリアルタイムで把握することが可能であること
から，最新の漁獲データを資源評価に反映させる
ことが可能となる。このことは，現在，国や各都
道府県で行われている許容漁獲量制のシステムを
改善できる可能性があり，波及効果は大きいと考
えられる。
　衛星通信を利用したVMS（Vessel Monitoring 
System）は，操業区域外での不法操業を取り締ま
るため，漁船を監視する目的で開発されており，
欧米では普及している。一方，我が国においては，
資源管理の理念として自主管理に重点を置いてお
り，漁業者にとって受け入れ難く，あまり普及し
ていない。マリンブロードバンドを活用して取得
された情報が，操業支援および資源評価の精度向
上に活用されることによって，漁業者にとっても
メリットが享受でき，普及の可能性が高い。今後
さらに普及させるためには，漁船位置情報および
漁獲結果の情報を自動送信する機能を搭載した
GPSプロッターなどの漁船計器の開発に向けた事
業展開する必要があると考えられる。
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図５　VPAによって推定されたホッコクアカエ
ビふ化群の資源量とえびこぎ網漁業の
CPUE

図６　従来法および新法によるレトロスペクティ
ブ解析結果



（１）目的
　我が国２００海里水域内の漁業対象資源の性状を
を科学的根拠に基づいて評価し，生物学的漁獲許
容量の推計に必要な資料を収集するため，水産庁
長官が独立行政法人水産総合研究センターに委託
して実施する我が国周辺水域資源調査等推進対策
委託事業の資源評価調査のうち，独立行政法人水
産総合研究センターで担うことが困難な，地域の
市場調査，沿岸域の調査船調査等きめの細かい調
査，あるいは広い海域において同時に行う漁場一
斉調査を行うことを目的とする。

（２）経過の概要
　「平成２２年度資源評価調査計画」に基づき，以
下の調査を実施した。なお，試験調査船おやしお
丸が，平成２２年１月末日をもって，用途廃止とな
ったため，昨年度まで実施していたスルメイカの
漁場一斉調査および沖合域海洋観測調査とスケト
ウダラの新規加入量調査については，それぞれ金
星丸と北洋丸で実施したので，本報告書の対象外
となった。
ア　生物情報収集調査
　主要水揚げ港の漁獲統計データを収集すると共
に，生物測定で得られた結果と合わせて年齢組成
データ等を収得した。魚種別の調査地と調査回数
は次のとおりである。
　・スケトウダラ　：小樽（１回），古平（３回），
　　　　　　　　　　岩内（２回）
　・マダラ　　　　：小樽（１回），余市（１回）
　・ホッケ　　　　：小樽（８回），古平（３回），
　　　　　　　　　　神恵内（１回），寿都（３回）
　・ヒラメ　　　　：余市（３回）
　・カレイ類　　　：小樽（１回），余市（１回）
　・スルメイカ　　：小樽（１回），古平（１回），
　　　　　　　　　　余市（１回）
イ　生物測定調査
　主要水揚げ港における漁獲物から標本を購入し，
生物測定（全長，体長，体重，成熟度，耳石によ

る年齢査定）を実施し，成長や成熟等に関する知
見を収得した。魚種別の調査地と調査回数は次の
とおりである。
　・スケトウダラ　：小樽（５回），古平（３回），
　　　　　　　　　　岩内（２回）
　・マダラ　　　　：小樽（１回），余市（１回）
　・ホッケ　　　　：小樽（５回），古平（２回），
　　　　　　　　　　寿都（４回）
　・ヒラメ　　　　：余市（２回）
　・ソウハチ　　　：小樽（１回），余市（１回）
　・スルメイカ　　：余市（５回），岩内（２回）

ウ　データ等の収集・蓄積・管理
　FRESCO新システムを設置し，生物測定調査等
のデータ登録を行った。

（３）得られた結果
　生物情報収集調査，生物測定調査，漁場一斉調
査及び沖合海域海洋観測調査の結果については，
FRESCOシステムに登録したほか，電子ファイル
で北海道区水産研究所及び日本海区水産研究所に
提出した。
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12．資源評価調査（受託研究費）

担当者　資源管理部　資源管理グループ　高柳志朗　志田　修　星野　昇　高嶋孝寛　山口幹人
佐藤　充　三原行雄　山口宏史　山口浩志　丸山秀佳
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（１）目的
　国は水産基本法第１３条，１５条の規定に基づき，
我が国排他的経済水域における水産資源の適切な
保存及び管理を図るため，主要資源と漁業の現状
を評価することを目的として本調査事業を実施し
ている。このため，北海道周辺に分布するマダラ
の資源評価を行うために必要な情報を収集するこ
とを目的として，後志総合振興局管内において漁
獲物の生物測定調査と漁獲統計調査を実施する。

（２）　経過の概要
ア　漁獲物生物測定調査　
　２０１０年１０月３１日および２０１１年１月２６日に，沖合
底びき網漁業により小樽機船漁業協同組合に水揚
げされた漁獲物から標本採集し，各個体の生物測
定（性別，全長，体長，体重，内蔵除去重量，生
殖腺重量，成熟度，肝臓重量，胃内容物重量，胃
内容物観察，耳石採取）を行った。また，２０１０年
１２月６～７日に余市郡漁業協同組合に水揚げされ
た漁獲物についても，同様の調査を行った。
イ　漁獲統計調査
　後志総合振興局管内における漁獲量を漁業生産
高報告（北海道資料）から集計した。単年度の集
計期間は４月から翌年３月までとした。ただし，
２０１０年の漁獲量については中央水産試験場が集計
した暫定値である。また，２０１１年３月までに小樽
機船漁協に水揚げされた銘柄別箱数を同組合資料
から集計した。

（３）得られた結果
ア　漁獲物生物測定調査
　標本採集と測定結果の概要を表１に示す。２０１０
年度は小樽機船漁協で７６尾，余市郡漁協で３５尾，
計１１１尾を測定した。
イ　漁獲統計調査
　１９８５～２０１０年度（４月～翌年３月集計）の漁獲
量推移を表２，図１に示した。後志総合振興局管内
の沿岸漁業では小樽市，余市町，古平町，積丹町，
島牧村などで刺し網による漁獲量が多い。そのう

ち，小樽市，余市町，古平町では２０００年度に前年
度を大きく上回る漁獲があったが，それ以降は
２００７年度まで減少傾向が続き，２００９年度にかけ若
干増加した。２０１０年度は小樽，余市，古平で前年
から減少した。小樽市に水揚げされる沖合底びき
網漁業の漁獲量は近年著しい減少傾向にあるが，
２０１０年度は前年を大きく上回った（表２）。
　２０１０年度の小樽機船漁協における銘柄別漁獲箱
数を表３に示す。主要銘柄である木箱入では，す
べての銘柄で前年を上回った。
　なお，資源状態などについては，「１．漁業生物の
資源・生態調査研究」を参照。

表１　２０１０年度の標本測定概要

12．１　マダラ

担当者　資源管理部　資源管理グループ　星野　昇
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表２　マダラの漁獲量経年値　（４月から翌年３月）
単位：トン

図１　各地区沿岸漁業におけるマダラ漁獲量の経年推移

表３　２０１０年度の小樽地区沖合底びき網
漁業による銘柄別漁獲実績
（２０１０年４月～２０１１年３月）



（１）目的
　スケトウダラ北部日本海系群の新規加入量（漁
獲対象および産卵親魚）を把握するために，年級
豊度および漁獲される前（漁期前）の産卵親魚量
を推定する。

（２）経過の概要
ア　産卵群漁期前分布調査（秋季新規加入量把握
調査）
　本調査は産卵親魚の現存量推定を目的に，１９９６
年度から稚内水試および函館水試と共同で実施し
ている。２０１０年度は道西日本海において試験調査
船北洋丸，金星丸の２船を用いて１０月１３日～１０月
２５日に調査を行った（図１）。調査内容は，計量
魚群探知機（以降計量魚探機と略す）EK－６０（シ
ムラッド社製）による音響データ収集（３８および
１２０kHz）および着底または中層トロール網による
生 物 採 集 で あ る。収 集 し た 音 響 デ ー タ
はEchoview（Myriax社製）を用いて解析し，調
査線ごとにスケトウダラの反応を抽出した。生物
採集により得られたスケトウダラ標本は船上で凍
結し，後日研究室で尾叉長，体重，性別，熟度，
生殖腺重量などを測定し，標本毎の平均TS
（Target Strength）および成魚割合を推定した。
これらの音響データと生物測定結果を用いて，調
査海域に分布するスケトウダラの分布量を推定し
た。

（３）得られた結果
ア　産卵群漁期前分布調査
　２０１０年におけるスケトウダラの水平分布を図２
に示す。スケトウダラは例年同様に主要な産卵場
である檜山海域，岩内湾および積丹半島沖に多か
った。これに加えて，武蔵堆周辺および留萌沖に
も強い反応が観察された。
　魚体サイズは全調査点で尾叉長２００６年級と考え
られる３５～４０cmの魚が採集され，特に産卵場であ
る檜山海域（T１５および１６）および岩内湾付近
（T１２～１４）の海域では４４～６０%を占めていた（図

３）。積丹半島以北の海域（T１～１１）では，これ
らに加えて，尾叉長１５cm未満の０歳魚（２０１０年級）
がT３以外の調査点で採集された。
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12．２　スケトウダラ新規加入量調査

担当者　資源管理部　資源管理グループ　志田　修　山口幹人　三原行雄　丸山秀佳

図１　産卵群漁期前分布調査の調査海域
直線は魚探調査ライン．●（T１～T１６）は
トロール調査点を示す．

図４　産卵群分布調査から推定されたスケトウダ
ラ成魚分布量の推移
北部海域：北緯４３°４１.５'以北，南部海域：
北緯４３°４１.５'以南の海域



　調査海域全体の分布量は９.１万トンと推定され，
２００９年の１.２倍に増加した。積丹半島以北の海域
は３.８万トンと２００９年の１.９倍に大きく増加したが，
以南海域は５.３万トンと２００９年と同程度の値にと
どまった。成魚の分布量は，調査海域全体で８.９万
トンと２００６年級の加入を反映して２００９年の１.３倍
に増加した（図３）。海域別には積丹以北海域は

３.６万トンと２００９年の２.２倍となったが，以南海域は
５.３万トンと前年並みの水準にとどまった。

イ　結果の活用
　調査結果は，スケトウダラ北部日本海系群の産
卵親魚量の指標およびVPAのチューニング材料
として，国および道の資源評価に用いられている。
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図２　産卵群漁期前分布調査におけるスケトウダラの分布
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図3　産卵群漁期前分布調査により採集されたスケトウダラの尾叉長



（１）目的
　国連海洋法条約では高度回遊性魚類のマグロ類
について，沿岸国が国際機関を通じてその保存・
管理に協力することになっている。マグロの管理
に関しては，平成１６年に「中西部太平洋における
高度回遊性魚類資源の保存管理に関する条約
（WCPFC）」が発効し，我が国も平成１７年に加盟
した。また，平成７年に設立された，「北太平洋に
おけるマグロ類および類似種に関する国際科学者
委員会（ISC）」が資源評価を行い，WCPFCに提
言を行っている。
　我が国周辺海域においては，クロマグロを中心
に，数種のマグロ類が来遊し，各種漁業により漁
獲がなされている。本事業では，我が国海域及び
隣接する公海を回遊するマグロ資源の資源評価及
び適切な資源管理方法を確立するため，科学的な
データを収集することを目的とする。

　詳細は，「平成２２年度日本周辺高度回遊性魚類資
源調査委託事業報告書，２０１１年３月，独立行政法
人　水産総合研究センター」に記載した。

（２）経過の概要
ア　漁獲統計調査
　函館水試と共同で，渡島・後志管内の主要７漁
業協同組合（戸井，福島吉岡，松前さくら，島牧，
寿都町，東しゃこたん（美国，古平）及び余市郡）
を対象に日別，漁法別，銘柄別，水揚げ状態（例：
ラウンド，セミドレス）別のマグロ類及びカジキ
類の漁獲尾数と漁獲重量を調査した。
イ　魚体測定調査
　余市郡漁協で水揚げされたクロマグロの魚体測
定を行った。

（３）得られた結果
　２０１０年の北海道におけるクロマグロの漁獲量
（各地区水産技術普及指導所に基づいて中央水試
が集計した暫定値）は３０２トンとなり，前年の３９０

トン（北海道水産現勢）を下回った。２０１０年の漁
獲のうち９割以上を渡島管内が占めていた。
　渡島管内主要漁協の漁獲量は２９３トンで前年
（３５９トン）を下回った。後志管内主要漁協の漁獲
量は１トンで前年（９トン）を下回った。
　余市郡漁協ではクロマグロ２個体の尾叉長と体
重を計測した。
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13．日本海周辺国際魚類資源調査委託事業（受託研究費）
13．１　日本海周辺クロマグロ調査事業

担当者　資源管理部　資源管理グループ　佐藤　充　山口幹人



（１）目的
　日本海におけるTAC対象魚種であるスケトウ
ダラ，ズワイガニ，スルメイカの中長期的な資源
水準の変化に対する海洋環境の影響を明らかにす
る。このうち，北海道ではスケトウダラに関する
課題を担当する。特に資源動向・水準の変化と同
時に見られた産卵場の変化および幼生・稚魚の輸
送環境の変化に注目し，資源水準の変化に与えた
海洋環境の影響（特に産卵場形成と輸送環境の変
化）を評価し，三宅１)の仮説を検証する。また，複
数種の資源動向の変化に対して海洋環境（水温，
流動）という同じ要因（ただし魚種によって影響
する過程は異なる）の影響を明らかにすることで，
今後の複数魚種管理および生態系管理を想定した
資源管理方策を作成する基盤を作る。

（２）経過の概要
ア　仔稚魚の分布および日齢データの解析
　北洋丸を用いて調査を行い，分布および日齢解
析データを収集した（調査内容の詳細は，稚内水
試事業報告書を参照）。

イ　輸送モデルシミュレーションの検討および結
果のとりまとめ
　日本海区水産研究所において開催された検討会
議に参加し，輸送モデルシュミレーション結果に
ついて検討し，結果をとりまとめた。

（３）得られた結果
ア　仔稚魚の分布および日齢データの解析
　分布および日齢組成のデータを蓄積した。

イ　輸送モデルシミュレーションの検討および結
果のとりまとめ
　過去の研究レビューから，近年の産卵場は檜山
海域，岩内湾，石狩湾の３カ所であること，また，
仔稚魚の分布調査の結果から，生残には卵仔魚が
本道の石狩湾以北の本道沿岸域に輸送されること
が必要と考えられた。これらの知見を卵の輸送シ

ミュレーションの基礎とし，豊度の高い２００６年級
（１－１－５スケトウダラを参照）の生まれた環境
を他の年と比較することを中心に研究を進めた。
　２００５～２００９年における卵の輸送シミュレーショ
ンの結果から，生残に適した水温の期間が３月に
最も長くなること，豊度の高かった２００６年は適水
温の期間が他の年と比較して長かったと考えられ
た。また，２００６年は各産卵場からの卵の輸送経路
が他の年と異なる結果となった。
　２００６年級の孵化日は３月に集中しており，輸送
シミュレーションの結果と一致した。
　これらの結果は，卵仔魚の輸送と経験水温が年
級豊度決定に重要とする三宅の仮説を支持するも
のであった。

（４）成果の活用策と残された課題点
　日本海におけるスケトウダラの資源変動（特に
１９９０年代以降の再生産関係の悪化）に，水温と卵
の輸送という海洋環境が影響を与えていることが
改めて示唆された。今後，この知見を関係者への
資源変動メカニズムの説明に使用していく。一方，
輸送経路に関するシミュレーション結果は，実際
の観察と異なる点も認められるため，研究実施機
関である日本海区水産研究所，北海道区水産研究
所と情報交換を行いながらモデルの改善を図って
いく。

（５）文献
１）三宅博哉：音響学的手法を用いたスケトウダ
ラ北部日本海系群の資源動態評価と産卵場形成
に関する研究．北海道大学博士論文，２００８，１３６p．
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14．　資源動向要因分析調査（スケトウダラ日本海北部）（受託研究費）

担当者　資源管理部　資源管理グループ　志田　修　三原行雄



（１）目的
　近年，トドやイルカ類等の高次捕食海洋生物が，
スケトウダラ，スルメイカ等の重要漁業資源を相
当程度捕食していることが明らかになっている。
海洋生態系の「食う，食われる」の関係を定性的
・定量的に解明し，海洋生物資源の持続的な利用
方策や持続的な漁業資源管理の実践につなげるこ
とが国際的にも強く求められている。北海道では
トドによる漁業被害が古くから問題となっており，
近年では日本海に被害が集中している。
　本事業は，トドによる漁業被害対策の一環とし
て，トド捕食影響調査（国際資源対策推進委託事
業　平成１６年度から調査開始）により基礎的な生
態学的知見の蓄積及び被害実態を明らかにするこ
とを目的とする。また，科学的根拠に基づき，ト
ドを含む高次捕食海洋生物の生態系への影響およ
び漁業への影響などを評価し，日本周辺の重要漁
業資源の適切な管理に役立てる。

（２）経過の概要
　２０１０年度に，石狩湾および積丹半島において採
捕されたトド９個体から，解体業者の協力を得て
試料の採取を行った。採集した試料は，頭部（年

齢査定用，北大担当），胃と腸(食性解析用，稚内
水試担当)，筋肉（DNA・安定同位体分析用，北
水研担当），生殖器（性成熟判定用，北大担当），
および皮下脂肪と肝臓（残留性有機汚染物質，北
海道環境科学研究センター）であり,それぞれ冷凍
もしくはホルマリンで固定し,分析担当機関に送
付した。
　
（３）得られた結果
ア　採捕・漂着個体からの試料採取
　試料採取した個体の生物学的特性値などを表１
に示した。オスは４個体で，体重３５０～１,０５０kg，
メスは５個体で，体重７０～３２０kgであった。なお，
標識個体の捕獲は１個体,千島列島ブラットチル
ポエフ島において標識された個体であった。
イ　食性調査
　積丹半島海域で得られた標本（９個体）から採
材した胃・腸は冷凍保存後，稚内水試に配送した。
　なお，胃・腸内容物の詳細は，現在，分析中で
あり，得られた結果は，国際資源調査北西太平洋
グループ，トドサブグループに帰属するため，詳
細は当グループ報告書に報告予定である。
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表１　２０１０年度に石狩湾および積丹半島周辺で採取されたトド標本

15．有害生物被害軽減実証委託事業（トド出現実態・生態把握調査）
　　（受託研究費）

担当者  資源管理部　資源管理グループ　高柳志朗　星野　昇　高嶋孝寛



（１）目的
　石狩湾系ニシンの漁獲量は１９９７年以降に増加し，
近年では数百～２千トンに達している。これは
１９９５年級群の出現を契機として資源が増大したた
めであるが，日本海ニシン資源増大（増大推進）プ
ロジェクト（平成８～１９年度：以下，ニシン・プロジ
ェクト）における種苗放流事業の実施および自主
的漁業管理の取組も貢献していると考えられる。
　平成２０年にニシン・プロジェクトは終了したが，
資源を維持増大させるためには，種苗放流と漁業
管理の継続が必要と判断された。そこで，日本海
北部にしん栽培漁業推進委員会が種苗放流事業を
継続するとともに，漁業管理の前提条件となる漁
況予測を実施することとなった。このうち，漁況
予測に関しては，専門的技術と知見を有し，調査
実績がある道総研中央および稚内水産試験場が調
査を受託・実施した。

（２）経過の概要
ア　２０１０漁期年度の漁況予測
　高齢魚（３歳以上）については，漁業情報（漁
獲統計・漁獲物組成）から①資源状況を把握し，
それに基づいて漁況予測が可能である。一方，若
齢魚（２歳以下）については②加入量を予測する
ための調査が必要である。
　そこで，２０１０漁期年度（２０１０年５月～２０１１年４
月：盛漁期は２０１１年１～３月）の３歳以上の漁況
予測のため，VPA（Virtual Population Analysis）を
用いて主漁業である刺し網が開始される２０１１年１
月の資源重量を推定した。
　同じく１～２歳魚の２０１１年１月の資源重量につ
いては，ニシン・プロジェクトから継続してきた
稚魚分布調査から加入量を推察し，さらに２歳魚
については試験調査船のトロール調査から情報を
補足した。
イ　次年度以降の予測に向けて
　次年度以降にも漁況予測を継続するため，以下
の調査を実施した。（主目的が前述の①と②のどち

らであるかを項目名の後に示した。）
（ア）稚魚分布調査②
　２０１０年６月１５日，２８日，７月９日，１６日の４回，
石狩川河口周辺の砂浜域の６点において，調査用
地曳き網を用いた稚魚分布調査を実施した。
（イ）トロール調査②
　２０１０年９～１０月に試験調査船北洋丸によるトロ
ール調査（Ⅰ．１．１．５スケトウダラ，Ⅰ．１．１．６
ホッケ，Ⅰ．１．２．２ハタハタ参照）で，採集さ
れたニシンについて生物測定に供した。
（ウ）漁獲物調査①
　石狩湾海域において，２０１１年１～３月に刺し網
で漁獲されたニシンを中心に，生物標本を採集し
た。加えて，２０１０年４～５月の沿岸の定置網類，
２０１０年４月～２０１１年３月の沖合底びき網で漁獲さ
れたニシンについても，生物測定に供した。
　なお，（イ）トロール調査を含め生物測定の測定
項目は，性別，尾叉長，体重，内臓除去重量，生
殖腺重量，成熟度および耳石による年齢査定とし
た。その方法は「北水試　魚介類測定・海洋観測
マニュアル，北海道立水産試験場（１９９６）」に従い，
生物測定を実施した標本については表１に尾叉長
組成と共に示した。
（エ）漁獲統計調査① 
　北海道水産現勢や石狩湾周辺の各漁協の漁獲統
計資料を収集し，集計を行った。また，石狩地区
および後志北部地区水産技術普及指導所の協力を
得て，石狩湾漁業協同組合と小樽市漁業協同組合
の日別漁獲量および出漁日数を調べた。
　また資源の経年動向を把握するため，産卵期で
ある１～４月の沿岸漁業の漁獲量を産卵群漁獲量
として集計した。
（オ）資源解析①
　漁獲統計調査および生物測定調査の結果より年
齢別漁獲尾数を推定し，稚内水試の同様の調査結
果とあわせて，１９９５漁期年度以降の年齢別漁獲尾
数データを１年更新してVPAによる資源解析を
行った。
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16．石狩湾系ニシンの漁況予測調査（受託研究費）

 担当者　資源管理部　資源管理グループ　山口幹人　佐藤　充
 協力機関　石狩・後志北部地区水産技術普及指導所
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表１-１　ニシン標本尾叉長組成（１）
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表１-２　ニシン標本尾叉長組成（２）



ウ　予測の検証
　アで示した２０１１年１月の予想資源重量と実際の
漁獲状況とを比較し，予測の検証を行った。
エ　漁期前調査（付記）
　本調査と平行して，刺し網の漁期に来遊するニ
シンの尾叉長や年齢組成の早期把握を目的として，
石狩湾漁協および小樽市と共同で刺し網による漁
期前調査を実施した。調査は２０１１年１２月１７日に石
狩市の厚田地区で， ２０１０年１月５日に小樽市お
よび石狩市の石狩地区で実施した。なお石狩市で
は１.８寸，２.０寸，２.１寸，２.２寸および２.３寸目合いの
刺し網を，小樽市では２.１寸と２.２寸目合いの刺し網
を用いた。

（３）得られた結果
ア　２０１０漁期年度の漁況予測
　前年度までのVPAの結果に基づいて計算した
２０１１年１月時点の資源重量（予測値）を過去の資
源重量（VPA結果）とともに図１に示した。２０１１
年１月の３歳魚以上は，解析結果をもとに前進計
算で推定した結果である。また２歳（２００８年級）
と１歳（２００９年級）については，漁業を通した情
報がほとんどなかったため，資源重量を稚魚分布
調査および秋季のトロール調査から以下のように
推定した。
　昨年までは，稚魚分布調査の地曳網での１曳網
あたりの平均採集尾数と最大採集尾数を用いて，
各年級の加入量を推察してきた。しかし，２００７年
級が平均４１８尾，最大３,５３１尾と比較的多量に採集
されたにも関わらず，推定加入尾数が３２万尾にと
どまったことから，稚魚分布調査結果と加入尾数
の関係を再検討した。そして，体長範囲を全長
４９mm以上とした場合に，調査結果と加入尾数の
相関係数が比較的高く，平均採集尾数，最大採集
尾数ともに採集尾数が多く加入も多いグループ

（２００１，２００４～２００６年級：加入が２千万尾以上＝
高豊度年級）と，採集尾数が少なく加入も少ない
グループに大別できた（図２）。そして２００８ ，２００９
年級ともに採集尾数が少なかったことから，高豊
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図１　１月時点の資源重量（２０１１年は予測値）

図２　稚魚分布調査（地曳網）による全長４９mm
以上の稚魚の平均採集尾数（上段），最多
採集尾数（下段）と加入尾数（１歳時点の
資源尾数）との関係（図中の数字は年級）

図３　試験調査船による秋季トロール調査（２０１０
年８～１１月）で採集されたニシンの年齢別
尾差長組成



度年級とはならないと推察された。
　また，図３に示したように，２０１０年秋季のトロ
ール調査において，４歳（２００６年級）が最も多く，
１歳（２００９年級）および２歳（２００８年級）は組成
では明瞭なピークを形成していたものの比率的に
は１３％と９％にとどまった（後述，（イ）トロール
調査参照）。このことからも２００８，２００９年級の豊度
は２００６年級などの高豊度年級よりはかなり少ない
ものと推測された。よって２歳魚の年級豊度を
VPAによる推定値である１２３万尾，１歳魚のそれを
平均的な３５０万尾（高豊度年級を除く）とし，前
進計算によって資源重量を推定して図１に示した。
　以上から，２０１１年１月における主たる漁獲対象
である２歳魚以上の資源重量は，２０１０年の半分以
下と推察した。
イ　次年度以降の予測に向けて
（ア）稚魚分布調査
　６調査点（図４）の調査日毎の採集状況を表２
に示した。
　６月１５日には石狩川河口右岸のSt.１における
５,４０６尾から左岸のSt.４の２尾まで，全点で計７,７６１
尾のニシン稚魚が採集された。その後６月２８日に

もSt.２での１,５１１尾など計１,５６２尾が採集された。７
月７日にはSt.２’で８尾が採集されたのみとなり，
さらに７月１６日にもSt.１’で８尾，St.１で１尾の計
９尾の採集にとどまった。水温は６月１５日には１３
～１４℃台であったものが，その後急激に上昇して
６月２８日以降には河口周辺を中心に１９℃以上とな
った。
　稚魚の平均全長は６月１５日には３３.５１mm（前年
６月１２日３７.７３mm）であったものが，６月２８日には
３８.５０mm（同６月２２日３４.４８mm），７月９日には
４６.７８mm（同７月７日５２.２７mm）と大きくなったが，
７月１６日には４２.７４mmと（同７月２２日の平均全長
は５４.０２mm）逆に小さくなっていた。
（イ）トロール調査　
　試験調査船おやしお丸のトロール調査によって，
９月に１尾，１０月に８４５尾，合計８４６尾のニシンが
採集された（図３）。年齢別には４歳が４６３尾と最
も多く，次いで１歳１１４尾，５歳９３尾，３歳８７尾，２
歳７４尾，６歳１５尾の順であった。新たに漁獲の対象
となる２歳が３歳以上に比べて少なかったことか
ら，２０１１年１月の２歳魚の資源重量予測について
は，先述のように少ないものと判断した。なお，
１歳魚の採集は１１４尾と昨年の４尾に比べて大き
く増大した。　
（ウ）漁獲物調査
　漁獲の中心であった石狩～厚田における漁獲物
の尾叉長組成を図５に示した。１～２月にかけて
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表２　稚魚分布調査結果

図４　稚魚分布調査点



尾叉長モードは３０～２９cm台で，年齢では４歳がほ
とんどを占めた。２月末には尾叉長のモードが２５
～２７cmにも見られ，２歳が占める割合が徐々に高
まった。なお石狩管内における漁期を通した年齢
組成は４歳６３.９％，２歳２４.６％，５歳以上５.７％，３歳
４.９％，１歳０.２％の順であった。
（エ）漁獲統計調査
　石狩湾系ニシンの資源変動の指標として，産卵

群漁獲量を図６に示した。同漁獲量は１９９６年まで
１００トン未満であったが，１９９７～２００３年には２００～
３００トンに増加した。２００４年に１,２００トンに達し，
その後２００５，２００６年には３００トン前後に減少したも
のの，２００７年以降はおよそ８００トン～２,０００トンで
推移してきた。なお，２０１１年も１,５２９トンと豊漁と
なった。

（オ）資源解析
　２０１０年度漁期における年齢別漁獲尾数を加えて
行ったVPAによって推定された年齢別資源尾数
を図７に示した。なお，１歳（２００９年級）につい
てはその豊度が判明していないため，前述のよう
に平均的な年級豊度（３５０万尾）とした。さらに
２００８年級についても推定の根拠となる近年におけ
る漁獲係数Ｆ の変動が激しく（図８），過去３年
平均のＦ を用いる通常の手法では資源推定の精
度に問題があると考え，１歳時点に遡って平均的な
年級豊度の３５０万尾とした。
　このように２００７年級以降，高豊度な年級が認め
られていないことから，２０１０年度の資源尾数は
２,２０９万尾と前年度（３,７１９万尾）より大きく減少し
た。 
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図５　石狩～厚田に水揚げされたニシンの尾叉長
・年齢組成

図６　石狩湾系ニシンの産卵群漁獲量

図７　年齢別推定資源尾数



ウ　予測の検証
　２０１０漁期年度の漁況について，刺し網の漁期は
じめにあたる２０１１年１月の２歳魚以上の資源重量
を前年（２０１０年）の半分以下と予測した（前述）。
　しかし，実際の漁獲量は前年とほぼ同量の１，５２９
トンに達した。予測が外れた要因としては，第一
に２００６年級の資源量を過小評価していたことが挙
げられる。具体的には予測の段階では２００６年級の
年級豊度を３,７８３万尾としていたが，漁期後の再計
算では６,６１７万尾へと上方修正された。また，２００８
年級の年級豊度についても漁期前の時点では１２３
万尾（前述）であったが，２０１０年度の推定漁獲尾
数だけでも１２８万尾とそれを上回っており，こちら
も過小評価していたことになる。これについては
各年齢に対するＦ が年々減少傾向にあり，過去３
年平均のＦ を用いる手法では適切な評価が出来
ないといった問題があると思われ，今後の検討が
必要と考える。
エ　漁期前調査（付記）
　漁期前調査における年齢別尾叉長組成を図９に
示した。例年，１月の漁期前調査結果が漁期はじめ
の漁獲物に類似し，前年１２月の漁期前調査の採集
物が漁期を通した組成に近い傾向がある。本年度
の漁獲物は漁期前半では２９～３０cmモード，漁期後
半に２５～２７cmモードであり，全体として４歳魚主
体の漁獲状況であった。よって，１２月の調査で
２９cmモードの４歳よりも２５cmモードの２歳の方
が多く採集された点で，例年の状況と異なってい
た。しかし，２歳と４歳が漁獲の中心となった点に
ついては合致しており，漁期前調査の結果は，漁
況予測上有用な情報といえる。
オ　普及・広報
　漁況予測を２０１０年１２月に関係者に周知した。
　また漁期前調査および漁獲物調査の結果は，

FAX・メール速報およびマリンネット北海道ホー
ムページへの掲載を通して関係者に報告・公表し
た。
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図８　年齢別の漁獲係数Fの変化

図９　漁期前調査における年齢別尾叉長組成



（１）目的
　近年，全国的に定置網等に大きな被害をもたら
している大型クラゲの出現動向についての全国的
な把握調査に協力し，漁業者等に広報，注意喚起
する。また，このことによって出現予測や被害防
止のための施策に役立てるとともに，操業の効率
化と資源の効率的利用に資する。

（２）経過の概要
　（社）漁業情報サービスセンター（以下,  JAFIC）
からの受託により水産庁による全国的「大型クラ
ゲ等有害生物出現調査及び情報提供事業」として
実施した。道としては，単年度事業として函館水
試とともに受託した調査である。
　JAFICとは平成２２年５月２８日に委託契約を結び，
調査を行った。その主な内容は沖合域における調
査船（当水試の場合は北洋丸）による目視観測と
沿岸域定点（当水試の場合は島牧沿岸）における
聞き取りによる大型クラゲの出現等の情報収集と
情報提供である。沿岸域における聞き取り調査で
は，島牧地区で大型定置網等を行っている漁業者
の協力を得て，出漁できた日毎の目視情報を収集
した。

１）調査船調査：試験研究船での各種調査時に沖
合域における大型クラゲの目視情報を収集し，提
供する。
２）聞き取り調査：沿岸域における大型クラゲの
目視情報を収集し，提供する。これには道が独自
に行っている情報収集網の情報を参考にして，松
前（白神岬）定点とともに島牧定点において日毎
の目視情報や被害状況を把握した。これには定置
網漁業者の協力を得た。

（３）得られた結果
　受託契約に従い，JAFICには実績報告書を提出
した。
　調査の概要については，以下のとおりである。

　調査は２０１０年９月から２０１０年１月３１までの期間
実施された。
　調査船による洋上調査・陸上定点調査を通じて，
今年度は大型クラゲ出現報告は無かった。
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17　有害生物出現調査並びに有害生物出現情報収集・解析及び情報提供委託
事業（大型クラゲ出現調査及び情報提供事業）（受託研究費）

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　浅見大樹

表１　調査船による目視調査結果

表２　漁業者からの聞き取り調査



（１）目的
　石狩湾から遠別に至る海域では，オホーツク海
地蒔きホタテガイ用の種苗生産が盛んであるが，
平成２０年度には，ホタテガイ浮遊幼生出現数が極
度に低下したため，採苗不振に陥った。この原因
として，２月の異常低水温に起因した幼生生残率の
低下，流れによるホタテガイ浮遊幼生の逸散など
が考えられる。しかし，ホタテガイ浮遊幼生が出
現する時期の流れについては，ここ十数年採苗が
安定していたためか，ほとんど知見がない。そこ
で，日本海の沿岸から沖合に至る海域の流れを調
査し，ホタテガイ浮遊幼生がどのように分布移動
するかを明らかにする。また，これらの研究結果
をもとに，平成２０年の採苗不振に流れが関与して
いたかどうかを評価する。

（２）経過の概要
ア　沿岸域の流向流速調査
　北海道日本海における沿岸域の流れの変動特性
を把握するため，２０１０年４月から６月にかけて，
図１に示す，せたな，神恵内，小樽，浜益，増毛，
羽幌，焼尻，遠別沖に流向流速計を設置した。な
お，流向流速計の設置深度は，ホタテガイ浮遊幼
生が分布する深度１０mから２０mの範囲内とした。
イ　調査船によるホタテガイ浮遊幼生分布調査
　ホタテガイ浮遊幼生の分布移動を広域に把握す
るため，２０１０年４月から６月にかけて，図２に示
す各定点において，CTD観測，北原式ネットによ
る深度２０ｍからの鉛直曳きによりホタテガイ浮遊
幼生を採集した。
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18．日本海ホタテガイ採苗不振対策研究（受託研究費）

担当者　資源管理部　海洋環境グループ　西田芳則　浅見大樹　品田晃良

図１　流向流速計の設置位置
図２　調査船によるホタテガイ浮遊幼生採集およ

びCTD観測点



ウ　水塊移動とホタテ浮遊幼生の分散に関する調
査
　岸沖方向の水塊移動を把握するため，２０１０年４
月から６月にかけて，羽幌では岸から４，７，１０マ
イル沖に，遠別では岸から２.５，５，１０マイル沖に
自記式水温計（Tidbit）を設置した（図３）。また，
水塊分布とホタテ浮遊幼生分布との関連を調べる
ため，２０１０年５月１０日，２４日，３１日に，図３に示
す各定点において，ホタテガイ浮遊幼生採集のた
めの北原式ネットによる深度２０ｍからの鉛直曳き，
および海面から海底までのSTD観測を実施した。

（３）得られた結果
ア　沿岸域の流向流速調査
（ア）せたな海域
　せたな沖における流速変動を，南北成分と東西
成分に分け図４に示す。なお，図４中の（a）が周
期２５時間以下，（b）が周期２５時間以上の流速変動
である。一般に，周期２５時間以下の流速変動とし
ては，潮汐流，慣性振動流があげられる。これら
の流動は楕円運動であるため，長距離の物質輸送
には寄与しない。したがって，ホタテ浮遊幼生の
移送を考える場合には，周期２５時間以上の流速変
動が重要になってくる。図４から，せたな海域で

は，周期２５時間以上の流速変動が卓越しているこ
とがわかる。この周期２５時間以上の流速変動では，
強流時には流速が５０cm/s以上になる。また，流速
変動の振幅は５月から増大する傾向にあるが，こ
のような特徴は前年度の観測からも認められた。
東西流速，南北流速ともに約半月周期で流速の極
小がみられるため，この周期２５時間以下の流速変
動は，潮汐流を捉えたものと考えられる。
　次に，周期２５時間以上の流れをみると，流速の
東西成分と南北成分の変動がほぼ一致しており，
流れは南西方向と北東方向が卓越していることが
わかる。この南西，北東方向は海岸線と一致し，
流れは岸沿いになっていることがわかる。観測期
間中の流向は南西方向が多く，流速は，２０１０年４
月１３日に２０㎝/s以上になったが，その他の期間で
は２０㎝/s以下で推移した。

（イ）神恵内海域
　神恵内における周期１～５日，周期５日以上の
流速変動を南北成分と東西成分に分けて図５に示
す。図５（a）から，神恵内では数日周期の流速変
動が卓越していることがわかる。この周期帯の流
れの流向は北西，南東方向が卓越しており，岸沿
いに流れる。一方，図５（b）に示した周期５日
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図３　水温計設置点（黒丸）およびホタテガイ浮
遊幼生浮遊幼生調査点（黒丸と白抜き）。図
中の破線はホタテ養殖施設を示す。

図４　せたなにおける(a)周期２４時間以下の流速
変動と(b)周期２５時間以上の流速変動

図５　神恵内における(a)周期１～５日(b)周期５
日以上の流速変動



以上の流速変動では，２０１０年４月３０日から５月４
日にかけて，流速約１０cm/sの北西方向の流れがみ
られたが，その他の期間では流速は１０cm/s以下と
弱い。したがって，今年度の神恵内海域の母貝か
ら算出された浮遊幼生は，その多くは他の海域へ
は逸散せず，この海域に滞留していたと推察され
る。

（ウ）石狩湾海域
　小樽における風速の２乗値，小樽と浜益におけ
る周期２５時間以上の流速変動について，それぞれ
南北成分と東西成分に分けて図６に示す。なお，
ここでの風速の２乗値は風応力の指標として用い
る。小樽では，流れの南北成分が東西成分に比べ
弱く，また，流れは東方向が卓越していることが
わかる。このような東方向の流れが卓越する現象
は，前年度，前々年度の観測結果からも認められ
ている。風応力が小さい２０１０年５月２８日から６月
３０日の期間においても，小樽では東方向の流れが
持続していることから，この東向きの流れが生じ
る要因は風ではない。なぜ，東向きの流れが卓越
するかは今後の課題としたい。一方，浜益では，
流れの東西成分，南北成分は複雑に変動しており，
小樽でみられたような一定方向の流れが持続する
現象はみられない。また，小樽では２０１０年６月３
日から６月３０日の期間に東向きの流れが観測され
ているが，浜益のこの期間の流れは非常に弱くな
っている。したがって，石狩湾では，岸を右にみ
て流れる沿岸流は明確には認められず，流動は局
所的であることが推察される。なお，浜益におい

て，上記期間の平均的な流れは，北方向に約４
cm/sであり，湾口部に分布する浮遊幼生は湾外へ
流出したことが推察される。

（エ）道北海域
　羽幌における風速の２乗値，増毛，焼尻，羽幌
および遠別における周期２５時間以上の流速変動に
ついて，それぞれ南北成分と東西成分に分けて図
７に示す。観測期間中，２０１０年４月２９日から５月
１日，５月７日から８日にかけて強い南よりの風が
連吹した。各海域の流れは，風応力の極大時に流
速が極大になっていることがわかる。この流速の
極大時の流向は，遠別では北，羽幌では北東，増
毛では北東方向であり，流れは岸に沿った方向で
ある。また，この時の羽幌１（沿岸側），羽幌２
（沖合側），焼尻の流速を比較すると，流速は沿岸
に近いほど大きくなっていることがわかる。した
がって，南風の連吹時には，地形性ロスビー波の
発生が示唆される。一方，２０１０年５月２７日から２９
日にかけては強い北よりの風が連吹したが，各海
域ともに顕著な南向きの流速の増大は認められな
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図７　(a)羽幌における風応力の時間変化および
(b)遠別(c)羽幌１(d)羽幌２（e）焼尻（f）
増毛における周期２５時間以上の流速変動

図６　(a)小樽における風応力の時間変化，および
(b)小樽と(c)浜益における周期２５時間以上
の流速変動



い。このような現象は前年度の観測からも認めら
れているが，詳細は今後の課題としたい。また，
例年６月からは風応力が弱くなり，各地区の流速
も弱くなるが，今年度は，６月の期間中に遠別，
羽幌１で１０～２０cm/sの北向きの流れが観測され
た。風応力が弱い時期に流れが生じた要因につい
ても今後の課題としたい。

イ　調査船によるホタテガイ浮遊幼生分布調査
　ホタテガイ浮遊幼生の発生初期の分布を把握す
るため，２０１０年４月１６日から１９日にかけて，図２
に示す調査点においてホタテガイ浮遊幼生を採集
した。その結果を図８に示す。津軽海峡から羽幌
に至る広い海域を調査したが，浮遊幼生は島牧沖，
寿都沖，岩内沖と石狩湾で少数（５個体以下）採
集された他は採集されなかった。この要因として
は，今年度のホタテガイの産卵時期が，低水温の
ため，例年よりも遅れたことが考えられる。ホタ
テガイの採集数は少ないが，ホタテガイの発生は
増毛以北海域よりも石狩湾以南で早い傾向にある
ことがわかった。

　次に，ホタテガイ浮遊幼生の分布移動を把握す
るため，２０１０年５月１６日から１９日，２０１０年６月７
日から９日にかけて，図２に示す調査点において

ホタテガイ浮遊幼生を採集した。その結果を図９
に示す。なお，図９には，ホタテガイ浮遊幼生の
成長（成長量は殻長で約５μm/日）を考慮し，前
半の調査からは出現数のモードが含まれる殻長
２００μm以下，後半の調査からは殻長２１０μm以上
のホタテガイ浮遊幼生の出現数をプロットしてい
る。前半の調査では，ホタテガイ浮遊幼生は，石
狩湾の浜益沖と増毛沖に多く出現し，羽幌以北で
はほとんど出現していない。その後，後半の調査
では，ホタテガイ浮遊幼生は，羽幌から宗谷海峡
に至る海域で多く出現し，石狩湾，増毛沖の出現
数は少ない。したがって，ホタテガイ浮遊幼生は
時間の経過とともに，北方へ移動していたことが
わかる。前半の調査で増毛沖に分布していたホタ
テガイ浮遊幼生が後半の調査では宗谷海峡まで達
していたと仮定すると，その移動の平均流速は約
８㎝/s（８０マイルを２１日で移動）になる。この移
動流速は，増毛以北の沿岸域に設置した流向流速
計から得られた上記期間の平均北上流速（増毛で
は６.６cm/s，羽幌１では９.３cm/s，遠別では９.３cm/s）
とおおむね一致する。

ウ　水塊移動とホタテ浮遊幼生の分散に関する調
査
　沿岸域において，海岸線に平行な風が連吹する
と，沿岸湧昇，沿岸沈降が生じる。増毛から遠別
に至る海域においては，北風によるエクマン輸送
により，表層水は沖側へ運ばれること（沿岸湧昇）
が予想される。そこで，北風に焦点をあて，岸沖
方向の水塊分布，浮遊幼生の分布について調べる。
図７から，強い北よりの風は２０１０年５月２７日から
２９日にかけて連吹した。この前後の期間において，
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図８　ホタテガイ浮遊幼生出現数の水平分布

図９　ホタテガイ浮遊幼生出現数の水平分布



遠別沖に設置した水温計のデータから同沖合の水
温断面を作成し，その日変化を図１０に示す。北風
が吹く前の２０１０年５月２６日では，深度３０m以浅は
よく成層しており，この深度以浅では，水温の等
値線は水平になっている。北風が吹き始めの５月
２７日には，等値線は沿岸寄りで上昇，沖側で下降
し始め，岸から４マイル沖では９℃の等値線が海
面に露出している。翌日の５月２８日には北風が最
強になるが，９℃以上の水塊は断面内にはなく，８℃
以上の暖水は岸から９マイル沖の深度１５m以浅に
分布している。５月２９日には北風が終息するが，
９℃以上の暖水は，依然，断面内にはなく，また，
８℃以上の暖水は，前日とほぼ同様に，岸から９
マイル沖の深度１５m以浅に分布している。その後，

沖合に分布していた暖水は徐々に沿岸寄りに分布
するようになり，６月２日には断面内の深度１０m以
浅を９℃の水塊が覆うようになる。この時系列変
化から，北風によるエクマン輸送により表層水は
沖側へ輸送され，北風の終息後に表層水は岸へと
戻るが，この表層水の岸方向への移動速度は非常
に遅いことがわかる。また，７℃の等値線の分布を
みると，沿岸湧昇のみられる５月２８日と５月２９日
では，その深度は深度２０mから３０mにあり，沿岸
湧昇の影響を強くは受けていないことがわかる。
したがって，北風による沖合への輸送は，主に深
度２０m以浅に分布する水塊であると考えられる。
　深度２０m以浅はホタテガイが多く分布する深度
帯であり，北風により，浮遊幼生は沖方向へ輸送
されることが示唆される。北風終息後の５月３１日
に遠別沖でSTD観測とラーバ採集を実施したの
で，まず，遠別沖の水温，塩分の鉛直断面を図１１
に示す。図１１の水温断面は，図１０に示した５月３０
日の水温断面とほぼ同じであることがわかる。ま
た，塩分の鉛直断面をみると，深度１０m以浅のご
く表層では，沖合ほど低塩分になっているが，深
度２０m以浅は３３.８以下の低塩分水で覆われている
ことがわかる。遠別沖の各観測点における浮遊幼
生の殻長組成を図１２に示す。まず，殻長組成は，
いずれの観測点においても殻長２００μm前後にモ
ードがあり，その組成の形状はいずれの各観測点
においても類似している。したがって，各観測点
の表層に分布する水塊は同一であると判断できる。
また，ホタテガイ浮遊幼生の出現数は，各観測点
ともに２ケタ以上のオーダーであり，沿岸域で出
現数が減少する傾向は認められない。以上のこと
から，北風の連吸により浮遊幼生は沖合へ移動す
るが，北風の終息後には表層水が再び沿岸へ戻る
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図１０　遠別沖における水温の鉛直断面の日変化。
遠別沖に設置した水温計のデータをもとに
作図。

図１１　２０１０年５月３１日における遠別沖の（左）水
温，（右）塩分の鉛直断面



ため，この風による浮遊幼生の逸散量は少ないと
考えられる。
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図１２　２０１０年５月３１日の遠別沖におけるホタテガ
イ浮遊幼生の殻長組成。図中の数字は出現
数を表す。



（１）目的
　海藻の生育状況，ウニ類の加入，成長，成熟状
況及び沿岸水温をモニタリングすることで，海洋
環境の変動に対する海藻類の繁茂状況やウニ類資
源の動態などを検討するための基礎資料を得る。

（２）経過の概要
ア　沿岸水温観測
　小樽市忍路，寿都町矢追，島牧村茂津多の３市
町村３地点において，水深３～５ｍの海底に水温
ロガーを設置し，２時間毎に水温を観測した。
イ　海藻・ウニ類モニタリング調査
（ア）小樽市忍路
　２０１０年６月２１日に小樽市忍路湾央部の平磯縁辺
部に設けた定点から沖側１５ｍまでの１６地点につい
て，海藻類とウニ類の分布状況を枠取調査（海藻
１/４㎡，動物１㎡）により調べた。海藻類及びウ
ニ類の現存量のほか，ウニ類は個別に殻径と重量
を測定し，他の動物類は個体数と重量を測定した。
（イ）寿都町美谷・矢追
　寿都町美谷と同町矢追の定点で，２０１０年７月５
日に海藻類とウニ類を含む大型底生動物の枠取調
査を行い，水深１～７ｍの間，水深１ｍ毎に調査
枠内の動植物を採集した（海藻１/４㎡，動物１㎡）。
この他に各水深帯でウニ類の個体数を４カ所（４
㎡）種別に計数した。また，優占種であるキタム
ラサキウニの成熟状況を把握するために，水深
１，３，５及び７ｍで枠外から殻径５０㎜以上の個体
を１０個体採集し，これらの殻径，重量，生殖巣重
量から生殖巣指数を求めた。
ウ　エゾバフンウニ発生調査
　２０１０年５月２４日と１１月１日に，小樽市忍路の平
磯上の２２定点で１㎡枠を用いてウニ類の枠取り調
査を行った。エゾバフンウニに関して５月調査時

に殻径８㎜未満の個体と，１１月調査時に殻径１６㎜
未満の個体を前年発生群とみなし，その密度を算
出した。
エ　キタムラサキウニ発生調査
　２０１０年８月２５日に，島牧村茂津多地先の穴床前
及び瓦斯灯島でそれぞれ長さ１００ｍの調査線を海
岸線に平行に１本配置し，１０ｍ毎に１㎡枠内のウ
ニ類を採集した。採集した全個体について殻径，
重量の測定及び年齢査定を行った。
　なお，本課題は１９８６年以降後志南部地区水産技
術普及指導所が主体となり，当水試と共同で実施
されてきたものである。

（３）得られた結果
ア　沿岸水温観測
　２０１０年１月～２０１１年３月までの水温に対する水
温偏差（各地区の８年分の水温データから得た）
を図１に示した。３地点ともほぼ同じ傾向を示し，
２０１０年４～５月は観測期間の平均より低かったが，
それ以外の月は平年並みまたは平均よりも高く推
移した。特に８～９月は平均よりも２℃以上高い
地点もあった。
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Ⅱ　資源増殖部所管事業
１　漁業生物の資源・生態調査研究（経常研究費）
１．１　岩礁域の増殖に関する研究

 担当者　資源増殖部　資源増殖グループ　秋野秀樹　高橋和寛
 協力機関　後志北部・後志南部地区水産技術普及指導所，
 　　　　　小樽市漁業協同組合，寿都町漁業協同組合，
 　　　　　島牧村漁業協同組合，島牧村

図１　小樽市忍路と島牧村茂津多及び寿都町矢追
における水温偏差



イ　海藻・ウニ類モニタリング調査
（ア）小樽市忍路
　平磯端の起点と１ｍ地点（水深０.７ｍ）の範囲に
ホソメコンブが分布し（図２），その沖側には大
型海藻は認められなかった。ホソメコンブの平均
現存量は１.１㎏/㎡であった。２００９年の１２月から
２０１０年３月までの平均水温は６.３℃と高く（平年
５.９℃），１２～３月の冬季水温と６月のホソメコン
ブ現存量には有意な負の相関が認められており，

今年度のホソメコンブ現存量の低さは，その前の
冬の高い水温を反映したと考えられる（図３）。
　キタムラサキウニは計２１４個体採集されたが，エ
ゾバフンウニは１６個体で，バフンウニは採集され
なかった。キタムラサキウニの密度と現存量は，
全調査地点の平均密度が１４.２個体/㎡，平均現存量

は３４８g/㎡であった。（図２）。キタムラサキウニ
の殻径は，９.８～５７.２㎜の範囲にあり，３５mm付近
に大きなモードが認められた（図４）。
（イ）寿都町美谷・矢追
　水深別海藻生育量を図５に示した。美谷地区で
は水深１ｍにホソメコンブ・ワカメなど大型１年
生海藻と，小型１年生海藻（モロイトグサ）が分
布し，現存量は合計で２.０kg/㎡であった。その他
水深７m地点ではケウルシグサが１.６kg/㎡分布し
ていた。矢追地区では，水深１ｍで大型一年生海
藻のワカメが０.３kg/㎡認められ，それ以外に小型
一年生海藻のモロイトグサが０.２kg/㎡認められた。
　水深別のキタムラサキウニ密度を図６に示した。
美谷地区では水深７ｍ地点が１７.８個体/㎡と最も高く，
全平均は７.９個体/㎡であった。矢追地区では水深２
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図２　忍路調査定点における海藻類とウニ類の分布

図３　忍路調査定点における冬季水温とホソメコ
ンブ現存量との関係

図４　忍路調査定点におけるキタムラサキウニ
の 殻経組成の推移

図５　寿都町における水深別海藻現存量



ｍ地点の１４.５個体/㎡が最も高く，全平均は１１.１個体
/㎡となり，美谷地区より矢追地区で密度が高かった。
　キタムラサキウニの生殖巣指数を図７に示した。
２０１０年度の調査では，美谷・矢追両地区のどの水
深帯の調査サンプルとも漁獲基準の１８を超えなか
った。全水深の調査平均値は，美谷の１１.０に対し
て矢追は９.２であった。両地区とも生殖巣指数の
平均値が漁獲対象基準に達しなかったのはウニ類
の重要な餌であるコンブ目褐藻の現存量が，両地
区とも少なかったことを反映した結果と考えられる。
ウ　エゾバフンウニ発生調査
　５月２４日の調査ではエゾバフンウニが１９０個体，キタ
ムラサキウニが３３個体採集されたほか，バフンウニが
１個体採集された。殻径８mm未満の２００９年発生群は
１１個体採集された。５月調査における０齢のエゾバフ
ンウニの発生密度は０.５個体/㎡となった（図８上）。
　１１月１日の調査ではエゾバフンウニが１１６個体，キ
タムラサキウニが６１個体，バフンウニが１個体採集さ
れた。前年生まれ（２００９年発生群）とみなせる殻径１６
㎜未満のエゾバフンウニが６個体確認され，２００９年発
生群の平均密度は０.３個体/㎡と算出された（図８下）。
エ　キタムラサキウニ発生調査
　島牧村茂津多における２００６年以降のキタムラサ
キウニの年齢組成の推移を図９に示した。本年度
の調査においては３齢（２００７年発生群・全体の

３３.３%）及び４齢（２００６年発生群・２０.８%）が高い
割合を占めていた。２００６年に全体の中で高い割合
を占めていた２００３年発生群（２００６年時点で３齢）
は，本年度の調査ではほとんど認められなかった。
今年度の調査で１齢として出現する２００９年発生群は
極めて少なく，全体の１.９%（０.１８個体/㎡）であった。
１齢のキタムラサキウニ密度は前年の９月の水温と
有意な正の相関があることが報告されており１），２００９
年の９月の水温が平年並であったことから２００８年に
続いて２００９年の発生は少なかったと推察された。

（４）参考文献
１） 吾妻行雄 : キタムラサキウニの個体群動態に関
する生態学的研究．北水試研報，５１，１－６６（１９９７）
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図９　島牧村におけるキタムラサキウニの 年齢
　　　組成の推移（後志南部地区水産指導所資料）

図６　寿都町におけるキタムラサキウニの水深別
生息密度

図７　寿都町におけるキタムラサキウニの水深別
生殖巣指数

図８　忍路湾平磯上におけるエゾバフンウニの発
生密度の推移



（１）目的
　日本海ニシンは，平成８年度からプロジェクト
で取組を開始し，日本海北部（積丹以北～宗谷）
においては，放流による産卵親魚の増加や漁業者
の自主的資源管理の取組，産卵藻場の保全などに
より，それまでの２０ﾄﾝ未満の漁獲レベルから，２００
～２,０００ﾄﾝの漁獲が得られる資源水準となった。
　資源量の増大に伴って，これまで漁獲量が少な
かった積丹半島沿岸での漁獲が増大し，回遊海域
が拡大している傾向がみられ，積丹半島以南への
資源の拡大が期待できる状況となっているため種
苗放流による新規資源の造成の可能性を検討する。
また，地場の天然ニシンについて調査し，放流に
伴う地場ニシンへの影響について検討する。

（２）経過の概要
ア　種苗放流
　北海道栽培漁業振興公社羽幌事業所（以下，栽
培公社羽幌事業所）で平成２２年１月２８日に厚田産
の親魚を用いて生産した平均全長４９.９㎜のニシン
人工種苗（図１）を，泊村堀株の海水浴場から５
月１７日，１８日にそれぞれ１５万尾ずつ，計３０万尾を
放流した（図２）。放流種苗には天然群や他の放流
群と区別するために５月１２日（日齢９１日）に
３.５ppm８時間染色でアリザリンコンプレキソン
（以下ALC）標識を付けた。
イ　天然資源調査
（ア）　刺し網調査
　平成２２年２月から４月まで岩内港周辺で月１回
の刺し網調査（揚網日は２月９日，３月４日，４月
６日）を行った。１回の調査に刺し網を３放し使
用した。入網時間は約１日間で，昼に入網し，翌
日昼に揚網した。採集したニシンは体重，尾叉長，
成熟度などを測定し，耳石から年齢査定および
ALC標識の確認を行なった。 

（イ）　混獲物調査
　平成２２年１月２６日から５月５日までの泊村，岩
内町および寿都町で混獲された３５０尾のニシンに
ついて体重，尾叉長，年齢，成熟度などの測定を
行なった。また，平均脊椎骨数や産卵期から系群
を推定した。
ウ　放流効果調査
（ア）　放流追跡調査
　種苗放流後，泊村堀株から岩内港北側までの５
定点（図２，St－１～５）で地曳き網による追跡調
査を５月１９日，２６日，６月２日の計３回行った。ま
た，泊原子力発電所の取水口に入ったニシンにつ
いて北海道電力株式会社に提供を依頼した。採集
したニシン人工種苗
は，全長，尾叉長，
体重などの生物測定
後に耳石を摘出し，
蛍光顕微鏡により
ALC標識の有無を
確認した。また，耳
石標識径と放流時全
長の関係を求め，再
捕魚の放流時全長を
推定したのち，再捕
時全長との差から日
間成長量を求めた。
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２．日本海ニシン栽培漁業調査研究（経常研究費）

 担当者  　資源増殖部　資源増殖グループ　瀧谷明朗
 協力機関　後志南部地区水産技術普及指導所
 　　　　　後志南部地域ニシン資源対策協議会

図１　放流種苗の全長組成

図２　放流および追跡調査
地点



（イ）　餌環境調査
　放流後の稚魚の摂餌状況については，放流追跡
調査で再捕した稚魚の胃内容物について種同定お
よび計数した。餌環境についてはプランクトンネ
ットを用いて動物プランクトンを採集した。調査
は放流追跡調査の際に同調査地点で実施した５月
１９日，２６日，６月２日の３回と，さらに６月１０日，
１５日の計５回実施した。追加実施した６月１０日，
１５日には調査点としてSt－６を追加した。胃内容
物および動物プランクトンの種同定および計数は
㈱日本海洋生物研究所に委託した。
（ウ）　食害魚調査
　放流後のニシンの食害状況を調べるために，放
流追跡調査で地曳き網に入網した魚について胃内
容物を調査した。

（３）　得られた結果
ア　種苗放流
　放流時の全長組成を図１に示す。目標放流サイ
ズを６０㎜としているが，放流種苗の平均全長は
４９.９㎜、モードは５１㎜であった。放流サイズの小
型化の要因として放流時期を約半月早めたことが
一因と考えられる。

イ　天然資源調査
（ア）　刺し網調査
　２月９日には４尾，４月６日には８尾を採集した。
３月はニシンを採集できなかった。年齢構成は１
歳と４歳魚で，標本数が少ないため系群判別は実
施しなかった。また，ALC標識は確認されなかっ
た。
（イ）　混獲物調査
　本調査期間（平成２２年１月２６日から５月５日）
に３５０尾のニシンサンプルを得たが，まとまった漁
獲が見られた日は少なかったため，数が少ないも
のについては期間をまとめて平均脊椎骨数を求め
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表１　混獲物調査で得られたニシン

図３　南後志海域の混獲ニシンの年齢別尾叉長組成

表２　地曳き網および原発取水口で再捕したニシン



た（表１）。その結果，５月５日の岩内を除き石狩
湾系群の特徴とされる５４.４以上値を示した。また，
４月１６日の寿都のサンプルをmtDNA分析した結
果も石狩湾系群であることを支持した（mtDNA
分析の詳細は平成２２年度栽培水産試験場事業報告
で報告）ことから，この混獲物の主群は石狩湾系
群の可能性が高いと考えられる。混獲物の年齢組
成は２歳が６６尾，３歳が６０尾，４歳が１８３尾，５歳が
３６尾，６歳が５尾だった（図３）。平成１８年，２０年
には成長速度の異なる２群が確認できたが，本年
は明瞭な２群は確認できなかった。
　混獲物のうち雄の８２.２％，雌の８２.０％が産卵・放
精後の個体だったため，産卵期による系群推定は
困難であった。
　ALC標識の確認を行なった結果，４月１６日の寿
都の混獲物から平成１９年に石狩～宗谷の海域で放
流したものが１尾，４月２６日の岩内の混獲物から平
成１８年に石狩～宗谷の海域で放流したものが１尾
の計２尾の放流魚が再捕された。後志南部海域で
の放流魚の再捕は確認されなかったものの，石狩
湾系群が後志南部海域に来遊していることが，放
流魚の再捕からも確認された。

ウ　放流効果調査
（ア）　放流追跡調査
　地曳き網を用いた放流後の追跡調査の結果，５月
１９日にSt－１で５尾，St－２で１尾，St－３で８尾，
St－４で８２尾，St－５で３尾の計９９尾，５月２６日のSt
－１で１６尾，６月２日にSt－５で３尾を再捕した（表
２）。泊原子力発電所から取水口で再捕した稚魚を
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表４　ニシン胃内容物分析結果

表３　平成２２年放流魚の放流後の日間成長量

図４　耳石ALC標識半径と放流時全長



５月１９日から７月２３日までの期間に１５回，計７１尾
の提供を受けた（表２）。５月下旬以降，再捕尾
数は数尾に減少するものの散発的に再捕された。
　本年は地曳き網のサンプル中に，天然稚魚は見
つからなかった。
　放流時の全長と耳石ALC標識径との関係を図
４に示す。この関係式を基に再捕魚の標識径から
放流時全長を推定し，日間成長量を求めた（表３）。
放流から５月２６日までの日間成長量は０.９０±０.５７
㎜/day，６月２日までは０.７９±０.２７㎜/dayだった。
平成１８年に積丹町美国で実施した中間育成試験で
の日間成長量は０.８０㎜/dayであったことから，本
年の放流後の成長は良好だったと考えられる。
（イ）　餌環境調査
　胃内容物については地曳き網で再捕したものの
うち，５月１９日のSt－１の５尾，St－３の８尾，St－４
の１０尾，５月２６日のSt－１の１０尾，６月２日のSt－５の
３尾を調べた（表４）。放流直後の５月１９日は各地
点とも摂餌量は少なかったものの，その後の５月
２６日および６月２日については十分な摂餌が確認
された。放流後の稚魚は主にカイアシ類を摂餌し，
特にCalanoidaを，次にCyclopoidaが多かった。
　主な餌料生物となっているカイアシ類について，
環境水１立方メートル当たりの出現数を図５に示
す。５月１９日，２６日は比較的出現量が多かったが，
６月２日，１０日，１５日には餌生物が少なく，６月
に入ると餌料環境が悪化した可能性が考えられる。
（ウ）　食害魚調査
　放流追跡調査で地曳き網に入網した５月１９日の
ウグイ３尾，クロガシラガレイ４尾，アメマス１
尾および６月２日のクロガシラガレイ２尾，サク
ラマス１尾について胃内容物を調査した（表５）。
このうちニシンを食害していたのは５月１９日のア
メマスのみだった。
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表５　ニシン食害状況

図５　環境水中のカイアシ類の推移（個体数/ｍ３）



（１）目的
　１９９６（H８）年度から継続している日本海及び
津軽海峡のヒラメ放流事業について，市場調査の
データに基づき放流効果をモニターするとともに，
放流技術の高度化を図るための試験調査を行う。

（２）経過の概要
ア　放流データの収集
　水産技術普及指導所が実施した放流魚の体色異
常率調査や，社団法人北海道栽培漁業振興公社（以
後，栽培公社と略記）が取りまとめた放流尾数な
どに関する資料を収集した。
　人工種苗の無眼側体色異常区分は以下の通り。
区分１：全く黒斑が確認されないか，熟練しない

と見落とす可能性のあるもの
区分２：１～２mm程度の黒斑が１から２個，又は

ごく少量の薄い黒斑が見られ，成長と共
に消失または見落とす可能性のあるもの

区分３：上記以外のもので，漁獲サイズに至って
も黒斑が残ると思われるもの

（市場調査では区分１と区分２の個体は黒斑の確
認が困難で，区分３の個体が記録されることから，
表１，表２の区分３の値を，各放流年級の標識率
とする。）
イ　市場調査
　栽培公社の市場調査データ（２００９年１～１２月分，
全長及び体色異常の有無）を用いて，混入率や回
収尾数，回収率などを算定し，年級別累積回収率
の値を更新した。
ウ　加入した人工種苗の放流サイズに関する調査
　余市郡漁協に水揚げされたヒラメを購入して生
物測定を行い，耳石（扁平石）を摘出し，落射蛍
光顕微鏡下でALC（アリザリンコンプレクソン）
標識の有無を観察した。
　ALC標識個体については，無眼側と有眼側の標
識径を計測し，該当する放流年級の放流時の無眼
側と有眼側それぞれの全長－ALC標識径の回帰
式に代入して全長を計算し，両者の平均を放流時

の全長とした。

（３）　得られた結果
ア　放流データの収集
　北部放流群（稚内市～積丹町，２００９年羽幌産種
苗）の無眼側体色異常率は，区分１，２，３がそれ
ぞれ５.０％，８.３％，８６.７％，また有眼側白化率は０
%を示した（表１）。

　南部放流群（神恵内村～函館市，２００９年瀬棚産
種苗）の無眼側体色異常率は，区分１，２，３がそ
れぞれ０％，４.７％，９５.３％，また有眼側白化率は
０.３%を示した（表２）。

イ　市場調査
①　混入率
　２００９年の市場調査における無眼側体色異常個体
の混入率（＝体色異常尾数/調査尾数）は，北部日
本海が１０.３％（調査尾数４,６８２尾中，４８０尾），南部
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３．栽培漁業技術開発調査（経常研究費）　
３．１　ヒラメ放流基礎調査

担当者　資源増殖部　資源増殖グループ　石野健吾

表１　北部放流群（羽幌事業所生産）の体色異常
率（％）

表２　南部放流群（瀬棚事業所生産）の体色異常
率（％）



日本海が９.１％（調査尾数２,９６１尾中，２６９尾）を示
した（表３）。
　このように海域別の混入率では，北部日本海が
やや高い傾向を示したが，個々の調査市場の混入
率については，北部日本海が７.４～１７.８%，南部日
本海が５.５～１３.３%の範囲で大きく変動した（表３）。
　１９９６～２００９年の混入率（表４）を見ると，１９９６
～２００５年の１０年間は南部日本海で高い傾向が認め
られるが，逆に，最近４年間（２００６～２００９年）は
北部日本海で高い傾向が見られている｡

②　回収サイズ

　市場に水揚げされた体色異常個体の標本全長組
成を図１に示した。南部日本海（n=２７０）では全
長３５cm以上４５cm未満の小型個体が標本全体の
７３%を占め，全長４５cm以上（体重１kg以上，銘柄
大）の尾数割合は２７%と少なかった。
　一方，北部日本海（n=４５７）では，全長３５cm以
上４５cm未満の尾数割合は４６%と低く，全長４５cm
以上の大型の個体の割合が５４%を占めた。
③　各調査市場の放流効果の算定
　２００９年１～１２月には，北部日本海の８市場（宗
谷，稚内，豊富，羽幌，苫前，増毛，小樽，余市
郡）と南部日本海の６市場（寿都，瀬棚，上ノ国，
松前，福島，知内）で，ヒラメの市場調査が実施
された。
　これらの市場における人工種苗ヒラメの回収尾
数，回収率，回収重量，回収金額を，北田（１９９１)
の「市場でのサンプリングによる放流効果の直接
推定」の手法を用いて計算した。
　表５に事例として余市郡漁協の計算結果を示し
た。

　２００９年の年間回収尾数（体色異常に基づく標識率
で補正）は，２歳魚が５９８尾（９５%信頼区間，２８４～９１２
尾），３歳魚が８０９尾（同，３５６～１,２６０尾），５歳魚が３３１
尾（同，－３６～６９８尾），６歳魚が３７尾（同，－１１～８６
尾），９歳魚が１６尾（同，－１５～４７尾）と推定された。
　回収尾数は２歳魚～５歳魚（但し，疾病のため
放流を中止した２００５年級に相当する４歳魚を除
く）で多く，特に３歳魚が回収尾数のピーク（完
全加入年齢）を示した。回収尾数の推定値の９５%
信頼区間を見ると，５歳魚以上の高齢の放流年級群
については，推定値の下限がマイナスを示し，推
定精度は良くなかった。
　回収率は２歳魚（２００７年級）が１.２９%（９５%信頼
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表３　ヒラメ市場調査（2009年１月～12月）にお
ける無眼側体色異常魚の混入率

表５　2009年の市場調査に基づく放流効果の計
算結果（余市郡漁協）表４　北部日本海と南部日本海の市場調査におけ

る無眼側体色異常ヒラメの混入率（％）の
年変動

図１　水揚げされた人工種苗ヒラメの全長組成
（2009年市場調査）



区間，０.６１～１.９７%），３歳魚（２００６年級）が１.４４%（同，
０.６３～２.２４%），５歳 魚（２００４年 級）が０.７２%（同，
－０.０８～１.５１%），６歳魚（２００３年級）が０.０６%（同，－０.０２
～０.１５%），９歳魚（２０００年級）０.０３%（同，－０.０３～
０.０９%）と推定された。
　回収重量は２歳魚（２００７年級）が２１５kg（９５%信
頼区間，１０２～327kg），３歳魚（２００６年級）が６９９kg
（同，３０８～１,０８８kg），５歳魚（２００４年級）が６４１kg（同，
－７０～１,３５３kg），６歳魚（２００３年級）が８８kg（同，－２６
～２０５kg），９歳魚（２０００年級）５１kg（同，－４７～１４８kg）
と推定された。
　また，回収金額は２歳魚（２００７年級）が１９万円
（９５%信頼区間，９～２９万円），３歳魚（２００６年級）
が６３万円（同，２８～９８万円），５歳魚（２００４年級）
が５８万円（同，－６～１２２万円），６歳魚（２００３年級）
が８万円（同，－２～１８万円），９歳魚（２０００年級）
が５万円（同，－４～１３万円）と推定された。
④　海域別の放流効果算定のための市場の層化
　各調査市場の計算結果に基づいて，北部日本海
と南部日本海のそれぞれの海域全体の人工種苗ヒ
ラメの放流効果を算定するため，両海域でヒラメ
の漁獲量（２００９年）に基づく市場の層化を行った
（図２，３）。
　まずヒラメの水揚げ先が２４市場（ただし，ヒラ
メの総漁獲量が０.５トン未満と僅少である船泊，香
深，仙法志，沓形は除く）ある北部日本海につい
ては，年間漁獲量が２０トン以上の７市場（北部日

本海層別１，図２の黒棒）と，２０トン未満の１７市
場（北部日本海層別２，図２の白棒）に層化した。
　そして北部日本海層別１では，３調査市場（小樽，
余市郡，増毛）の計算結果を用いて，４未調査市
場（古平，小平，手塩，石狩）を含む７市場全体
の回収尾数，回収率，回収重量，回収金額に引き
延ばした。
　同様に，北部日本海層別２では５調査市場（苫
前，羽幌，豊富，稚内，宗谷）の計算結果を用い
て，１２未調査市場（鷲泊，初山別，浜益，厚田，
遠別，小樽機船，美国，積丹，焼尻，天売，鬼脇，
留萌）を含む１７市場全体の放流効果を算出した。
　次に，ヒラメの水揚げ先が２５市場ある南部日本
海は，ヒラメの年間漁獲量が２０トン以上の３市場
（南部日本海層別１，図３の黒棒）と，２０トン未満
の２２市場（南部日本海層別２，図３の白棒）に層
化した。
　そして，南部日本海層別１では１調査市場（上
ノ国）の計算結果を用いて，２未調査市場（島牧，
岩内）を含む３市場全体の回収尾数，回収率，回
収重量，回収金額に引き延ばした。
　同様に，南部日本海層別２では５調査市場（知
内，松前さくら，寿都，福島，瀬棚）の計算結果
を用いて，１７未調査市場（大成，神恵内，はまな
す，木古内，泊，函館，熊石，上磯，太魯，江差，
えさん，戸井，乙部，盃，奥尻，銭亀沢，椴法華）
を含む２２市場全体の放流効果を算出した。
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図２　　漁獲量による層化（北部日本海）



　それぞれの海域における層別１と層別２の計算
結果を加算して，その海域全体の放流効果とした。
⑤　海域別放流効果の算定結果
　以上の手順で求めた北部日本海における放流効果
の算定結果（標識率による補正済み）を表６に示した。
　２００９年の年間回収尾数（体色異常に基づく標識
率で補正済み）は，１歳魚が４３１尾（９５%信頼区間，
－２２８～１,０９０尾），２歳魚が７,６２１尾（同，２,２８２～１２,９５８
尾），３歳魚が１１,９９０尾（同，３,８２２～２０,１５９尾），４
歳魚が０尾（未放流），５歳魚が５,０７８尾（同，４７７
～９,６７７尾），６歳魚が２９９尾（同，１０６～４９０尾），７
歳魚が２７尾（同，－２５～７９尾），８歳魚が０尾，９歳
魚が３７尾（同，－３５～１１０尾）と算定され，３歳魚が
回収尾数のピーク（完全加入年齢）を示した。
　回収尾数に年齢別平均体重を乗じて求めた回収
重量は，１歳魚が２２kg（９５%信頼区間，－１２～５５kg），
２歳魚が２,７３２kg（同，８１８～４,６４５kg），３歳魚が

１０,３５８kg（同，３,３０２～１７,４１５kg），４歳 魚 が ０kg
（未放流），５歳魚が９,８４４kg（同，９２５～１８,７５８kg），
６歳魚が７１０kg（同，２５２～１,１６３kg），７歳魚が７３kg
（同，－６８～２１５kg），８歳魚が０kg，９歳魚が１１８kg（同，
－１１１～３５０kg)の計２３,８５６kg（同，５,１０５～４２,６０１kg)
と算出された。
　また回収重量に単価を乗じて求めた回収金額は，
１歳魚が２万円（同，－１～５万円），２歳魚が２７２万
円（同，８１～４６２万円），３歳魚が１,０３０万円（同，３２８
～１,７３１万円），４歳魚が０万円（未放流），５歳魚が
９７８万円（同，９２～１,８６５万円），６歳魚が７１万円（同，
２５～１１６万円），７歳魚が７万円（同，－７～２１万円），
８歳魚が０万円，９歳魚が１２万円（同，－１１～３５万円）
の計２,３７１万円（同，５０７～４,２３５万円)と算出された。
　また，同様の手順で求めた，南部日本海（神恵
内村～函館市）における放流効果の算定結果（標
識率による補正済み）を表７に示した。
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表６　北部日本海における放流効果（標準率による補正済，2009年）

図３　漁獲量による層化（南部日本海）



　２００９年の年間回収尾数（体色異常に基づく標識
率で補正済み）は，１歳魚が６３７尾（９５%信頼区間，
－６０１～１,８７６尾），２歳魚が８,１７１尾（同６０９～１５,７３１
尾），３歳魚が２０,５９７尾（同，４,１８３～３７,００９尾），４
歳魚が１４,６４０尾（同，３,９４３～２５,３３８尾），５歳魚が
６,３５４尾（同，１,２１９～１１,４８３尾），６歳 魚 が１,９４０尾
（同，－６６７～４,５４６尾），７歳魚が７４０尾（同，－２８９～１,７６９
尾），８歳魚が０尾，９歳魚が０尾と算定され，３歳魚
が回収尾数のピーク（完全加入年齢）を示した。
　回収尾数に年齢別平均体重を乗じて求めた回収
重量は，１歳魚が３２kg（９５%信頼区間，－３０～９５kg），
２歳魚が２,９２９kg（同，２１８～５,６３９kg），３歳魚が
１７,７９４kg（同，３,６１４～３１,９７２kg），４歳魚が２０,８１７kg
（同，５,６０７～３６,０２９kg），５歳魚が１２,３１７kg（同，２,３６３
～２２,２５９kg），６歳魚が４,６０４kg（同，－１,５８３～１０,７８８kg），
７歳魚が２,０１２kg（同，－７８６～４,８１０kg），８歳魚が
０kg，９歳魚が０kgの計６０,５０５kg（同，９,４０３～１１１,５９２kg）
と算出された。
　また回収重量に単価を乗じて求めた回収金額は，
１歳魚が４万円（同，－３～１０万円），２歳魚が３２１
万円（同，２４～６１７万円），３歳魚が１,９４８万円（同，
３９６～３,５０１万円），４歳魚が２,２７９万円（同，６１４～
３,９４５万円），５歳魚が１,３４９万円（同，２５９～２,４３７万
円），６歳魚が５０４万円（同，－１７３～１,１８１万円），７
歳魚が２２０万円（同，－８６～５２７万円），８歳魚が０万
円，９歳魚が０万円の計６,６２５万円（同，１,０３０～
１２,２１９万円)と算出された。
⑥　放流年級別の累積回収率
　２００９年の市場調査に基づいて算定された両海域の
年級別・年齢別回収率の値（表６，表７）を加えて，
これまでに放流された各放流年級群の年齢別回収率
と累積回収率（標識率で補正済み）を表８に示した。
　両海域とも，放流した人工種苗ヒラメは１歳な
いし２歳で資源に新規加入し，２歳または３歳で回

収率がピークを示して完全加入し，その後，６歳
頃に累積回収率の値がほぼ確定していた。
　２００９年までの市場調査で累積回収率の値がほぼ
確定したと思われる１９９６～２００３年級について見る
と，北部日本海では１.０９～７.４７%，南部日本海では
２.４７～９.２７%の変動範囲を示した。
　累積回収率を同じ放流年級で比べると，北部日
本海，南部日本海の順に，１９９６年級は２.９８%と９.２７%，
１９９７年 級 は３.２８%と５.１２%，１９９８年 級 は７.４７%と
６.０３%，１９９９年級は２.９６%と５.５０%，２０００年級は１.４１%
と３.０１%，２００１年級は１.４９%と３.７９%，２００２年級は
１.０９%と２.４７%，２００３年級は１.１７%と４.２８%と算定さ
れ，１９９８年級を除き，他の７つの放流年級群では
南部日本海の方が高い値を示した。このような累
積回収率の北低南高の傾向は，同一放流年級の各
回収年齢でも認められた。
ウ　加入した人工種苗の放流サイズに関する調査
　余市郡漁協で１２月２日，１１日に購入した１００尾
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表７　南部日本海における放流効果（標準率による補正済，2009年）

表８　放流年級別の累積回収率（標準率で補正済
み，2009年市場調査）



（無眼側体色異常個体５６尾，体色正常個体４４尾）
の内， ２４尾にALC耳石標識が確認された。これ
らのALC標識個体はすべて無眼側体色異常を呈
し，体色が正常な４４尾の標本ではALC標識が確認
できなかった。
　これらALC標識魚２４尾の内，２０尾は標識が１本，
また４尾は標識が２本確認された（表９）。
　過去のALC標識放流試験（表１０）で，２本のALC
標識を施した標識群は，２００９年８月２１日に放流した
１群のみであることから，ALC標識が２本確認（写
真１）された４尾は，２００９年の放流群と同定された。

　これら４尾のALC標識径は，無眼側と有眼側が
それぞれ，標本番号１３６では２.３２mmと２.４６mm，標
本番号１４０では２.２１mmと２.１９mm，標本番号１４４で
は２.４１mmと２.４９mm，また標本番号１７１では無眼側
が２.２５mmで，これらの値を表１１の回帰式に代入し
た結果，放流時の全長は，標本番号１３６では９０.８mm，
標本番号１４０では８１.０mm，標本番号１４４では９３.９mm，
標本番号１７１では８４.０mmと計算された。
　放流（２００９年８月２１日）から漁獲（２０１０年１２月
２日または１１日）までの日数は４６８日または４７７日
で，その間の成長量は標本番号１３６では３０２.２mm，
標本番号１４０では２９９mm，標本番号１４４では２７９.１mm，
標本番号１７１では２６６mmとなることから，日間成
長 速 度 は そ れ ぞ れ０.６５mm/日，０.６４mm/日，
０.６０mm/日，０.５６mm/日と計算された。
　ALC標識（１本）が確認された標本（表１２）に

ついては，過去に放流した２００３～２００８年級の何れ
にも該当したため，今後，耳石の透明帯・不透明
帯を観察して年齢を査定し，放流年級を特定する。
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表９　余市郡漁協に水揚げされたヒラメで観察さ
れた耳石標識の概要

表10　余市湾におけるALC標識放流試験一覧
（2003～2009年）

写真１　標本番号１４０の無眼側耳石（左）と有眼
側耳石（右）で確認されたALC標識（２本）

表11　ALC標識（２本）が確認された４尾の人工種苗ヒラメの放流全長

表１２　ALC標識（１本）が確認された２０尾の人工
種苗ヒラメ一覧



（１）目的
　ヒラメのウイルス性神経壊死症（VNN）に対す
る適切な診断，検査方法を開発するとともに，ウ
イルス保有魚を排除することにより防疫対策の確
立に資する。

（２）経過の概要
　本道では，ヒラメのVNN対策として北海道栽培
漁業振興公社（以下栽培公社）羽幌・瀬棚事業所
で生産された種苗のRT-PCR法による検査，親魚
の抗体検出ELISA法による検査でウイルス保有
魚の排除を実施しており，平成８年度から生産が
行われている栽培公社産種苗で平成１６年度まで
VNNの発病は起こらなかった。平成１３年度の試
験から親魚には発病に直接関わらないウイルスゲ
ノムのDNA型が存在し，親魚から卵及び精子にこ
のDNA断片が移行している可能性が示唆された。
　その後，E－１１細胞等を用いて原因ウイルスを培
養し，検出することが可能となった。そこで平成
１４年度からは，従来から行われてきた配付前種苗
のRT－PCR法ならびにDNA型の検出に加え，E－
１１細胞を用いたウイルス培養を種苗について行っ
てきた。
　また，次年度親魚として使用するヒラメ
のELISA法による抗体検査も，引き続き実施して
いるが，前年度から陽性対照血清を設定し，これ
とのＥＬＩＳＡ吸光度により陽性・陰性を判定し
ている。
　なお，平成１７年度に栽培公社羽幌事業所で種苗
生産し中間育成中の種苗（平均全長８０mm）で
VNNが発生したことを受け，下記の通り防疫対策
を改善し実施している。
ア　種苗のＲＴ－ＲＣＲ法による検査
　前年度と同様，ヒラメ人工種苗の孵化仔魚と
３０mm種苗時点に統一し，RT－PCR法による
VNN検査を全ロットについて実施した。孵化仔
魚では各ロットにつき約１００mgを，３０mm種苗で
は各ロット６０尾の５尾をプールして目と脳を含む
頭部を検査試料とした。

イ　種苗のウイルス培養検査
　３０mm種苗について，上記と同じサンプルを磨
砕・希釈後静菌処理し，２４ウエルプレ－トで培養
したＥ－１１細胞に終濃度が１０－２，１０－３になるよ
う添加後，２０℃で１４日間培養して，CPE（細胞変
成）の有無を観察した。
ウ　親魚のＥＬＩＳＡ法によるウイルス抗体検査
　栽培公社羽幌事業所に新たに収容し飼育されて
いた天然親魚３１２尾，同じく瀬棚事業所の２１７尾に
ついてELISA検査を行った。前年度と同様に，平
成２０年度に凍結融解後の１：２０血清でのELISA吸
光度が０.０５０となった個体の血清を標準血清とし，
被検魚の１：２０血清を分注したELISAプレートに
１：２０標準血清も分注してELISA検査を行い，標
準血清のELISAのELISA吸光度と同じ又はこれ
より高い値の個体を陽性，これより低い値の個体
を陰性と判定した。陽性魚を種苗生産に使用しな
いよう助言した。

（３）得られた結果
ア　種苗のＲＴ－ＰＣＲ法による検査
　栽培公社羽幌，瀬棚両事業所で生産された孵化
仔魚，３０mm種苗何れも全ロットが陰性だった。
イ　種苗のウイルス培養検査
　羽幌事業所産３０mm種苗全ロットとも１４日間の
観察でCPEが形成されず，ウイルスは検出されな
かった。
ウ　ELISA法による親魚のウイルス抗体検査
　ELISA検査の結果，羽幌事業所で飼育されてい
た尾中３１２尾中３０尾，瀬棚事業所で飼育されていた
２１７尾中１３１尾が陽性と判定され，中央水試の助言
により廃棄された。前年同様瀬棚事業所の陽性率
が極端に高かった。
エ　VNN発生の有無
　上記ア及びイの検査結果から，羽幌・瀬棚両事
業所とも種苗生産でのVNNの発生はなく，また中
間育成期間中の発症もなかった。
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３．１．１　ヒラメウイルス性神経壊死症対策
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（１）目的
　マツカワのウイルス性神経壊死症(VNN)に対す
る適切な診断，検査方法を開発するとともに，ウ
イルス保有魚を排除することにより防疫対策の確
立に資する。
（２）経過の概要
　本道では，マツカワのVNN対策として北海
道立栽培漁業総合センタ－（平成１８年に栽培水試
に変更，移設）で生産された種苗のRT－PCR法に
よる検査，親魚のELISA法による抗体検査でウイ
ルス保有魚の排除を実施してきており，平成７年
度以後生産された種苗でVNNの発病は確認され
ていない。しかし，平成１６年度に稚魚で陽性と判
定される種苗が見出されたため，平成１７年以降，
新たに卵，精子および孵化仔魚についてもRT－
PCR法で検査することとした。
　平成１８年からマツカワの種苗生産が北海道栽培
漁業振興公社伊達事業所（以下伊達事業所）で実
施されているため，伊達事業所で飼育されている
親魚から得られた卵，精子および孵化仔魚，３０mm
種苗のRT－PCR検査，３０mm種苗の培養法による
ウイルス検査，ELISA法による親魚候補魚の抗
VNNウイルス抗体検査を実施して来た。しかし
このうち卵，精子については，検体数が１,０００にも
及び検査費用がかさむこと，過去４年間陽性検体
が出ていないことから，今年度は検査を取りやめ
た。またELISA検査に使用する北大から分与さ
れた一次血清が無くなり，自作した一次血清で陽
性魚を判別するための検量線作出を試みたが，結
果が得られずELISA検査は実施できなかった。
そこで北大が代わりにELISA検査を実施した。
検査で得られた検査結果は，罹病魚の処分や新魚
候補魚の選別における判断基準として，伊達事業
所に提供している。
ア　孵化仔魚のRT－PCR法による検査
　振興公社で飼育中のマツカワ親魚より得られた
孵化仔魚３８ロットについて核酸抽出を行い，RT－
PCR法でT４領域の検出を試みた。なお、伊達事

業所において適宜採取され凍結保存されていたも
のを当場に郵送された後，順次検査を行った。
イ　３０mm種苗のRT－PCR法による検査
　水槽別に９ロットの種苗を取り上げ，検査を行
った。１ロットを６０尾とし，脳と目を含む頭部を
切り出し，５尾を１検体として核酸抽出を行い，
RT－PCR法でT４領域の検出を試みた。　
ウ　３０mm種苗の培養法によるウイルス検査
  上記と同じサンプルを磨砕・希釈後静菌処理し，
２４ウエルプレ－トで培養したSSN－１細胞に終濃
度が１０－２，１０－３になるよう添加後，１５℃で１４
日間培養して，CPE（細胞変成）の有無を観察し
た。

（３）得られた結果
ア　マツカワの孵化仔魚のRT－PCR法による検査
　検査した検体はすべて陰性であった。
イ　３０mm種苗のRT－PCR法による検査
　今年度検査したすべてのロットは陰性であった。
ウ　３０mm種苗の培養法によるウイルス検査
　何れも１４日間の観察でCPEが形成されず，ウイ
ルスは検出されなかった。
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（１）目的
　マツカワ漁獲の盛期は，春季（５～６月）と秋
季（１０～１２月）の２期であり，それ以外の時期は
漁獲が少ないため品薄となる。１年を通して安定
的に確保し需要に対応するためには，陸上水槽で
の蓄養技術が望まれる。
　盛期に漁獲されるマツカワを数ヶ月の蓄養を行
うことによって，マツカワ流通の端境期にも出荷
を可能にし，通年の安定供給を図る。また，漁獲
行為で受けた傷を治癒するとともに，給餌飼育を
行うことで漁獲時よりも大型の個体とすることに
より商品価値の向上を図ることを目的とする。　　

（２）　経過の概要
ア　飼育水温別飼育試験
（ア）　春季漁獲個体
　５月２０日に苫小牧沖で漁獲されたマツカワ３０尾
を活魚水槽にて輸送・搬入した。これらを１０尾ず
つ２ｔ円形FRP水槽３基に収容した。収容時は３
槽とも無調温とし，水槽に馴らすため５月２４日ま
で無給時で飼育した。その後２水槽を１３℃と１８℃
に設定し，無調温と合わせて３試験区を設けた。
同時に給餌（ヒラメ用配合飼料おとひめＥＰ８号，
日清丸紅飼料）を開始した。給餌方法は，飽食さ
せるために数粒ずつ水槽に入れ，捕食を確認しな
がら与えることとし，週に５日行った。
　６月７日に，各水槽の個体全てについてピット
タグを装着し個体識別をした。１個体ずつ体長と
体重を測定し，傷の状態は写真で記録した。体長

と体重の測定と写真撮影は月に２回行い，１０月４
日まで行った。
（イ）　秋季漁獲個体
　１１月８日と１２日に苫小牧沖で漁獲されたマツカ
ワ６３尾（８日に３２尾，１２日に３１尾）を活魚水槽に
て輸送・搬入した。これらは，１５～１６尾ずつ２ｔ
円形FRP水槽に収容し，１４日まで無調温，無給時
とした。１５日に春季試験と同様にピットタグを装
着し個体識別をした。１個体ずつ体長と体重を測
定し，傷の状態は写真で記録した。さらに２水槽
を無調温，残り２水槽を１３℃と１８℃に設定し，４
試験区を設けた。同時に春季試験と同様の方法で
給餌を開始したが，無調温区の１槽のみ当初餌づ
けのために１１月中はオキアミのみの給餌（オキア
ミ区）を試みた。同区はその後１２月１３日までの間
オキアミと配合飼料を一緒に与え，１４日からは配
合飼料のみに切り替えた。４区とも月に２回体長
と体重の測定，写真の撮影を行い，翌２０１１年３月
２３日まで行った。

（3）得られた結果
ア　飼育水温別飼育試験
（ア）　春季漁獲個体
　収容後無調温区で２個体，１８℃区で１個体斃死
したため，試験個体数は，無調温区８個体，１３℃
区１０個体，１８℃区９個体となった。
　期間中の飼育水温の変化を図１に示した。無調
温区は徐々に上昇しているが，１３℃と１８℃区は，
ほぼ設定どおりに一定となった。しかし，７月中旬
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図１　飼育水温別試験（春季）の水温の変化 図２　試験区別給餌量



から１８℃の調温が悪くなり，８月中旬まで無調温区
と同様に上昇した。その後調温が回復したが，９月
１８日完全に調温不能となり，１３℃区，１８℃とも無
調温区と同じ水温となった。このような急激な水
温の変化があったが，斃死する個体はなかった。
　６月１日からの給餌量の変化を図２に示した。
１８℃区は，初めから摂餌が認められたが，それよ
り水温の低い無調温区と１３℃区は，６月中旬までほ
とんど摂餌がなかった。その後徐々に摂餌するよ
うになり，７月中旬まで増加したが，１８℃はこれ
ら２区より常に給餌量が多く，１日に２００gを超す
こともあった。どの区も，給餌量は毎日大きく変
動し，３区共に上下を繰り返した。
　各試験区の体長と体重の変化を図３と図４に示
した。それぞれの開始時の平均体長と平均体重は，
無調温区は３７６mm・７２０ｇ，１３℃区は３７２mm・６４３
ｇ，１８℃は３７９mm・６９２ｇであった。その後どの

区も順調に成長したが，１８℃が最も成長が良く，
最終的に９個体中４個体が４５０mmを超え，８個体
が１０００ｇを上回った。無調温区，１３℃区では，
４５０mmを超えた個体は無調温区で８個体中１個
体，１３℃区では無かった。１０００ｇを上回った個体
は，無調温区で８個体中３個体，１３℃では１０個体
中３個体であった。各試験区の期間中の体長と体
重の成長率は，それぞれ無調温区は１.４～１６.７％，
５.３～１０３.７％，１３℃区は０.３～１２.１％，－１９.５～６９.１％，
１８℃は２.９～２３.０％，３４.９～１７０.８％であり１８℃区で
は体重で２倍近く増加した個体があった。
　これらの肥満度（１００×体重／体長３）の変化を図
５に示した。１８℃区が最も肥満度が上昇したこと
がわかり，他の２区より大きく上回った。
　漁獲による傷は，蓄養２～３か月で十分治癒す
ることが確認できた（写真１）。 
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図３　試験区別体長の変化
　　　　　　数字：個体番号・Ａ：平均

図４　試験区別体の変化
　　　　　　　数字：個体番号・Ａ：平均
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写真１　５月→８月の蓄養による治癒

図６　飼育水温別試験(秋季)の水温の変化

図５　試験区別肥満度の変化
　　　　　数字：個体番号・Ａ：平均

図７　試験区別給餌量



（イ）　秋季漁獲個体
　搬入した６３個体のうち，１１月１４日までに１９個体
が斃死したため，４試験区とも各１１個体で開始した。
　期間中の水温の変化を図６に示した。無調温区
は２月上旬まで低下し，以降６～７℃で推移した。
１３℃区と１８℃区はほぼ設定どおりに一定となった。
２月８日に後述の理由により水槽を移すことにな
り，２つの無調温区と２種類の調温区（１３℃と１８℃）
をそれぞれ同じ水槽に収容し，２水槽として飼育を
継続した。これ以降も水温の調節は安定していた。

　１１月１５日からの給餌量の変化を図７に示した。
オキアミと配合飼料を同じ尺度で考えることは妥
当ではないが，試験開始からオキアミは良く摂餌
された。これに対し，配合飼料は摂餌が悪く，期
間中給餌量は少なかった。オキアミでの餌づけは
効果的であったものの，配合飼料へはうまく転換
できず，配合飼料の摂餌は悪かった。１３℃区は比
較的多く摂餌してはいたが，どの試験区も春季よ
り少なく，時期的なものとも考えられた。２月８
日に試験区を統合したため，この時点で４区の摂
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図８　試験区別体長の変化
　　　　　数字：個体番号・Ａ平均

図９　試験区別体重の変化
　　　　　数字：個体番号・Ａ平均



餌量の記録は終了とした。
　試験開始後にも斃死する個体が多く，１月２４日に
は無調温区８尾，オキアミ区１０尾，１３℃区１０尾，
１８℃区３尾となった。
　各試験区の体長と体重の変化を図８と図９に示
した。それぞれの開始時の平均体長と平均体重は，
無調温区は４０８mm・９００ｇ，オキアミ区は４０８mm
・８９５ｇ，１３℃区は３９３ｇ・８０９ｇ，１８℃区は４１８mm
・９８４ｇであった。収容後の成長はほとんど認めら
れず，体長はほぼ一定，体重は減少する個体も多

かった。３月２３日までの各試験区の体長と体重の
成長率は，それぞれ無調温区は－１.６～２.１％，－１６.９
～１９.７％，オ キ ア ミ 区 は －１.２～１.３％，－１６.２～
９.５％， １３℃区は－１.０～３.１％，－１６.０～１８.３％，１８℃
区（２月８日からは１３℃）は０.８～２.４％，－６.８～
９.５％ であり，減少する個体が目立った。冬季間は
水温を上げても成長は認められなかった。
　これらの肥満度の変化を図１０に示した。どの試
験区も体重が減少した個体が多いことを反映して，
全体的に低下していた。これらのうち，比較的餌
を多く摂餌した１３℃区が他の区より若干高めの値
を示した。
　開始から２か月以上成長が認められないことや
試験期間中に斃死が多く個体数が少なくなってき
たこと，これに加え試験魚に多くの寄生虫が見ら
れたことから，他の水槽への感染が心配されたた
め，試験魚を隔離して飼育することにし，２月８
日に４試験区を２水槽に統合した。統合後も飽食
するよう給餌し飼育したが，摂餌する量は少なく，
成長させることはできなかった。
　体表の傷は春季同様治癒した。
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図１０　試験区別肥満度の変化
　　　　数字：個体番号・Ａ平均



（１）背景
　これまで，人工魚礁を対象とした水産基盤整備
事業では，公共事業の観点から漁獲量（kg/空m３）
を効果算定の原単位として実施してきた。北海道
においても魚礁設置に関する事業での効果推定は，
１８kg/空m３を原単位として算定されているが，こ
の原単位が設定された時期が古いため，魚礁での
蝟集実態に基づく，より的確な効果の推定による
原単位の見直しが必要とされている。
　設置された魚礁に対する魚類および水産動物の
蝟集量と漁獲量を推定するために，今年度はオホ
ーツク海での平坦地における基準漁獲量（羅網量）
と，蝟集量推定に必要な漁具の有効範囲を推定す
ることを目的として漁獲試験を実施した。

（２）経過の概要
ア　平坦地漁獲調査
　平成２２年６月２２日と２８日に，オホーツク海にお
ける平坦地基準漁獲量を求めるための漁獲試験を
行った。図１に示した北見市常呂のサロマ湖沖の
水深４５～５５mの海底（常呂漁業協同組合ホタテ漁
場Ａ海区）に，海岸線に平行方向と直交する沖陸
方向にそれぞれ２kmの間隔で４カ所の漁獲調査
地点を設定した。各地点名は北西側をＡ，南東側
をＢとし，それぞれ陸および沖を付けて表示した
（図２）。これら４地点に長さ１,０００m，目合い３寸
７分の刺し網を各１枚，等深線に沿うように設置

した。網の設置時間は，事前の聞き取り調査から
本海域で一般的な３～３.７ 時間（午前３時から６時
を基本）とした。この値は，これまで本事業で漁
獲試験を行った苫小牧（太平洋）や島牧（日本海）
の２４時間に比べて短かった。しかし，この時間が
一般操業において１日当たりの刺し網設置時間で
あることから，そのままの漁獲量を用いて１日当
たり網長１m当たりの漁獲重量を計算した。魚種
の集計は表１に示すように，直上近型，一般魚類，
取巻型の３群に分けて行った。

 イ　漁具有効範囲調査
　平成２２年６月２３日と２９日に図２に示す漁獲試験
実施場所で，長さ５００m目合い３寸７分の刺し網を
陸側，中央，沖側の３枚を１組にし，水深５０mに
中央の網が位置するように配置した。お互いの網
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図１　オホーツク海における漁獲試験実施場所

表１　魚種群の分類

図２　平坦地漁獲調査および漁具有効範囲調査の
投網位置



間隔を２００m，３００m，５００m，および７００mに変えて
網を海岸線と平行に配置したものを試験区１～４
とした。２回の漁獲試験結果から，中央の網にお
ける漁獲尾数が漁具間の干渉を受ける距離を評価
することで漁具の有効幅を検討した。また，結果
の分析にあたっては，全ての試験区で共通して出
現する魚種を対象とし，上記の平坦地漁獲調査の
結果から推定した対象海域における漁獲数に及ぼ
す環境傾斜を用いて各地点の漁獲尾数を補正した。

（３）得られた結果
ア　平坦地漁獲調査

　平坦地漁獲調査の結果を図３と４に示した。１
回目と２回目で漁獲量や漁獲尾数に差がある魚種
もあったが，漁獲地点毎に傾向が異なっていた。
マガレイ，クロガシラガレイ，ソウハチといった
カレイ類と，ツマグロカジカが漁獲量と漁獲尾数
の両方で多かった。また，コモンカスベは個体数
は少ないものの重量があったために漁獲量は２.９
～９.６kgと高い値を示した。漁獲調査を行った海
底が砂底であったことから，根付け魚類ではエゾ
アイナメが僅かに漁獲されただけであった。
　これらの漁獲物を表１に示した３群に分けて集
計した結果を図５に示した。全体にカレイ類とカ
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図３　平坦地漁獲調査の種別漁獲量

図４　平坦地漁獲調査の種別漁獲尾数



ジカ類を含む取巻型が占める割合が高かった。ま
た，ＡとＢ両地点とも陸側の方が沖側よりも漁獲
量および漁獲尾数が多く，また陸側と沖側に分け
てＡとＢを比較した場合には，ＡよりもＢの方が
多い傾向であった。陸側で漁獲が多い理由として，
地元漁業者からの聞き取りに基づけば，陸側の網
が設置されていた水深４５m付近は沖側の宗谷暖流
と岸側の沿岸水の潮境にあたり，潮境が魚道にな
りやすいことと，同水深にはホタテ貝殻や礫など
のバラス場であるため魚にとって好適な環境であ
った可能性が考えられる。また，Ｂの漁獲量がＡ
よりも多い理由も，漁業者からの聞き取りからＢ
の沖側でもバラス場が多いことによると推測され
た。このように場所により漁獲数及び重量に差が
あったが，これらを平均して平坦地密度を計算し
た。
　今回の漁獲調査結果から推定した平坦地密度は，
直上近型が１.４ｇ/（m・日），一般魚類が３.６ｇ/（m
・日），取巻型が２６.８ｇ/（m・日）であった。ま
た，個体数では直上近型が０.００２個体/（m・日），
一般魚類が０.０１１個体/（m・日），取巻型が０.１３８個
体/（m・日）であった。

イ　漁具有効範囲調査
　沖側，中央，陸側の各網で漁獲された平均尾数
を図６に示した。６月２３日の試験では陸側で多く，
沖側で少ない傾向があったが，６月２９日には場所間
の差は小さくなった。漁具間距離は試験区１の
２００mから試験区４の７００mまで徐々に増加させた
が，両側から干渉を受ける中央の漁具での漁獲尾
数は必ずしも距離に応じて減少する傾向は示さな
かった。また，漁具間距離が２００mの試験区１は上

記の平坦地漁獲調査のＡ側であり，逆に漁具間距
離が７００mの試験区４はＢ側であったことから，場
所による漁獲量の多寡の影響を受けていることが
考えられた。そこで，各地点に共通するツマグロ
カジカ，マガレイ，クロガシラガレイ，ソウハチ
を使って，環境傾斜を考慮して場所による漁獲量
の差を距離当たりの変化量で換算し，その結果を
用いて解析を行った。これらの魚種について漁具
間隔と中央の網における漁獲数を検討した結果，
漁具間隔２００mまでは顕著な減少はなく，本事業で
考案した単位魚礁への蝟集量および漁獲量を推定
するモデルで用いた漁具の有効範囲１００mは妥当
であったと考える（図７）。
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図６　魚群別の漁具有効範囲調査漁獲尾数

図７　漁具間距離と中央の漁具で漁獲された尾数
の割合＊（補正後）
＊：中央漁具漁獲尾数/３枚の総漁獲尾数

図５　魚群別の平坦地漁獲調査結果



（１）目的
　水産基盤整備の実施にあたり，コストの削減と
ともに便益の向上が求められており，そのため精
度の高い費用対効果評価手法の開発が急務である。
本事業では，ウニ類増殖施設を対象に，餌料供給
効果の実態を明らかにし，今後造成する施設に対
し正確な費用対効果の事前評価が可能となる餌料
収支モデルを開発することを目的とする。

（２）経過の概要
ア　海藻類およびウニ類実態調査
　寿都町美谷地区に２００４年度に造成されたウニ類
増殖施設において，施設内の海藻類およびウニ類
の生息実態を把握するために，２０１０年６月１４日お
よび１１月１８日に現地調査を実施した。調査では，
天端を通るラインを長辺・短辺方向にそれぞれ１
線設定し（図１），ベルト・トランセクト法によ
り１㎡ごとのウニ類の計数と海藻被度の観察を行
った。

　また，天端上の９地点で海藻類については１/４
㎡，動物類については１㎡の採集を行った。ホソ
メコンブについては葉長，葉幅，葉重量等を，大
型海藻については個体別に全重量を，その他海藻
類については種別に重量を，動物類については個
体毎に大きさと重量を測定した。さらに６月調査
時に岸側ブロック部の水深３m地点および施設沖
の天然漁場の水深７m地点で各々１００個体のキタ
ムラサキウニを採集し，船上で殻径の測定を行っ
た後，殻径５０㎜以上の３０個体を持ち帰り，生殖巣
重量を秤量した。
イ　水温観測
　ウニ類増殖施設沖側ブロックの水深５m地点に
水温ロガー（TidbiT，Onset社製）を設置し，２時
間のインターバルで水温を連続的に観測した。

（３）得られた結果
ア　海藻類およびウニ類実態調査
　ウニ類増殖施設における海藻被度とウニ類密度
の推移を図２に示した。２００６年以降，６月時には施
設天端上およびブロック部にホソメコンブを中心
とした海藻群落が形成され，１１月にはほぼ群落が
消失するといった変動を毎年示していた。しかし，
２００９年６月に天端上のL－Bの北側（岩内寄り）で
ホソメコンブの被度が低く，ワカメ，ウルシグサ
などの被度が高い部位がみられ，キタムラサキウ
ニの顕著な侵入も初めて観察された。２０１０年６月
になると，天端部での海藻被度はさらに低下し，
「（イ）動物類」で後述するようにキタムラサキウ
ニの密度が全体的に高くなっていた。
（ア）海藻類
　６月調査における海藻被度と現存量を図３に示
した。
　２００８年まで天端部でほぼ１００％を占めていたホ
ソメコンブの被度は，２００９年に平均７１.４%と低下し，
２０１０年にはさらに２１.４％と大きく低下した。ホソ
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４．２　ウニ類増殖場における餌料収支モデルの開発
４．２．１　寿都地区

 担当者　資源増殖部　資源増殖グループ　高橋和寛　秋野秀樹
 　　　　協力者　後志南部地区水産技術普及指導所，
 　　　　寿都町漁業協同組合

図１　増殖施設施工時期および追跡調査ライン
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図３　天端部における海藻被度および現存量の推
移

図２　増殖施設および施設周辺におけるウニ類の密度と海藻被度の推移

図４　天端部におけるホソメコンブの密度，葉長，
葉幅および葉重量の平均値の推移。垂線は
標準偏差



メコンブの現存量は造成間もない２００５，２００６年に
は平均２０㎏/㎡を超えたが，２００７～２００９年に５～１０
㎏/㎡で推移した後，２０１０年には２.２㎏/㎡とこれま
でで最小となった。２０１０年はこの他，ケウルシグ
サが０.９㎏/㎡とこれまでで最も多かったほか，ワ
カメが０.７㎏/㎡，フクロノリが０. １㎏/㎡みられた。
ホソメコンブの密度は２００９年には平均１９３.８個体
/㎡であったが，２０１０年には６７.１個体/㎡とこれま
でで最も低くなった。また，２０１０年のホソメコン
ブ葉体もこれまでで最も小さく，平均葉長７４.４㎝，
葉重量３９.３gであった（図４）。
（イ）動物類
　２００５年以降の６月および１１月調査時にベルト・
トランセクト法によって得られたウニ類の平均密
度を場所別にまとめて図５に示した。施設および
周辺でみられたウニ類はほとんどがキタムラサキ
ウニであった。天然漁場におけるウニ類の平均密
度は２００６年以降３.６～５.１個体/㎡で推移し，大きな
変化はみられなかったが，ブロック部では２００５年
から２００８年には２.４個体/㎡以下で推移していたが，
２００９年６月および２０１０年の６月には約４個体/㎡
と密度の上昇がみられるようになった。天端部に
おいても２００９年１１月までは１.２個体/㎡以下で推移
したが，２０１０年６月にはこれまでで最大となる３.１
個体/㎡を記録した。

　また，図６に示したように施設におけるキタム
ラサキウニの生殖巣指数は天然漁場に比べて常に
高く推移しており，増殖施設の餌料供給効果は明
かに認められた。なお，施設周辺および天然漁場
とも指数値は２００９年，２０１０年と低下傾向にある。
これは施設内のホソメコンブ現存量が低下傾向に
あることや，２０１０年については「イ 水温観測等」で
後述するように，冬季の高水温や日照不足による
コンブをはじめとする餌料海藻の着生・生育不良
に起因していると考えられる。

イ　水温観測等
　２０１０年１月の平均水温は２００４年以降の月平均値
より１.０℃高かった。その後５月まで低めに推移
した後，６月以降１０月までの間，常に高く推移し，
特に８月は１.６℃，９月には２.０℃， 過去の平均値よ
り高かった（図７）。また，図８に示した通り，
寿都町における２０１０年１～５月の日照時間は少な
く，特に１～３月には過去の平均値より４０～５０％
少なく推移した。
　以上のように，ホソメコンブが配偶体や初期胞
子体として過ごす冬季の高水温や低日照が，施設
を含む周辺海域において２０１０年のコンブの着生・
生育に大きく影響を及ぼしたと考えられる。
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図６　キタムラサキウニの生殖巣指数の推移。垂
線は標準偏差

図５　増殖施設および周辺天然漁場におけるウニ
類の平均密度の推移。*；施設ブロック端か
ら１０m以内の範囲
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図７　水温観測結果（過去７年間の月平均値と偏差）

図 ８　寿都町における２００９年１１月から２０１０年６月までの日照時間の２０００～２００９年の月平均値に対する割合。
日照時間は，気象庁観測資料（寿都特別地域気象観測所）による



（１）目的
　キタムラサキウニによる冬季から春季にかけて
のコンブ幼胞子体への過剰な摂食が，磯焼け持続
の主要因である海域において，ウニ類増殖場を設
計する場合，増殖場の施設にウニの摂食圧を制御
できる機能を付加する，もしくは，餌料海藻を人
為的に給餌するなどの管理を前提とする必要があ
る。しかし，現実には不十分な機能，管理となっ
ている増殖場が見られる。また，現在のウニ類増
殖場の造成事業における便益算定では，コンブ群
落に対するキタムラサキウニの摂餌実態が評価・
反映されていないため，餌料供給機能が低下し，
当初の便益を上げられない増殖場もある。このた
め，水産基盤整備の実施にあたっては，ウニ類の
食圧制御機能，人為的管理が維持されるとともに，
ウニ類の摂餌実態を組み入れて精度良く費用対効
果を算定することが重要な課題となる。
　本調査では，今後造成する施設に対し，より精
度の高い費用対効果の事前評価を行うことを目的
に，餌料収支モデルを開発し，既存のウニ増殖施
設における餌料供給機能の実態から，開発したモ
デルの検証および施設の利用方法を検討した。

（２）経過の概要
ア　生物調査
　２０１０年６月１０日，９月１５日および１２月６日に，
図１に示す長万部町静狩地先のウニ類増殖場にお
いて生物調査を行った。増殖施設上にラインA～
Cの調査定線を設け，大型施設上のラインAでは施
設の沖端を原点にとり，沖陸方向に５m間隔で，
１㎡枠内の動物・海藻類の採取と，１㎡枠内の動
物類分布数の計数・海藻類着生被度の観察を交互
に行った。採取した試料のうち，動物類は種別に
個体数を計数して分布数とした。このうちウニ類
については湿重量および生殖巣重量を測定し，生
殖巣指数（生殖巣重量/湿重量×１００）を求めた。海
藻類は種別に湿重量を計測し，着生量とした。小

型施設上のラインBおよびCでは，それぞれの施設
の沖端を原点に５m間隔で１㎡枠内の動物類分布
数の計数・海藻類着生被度の観察を行った。

イ　餌料収支モデル
　増殖場の形状，設置水深等の施設条件，来襲す
る波の波高，周期等の波浪条件，ウニ類の分布密
度，水温，光量等の環境条件及びウニ類の摂餌行
動特性から，餌料となるコンブ類の成長・生残量
およびウニ類の生産量・コンブ摂食量を算出する
餌料収支モデルを構築した。また，生物調査結果
からモデルの妥当性を検証するとともに，長万部
町静狩の施設の利用方法について検討を行った。

（３）得られた結果
ア　生物調査
　ラインAにおける採取試料について，採取点ご
とに出現した代表的な動物類の年間平均分布数を
図２に，同じく代表的な海藻類の年間平均着生量
を図３に，それぞれ２００８年および２００９年の結果と
合わせて示す。
　ウニ類の平均分布数は１㎡あたり１～２個程度
であった。これは，漁業の影響を受けており，関
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４．２．２　長万部地区

 担当者　資源増殖部　水産工学グループ　金田 友紀　干川　裕
 協力者　資源増殖部グループ，渡島北部地区水産技術普及指導所，
 　　　　渡島総合振興局，長万部漁業協同組合

図１　長万部静狩海域のウニ類増殖場における調
査定線



係者からの聞き取りでは漁期前には５～１０個/㎡
（放流分を含む）の分布があったとのことだった。
その他ではヒトデ類およびマナマコが施設全域に
渡って分布数が多かった。
　海藻類はアカバ，カレキグサ，ヒラコトジとい
った紅藻類が多く，ウニ類の有用な餌料であるコ
ンブ類の着生が少なかった。
　ウニ類の生殖巣指数は概ね低く，自然状態での
コンブ類の着生量が少ないことが影響していると
推察される（図４）。
　図５にラインA上で観察された動物類の平均分
布数の経時変化を，図６にラインA上で観察され
た海藻類の平均被度の経時変化を示す。同様に図
７および８にラインB上の，図９および１０にライ
ンC上の動物類平均分布数及び海藻類平均被度を
示す。調査時間の関係でデータの無い調査回があ
るが，概ねラインAの採取データと同傾向で，ウ
ニ類の分布数が少なく，ヒトデ類およびマナマコ
の分布数が多かった。また，マコンブの被度は小
さく，紅藻類の被度が高かった。
　季節的な変動はあるものの，常に被度が高いこ
とから，紅藻類はウニ類による食害を受けていな
かったと推察される。
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図２　ラインA上の採取点ごとに出現した代表的
な動物類の平均分布数経年変化

図３　ラインA上の採取点ごとに出現した代表的
な海藻類の年平均着生量経年変化

図４　ラインA上で採取したウニ類の生殖巣指数
の度数分布



イ　餌料収支モデル
　餌料収支モデルの概念図を図１１に示す。これは，
水温条件，光条件および栄養塩吸収に関して流れ
によるフラックスの考え方を導入するための波浪
条件に従ってコンブ類の月ごとの成長量を算出し，
それぞれの時点で，ウニ分布数，波浪条件，施設
条件および摂餌実態（コンブによるウニの掃き出
し作用）に従ったウニ類のコンブ摂食量を算出す
るものである。また，コンブ成長量からウニ類の
コンブ摂食量を差し引いた量をコンブ生残量とし
て翌月のコンブ成長量算出の基礎とするほか，コ
ンブ摂食量からウニ類の生殖巣重量（身入り）を
算 出 す る。こ れ ら は 全 て 表 計 算 ソ フ ト
（MicrosoftExcel）上で計算可能なものとした。
　ここにすべてのデータが整備された２００８年の長
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図５　ラインA上で観察した代表的動物類の平均
分布数

図６　ラインA上で観察した代表的海藻類の平均
被度

図７　ラインB上で観察した代表的動物類の平均
分布数

図８　ラインB上で観察した代表的海藻類の平均
被度

図９　ラインC上で観察した代表的動物類の平均
分布数



万部海域の各データを代入し，増殖場における波
浪諸元（表１），天端面上の振動流速及びキタム
ラサキウニの食圧（表２）をそれぞれ計算した。そ
の結果，波浪による振動流速が遅いためウニ類の
食圧が高く，自然状態でのコンブの着生が少なく
なると推算できた。増殖場における生物調査の結
果でも同様にマコンブの着生量が少なかったこと
から，モデルによる実態の再現は妥当であると考
えられる。ただし，紅藻類を初めとする雑海藻類
は，推定された年間を通して高いウニ食圧下にお
いても繁茂していた。採取した試料中に出現した
ハケサキノコギリヒバは摂食阻害物質を生産する
ため，ウニ類に利用されにくいとされる１）。他の雑
海藻類が摂食阻害物質を含有しているかは不明で
あるが，ウニ類に利用されないものとして雑海藻
類の動態はモデルに取り入れなかった。
　次に，この餌料収支モデルを用いて，ウニ類増
殖場の利用方法を検討した。

　現在の施設を，自然状態で餌料供給ができるよ
うにするには，天端面を嵩上げし，波浪による振
動流速を速めることでウニ類の食圧を制御する方
法が考えられる。しかし，これを実現するには莫
大な経費が予想され，費用対効果を考えると現実
的ではない。
　一方，給餌を行う人為的管理では，餌料収支モ
デルを用いて算出した，表３に示すキタムラサキ
ウニ１個体当たりの月間最大コンブ摂食量に，ウ
ニの分布数を掛けた量を給餌すればよい。これに
より，ウニ類の生殖巣の増重が期待できるととも
に，コンブを余分に与えずに済むため，効率的な
管理が可能となる。また，増殖場の設置水深が深
く振動流速が小さいことは，餌及びウニ類の分散
を防止できるなど有利な一面があり，集約的かつ
持続的な管理が期待できる。以上より，当該施設
の最も有効な利用方法は，人為的管理を実施する
ことと考えられる。

（４）文献
１）谷口和也：磯焼けを海中林に．裳華房（１９９８）

－165－

平成２２年度　事業報告書　中央水試（２０１２）

図１０　ラインC上で観察した代表的海藻類の平均
被度

図１１　餌料収支モデルの概念図

表１　２００８年データによる増殖場における波浪諸
元

表２　２００８年データによる増殖場の天端面におけ
る振動流速およびキタムラサキウニの食圧

表３　２００８年データによる増殖場におけるキタム
ラサキウニの月間最大摂食量



（１）目的
　干潟や浅場にはホッキガイやアサリといった懸
濁物食性の二枚貝が生息しており，これらは摂餌
のための濾水活動を通じて海水中から有機物を吸
収することにより海域の水質浄化に寄与している。
一方，水産基盤整備事業では費用便益分析により
投資効果を適切に評価することが求められており，
二枚貝を対象とした地先型増殖場造成事業につい
ては「水産基盤整備事業費用対効果分析のガイド
ライン（平成２２年４月）」の中で水産物生産コス
トの削減効果や漁獲可能資源の維持・培養効果に
加えて，水質浄化効果を便益額として算定できる
ことが示されている。なお，当該ガイドラインで
は，二枚貝の濾水による有機物処理機能から水質
浄化の指標となるCOD処理量を「事業による二枚
貝増加量×濾水量×処理率×海水中のCOD」によ
り算定し，これを下水道処理費用に代替させて水
質浄化効果を貨幣化する手法が示されている。こ
うした状況の中，アサリでは濾水量や処理率に関
する知見が蓄積されており，干潟の造成・保全に
より見込まれる水質浄化効果の貨幣化が可能とな
っているが，ホッキガイに関する同様の知見は見
当たらない。
　そこで，本研究では，ホッキガイ増殖場造成に
より見込まれる水質浄化効果の貨幣化に向けて，
便益額算定のための原単位の整理を目的とする。
具体的には，ホッキガイの増加生息量あるいは増
加漁獲量と濾水による有機物処理機能から
COD処理量を算定する方法を確立するため，飼育
試験により１）ホッキガイ１個体当たりの濾水量
（m３/個/年表示），２）処理率（濾水により取り込
まれる有機物量に対する貝の増重量の割合，％表
示）を明らかにする。

（２）　経過の概要
ア　供試個体の採集・飼育
　実験には，平成２２年５月に根室湾で採集された
ホッキガイPseudocardium sachalinense（殻長４０

～９５mm，重量１５～２６０g）を使用した。採集した
貝については，市販の硅砂（中央粒径値０.３mm）
を約３０cmの厚さに敷き，余市町沖で取水した濾過
海水（塩分濃度３５～３６psu）を掛け流した２トン
水槽内で飼育するとともに，飼育水が後述の設定
水温になった時点で実験に供した。また，実験開
始時には貝の殻長と重量を計測した。なお，飼育
中の貝には，餌料として二枚貝用配合飼料M-１
（日本農産社製）を１日当たり０.２５g/Lの割合で給
餌した。
イ　実験手順
　５L円形容器に濾過海水４Lを注入した後，これ
を恒温室に静置し，後述の水温に調温した。次に，
水管が上方を向くように貝を円錐状のカップに１
個体ずつ乗せて容器に収容し，エアレーションを
施した後，以下の実験を行った。
（ア）濾水量
　水温を５，１０，１５および２０℃の４条件とし，各
水温とも供試数を原則１５個体とした。円形容器に
餌料としてハプト藻の一種Chaetoceros gracilis
を１,０００～３,０００細胞/mLの濃度になるように注入
した後，貝が水管を伸ばした時点を実験開始とし
て１時間間隔で容器内の任意の３点から各々５
mlずつ試料を採水し，貝の濾水によって減少する
C. gracilisの比色値を蛍光光度計（Turner社製）
により計測した。実験は開始から４時間後に終了
とし，Coughlan（１９６９）に準拠した以下の式によ
り１時間ごとの濾水量F（m３/個体/年）を算出し
た後，その最大値を後述のデータ解析に供した。

　ここで，Vは容器内の水容量（＝４L），Ctおよ
びCt+１ はそれぞれ実験開始からtおよびt+１時
間後の比色値である。
　なお，上記実験に先立ち，容器に貝を収容しな
い状態でC. gracilisの比色値の経時変化を検討し
た結果，実験開始時とその１時間後の計測値の間
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４．３　ホッキガイの濾水活動による水質浄化効果の評価に関する調査（道
受託研究費）

担当者　資源増殖部　水産工学グループ　櫻井　泉



に有意差は認められなかった。このため，本研究
で観測された比色値の低下は，すべて貝の濾水に
起因するものと判断した。
（イ）処理率
　水温を１０および２０℃の２条件とし，各水温とも
供試数を５個体とした。円形容器に餌料として先
述の配合飼料を１日当たり０.２～０.３g投与し（土日
を除く），週１回の間隔で飼育水を交換するととも
に，殻長および重量を計測した。また，飼育水の
交換時には，容器の底に堆積した糞をピペットで
吸引し，これをGF/Fフィルター上に回収すると
ともに，飼育水中に残存する配合飼料をGF/Fフ
ィルターで濾過した。これらを７０℃の恒温器内で
２４時間乾燥させた後に重量を秤量し，それぞれ排
泄量および残餌量とした。以上の操作を貝の増重
が確認されるまで継続し，以下の式により処理率
S（％）を算出した。

　ここで，Gは貝の増重量（g），Eは給餌量（g），
Rは残餌量（g）である。
ウ　解析方法
　濾水量の実験で得られた計算値の統計的検討に
は，ホッキガイの重量を共変量とした共分散分析
とTukeyの多重比較を適用した。また，処理率の
実験で得られた計算値の統計的検討には，Mann-
WhitneyのU検定を適用した。いずれの検討にも，
統計解析アドインソフトエクセル統計２０１０を使用
し，有意水準を５％以下に設定した。

（３）得られた結果
ア　濾水量
　一般に二枚貝の濾水活動は，水温の影響を受け
ることが知られている。このため，本研究では，
ホッキガイの生息水温帯と考えられる５～２０℃の
範囲内に４つの水温条件を設定し，濾水活動に及
ぼす水温の影響を検討した。
　ホッキガイの重量と濾水量の関係を図１に示し
た。また，重量を共変量として濾水量の変動に及
ぼす水温の影響を共分散分析により検討したのが
表１である。重量と濾水量の間には有意差が認め
られ，ホッキガイの濾水量は増重に伴って増加す
ることが示された。また，水温と濾水量の間にも

有意差が検出されたことから，ホッキガイの濾水
活動は水温の影響を受けることが明らかとなった。
そこで，各水温間にみられる濾水量の差を多重比
較により検討した結果，本種の濾水量は５～１５℃
に比べて２０℃で有意に増加する傾向が認められた
（表２）。

　以上の結果から，ホッキガイの濾水量の原単位
を５～１５℃と２０℃に区分し，それぞれを重量の関
数として整理したのが表３である。また，実験開
始時に計測したホッキガイの殻長と重量の関係を
図２に示した。これらに基づいて，ホッキガイの
一般的な漁獲サイズである殻長７５mmおよび
９０mmにおける濾水量を計算すると，５～１５℃では
それぞれ２.１および３.４m３/個体/年，２０℃ではそれぞ
れ４.９および６.４ m３/個体/年となる。
　なお，同じ潜砂性二枚貝であるアサリの濾水量

－167－

平成２２年度　事業報告書　中央水試（２０１２）

図１　ホッキガイの重量と濾水量の関係
●：５℃，■：１０℃，▲：１５℃，×：２０℃

表１　共分散分析の結果一覧

表２　多重比較の結果一覧



は，殻長４０mmでは１２.９ m３/個体/年，殻長５０mm
では２１.０m３/個体/年と計算され，先述のガイドラ
インでは８.８ m３/個体/年を濾水量の原単位として
いる。ホッキガイは，アサリに比べて大型である
にもかかわらず，濾水量は低いものと推察された。

イ　処理率
　ホッキガイの濾水量は，５～１５℃の範囲では有意
差が認められなかったことから，ここでは１０℃と
２０℃の２つの水温条件で飼育実験を行った。また，
処理率は，先述のガイドラインによれば，餌料の
取込量に対する増肉量で計算される。そこで，本
研究では，餌料の取込量および増肉量をそれぞれ
給餌量と残餌量の差および増重量と考え，飼育実
験により処理率を推定した。
　飼育実験により得られた増重量，給餌量，残餌
量，排泄量，取込量および処理率を実験期間と併
せて表４に示した。また，水温１０℃と２０℃の処理
率を比較したのが図３である。実験期間は１０℃で
は３１日，２０℃では２９日であり，両水温とも増重ま
でにほぼ同じ期間を要した。また，処理率は，１０℃
では１２.８％，２０℃では２０.４％と計算されるとともに，
両者の間には有意差が認められた（P＝０.０２）。
　以上の結果から，ホッキガイの処理率の原単位

を１０℃と２０℃に区分して整理したのが表５である。
なお，アサリの処理率は，野外試験により１４％と
推定されており，先述のガイドラインでもこの値
を処理率の原単位としている。ホッキガイの処理
率は，１０℃ではアサリとほぼ同じ値となったが，
２０℃ではアサリよりも高いことから，本種は高い
水温帯では取り込んだ餌料をより効率的に体成長
へ回すことができるものと推察された。

ウ　便益額の試算
　以上の実験結果を踏まえ，ホッキガイの水質浄
化効果による年間便益額の試算を行った。ここで
は，昭和６３年に北海道苫小牧地区において実施さ
れた地先型ホッキガイ増殖場造成事業を例として
挙げた。
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表３　濾水量の原単位

図２　ホッキガイの殻長と重量の関係
殻長をL，重量をWとすると，両者の関係は
W＝３.０８２×１０-５L３.４９４（R２＝０.９９０７）で表され
る

表４　飼育実験の結果一覧

図３　処理率の比較
*：Mann-WhitneyのU検定，P＝０.０２

表５　処理率の原単位



　当該事業では，堤長１００mの離岸堤５基を水深５
m前後のホッキガイ漁場に造成することによって
貝の打ち上げ防止を図り，年間１９０トンの資源量増
加を見込んでいる。ホッキガイの具体的な殻長は
明記されていないが，ここでは北海道漁業調整規
則に定められている殻長７５mmを増産対象と仮定
した。また，苫小牧海域における当該施設周辺の
CODは，２.２mg/L（７５％値）と報告されている。
さらに，水温５～１５℃と２０℃で本種の濾水量が異
なることから，その境界を１７.５℃と仮定し，当該
海域における水温１７.５℃以下および以上の年間日
数を調べた結果，それぞれ３０４日および６１日と算出
された。
　以上の前提条件に基づいて，先述のガイドライ
ンに示された算定式「事業による二枚貝増加量×
濾水量×処理率×海水中のCOD」によりホッキガ
イの増加生息量によるCOD処理量を計算すると，
１,３５７.３kg/年となる。一方，水質浄化効果による年
間便益額は，COD処理量を下水道処理費用に代替
させて計算することが示されているので，ここで
はCOD除去量当たりの年間経費の原単位４,９６５円
/kg/年を適用し，算定式「COD処理量×除去量当
たりの年間経費」により年間便益額を計算した。

その結果，ホッキガイ増殖場造成事業により見込
まれる水質浄化効果による年間便益額は６,７３９,１１２
円と試算された。なお，上述の計算について
は，Microsoft Excelを用いて実行するためのシー
トを作成した（図４）。
エ　おわりに
　本研究では，ホッキガイ増殖場造成により見込
まれる水質浄化効果の貨幣化に向けて，室内実験
により本種の濾水量と処理率を明らかにするとと
もに，便益額算定のための原単位と計算例を示し
た。得られた成果は，今後のホッキガイ増殖場造
成事業を計画する際の費用便益分析に供されるだ
けでなく，事業評価への活用も期待される。今後
は，ホッキガイ増殖場に生息するバカガイやサラ
ガイについても同様に水質浄化効果を評価し，地
域の実情にあった便益額算定手法を確立する必要
があると考えられる。
　なお，今回の成果を活用するに際しては，対象
海域におけるホッキガイの分布状況，重量組成，
水温条件およびCOD量を把握するとともに，水温
条件に適合した原単位を選択することに留意する
必要がある。
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図４　水質浄化効果による年間便益額算定シートの概要



（１）目的
　道内の海産魚介類に発生する疾病について診断
を含む防疫対策を指導し，被害の軽減をはかると
ともに，親魚や種苗の検査を行い，疾病の発生と
蔓延を予防する。さらに，魚病の発生状況調査や
診断法および治療法の情報蓄積・収集等を行うこ
とにより魚病診断を含む防疫対策技術の向上をは
かる。

（２）経過の概要
　道内で海産魚介類の種苗生産を行っている北海
道栽培漁業振興公社の４事業所を巡回し，魚病発
生の聞き取り調査，魚病相談を行うとともに，魚
病対策，水産用医薬品使用の指導を実施した。ま
た，クロソイに加えてニシンのウイルス性疾病の
診断に欠かせない株細胞樹立を試みた。この外，
かつてクロソイの中間育成中に多発したビブリオ
病の原因菌であるViburio ordaliiの毒性を調べる
ため，人為感染試験を行った。以下，項目ごとに
方法と結果を記述した。

（３）方法と結果
ア　魚病診断
　診断依頼のあった病魚を診断し，治療対処法お
よび予防法について指導を行った。今年度の診断
依頼は１４件だった。診断結果は，表１の通りであ
る。 

イ　株化細胞の樹立
　前年度クロソイ仔魚由来の細胞が継代中に全滅
したため，新たに稚魚から細胞を起こし，７代目
まで継代した。またニシン仔魚からの初代培養を
試みたが増殖が悪く，培養細胞を得られなかった。

ウ　Vibrio ordaliiの培養法の検討。
   ２００８年に大樹町で発生したクロソイビブリオ病
の病魚から分離された菌を魚体通過させて魚毒性
を高めた後凍結保存し，この菌を液体海水培地に
接種して２５℃で２日間培養したものを平均全長
４４.３mm，体重１.６ｇのクロソイ稚魚各２０尾に
１.７×１０３～１０６／尾になるよう腹腔内接種し，１４日
間経過を観察した。この間の累積死亡は図１の通
りで，１０６接種した試験区では接種後２日で全滅し
急性毒性が見られたものの，その他の試験区では
接種後１０日以降の死亡が無かった。このことから，
今回使用した菌株はそれ程毒性が強くなく，感染
による死亡が起こっても死亡魚を取り上げること
で自然終息すると考えられた。
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５　魚類防疫対策調査検査業務（道受託研究費）
５．１　海産魚介類の魚病診断及び防疫対策事業

担当者　資源増殖部　資源増殖グループ　三浦宏紀　西原　豊　中島幹二　伊藤義三

図１　クロソイ稚魚にV１brio ordaliiを腹腔内注
射後の累計死亡数

表１　平成２２年度に持ち込まれた病魚の診断結果



（１）目的
　羅臼海域では商品価値を失う天然の産卵時期
（７～９月）に品質がよいウニを出荷するため，
海洋深層水による低温蓄養試験を行い，成熟が遅
延する傾向を確認したが，実用化技術とするため
に必要な成熟制御技術や集約的高密度飼育技術の
確立には至っていない状況にある。そこで，本事
業では低温蓄養によるエゾバフンウニの成熟制御
技術を開発するため，低温処理開始時期及び最適
処理期間を飼育実験により明らかにするとともに，
成熟制御が品質に及ぼす影響を，遊離アミノ酸含
量など生殖巣の生化学的分析，並びに官能試験に
より把握する。さらに，限られた海洋深層水を有
効に利活用するために必要な，収容密度管理基準
及び水質管理基準を明らかにし，これらの管理基
準に基づき，パイロットスケールでの蓄養を実施
して，成熟制御効果の検証と市場性調査等により，
最適な生産・流通条件を明らかにすることを目標
としている。
　今年度は，昨年度までに得られた結果を基に，
収容数を３倍に高めた事業規模での低温蓄養試験
による実用化の検証，高密度収容の上限ならびに
ウニの行動に及ぼす光環境の影響について検討を
行った。

（２）　経過の概要
ア　低水温による成熟制御効果等の基準策定に係
わるデータ収集
（ア）事業規模低温蓄養試験による実用化の検証
　平成２２年５月１１日から９月２日にかけて，深層
水を用いた蓄養試験は羅臼漁港深層水施設で，表
層水による蓄養試験を羅臼漁業協同組合のウニ種
苗生産施設において実施した。飼育装置は２.４tの
FRP水 槽 に ト リ カ ル ネ ッ ト 製 飼 育 カ ゴ
（８０cm×８０cm×５０cm）を４カゴ入れたもので，

収容密度は昨年までの３倍に当たる１５０個体/カゴ
とした。深層水蓄養では乾燥ワカメ給餌区（４カ
ゴ）と羅臼コンブ給餌区（４カゴ）の２試験区を，
表層水蓄養では乾燥ワカメ給餌区（４カゴ）だけ
を設定した。表層水の水温（天然水温）は試験期
間中に１６℃まで上昇したが，深層水では５℃以下
であった。
　開始時と開始から約１カ月間隔で終了時まで，
各試験区から２０個体を採集し，殻径，全重量，生
殖巣重量を測定後，全個体について生殖巣の一部
を切り出して組織標本を作製し成熟状況を調べた。
生殖巣の量的増加については，下記の式で算出し
た生殖巣指数により評価した。
生殖巣指数＝（生殖巣重量/全重量）×１００

　蓄養試験終了時に低温蓄養したウニ生殖巣の呈
味性を検討するために，生化学的分析を行うとと
もに，観光客と水産関係者をパネラーとした官能
試験を実施した。観光客に対しては低温蓄養ウニ
の味が天然ウニと異なるかどうかを，水産関係者
には生のコンブを給餌したウニと乾燥ワカメを給
餌したウニの味に差があるかどうかについてアン
ケートにより回答を得た。また，経済性を検討す
るために低温蓄養にかかるコストと期待される便
益を試算した。
イ　高密度収容施設の形状等に係わるデータ収集
（ア）　高密度化に伴う身入り状況及び生化学的特
性の把握
　生殖巣の成長や成熟，個体の生残に及ぼす高密
度化の上限を検討するために，中央水産試験場内
で小型の試験用カゴ（５０cm×３０cm×２５cm）を用
いて，平成２２年６月１１日から８月１８日まで低温海
水（８.０～１０.４℃）で飼育試験を行った。底面積当
たりの個体数は，羅臼の深層水施設で行われてい
るカゴ試験と同じ密度の２倍区（１組），４倍区
（２組），６倍区（２組），８倍区（１組）とした。供
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６　魚介類の出荷前蓄養と環境馴致による高品質化システム技術開発
　　（低温環境馴致によるウニ出荷時期調整技術の開発）（公募型研究費）
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試したエゾバフンウニは日本海に面した小樽市忍
路で漁獲されたもので，開始時の平均殻径は
４８.４mm，平均重量は４４.３ｇであった。
　開始時に２５個体を，終了時には全個体について，
殻長，重量，生殖巣重量を測定後，生殖巣の一部
を切り出して北海道区水産研究所に送付し組織学
的観察により成熟度を判別した。また，測定後の
生殖巣について各試験区から雌雄５個体を対象に
生化学的分析（グリコーゲン含量，水分含量）を
行った。
（イ）ウニの付着部位選択に影響する要因の検討
　昨年度の結果から，エゾバフンウニは遮光域に
蝟集する傾向が認められたため，今年度はウニの
分布に影響する光条件を明らかにするための室内
試験を行った。　
　平成２２年６月下旬から７月上旬の間，１０℃に室
温を調整した恒温室内で，４８ℓのコンテナに海水
を約３０ℓ入れ，平均殻径４８.１mmのエゾバフンウニ
５個体を収容して光条件と分布との関係について
調べた。ウニを収容したコンテナの半分を黒色の
アクリル板で遮光するようにして上面からの光量
を変えて２４時間後のウニの付着部位を記録した。
その後，同光条件で上面の遮光板の配置を逆にし
て，２４時間後のウニの位置を記録した。また，同
じ条件でコンテナ底の暗部と明部の両端に小型メ
モリー照度計（アレック電子社製MDS-MkV/L）
により光量子を別途測定した。これらの試験中は
通気を行い，光条件を変える場合には，海水を入
れた別のコンテナを恒温室内に保管して水温を約
１０℃に調整した後にウニを移し，１日以上馴致した
後に試験を開始した。

（３）　得られた成果
ア　低水温による成熟制御効果等の基準策定に係
わるデータ収集
（ア）事業規模低温蓄養試験による実用化の検証
　低温蓄養を実用化させる上で必要な事業規模で
の成熟抑制効果の検証を行うとともに，経済性お
よび市場性を検討した。
　限られた深層水と水槽数を考慮して収容密度を
昨年度の５０個体/カゴから１５０個体/カゴと３倍に
増やしたが，生残率は餌の種類にかかわらず９３.３
～１００％と高く，集約的飼育の安全性が確認された。
　天然水温で蓄養したウニでは，開始から８５日目

には可食可能な熟度２および３の個体が雄で約
３０％，雌で約１５％と低下したが，低温蓄養のウニ
では雄で７０～９０％，雌で５０～１００％と高い値を維持
していた。このため，大量に飼育した場合でも低
温による成熟抑制効果があることが明らかになっ
た。また，生殖巣の量的な成長を示す生殖巣指数
は，試験終了時の９月２日では平均で１９.１となり，
羅臼海域の漁期に漁獲されたウニの平均値１１.４よ
りも明らかに高かった。
　過去３年間の結果を基に低温蓄養と天然水温
（地先海水）蓄養による可食個体の比率変化を図１
に示した。天然水温で蓄養したウニでは，７月初旬
までは０.８以上と高かったが，その後は急速に減少
して８月下旬には０.１以下となった。一方，低温蓄
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図１　海洋深層水を用いた低温蓄養における羅臼
産エゾバフンウニ可食率の変化

図２　餌料の違いが低温蓄養ウニの生殖巣の生化
学的性状に及ぼす影響
各群，５個体分の生殖巣を混合して試料とし
た。



養したウニでは７月初旬までは天然水温で蓄養し
たウニと同じ値であったが， ８月初旬では０.７以
上，８月下旬でも０.６以上と高い値を維持しており，
観光客がピークを迎える時期に上質のウニを供給
することが十分に可能であると考えられた。
　昨年の結果から，乾燥ワカメに比べて生のコン
ブを給餌した場合には，短期間に生殖巣の量的な
成長が起こることが明らかになった。このような
餌の違いが生殖巣の生化学的性状に及ぼす影響に
ついて，天然の漁場から採集されたウニと，本試
験で生コンブと乾燥ワカメを給餌したウニを対象
に調べた結果を図２に示した。グリコーゲン含量，
遊離アミノ酸総量，およびグルタミン酸含量では
生コンブを給餌したウニが最も高い値を示した。
また，グリシン含量では天然ウニよりも低いもの
の，生コンブを与えたウニの方が乾燥ワカメを与
えたものよりも高かった。
　蓄養したウニの市場性を評価するために，試験
終了時に観光客を対象にコンブ給餌した蓄養ウニ
を食べてもらい，「蓄養ウニはいつも食べている天
然ウニと違いますか？」という質問のアンケート
を行った。３９名の観光客から得た回答を図３に示
した。「天然ウニには及ばない」が３６%，「天然ウニ
と変わらない美味しさ」および「天然ウニより美
味しい」が計６４%であり，統計的な差はなかった
ことから，成熟制御処理を行っても味には影響し
ないことが示された。次に，水産関係者に「コン
ブを給餌したウニと乾燥ワカメを給餌したウニの
味は違いますか？」という質問について回答して
もらった。その結果，８９.５%が「味が異なる」であ

り，コンブ給餌の方が甘味と旨味があるという結
果となった。このことから，生コンブを与えるこ
とで呈味性が増すことが，生化学的性状だけでな
く官能試験でも確認された。
　最後に，ウニ１４,４００個（１,１５２kg）を９０日間蓄養
することにかかる経費と収益（ウニ販売による直
接効果）を試算した。経費として①ウニ仕入費，
②飼育人件費，③餌料費（間引きコンブを利用す
ることを想定して０円），④光熱・水道費，およ
び⑤深層水汲み上げ費を想定した。また，収益は
折ウニ単価（平成２２年羅臼漁業協同組合平均額）
と蓄養ウニ収穫量（全体重量に生残率，商品とな
る個体率，および平均生殖巣指数を乗じた値）か
ら販売金額を求めた。その結果，漁業者自身が蓄
養を行った場合には，収益/経費は２.４となった。
イ　高密度収容施設の形状等に係わるデータ収集
（ア）　高密度化に伴う身入り状況及び生化学的特
性の把握
　生殖巣指数は，６月の試験開始時には１２.７７であ
ったが，試験終了時には１４.０５～１４.８０と収容密度に
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図３　観光客による官能試験の結果
χ２検定：P値=０.０７２(>０.０５)

表１　収容密度別の蓄養終了時生殖巣指数（GI）
および生残率

図４　水産関係者による官能試験の結果
χ２検定：P 値=０.０００５７ (<０.０１)



よる影響は認められなかった（表１）。しかし，
変動係数は２倍区では２０.９５であったのに対して，
６倍区および８倍区では２５.１０～２５.７２と収容密度
の増加に伴い高くなった。
　開始時の組織学的観察に基づく熟度組成は，雄
では熟度２が５６%，熟度３が３７.５％で熟度４の個体
も僅かだが存在した。試験終了時には，熟度３の
個体が８８.７～１００%となり，その比率は収容密度と
は対応していなかった（図５）。一方，雌では開
始時は全て熟度２であったが，終了時には熟度２
と３の個体が合計で７５～１００%と高い割合いを占
めていた。また，熟度４の個体も４倍区２で２５%
と高かったが，４倍区１では０%であり，収容密度
による熟度組成の差は認められなかった。

　水分含量とグリコーゲン含量は雄では密度に関
係なかったが，雌では密度の増加に伴い水分含量
が増加し，グリコーゲン含量が低下する傾向が見
られた。しかし，生殖巣の水分含量とグリコーゲ
ン含量は熟度と関連することが知られており，今
回の結果からも熟度が進むにつれてグリコーゲン
含量が低下し，吸水により水分含量が増加してい
ることが分かった（図６）。抽出標本数が少ないた
め，高い密度区で成熟が進んだ個体が選択された
ことが，雌で収容密度と生化学的性状の間に関連
性が認められた原因と思われる。

（イ）ウニの付着部位選択に影響する要因の検討
　光源の位置を７段階に変えたが，コンテナ底部
で観測された光量子量は明部で５段階，暗部で４
段階となった。コンテナ底の明部で観測された光
量子量の変化に対応したウニの分布位置を遮光板
下にいた場合を暗部，遮光板の外にいた場合を明
部として図７に示した。
　光量子量が７.６６μMol/s/㎡以上では，全ての個
体は暗部（遮光板の陰）を選択して分布しており，
同じ光条件下で遮光板の位置を換えても移動して
同じ結果となった。しかし，光量子量が４.６７
μMol/s/㎡以下では暗部と明部に分布している
個体数に差はなくなった。この時の暗部の光量子
量は１.０４μMol/s/㎡であった。
　このことから，水槽内に均一にウニを分布させ
る上で，光条件としては遮光等で水槽内を暗くす
ることが有効と考える。
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図５　収容密度と熟度組成の関係

図６　エゾバフンウニ雌の熟度別グリコーゲン含
量と水分含量の関係

図７　光量子量とウニの分布位置の関係



（１）目的
　日本海沿岸海域でのえびかご漁業の必要経費総
額(H１９年度)は約２０億円で，そのうち人件費７億円
(３４.６%)，燃油費３億５千万円(１７.３%)，天然餌料費
用が約２億１千万円(９.１%)である。しかし，近年
の国際的重油価格の高騰と天然餌料価格や資材価
格等の上昇により漁業経営が圧迫され，漁業者の
廃業や休業が出現し，餌料費用を含めた経費削減
が大きな課題となっている。特に，餌としてスケ
トウダラ等の天然餌料は，ヨコエビ類等の競合生
物による食害が問題となっており，漁獲効率の低
下を招いている。このため，漁業現場からは天然
餌料より低コストで，耐食害性に優れ，漁労負担
が軽減できると同時に再使用が可能な人工餌料の
開発が切望されている。
　このような人工餌料を開発するにあたり，本事
業では，ホッコクアカエビの蝟集に有効な成分を
特定するため人工餌料を用いた蝟集実験を行った。
また，餌料に対するホッコクアカエビの蝟集行動
を定量化するための予備試験として，天然餌料（ス
ケトウダラ）を用いたホッコクアカエビの行動観
察を行った。

（２）経過の概要
ア　実験水槽による抽出・分離成分の蝟集効果試
験
　釧路水産試験場において，アルギン酸基材に，
スケトウダラ内臓のミンチ，同ミンチを遠心分離
により分離した水層分，油層分，固層分をそれぞ
れ混入したもの，および対照区としてアルギン酸
基材のみの計５種類の人工餌料を作成した。混入
成分の作成手順を図１に示す。人工餌料は冷凍の
まま４０gを切り出し，実験に用いた。
　実験設備の概要を図２に示す。冷却器
（ORION社製キャリクールLBP－１）を用いて約

６℃に冷却した濾過海水を，実験水路底面付近で
流速０.５cm/sの流れとなるよう注水量を調節し，掛
け流した。海水排水口付近にホッコクアカエビが
位置しているのを確認してから，海水注水口付近
に非金属製の固定具を用いて人工餌料を配置し，
実験を開始した。

　一回の実験は２４時間で，その間，１分間隔でデ
ジタルカメラによる写真撮影を行った。予備試験
から，フラッシュ点灯によりホッコクアカエビが
人工餌料から離れる，急に人工餌料を補足するな
どの異常行動は観察されなかったため，フラッシ
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７．漁家経営安定を推進するえびかご漁業用ロングライフ人工蝟集餌料製造
システムの開発（公募型研究費）

７．１　蝟集効果の検討

 担当者　資源増殖部　水産工学グループ　金田友紀　干川　裕
 共同研究者　資源管理部，釧路水産試験場加工利用部，
 　　　　　　工業試験場，余市郡漁業協同組合

図１　人工餌料の混入成分の調整方法

図２　人工餌料に対するホッコクアカエビの蝟集
実験装置の概要



ュ点灯によるホッコクアカエビの行動への影響は
ないと判断し，撮影時にはフラッシュを点灯させ
た。撮影した写真から行動解析ソフト（株式会社
ライブラリーMove-tr/２D ７.０）を用いて人工餌料
にホッコクアカエビが蝟集していた写真を抽出し，
その枚数から蝟集時間（枚数×１分）を求め，２４
時間に対する比率を求めた。それぞれの人工餌料
についてホッコクアカエビ８個体分（平均甲長
２９.６mm，S.D.０.９mm）の実験を行った。
イ　暗視装置による有効抽出・分離成分への蝟集
行動定量化試験
　実験装置の概要を図３に示す。水槽（２m×２
m）に水位約５０cmまで海水を満たし，エアレーシ
ョンを行うとともに，循環式濾過・調温を施して
水温を６℃とした。

　水槽全体を遮光環境としているが，まったく光
源がない場合，暗視カメラであっても撮影ができ
ないため，照明を点灯することとした。インバー
タ式卓上蛍光灯を赤色のセロファン紙で２重に覆
うことで赤色光とし，これを照明とした。セロフ
ァン紙の直前の平均光量子密度は５３μmol/s/㎡
で，これを水槽横の観察窓から水槽内へ照射した
ところ，水槽内の観測窓から２０cmの地点では，平
均光量子密度は２μmol/s/㎡まで減衰していた。
この光条件下で暗視カメラによる撮影で個体識別
が可能であり，ホッコクアカエビが光源に近寄る，
または光を避けるよな特異な行動は観察されなか
ったことから，光量子密度５３μmol/s/㎡（水中２
μmol/s/㎡）以下の照明は，エビの行動に影響を
及ぼさないと判断した。また，濾過・調温のため

の僅かな水の循環に対しても，特異な遊泳行動等
は観察されなかったことから，これについてもエ
ビの行動には影響を及ぼさないと判断した。
　上記の環境下の水槽中に，約２週間，無給餌で
蓄養したホッコクアカエビ５尾（平均甲長３０.２mm，
S.D.１.５mm）を投入し，１週間の馴致後，スケトウ
ダラの切り身（約８０g，冷凍）を水槽中央に配置
して，ホッコクアカエビの行動を暗視カメラによ
り１時間撮影した。撮影データは前出の行動解析
ソフトを用いて解析し，ホッコクアカエビの移動
軌跡，餌への蝟集行動開始時間，餌から蝟集行動
開始点までの距離を求めた。

（３）得られた結果
ア　実験水槽による抽出・分離成分の蝟集効果試
験
　蝟集実験の結果を図４に示す。人工餌料それぞ
れの蝟集時間比率の平均は，水層分１０.９％，油層
分３.４％，固層分５.０％，内臓のみ５.１％，対照区１.０％
であった。Kruskal-Wallis検定の結果，各人工餌料
間に有意な差は認められなかった(P=０.０６６)が，水
層分への蝟集時間比率がやや高い傾向を示した。

　さらに，釧路水産試験場において各人工餌料の
成分分析を行ったところ，水層分は遊離アミノ酸
が多いことがわかった（表１）。固層分および内臓
のみも，水層分に次いで遊離アミノ酸が多いこと
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図３　ホッコクアカエビの蝟集行動定量化実験装
置の概要

図４　各人工餌料にホッコクアカエビが蝟集して
いた時間の２４時間に対する比率
垂直線は標準偏差を示す。



から，人工餌料中の遊離アミノ酸量の多寡が，ホ
ッコクアカエビの蝟集に影響を及ぼす可能性が示
された。

イ　暗視装置による有効抽出・分離成分への蝟集
行動定量化試験
　５尾のホッコクアカエビにａ～ｅまでの記号を
付して識別し，実験結果の概要を図５に示す。餌
の着底直後に，餌から約３０cm離れた場所にいたａ
が餌に蝟集した。餌の着底から約３０秒後，餌から
約７０cm離れていたb（図５中，左上）が餌に蝟集
した。bはその後遊泳し，餌から２６cmの場所（図
５中，中央）から再び餌に蝟集した。この間，c，
dおよびeは餌から約１００cmの場所に定位していた。
このうちcが，餌の着底から約５分後に，餌から約
７５cmの場所（図５中，中央上部）に移動し，一旦
定位後，直ちに餌に蝟集した。残る２尾のうち，
ｅは餌から約８０cmの場所にまで遊泳するなどし
て餌に近づいたが，餌に蝟集しなかった。
　今回，全個体が自由に移動できる環境であった。
個体同士が接触しかけたのは，定位していたcと遊
泳していたbのみであった。その後，それぞれの
個体は移動，遊泳し，別の場所に定位してから，
餌料に蝟集した。このことから，蝟集に関する個
体間作用の影響はないと考えられる。
　今回の餌の種類，量に対して，餌から一定の距
離（約７５cm）より近い個体が蝟集行動を取った。
しかし，ｃおよびｅが同程度の距離に位置してい
ても行動に差がみられたことから，人工餌料を用
いた本実験では，複数の個体の平均値を取るなど，
個体差の影響を排除する必要がある。また今後は，
人工餌料の種類ごとに，重量，ホッコクアカエビ
と餌料間距離および蝟集までの経過時間から，人
工餌料の蝟集に有効な成分の拡散係数をまとめ，
有効範囲の定量化について検討する。
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表１　各人工餌料の成分分析結果

図５　ホッコクアカエビの移動軌跡と各行動開始
時の餌からの距離
a～eはホッコクアカエビの個体識別記号
を表す。記号横の数値は行動開始時の餌か
らの距離を示す。曲線は各個体の移動軌跡
を示す。中央の◆は餌の配置位置，○は蝟
集開始地点，□は定位地点を表す。



（１）目的
　アワビ類は，栽培漁業における最も重要な魚種
の一つに位置づけられ，人工種苗放流による資源
増殖対策が各地で展開されている。しかし，近年
の漁獲量は急速な減少傾向を示し，資源も低水準
で推移している。このため，磯焼け等の海洋環境
の変化に伴う天然資源の変動要因を明らかにする
とともに，親集団形成による資源回復を図るため
に，移殖・放流による資源添加の条件や長期的に
人工種苗の放流が行われている漁場への遺伝的影
響を解明する必要がある。そのため，本事業では
以下の２課題について取り組む。

ア　磯焼け海域における生態系の構造と機能の解
明
　磯焼けを呈しているエゾアワビ漁場において，
アワビ類の発育段階毎の分布様式を把握するとと
もに，低次生産者から一次消費者に至る食物網の
構造を明らかにするため，主要な底生動物を定量
的に採集し，磯焼け海域での生物群集の構造を把
握するとともに，得られた標本を東北区水産研究
所（以下東北水研）および東京大学海洋研究所が
実施する炭素・窒素安定同位体比分析および消化
管内容物の解析のための試料とする。
イ　親集団造成による個体群保全・資源回復手法
の開発
　減少したアワビ資源を回復させるための有力な
方法の一つとして，親集団の造成が考えられる。
本課題では，人工種苗が放流されているいくつか
のタイプの漁場において，放流貝がどのような繁
殖集団構造を形成するのかを解析することにより，
資源回復に有効と考えられる親集団の増強技術の
開発を進める。
　当水産試験場の担当する課題では，閉鎖的漁場

における親貝密度を高めた漁場での放流中止と禁
漁中止の影響，および開放的漁場における大型人
工種苗放流による再生産力の増強効果を把握する
ため，親貝と当歳貝密度の変化，放流貝および天
然貝の成熟状況を把握することを目的としている。
また，養殖研究所（以下養殖研）と共同で，遺伝
学的手法による周辺地域の繁殖集団構造と当歳貝
の起源集団を推定したデ－タを用いて，人工種苗
放流に基づいた親集団造成による個体群保全・資
源回復手法を検討する。

（２）経過の概要
ア　磯焼け海域における生態系の構造と機能の解
明
（ア）分布様式の解明：エゾアワビ，ウニ類およ
び海藻群落の分布様式の把握
　平成２２年７月１日に，図１に示した岩内町敷島
内沿岸の磯焼け海域（L１）と対照海域（L４：ホ
ソメコンブ群落）および赤池他（２００２）がホソメ
コンブ群落として報告している野束川河口の岩内
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８．再生産力の向上を目的としたアワビ類の資源管理・増殖技術の開発（公
募型研究費）

 担当者　資源増殖部　水産工学グループ　干川　裕　金田友紀　櫻井　泉
 協力機関　（独）水産総合研究センター東北区水産研究所　養殖研究所
 　　　　　　東京大学大気海洋研究所　後志南部地区水産技術普及指導所
 　　　　　　檜山南部地区水産技術普及指導所　小樽市漁業協同組合
 　　　　　　岩内郡漁業協同組合　ひやま漁業協同組合　岩内町　上ノ国町

図１　各調査海域と岩内町敷島内における調査ラ
イン設置場所
①小樽市，②岩内町，③上ノ国町，④豊浦町



港側に設定したL５で，海岸線に直向する方向に
長さ１００mの調査線を敷設し，調査線に沿って幅１
m×長さ５m毎に発見したアワビとウニ類の個体
数と，海藻が生育している場合は被度を記録した。
（イ）食性・種間関係の解明：ベントス群集の種
組成および重量組成の把握
　平成２２年７月１日にはL１,L４およびL５の浅所
と深所で各５㎡を，９月１４日と１１月１９日にはL１と
L４の浅所と深所に２m×２m（４㎡）の採集場所
を各２カ所設定して計８㎡を対象に，１㎡毎に大型
ベントスと各１㎡枠内で１/４㎡の小型ベントス
と海藻を徒手で採集した。これらの採集物は種類
毎に動物の場合は個体数と大きさ（殻長等と湿重
量）を，海藻類の場合は湿重量を測定した。また，
ホソメコンブやワカメ等の大型褐藻類は本数も計
数した。
　また，殻長１～９cmのエゾアワビをL１とL４
の岸側で採集して，小型個体は全体を，大型個体
は口器周辺部位を切り出して安定同位体比分析用
標本とした。
　ホソメコンブは先端，中央，基部から小片を切
り出し，安定同位体比分析に供するために，前述
の底生動物標本とともに－２０℃で凍結後に東北水
研に送付した。
イ　親集団造成による個体群保全・資源回復手法
の開発
（ア）親貝密度・成熟過程調査・新規加入量調査
a　閉鎖的漁場（小樽市）
　小樽市忍路湾に設定し，平成１４年から放流と禁
漁を続けていた試験区を平成１９年１０月に開放して
漁獲を行った。産卵期の親貝密度を調べるために，
禁漁区開放後も同じ定点でベルトトランセクト法
によりエゾアワビの分布状況を調べた。また，平
成２２年１２月に忍路湾内で漁獲されたエゾアワビに
ついて放流貝の占める割合を調べた。さらに，１０
月２５日と１１月８日，および平成２３年１月１９日には
試験区内および試験区周辺の定点で当歳稚貝を対
象とした採集調査を実施した。
b　開放的漁場（岩内町）
　９月１４日に，図１に示した放流区内にL２とL３
の２本の調査線を敷設して，アワビとウニ類の生
息密度についてアの分布様式の解明と同じ方法で
調べた。同日に放流区内で，放流貝と天然貝の親
貝集団組成と生殖巣指数を調査した。１１月１８日に

放流区とL１およびL４で各１０㎡を対象に当歳貝
の密度調査を実施した。
c　 開放的養殖場（上ノ国町）
　８月５日に上ノ国町原歌地区の沿岸でDNAマ
ーカーによる親子判別のために，平成２０年に生ま
れた２歳貝を潜水で採集した。
d　移殖による親集団造成事例漁場（豊浦町）
　殻長４０mmの大型種苗を事業規模で放流してい
る豊浦町において，共同研究機関の養殖研が放流
貝の再生産効果を検討するために漁獲物を買い上
げ，親貝の遺伝解析を行っている。この調査と対
応した遺伝解析用の当歳貝を採集するために，８月
１６日に石詰めコレクター５個を豊浦町礼文漁港近
傍のコンブ群落内に沈設し，１０月１日に回収した。
また，回収時に補足的に潜水により当歳貝の採集
を行った。
（イ）親集団造成
　７月６日に平均殻長７０.２mmの大型人工種苗を
岩内町の開放的漁場に３,０００個体放流し，親集団を
造成した。放流時に放流貝７５個体からDNA分析
用筋肉標本を採取した。
ウ　繁殖特性の解明
　磯焼けがエゾアワビの再生産に及ぼす影響を検
討するために，平成２２年度は９月の成熟状況につ
いて外観の生殖巣指数をL１～４で比較した。ま
た，秋の餌料海藻が少なくなる時期に，下記の式
により肥満度を求めてL１とL４で比較した。

肥満度＝軟体部湿重量/殻長３×１０００

（３）得られた成果
ア　磯焼け海域における生態系の構造と機能の解
明
（ア）分布様式の解明
　７月１日に行ったL１，L４およびL５の分布様式
調査結果を図２に示した。L１では沖出し１００mで
水深が５mに達するが，同じ距離でもL４では
３.８m，L５では２.２mと遠浅になっていた。海藻類
の分布では，L４とL５の岸寄りにホソメコンブが
認められたが，L１では紅藻類であった。沖側は
各調査線とも紅藻類やケウルシグサなどが生育し
ていた。ウニ類はL１で最も多く，L５では僅かに
分布しており，L１ではキタムラサキウニの密度
が１０個/㎡を超える地点もあった。エゾアワビは
L１とL４に分布しており，L４ではホソメコンブ
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群落で殻長３cm以上の貝が多く生息していた。
一方，岸側にホソメコンブ群落が形成されていた
L５ではエゾアワビは確認されなかった。
（イ）食性・種間関係の解明
　各時期の海藻繁茂状況を図３に示した。７月に
は分布様式調査の結果と同様に，L４とL５では岸
寄りに６.４kg/㎡以上のホソメコンブが生育してい
たが，L４では９月には２.８kg/㎡になり，１１月には
０.１kg/㎡まで減少した。ベントスの密度は，７月に
はL１の沖側で高く岸側で低かったが，L４とL５
では海藻が多い岸側で密度が高く，沖側で低い傾

向にあった（図４）。９月と１１月は場所による差が
小さかった。主なベントスは７月ではヒザラガイ
類と巻貝類であったが，１１月にはカサガイ類の密
度が高くなった。７月のベントスの生息量は，L
４の沖側でキタムラサキウニが１１０g/㎡であった
以外は巻貝類とヒトデ類が多かった（図５）。９月
と１１月には磯焼けを呈しているL１でキタムラサ
キウニが増加し，１１月のL１岸側では３２４g/㎡であ
った。また，１１月にホソメコンブが残っていたL
４の岸側では，エゾアワビとエゾバフンウニの生
息量が７５g/㎡および２１０g/㎡と多かった。
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図２　平成２２年７月１日に実施した分布様式調査の結果
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図３　磯焼け海域（L１）と対照海域（L４）の海
藻繁茂状況

図４　磯焼け海域と対照海域のベントス密度



イ　北海道における親集団造成による個体群保全
・資源回復手法の開発
（ア）親貝密度・成熟過程調査・新規加入量調査
a　閉鎖的漁場（小樽市）
　閉鎖的漁場の小樽市忍路湾では，放流を中止し
てから３年が経過しており，産卵時期の親貝密度
は放流前と同程度の０.０６個体/㎡まで低下してい
た（図６）。また，僅かだが試験区内に放流貝が
残っていることが確認された。産卵期（８月から
１０月）の親貝密度の増減に対応して当歳貝密度は
変化しており，秋の当歳貝密度の間には有意な相
関関係が認められた（図７，rs=０.８３０３，p<０.０１）。
しかし，親貝密度と冬の当歳貝密度の間には有意
な相関関係は認められなかった（rs=０.5151，
p>０.０５）。
　１２月にかけて忍路湾内で漁獲されたエゾアワビ
に占める放流貝の割合は８.１％であり，試験区から
移動した放流貝が湾内にまだ残っていることが確
認された。
b　開放的漁場（岩内町）
　９月１４日の放流区における親貝密度は，L２で
０.１２個体/㎡，L３で０.０８個体/㎡であった（図８）。
この値は７月１日に調べたL１およびL４の密度
と同程度かやや高かった。また， L２とL３を合
わせた場合の親貝密度に占める放流貝の割合は
６５％と高かった。しかし，その数値は小樽市忍路
で実施した放流試験の最大親貝密度（１.２８個体

/㎡）に比べると１/１０以下であり，３年間の放流区
内密度は，平成２０年１０月３１日が０.２個体/㎡，平成
２１年９月１７日が０.０６個体/㎡であり，重ね放流によ
る密度の増加は認められなかった。この理由とし
ては，忍路湾の放流区が沖側は岸から４０mほどで
砂底になり移動方向が海岸線に沿った方向だけで
あったのに対して，岩内町の放流区では沖側は転
石帯が続いており移動する個体の割合が高いこと
が考えられる。
c　開放的養殖場（上ノ国町）
　開放的養殖場がある上ノ国町で８月５日に２歳
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図５　磯焼け海域と対照海域のベントス生息量

図６　小樽市忍路の放流試験区における産卵期親
貝密度の推移

図７　産卵期親貝密度と当歳貝密度の関係
rs:Spearmanの順位相関係数

図８　岩内町沿岸における殻長６０mm以上のエゾ
アワビ生息密度
L１，４および５は７月１日の結果を引用



貝の採集を行った結果，殻長５０mm以下の計６２個
体のうち，２歳貝と思われる個体は４２個体（平均
殻長３７.１mm，SD３.１８）であった。平成２０年から３
年かけて遺伝解析に必要な約６０個体を確保するこ
とができた。
d　移殖による親集団造成事例漁場（豊浦町）
　平成２２年１０月１日に回収した石詰めコレクター
に付着していた稚貝の殻長は最小で０.７mm，最大
で６.８mmであり，平均付着数は６.６個体/コレクタ
ーであった。潜水採集と合わせると７２個体の当歳
貝が採集された（図９）。平成２１年１１月１０日に潜水
による稚貝採集を行ったが，その時には殻長
１８.６mmの１歳貝が１個体採集されただけであっ
た。日本海沿岸では変動しながらも毎年当歳貝を
採集することが可能であるが，豊浦町沿岸では当
歳貝量の年変動が大きい可能性が考えられる。噴
火湾においてエゾアワビの親集団が形成されてい
る場所が長万部町静狩から豊浦町礼文の狭い範囲
であるため，そこで生まれた浮遊幼生が同海域に
着底できるか否かは，浮遊期の沿岸流などの影響
が大きいと思われる。
　イの調査で採集された親貝および稚貝のDNA
分析用標本は養殖研究所に送付し，親子関係の検
討や養殖貝および放流貝が加入群に及ぼす影響の
解明に供する。
ウ　繁殖特性の解明
　岩内町敷島内沿岸でエゾアワビの産卵時期にあ
たる９月に磯焼け海域と対象海域およびその中間
に位置する放流区で採集した殻長６０mm以上の個
体について生殖巣指数を調べた結果を図１０に示し
た。生殖巣指数（GI）が１の個体が多いことは各
海域で同様であった。

　また，産卵が可能となるGI=２以上の個体の割
合は，磯焼け海域のL１で高かったが，生殖巣が
量的に発達したGI３の個体は海藻が多いL４で観
察されただけであった。L２－３へ放流した貝で
はGI=２以上の個体は全く含まれていなかったが，
これは７月６日の放流時にすでにGI２以上の個
体が２６.７％であり，GI=３の個体も８.３％いたこと
からすでに産卵を行った可能性が考えられる。
　岩内町敷島内沿岸では，１１月になるとエゾアワ
ビの餌料となるホソメコンブなどの褐藻類は対照
海域であるL４の岸側にわずかに生育しているだ
けであった（図３）。この時期にL１とL４の岸側
と沖側で採集したエゾアワビの肥満度を調べた結
果，L１では岸側と沖側とも０.０７８であり，L４でも
岸側で０.０８２，沖側で０.０８１とほぼ同じ値であった。
また，L１とL４の間でも違いはなかった。このこ
とは，各採集地点の餌料環境には，エゾアワビの
肥満度に差が出るほどの違いがない可能性が考え
られる。

（４）文　献
　赤池章一，津田藤典，桑原久実（２００２）：北海
道岩内沿岸における天然コンブ群落の形成と維持．
北水試研報　６３，４１－５４．
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図１０　２０１０年９月に岩内町敷島内で採集されたエ
ゾアワビの成熟状況

図９　石詰コレクターと潜水により採集された当
歳貝の殻長組成



（１）目的
　全国的なアサリ漁獲量の減少については，埋立
による生息場の減少，幼生ネットワークの崩壊，
乱獲，食害，秋季～冬季における波浪によるアサ
リの減耗，成長不良や成熟不良が主要な要因とし
て挙げられている。また，北海道ではアサリ漁獲
量は安定しているものの，一部の漁場において成
長不良が問題となっている。こうした生息場の減
少や成長・成熟不良等は母貝場の再生産機能の喪
失や低下に起因すると考えられ，その回復により
産卵量の底上げが期待できる。しかし，母貝場と
しての機能を評価するための手法や基準はなく，
具体的な機能回復手法も開発されていない状況に
ある。このため，海洋環境を詳細に把握し，アサ
リの再生産能力に対する場の評価手法の開発や基
準の策定を行うとともに，母貝場の機能回復手法
の開発が課題となっている。
　そこで本研究では，母貝となるアサリの成熟・
産卵といった再生産能力とクロロフィルフラック
スを中心とした環境指標との関係を評価するため，
現場試験および室内実験を実施し，成熟・産卵に
対する制限要因の特定と成熟・産卵を確保できる
基準の策定を目的とする。また，これらの指標を
目安として，既存の母貝場における機能向上を図
るための環境改善対策の提案や新たな母貝場の創
出技術の開発を目指す。

（２）　経過の概要
ア　アサリ篭飼育試験
　平成２２年７月１３日に北海道サロマ湖赤川地区に
造成された２つのアサリ増殖場（第１工区と第４
工区）において，プラスチック製蓋付篭（縦５１×
横３２×高さ２７㎝，底面積０.１６㎡）を各々３個ずつ，
埋設した（図１）。各篭には第３工区と第４工区の
間の岸側で採取した平均殻長３５.９～３６.８㎜のアサ
リを個体標識し，３０個体／０.１６㎡の密度で収容し
た。８月１０日，９月７日および１０月２８日に，それ

ぞれ各工区の篭１個からアサリをすべて回収し，
生残個体数を計数するとともに，殻長，殻高，殻
幅，全重量および軟体部湿重量を測定し，肥満度
を軟体部湿重量（g）／（殻長（㎝）×殻高（㎝）
×殻幅（㎝））×１００の式により算出した。測定後
のアサリは，グリコーゲン含量および安定同位体
比の測定ならびに生殖腺および消化管内の珪藻組
成の観察に供した。グリコーゲン含量は，後部閉
殻筋を凍結保存の後，一部改変したフェノール硫
酸法で測定した（１４個体／篭）。安定同位体比は，
アサリ軟体部全体を凍結保存の後，元素分析計で
測 定 し た（６ 個 体 ／ 篭）。生 殖 腺 の 観 察
は， Davidson液で一晩固定して７０％エタノール
で保存したアサリ軟体部の中央部を，常法により
パラフィン包埋して，５μm厚の切片を作成し，ヘ
マトキシリン・エオシン染色後，光学顕微鏡にて
行った（１４個体／篭）。消化管内の珪藻組成の観察
は，消化管内容物を５％グルタルアルデヒド海水
で固定後，光学顕微鏡および走査型電子顕微鏡に
て行った（６個体／篭）。
　また，７月から１１月まで月１回，第１工区に埋

－183－

平成２２年度　事業報告書　中央水試（２０１２）

９．漁場生産力の有効活用によるアサリ母貝場造成および新規創出技術開発
（受託研究費）

担当者　資源増殖部　水産工学グループ　秦　安史　櫻井　泉　　
共同研究機関　中央水産研究所　北海道区水産研究所　東京海洋大学

図１　調査地点



設した篭周辺においてアサリ２０個体を採集し（以
下，基準標本と称す），篭飼育したアサリと同様
の処理を行った。
イ　環境調査
　第１工区と第４工区に埋設した篭の近傍に，自
記式の流向流速計（アレック社製INFINITY－EM），
クロロフィル濁度計（アレック社製INFINITY－
CLW），水温塩分計（アレック社製COMPACT－
CT）をそれぞれ設置し，７月１３日から１１月２４日ま
で自動観測を行った。また，７月から１１月まで月１
回，各工区の篭近傍において，満潮時にポンプで
海底から約１㎝の高さの海底直上水を，干潮時に
ヘラと直径３㎝のシリンジで数㎜厚の底泥および
１㎝厚の底泥を採取し，直上水と底泥のクロロフ
ィルa濃度および安定同位体比を分析した。直上
水と底泥のクロロフィルa濃度は，直上水１００mLを
吸引濾過したガラス繊維濾紙（ワットマンGF／
F）および底泥１～２gから，それぞれジメチルホ
ルムアミド１０mLでクロロフィルaを抽出し，蛍光
光度計で測定した。直上水と底泥の安定同位体比
は，直上水２Ｌを吸引濾過したガラス繊維濾紙（ワ
ットマンGF／F）およびシリンジ採取した底泥を，
それぞれ元素分析計で測定した。

（３）得られた結果
ア　アサリ篭飼育試験
　試験期間中のアサリの生残率は９０％以上で，工
区間に大きな差異はなかった（図２）。アサリの殻
長の増加量，肥満度およびグリコーゲン含量は，
９月の肥満度とグリコーゲン含量を除き，第１工
区のほうが第４工区に比べて有意に大きかった
（p＜ ０.０５）（図３，４および５）。９月の肥満度とグリ
コーゲン含量で工区間に有意差がなかったのは，
後述のように，９月が産卵期で，産卵によるエネ
ルギー消費のためと推察された。 
　１０月に採集されたアサリ消化管内容物中の珪藻
の種組成には，場所間による大きな差異は認めら
れなかった（表１）。また，浮遊性珪藻はほとん
ど確認されず，付着性珪藻が大部分を占めていた。
　アサリの生殖腺の発達状況を雌雄ともに６段階
に区別し，その組成を雌雄別に図６および７に示
した。生殖腺の発達状況には，雌雄とも場所によ
る大きな差異はみられなかった。第４工区の雄を
除き，８月と９月に放卵・放精期に当たる放出期

がみられたことと，１０月になると生殖腺により雌
雄の判別できない割合が増えていたことから，８～
９月が産卵期であったと推察された。
　基準標本の肥満度やグリコーゲン含量は１０月に
最も低下しており，９月に最も低下した第１工区の
篭飼育アサリと異なった変化を示した（図８およ
び９）。
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図２　篭飼育アサリの生残率
■：第１工区　□：第４工区

図３　篭飼育アサリの殻長の増加量
■：第１工区　□：第４工区

＊：Mann-Whitney's U test, p<０.０５

図４　篭飼育アサリの肥満度
■：第１工区　□：第４工区

＊：Mann-Whitney's U test, p<０.０５
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図５　篭飼育アサリのグリコーゲン含量
■：第１工区　□：第４工区

＊：Mann-Whitney's U test, p<０.０５

図６　生殖腺の観察結果(♂)

表１　消化管内珪藻の出現頻度（１０月２８日分のみ）

図７　生殖腺の観察結果(♀)



イ　環境調査
　流速，クロロフィルa濃度，水温および塩分の連
続測定結果をそれぞれ図１０，１１，１２および１３に，
測定期間中の平均値を表２に示した。水温と塩分
の平均値には工区間で大きな差異はなかったが，
平均流速は第１工区のほうが第４工区に比べて
１.９倍, クロロフィルa濃度は第４工区のほうが第
１工区に比べて１.４倍高かった。
　海水および底質のクロロフィルa濃度は，ともに
工区間で２倍以上の差がみられる月もあったが，
調査期間中の平均値は，海水が第１工区で１.４μ
g/L，第４工区で１.３μg/L，底質が第１工区で
６６.９mg/㎡，第４工区で７５.４ mg/㎡であり，工区
間に大きな差異はなかった（図１４および１５）。
　アサリ，海水および底質の炭素・窒素安定同位
体比の分析結果を図１６に示した。海水の炭素安定
同位体比を除き，炭素・窒素安定同位体比は場所
間で明瞭な差異はなかった。
ウ　まとめ
　アサリ篭飼育試験において，アサリの成長等は
第１工区のほうが第４工区に比べて良好であった。
そこで，この要因を検討するため，第１工区と第
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図８　基準標本の肥満度

図９　基準標本のグリコーゲン含量

図１０　流速の連続測定結果

図１１　クロロフィルa濃度の連続測定結果

図１２　水温の連続測定結果



４工区で最も異なった環境因子である流速の測定
結果を用いて飼育試験期間中のクロロフィルフラ
ックス（流速×クロロフィルa濃度）を算出し，ア
サリの殻長増加量との関係を検討した（図１７）。そ

の結果，殻長の増加量とクロロフィルフラックス
の間には強い相関が認められ（r=０.９４，p＜０.０５），
アサリの成長を評価する指標としてクロロフィル
フラックスが有効であることが示唆された。
　今後は，第１工区での篭飼育アサリと基準標本
の間で肥満度やグリコーゲン含量が異なった変化
を示したことから，アサリの成長等に対する籠飼
育の影響を検討するとともに，アサリの成長量と
クロロフィルフラックスとの関係の定式化を図る。
また，アサリの抱卵量と環境指標との関係を明ら
かにし，本種の成熟に対する制限要因の特定を試
みる予定である。
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図１３　塩分の連続測定結果
表２　流速，クロロフィルa濃度，水温および塩

分の平均値

図１４　干潟直上水のクロロフィルa濃度
■：第１工区　□：第４工区

図１５　底質のクロロフィルa濃度
■：第１工区　□：第４工区

図１６　アサリ，海水および底質の炭素と窒素の安
定同位体比(分析中の試料あり) 
δ１３Cおよびδ１５N＝｛（R試料／R標準）－１｝×１０００（‰）

R＝１３C／１２Cおよび１５N／１４N（１３C，１２C，１５N，１４Nは安

定同位体）

R試料は測定試料の比率，R標準／国際標準物質の比率

図１７　アサリの殻長増加量とクロロフィルフラッ
クスの関係
■：第１工区　□：第４工区



（１）目的
　北海道のアサリ造成漁場では，稚貝は発生する
ものの成長が遅い場所や，成長は速いものの稚貝
発生が乏しい場所が同一漁場内に散見される。こ
うした漁場では，稚貝供給場と成育場を区分する
ことにより，アサリ生産の最適化が可能と考えら
れる。一方，中央水試では，波･流れにより移送さ
れるアサリ稚貝をホタテ貝殻の散布によって漁場
に集積させる技術をサロマ湖アサリ造成漁場にお
いて開発したが，その後，地元漁協から貝殻散布
により集積させた貝を成長適地に放流し，効果的
に漁獲するための技術開発が要望されていた。
　そこで本研究では，サロマ湖赤川地区アサリ造
成漁場を対象に，成長が遅い場所やホタテ貝殻を
散布した場所に集積したアサリ稚貝の放流先とし
て，成長に適するとともに波･流れによる減耗の危
険性が低い成育場を選定する。また，稚貝の放流
試験を実施し，稚貝成育場選定の妥当性を検証す
るとともに，成育場選定から稚貝回収・放流を経
て漁獲に至る工程をゾーニング手法として体系化
することを目的とする（図１）。
　なお，昨年度は，アサリの成長に適した場所を

ケージ試験によって明らかにするとともに，波・
流れによる減耗の危険性が低い場所を海底面の安
定性評価によって評価することにより，アサリの
成育場に適した放流先を選定した。また，サロマ
湖第２湖口および貝殻散布漁場に集積したアサリ
稚貝の生息状況を把握した。本年度は，第２湖口
に集積した稚貝を効率的に採集する手法を検討す
るとともに，稚貝放流と追跡調査を通して成育場
選定の妥当性を検証した。

（２）　経過の概要
ア　稚貝採集方法の検討
　昨年度の調査において，サロマ湖第２湖口南東
側の入江部１.４haの範囲内に殻長１０mm前後のアサ
リ稚貝が最大１３,０００個体/m２の密度で生息してい
ることが判明するとともに，これらは成長するこ
となく死滅することが示唆された。本年度は，こ
れらの稚貝を成育適地に放流するため，４月２０日に
ウニ除去用の吸引ポンプ（水産工学研究所所有）
を用いた稚貝採集を行った。
　得られた採集物については，重量を計測した後
に二分し，後述の放流に供した。また，採集物か
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10．湾･内海スケールでのアサリ稚貝の自給と干潟ゾーニングによる生産増
大システムの開発（受託研究費）

担当者　資源増殖部　水産工学グループ　櫻井　泉　秦　安史

図１　ゾーニング手法導入によるサロマ湖赤川地区アサリ漁業のイメージ



ら一部を抽出し，アサリ稚貝を選別した後，総重
量，個体数および殻長を計測し，これらを基に採
集した稚貝の総重量，個体数および放流数を推定
した。
イ　成育場選定の妥当性検証
　昨年度のケージ試験および海底面の安定性評価
の結果，アサリ稚貝の成長と生残に適した成育場
は第１工区沖側であることが明らかとなった。ま
た，第４工区岸側は稚貝の生残に不適であること
も予測された。本年度は，成育場選定の妥当性を
検証するため，第１工区沖側と第４工区岸側に
２５m２の区画を設定し，各々に第２湖口で採集され
たアサリ稚貝を半数ずつ放流した後，これらの成
長と生残を追跡調査した。
　放流は４月２０日に実施し，その後４月２１日，７
月１３日，９月７日および１１月２５日に各工区５回の枠
取り採集（０.０４m２，ランダムに配置）を行った。
採集されたアサリについては，個体数と殻長を計
測した。

（３）　得られた結果
ア　稚貝採集方法の検討
　面積約５０m２の範囲において約３時間の採集作
業を行った結果，アサリ稚貝を含む総重量３９１.５kg
の採集物が得られた。このうち２３kgの抽出サン
プルから推定された稚貝の総重量および個体数は，
それぞれ１５.７kgおよび３６,０８９個体であった。また，
稚貝の平均殻長は１２mmであり，殻長６～８mmに
モードを持つ２～２６mmの群で占められることが
示された。
　なお，採集物総重量に対する稚貝総重量は４％
と低く，砂礫や貝殻の混入が多かったことが採集
効率を低下させる原因と推察された。このため，
吸引ポンプを用いて採集作業を行う際には，稚貝
と混入物を分離する工夫をポンプ内に施すか，砂
礫や貝殻が少ない場所で実施するなどの配慮が必
要と考えられた。
イ　成育場選定の妥当性検証
　第１工区および第４工区に放流された稚貝の個
体数は，それぞれ約１９,０００個体（３０.２個体/０.０４m２）
および約１７,０００個体（２７.５個体/０.０４m２）と推定さ
れた。また，放流前および放流後の枠取り採集か
ら求めた稚貝の密度は，第１工区がそれぞれ３.８個
体/０.０４m２および３１.６個体/０.０４m２，第４工区がそれ

ぞれ８.６個体/０.０４m２および３７.０個体/０.０４m２であっ
たことから，放流数の推定値が妥当であるととも
に，両工区ともほぼ均一に稚貝を放流できたこと
が示唆された。
　追跡調査時のサンプル中には両工区とも放流後
に移入したと推察される前年発生稚貝が混入して
いたので，成長量および生残率の評価では殻長組
成に基づいて混入稚貝を分離・除外した。その結
果，放流後７か月間の成長量および生残率は，第
１工区のほうが第４工区よりもそれぞれ１.３倍お
よび４.１倍高い値となり（図２および図３），昨年
度に実施した成育場選定が妥当であったことを裏
付けた。
　今後は，追跡調査とともに漁獲試験を実施し，
漁獲量，漁獲高および漁獲努力量に基づいてアサ
リ漁場のゾーニング利用の有効性について検討す
る予定である。
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図２　放流したアサリ稚貝の殻長
　　　　●：第１工区，○：第４工区

図３　放流したアサリ稚貝の生残率
　　　●：第１工区，○：第４工区

 



（１）目的
　道産ホッケは毎年１５万トン前後の安定した生産
があるが，すり身や餌料としての低次利用が主体
なため，魚価が低い（９１年～０９年平均：４７円/kg）。
本研究では，道産ホッケの用途に応じた安全・安
心・高品質化技術の開発や新しい加工技術を用い
た高次加工品開発を通して，道産ホッケの加工仕
向けの改善や用途拡大などの高付加価値化を図り，
漁業から加工・流通までの関連する食産業の活性
化を支援する。

（２）経過の概要
ア　市場ニーズの情報収集
　道産ホッケの漁業から加工・流通までのフード
チェーンに関する国内外の市場ニーズを調査する
と共に，高付加価値化のための技術開発戦略を策
定する。今年度は北海道漁業協同組合連合会（道
ぎょれん），北海道機船漁業協同組合連合会（道
機船連）及びシーネット小樽機船有限責任事業組
合等からホッケ加工品製造における寄生虫除去や
魚臭対策，高品質化等の取り組み状況について聞
き取り調査を行った。
イ　寄生虫分布・動態調査
　健康危害や異物クレーム等で問題となる寄生虫
混入リスクを低下させ，安全で安心な道産ホッケ
製品の開発を目的に，北海道周辺で漁獲されるホ
ッケの寄生虫について，海域や漁獲時期，魚体サ
イズによる漁獲物への寄生状況や漁獲後の体内で
の移動状況を把握する。

　平成２２年１１月に日本海，道東太平洋，オホーツ
ク海のホッケを試料として，海域別での寄生虫分
布調査を実施した。調査試料数は日本海が３０尾，
他の海域が４０尾で，個体別に筋肉と各内臓部位に
分けた後，それぞれの部位に寄生するアニサキス
（Anisakis sp.幼虫）とシュードテラノーバ
（Terranova sp. 幼虫，以下テラノーバと記載）を
測定した。

（３）得られた結果
ア　市場ニーズの情報収集
　ホッケ加工品製造における各企業の取り組み状
況を表１に示した。寄生虫除去は各企業とも，頭
部や内臓等の前処理と一緒に行っており，特別な
キャンドリングは実施していなかった。魚臭対策
では，漁獲直後からの鮮度管理に加え，鮮度程度
によりフィレー原料からすり身原料へと仕分けし
ている企業もみられた。また，高品質化では製品
の脂質含量や魚体サイズのバラツキを少なくする
ため，ホッケの漁獲海域や漁期を限定して原料と
している企業があった。
イ　寄生虫分布・動態調査
　海域別の寄生虫分布調査では，各海域とも６～
９割の個体に寄生虫を確認した。寄生虫の種類で
は，アニサキスは海域や漁期に関わらず内臓部位
への寄生率が高かった。テラノーバはアニサキス
に比べて，魚体への寄生率は低い値であったが，
そのほとんどは筋肉部位への寄生であった。
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Ⅲ　加工利用部所管事業
１．北海道の総合力を活かした付加価値向上による食産業活性化の推進（道
産魚貝類の高付加価値化技術の開発）（戦略研究費）

担当者　加工利用部　加工利用グループ　蛯谷幸司　武田忠明　菅原　玲　今村琢磨

表１　ホッケ加工品製造における各企業の取り組み状況
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２．環境ストレスがホタテガイの活力に与える影響の解明（職員研究奨励費）

担当者　加工利用部　加工利用グループ　武田忠明
資源増殖部　水産工学グループ　櫻井　泉

（１）目的
　北海道サロマ湖などでは，ホタテガイの大量へ
い死が度々発生している。その要因は，未解明で
あるが，生息環境の変動によるストレスが，その
一因と考えられている。本研究では，この手がか
りを得るため，ホタテガイを各種環境条件下で飼
育し，その活力低下と生体内エネルギー成分の関
係を明らかにすることを目的とした。

（２）経過の概要
（ア）分析材料及び方法
　小樽海域で２０１０年１１月に漁獲されたホタテガイ
（２年貝）を以下の試験に供した。①高水温飼育：
水温１３℃を対照区とし，試験区は１３℃～２５℃まで
徐々に昇温（１℃/週）飼育した。②低溶存酸素濃
度飼育：飼育水の溶存酸素濃度約６ppmを対照区
とし，試験区は０.５～１.５ppm及び２～３ppmに設定
し，水温１３℃にて各々３日及び６日間飼育した。
③振動流飼育：振動流発生水槽を用い，振動流速
３０cm/sにて，水温１３℃で４２日間飼育した。④カオ
リン添加飼育：カオリンを１０ppm及び１０００ppm添
加・懸濁させ，水温１３℃にて２１日間飼育した。各
試験の活力及び生体内エネルギー成分（貝柱の
ATP及びアルギニンリン酸（以下ArgPと略記））
を経時的に測定した。活力の評価は，外套膜を針
で刺激した時の閉殻反応の敏捷度合いにより判定
した。

（３）得られた結果
　高水温飼育では，水温２５℃で２日目から活力低
下が認められた。この活力低下に先行し，ArgPは
２２℃から，ATPは２４℃から有意な減少が始まり，
両者の濃度には，活力低下に伴う相関が認められ
た。低溶存酸素濃度飼育においても，活力低下に
先行したArgP及びATPの減少が認められた。一
方，振動流及びカオリン添加飼育では，飼育７日
以降にArgPが初期値より３０%～４０%減少したが，
ATPや活力は維持されており，活力への影響は小

さいことが明らかとなった。以上の結果から，ホ
タテガイ貝柱のArgP量およびATP量の変化は，
へい死に至る活力低下の予測指標となり得ること
が示唆された。

（４）残された課題
　高水温，低酸素，振動流などを組み合わせた複
合要因による影響について検討を進めたい。

　なお，本研究の成果は，H２３年度日本水産学会
秋季大会にて公表した。



（１）目的
　チヂミコンブの養殖技術の開発と連携し，フコ
イダンなど機能性成分の基礎的データの蓄積を図
り，チヂミコンブの成分的優位性を明らかにする
とともに，地域特産品としての知名度の向上や販
路拡大を図る。

（２）経過の概要
　昨年度は，天然（２年）チヂミコンブのフコイ
ダン含量について，採取月による違いや，産地に
よる違いは殆どみられなかったこと，４～８月に採
取した養殖チヂミコンブの月別フコイダン含量に
ついて，２年養殖では４～８月とも天然と同程度で
あり，促成（１年）養殖でも６～８月では天然と
同程度となることを明らかとした。そして，夏季
産のチヂミコンブのフコイダン含量は天然及び養
殖とも，道北産のリシリコンブ，スジメ及びフシ
スジモクより高めであることがわかった。また，
チヂミコンブを含めたこれらの海藻の一般成分含
量についても明らかとした。
　今年度は，チヂミコンブの漁業現場からその促
成養殖技術開発が強く望まれていることを踏まえ，
昨年度と同様に，促成（１年）養殖チヂミコンブ
の月別フコイダン含量を天然チヂミコンブ（２年）
と比較した。さらに，２年養殖チヂミコンブのフコ
イダン含量について，養殖密度別の比較を行った。
また，夏季産チヂミコンブのフコース含量の他海
藻との比較や，各海藻の一般成分含量の測定も行
った。
　ところで，海藻のフコイダン含量は昨年度まで，
海藻試料中のフコース含量に係数１.６９８（ガゴメフ
コイダン１単位とフコースの分子量の比率）を乗
じて算出していた。しかし，その換算係数が海藻
の種類により異なることが懸念されたため，チヂ
ミコンブのフコイダン含量の算出について北海道
大学大学院水産科学研究院に検討を依頼した。そ
の結果，チヂミコンブのフコース含量からフコイ
ダン含量への換算係数は４.１５５であることがわか

った。
　また，昨年度までのチヂミコンブの各成分の分
析結果から，夏季産のチヂミコンブについて，マ
ンニトール以外の水溶性成分の存在が示唆された。
そこで今年度の成分含量測定では，昨年までの項
目に加え，褐藻類に含まれるラミナランについて
も行った。

ア　材料と試験方法
（ア）分析材料
　天然（２年）チヂミコンブは平成２２年３，４，５，６， 
８，９，１０及び１１月に稚内市宗谷に設けた定点で採
取した（以下の各海藻試料も，採取年は平成２２年
である）。養殖チヂミコンブは，稚内水試調査研究
部で実施した養殖試験による試料を用いた。促成
（１年）養殖チヂミコンブは４，６，８及び９月に利
尻富士町鬼脇の養殖施設で，２年養殖チヂミコンブ
は養殖密度別に６，７及び８月に利尻町仙法志の養
殖施設で採取した。なお，養殖密度は３段階とし，
養殖開始時の養殖綱１m当りの藻体数を２８とした
区分を低密度，４７とした区分を中密度，７０とした
区分を高密度とした。
　また，チヂミコンブのフコイダン（フコース）
含量を比較するための褐藻類として，スジメを６
月１０日に利尻町種富で，フシスジモクを６月２１日
に稚内市宗谷で，ホッカイモクを６月２３日に礼文
町津軽で，リシリコンブを８月３日に稚内市宗谷
で，イシモズクを９月９日に稚内市宗谷で採取し
た。
　各海藻は乾燥，粉末化後，６０メッシュの篩いに
かけ，成分分析用の試料とした。
（イ）試験方法
　各海藻について，フコイダン，粗脂肪，粗蛋白
質，灰分，粗アルギン酸，マンニトール及び粗繊
維を測定した。また，チヂミコンブについてはラ
ミナラン含量も測定した。
　フコイダン含量の測定方法は次の通りである。
即ち，海藻試料約１gに３０mlの５０mM－塩化カルシ
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ウム 溶液を加え，沸騰浴で１時間加温抽出した
（この抽出操作を計３回行った）。抽出液を１００ml
に定容し，東洋濾紙No.５Aでろ過後，一定量の抽
出液に２倍量のエタノールを加え，フコイダンを
沈殿させた。遠心分離により上清を除去後，沈殿
物を可溶化し，Gibbons法１)による比色定量からフ
コース含量を求めた。フコイダン含量は，フコー
ス含量に前述の換算係数 ４.１５５を乗じて算出した。
また，チヂミコンブと他の褐藻類との比較につい
ては，フコイダンの主要構成糖であるフコース含
量により行った。
　フコイダン以外の成分含量について，灰分は
５５０℃灰化法，粗蛋白質はケルダール法，粗脂肪
はソックスレー法，粗アルギン酸はアルカリで抽
出後Galambos法２)，マンニトールはCameronら３)に
準じたLarsenの方法４)，粗繊維は酸・アルカリ煮沸
後の不溶性残渣量から算出した。
　また，チヂミコンブのラミナラン含量は次の方
法により算出した。即ち，チヂミコンブの希塩酸
抽出物から，DEAE－セファデックスA－２５を用い
たカラムクロマトグラフィーにより，０.０１M塩酸
に溶出した画分を回収した。回収画分のグルコー
ス量をアンスロン硫酸法５)により測定し，これに
０.９を乗じてラミナラン含量とした。
　なお，各成分含量とも無水物換算値として算出
した。

（３）得られた結果
ア　チヂミコンブ及び他の道北産褐藻類のフコイ
ダン（フコース）含量
　図１に，天然（２年）チヂミコンブの月別フコ
イダン含量を示した。フコイダン含量は８.０～
１４.３％で若干の変動はあるものの，採取時期によ

る傾向はみられなかった。
　図２に，促成（１年）養殖チヂミコンブの月別
フコイダン含量を示した。促成（１年）養殖チヂ
ミコンブのフコイダン含量は４月産で６.５％と同
月の天然（２年）よりやや低めであったが，６～
９月産では１１.０～１３.３％に増加し，天然（２年）よ
りやや高い傾向を示した。
　図３に，２年養殖チヂミコンブの養殖密度及び月
別のフコイダン含量を示した。フコイダン含量は
７.１～９.７％で，養殖密度による大きな違いはみられ
ず，同時期の天然（２年）（図１）とほぼ同程度で
あった。
　図４に，夏季（６，８及び９月）産チヂミコンブ
と他の道北産褐藻類とのフコース含量を比較した
結果を，月別に示した。チヂミコンブのフコース
含量は１.７～３.２％で，天然及び養殖ともイシモズク
（１１.４％）に比べて低めであったが，スジメ，フシ
スジモク，ホッカイモク及びリシリコンブ（０.６～
１.３％）より高めであった。 
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図１　平成２２年産天然（２年）チヂミコンブの　　
月別フコイダン含量変化

図２　平成２２年産促成（１年）養殖チヂミコンブ　　
と天然（２年）チヂミコンブとの月別フコ
イダン含量比較

図３　平成２２年産２年養殖チヂミコンブの養成　
密度別フコイダン含量比較



イ　チヂミコンブ及び他の道北産褐藻類の一般成
分含量
　表１に，平成２２年産天然（２年）チヂミコンブ
の各成分含量を月別に示した。粗繊維及び粗脂肪
は３～１１月の間変動が小さく，それぞれ約４～
６％，約１～２％であった。粗アルギン酸，粗蛋
白質及び灰分は３～５月で高く，それぞれ３３～
３７％，２９～３４％及び６～９％であった。マンニト
ールは６，１０及び１１月で高く，２０％を超えていた。
また，マンニトールと同様に水溶性成分であるラ
ミナランについて，夏季に多くなることが明らか
となり，８～１０月では１８～２０％含まれていた。
　表２に，平成２２年産促成（１年）養殖チヂミコ
ンブの各成分含量を月別に示した。粗アルギン酸，
粗繊維及び粗脂肪は４～９月の間変動が小さく，
それぞれ２５～３０％，６～７％及び１％程度であった。
粗蛋白質は４月，灰分は４～６月とともに春季に
高く，それぞれ１６％，４０％であった。マンニトー
ルは８～９月に高く，２１～２２％であった。また，
ラミナランは天然（２年）と同様に夏季に増加し，
８～９月では７～９％含まれていた。
　表３に，平成２２年産２年養殖チヂミコンブの養
成密度別の各成分含量を示した。粗繊維，粗脂肪
及び粗蛋白質は養成密度による差が殆どみられず，
それぞれ４～６％，１％程度及び３～６％であった。
粗アルギン酸，マンニトール及び灰分は養成密度
が高いほど含量が高く，６～８月の高密度ではそれ
ぞれ２６～２９％，２０～２３％及び１７～３０％であった。
一方，ラミナランは養成密度が低いほど含量が高
く，特に７～８月で顕著であった。その含量は７
月の低密度で３３％，８月の低～中密度で３１～３４％で
あった。
　表４に，チヂミコンブ以外の平成２２年道北産褐
藻類の成分含量を示した。粗アルギン酸はスジメ，

フシスジモク及びリシリコンブで３４～３５％，ホッ
カイモクで２７％と，同時期のチヂミコンブと比べ
て同程度かやや高めであった。なお，イシモズク
は１７％であった。マンニトールはリシリコンブで
３２％と，同時期のチヂミコンブと比べて高めであ
った。その他４種では４～１７％であった。粗繊維
はイシモズクで３％であったが，その他４種は５
～７％で，同時期のチヂミコンブと同程度であっ
た。粗脂肪はいずれの海藻とも１～２％で，同時
期のチヂミコンブと同程度であった。粗蛋白質は
スジメで１０％，その他４種では６％と，同時期の
チヂミコンブと比べて同程度かやや高めであった。
灰分はイシモズクで５３％と著しく高かった。その
他４種では２３～３２％と，同時期のチヂミコンブと
比べて同程度か高めであった。
　以上のことから，昨年度の分析結果と併せ，養
殖チヂミコンブのフコイダン含量は，２年養殖及び
促成（１年）養殖とも夏季には天然（２年）と同
程度かそれ以上となることが明らかとなった。そ
して，フコイダンの利用を考慮した場合では，チ
ヂミコンブ養殖の手段として２年養殖及び促成
（１年）養殖とも有効であることが示唆された。さ
らに，チヂミコンブは，フコイダンの主要構成糖
であるフコースを多く含む道北産褐藻類の１種で
あることがわかった。
　また，夏季産のチヂミコンブにはラミナランが
多く含まれることがわかった。ラミナランは光合
成産物であるマンニトールから生合成されること
が知られている６)。そのため，チヂミコンブにおい
ても，光合成が盛んとなる夏季にかけてマンニト
ールが生産され，ラミナランの増加に繋がること
が推察された。今後，フコイダンとともに，ラミ
ナランについてもチヂミコンブの有効成分として
各種用途への活用が期待される。

（４）残された課題
・チヂミコンブのフコイダンの構成成分であるフ
コ－ス，ガラクトース，硫酸基等の組成比の把握。
・夏季産のチヂミコンブに多く含まれることが明
らかとなったラミナランの有用性の検討。

謝辞
　チヂミコンブフコイダン含量の算出に際し，ご
協力をいただいた北海道大学大学院水産科学研究
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図４　平成２２年夏季産チヂミコンブとその他道北
産褐藻類とのフコース含量比較
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表１　平成２２年産天然（２年）チヂミコンブの月別成分含量

表２　平成２２年産促成（１年）養殖チヂミコンブの月別成分含量

表３　平成２２年産２年養殖チヂミコンブの養殖密度及び月別成分含量

表４　平成２２年道北産褐藻類の成分含量



（１）目的
　各地域における食用利用の少ない魚からスケト
ウダラの代替となるすり身を製造する技術を開発
すると共にも，筋肉組織の微細化や異種筋肉タン
パク質との混合等による物性改善技術を開発し，
それらの利用価値を高めることで，漁業，水産加
工業の経営の安定化と地域経済・社会の活性化の
推進に寄与することを目的とする。

（２）経過の概要
ア　ウロコメガレイの原料特性
　岩手県以北の日本海，オホーツク海南部に生息
するウロコメガレイは，主にスケトウダラやホッ
ケ等の底びき網漁業により混獲されるが，漁獲対
象となっていないため，そのほとんどは海中還元
されている。ウロコメガレイの原料特性について
は，稚内水試による前浜資源の有効利用試験（平
成２年度）で一部調査が行われているが，魚体サ
イズや漁獲時期等の詳細な調査までは実施されて
いない。このため，本試験では，平成２２年５月か
ら平成２３年３月までの期間に沖合底びき網漁業
（小樽機船），マダラ刺し網漁業（余市郡漁協），
試験調査船トロール調査（稚内水試北洋丸）で水
揚げされたウロコメガレイを試料として用い，魚
体サイズが５００g前後を大型，２００～３００ｇ前後を中
型，１００g前後を小型にそれぞれ目視選別後，体重，
体長，生殖腺重量を測定した。また，有眼側の背
肉部位を採取し，個体別（n=５）に一般成分を測
定した。

イ　原料特性の違いによるゲル特性の把握
　ウロコメガレイの原料性状（魚体サイズ，鮮度）
とすり身のゲル特性（加熱ゲル物性，色調）の関
係について調査を行った。
（ア）魚体サイズとゲル特性
　平成２３年２月にマダラ刺し網漁業（余市郡漁協）
で漁獲されたウロコメガレイを試料とした。試料
は上記と同様に大型と中小型に選別後，それぞれ

の試料から，図１に示した製造フローによりすり
身を調製した。 　
　各すり身は－２５℃で１週間程度保管した後，
－３℃庫内に一晩解凍してから肉糊を調製した。
肉糊は，サイレントカッター（花木製作所製）に
より，５分間の空ずり後，すり身重量に対して３％
の食塩を添加して，塩ずりを１０分間行い調製した。
なお，塩ずり後の肉糊の品温は０～１０℃とした。
　得られた肉糊は，折り径４８mmのポリ塩化ビニ
リデンフイルムチューブに充填後，２０℃で１６時間
の低温加熱(以下 坐りとする)を行った後，直ちに
９０±３℃で３０分間加熱し，加熱ゲルを得た。
　それぞれのすり身から調製した加熱ゲルは，冷
凍すり身の品質検査基準(水産庁)に準じて，破断
応力，凹み，白色度を測定し，すり身の品質評価
を行った。
　なお，破断応力と凹みはレオメーター（レオテ
ック製）で測定した。また，白色度は分光測色計
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図１　ウロコメガレイのすり身製造フロー



（コニカミノルタ製CM－７００D）で測定したＬ*値，
ａ*値及びb*値から下記の式により算出した。得
られた結果の有意差検定はチューキーの多重比較
により行った。

白色度=１００－[(１００－L*)^２+a*^２+b*^２]１/２

（イ）鮮度の違いによるゲル特性
　平成２３年３月にマダラ刺し網漁業（余市郡漁協）
で漁獲されたウロコメガレイを試料とし，水揚げ
の翌朝に当場に搬入後，直ちに，魚体に被せたビ
ニールシートの上からかけ氷を施し，氷冷保管
（５℃庫内）した。すり身の調製は，搬入日（漁
獲後１日），氷冷保管２日目及び４日目にそれぞれ
行った。なお，すり身の調製と加熱ゲルの評価は
上記（ア）と同様に行った。

ウ　冷凍すり身製造条件の検討
　ウロコメガレイ冷凍すり身の試作試験を協力機
関である布川加工場（小樽市）で実施したところ
魚皮などの夾雑物の混入と水晒しに伴う魚肉の膨
潤（脱水困難）が問題点として指摘された。
　そこで本試験では，平成２２年１２月から平成２３年
５月にマダラ刺し網漁業（余市郡漁協）で漁獲し
たウロコメガレイを原料として用い，夾雑物混入
に影響すると考えられる採肉前の前処理，すなわ
ち除腹須や除ヒレ等の原魚調理方法や水晒し条件
が冷凍すり身のゲル物性，色調，夾雑物混入等の
品質に与える影響について検討した。
（ア）前処理条件の検討
　原料の前処理は，①頭部・内臓除去，②頭部・
内臓・腹須除去，③頭部・内臓・腹須・ヒレ除去，
④頭部・内臓・腹須・ヒレ・黒皮表皮除去の４方

法について検討した。それぞれ処理後の原料から，
上記イ（ア）と同様に採肉後，すり身を調製し，
その品質を評価した。なお，夾雑物は上記と同様
に，冷凍すり身の品質検査基準(水産庁)に準じて，
すり身１０gあたりに含まれる夾雑物の大きさを，
２mm以上を１個，１～２mmを半個として算出し
た。

（イ）水晒し条件の検討
　水晒しは頭部・内臓除去後の試料から採肉した
落とし身を用い，落とし身重量に対して４倍量の
冷水道水で３分間の緩やかな撹拌を行った。水晒
し回数は２回，３回及び４回とし，それぞれ最終
回には０.２％冷食塩水（終濃度）を用い，脱水，裏
ごし後，添加物を混合し，すり身を調製した。な
お，各水晒し後の脱水肉の水溶性タンパク質と無
機成分を測定し，水晒し回数によるこれら成分の
除去効率を検討するとともに，上記イと同様に，
調製したすり身の品質について評価した。

エ　分析方法
　水分，粗タンパク質，粗脂肪，無機成分は常法
により測定した。水溶性タンパク質は橋本らの方
法１)に準じてタンパク質画分の抽出を行い，全窒素
をケルダール法で測定後，係数６.２５を乗じて算出
した。K値は６％冷PCA抽出液をKOH液で中和
後，永峰らの方法２)によりHPLC分析した。

（３）得られた結果
ア　ウロコメガレイの原料特性
　ウロコメガレイの平均魚体重，平均体長，平均
生殖腺重量比及び一般成分値を表１に示した。底
びき網の５月と８月の試料は，サイズ別の平均体
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表１　ウロコメガレイの平均魚体重，平均体長，平均生殖腺重量及び一般成分値



重が９５～５７４ｇ，平均体長が１８～３３cmであった。
一方，１２月と３月の刺し網の試料は，サイズ別の
平均体重が２９３～４９４ｇ，平均体長が２６～３０cmで，
底びき網に比べて，魚体サイズは中型以上の個体
が多かった。
　平均生殖腺重量比は５月の大中サイズが１２.８％
と高い値であったが，８月は生殖腺の識別ができな
い状態であった。また，冬から春にかけて平均生
殖腺重量比は増加する傾向を示した。
　背肉の一般成分では，水分は８１.１～８３.１％で時期
や魚体サイズによる変動は少なかった。粗タンパ
ク質と粗脂肪は，５月の試料では大型が粗たんぱく
質が高く，逆に粗脂肪が低かった。しかし，８月
以降の試料では魚体サイズの違いによる差は認め
られず，粗タンパク質が１３.１～１５.１％，粗脂肪が２.３
～３.６%であった。なお，灰分は水分と同様に１.０～
１.２％で変動は少なかった。

イ　原料特性とゲル特性の把握
（ア）魚体サイズの違いによるゲル特性
　ウロコメガレイの魚体サイズ別の落とし身とす
り身の一般成分を表２に示した。落とし身の粗タ
ンパク質は大型が中小型に比べて１.７％低かった
が，粗脂肪は逆に，大型が９.６％で，約２％高かっ
た。
　すり身では水分は大型が中小型に比べて１.３％
低い７７.５％であった。粗タンパク質は大型が
１１.５％，中小型が１１.９％で大きな差はなかったが，
粗脂肪は大型４.７％で，中小型に比べて，１.７％高か
った。
　魚体サイズ別のすり身から調製した加熱ゲルの
破断応力，凹み及び白色度を図２に示した。破断

応力は大型が３４０±２４ｇ，中小型が３７８±２９ｇで魚
体サイズの違いによる差は認められなかった。ま
た，凹みと折り曲げも魚体サイズの違いによる差
はなく，それぞれ凹みが１.２±０.１cm，折り曲げは
５点であった。白色度は大型が７０，中小型６９であ
った。

（イ）鮮度の違いによるゲル特性
　ウロコメガレイ原魚の氷冷保管によるK値
(n=４平均値)は，搬入日が６３％で，２日目と４日目
は共に７２％であった。氷冷保管日数による加熱ゲ
ルの破断応力，凹み及び白色度を図３に示した。
破断応力は２日目までは搬入日と有意差がなかっ
たが，４日目には有意に減少して３７９±３２gとなっ
た。一方，凹みと折り曲げは保管日数による変化
はなく，凹みが１.３±０.１cm，折り曲げは５点であ
った。また，白色度についても保管日数による変
化はなかった。 
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図２　魚体サイズの違いによる破断応力，凹み及び白色度

表２　魚体サイズ別の落とし身とすり身の一般成
分(%)



ウ　冷凍すり身製造条件の検討
（ア）前処理条件の検討
　ウロコメガレイの各前処理後の状態を図４に示
した。各前処理後のガラ歩留まりは，①頭部・内
臓除去が６２％，②頭部・内臓・腹須除去が５２％，
③頭部・内臓・腹須・ヒレ除去が５２％，④頭部・
内臓・腹須・ヒレ・黒表皮除去が５１％であった。
腹須除去によりガラ歩留まりは約１０％低下したが，
ヒレ除去や黒表皮除去は大きな影響はみられなか
った。なお，すり身の歩留まり（水分８０％換算）
は前処理方法の違いによる差はなく，いずれの処
理でも約２０％であった。
　すり身の水分，白色度及び夾雑物の評価を表３
に示した。水分は各前処理とも８０％前後で大きな
差はなかった。白色度は①頭部・内臓除去と②頭
部・内臓・腹須除去が５４～５５で，ヒレや黒表皮を
除去した処理（③④）は５６～５７であった。

　すり身１０g中の夾雑物の混入状況を観察した結
果，①頭部・内臓除去と②頭部・内臓・腹須除去
では１～２mmの夾雑物が５０個以上認められ，極
めて多かった。一方，③頭部・内臓・腹須・ヒレ
除去では２mm以上が４個，１～２mmが２９個まで
減少した。また，④頭部・内臓・腹須・ヒレ・黒
表皮除去は２mm以上が７個，１～２mmが２個と
なり，すり身１０g中の夾雑物は８個であった。
　前処理方法の違いによる加熱ゲルの破断応力，
凹み及び白色度を図５に示した。破断応力は①頭
部・内臓除去が４６６±５３gであったが，③頭部・内
臓・腹須・ヒレ除去と④頭部・内臓・腹須・ヒレ
・黒表皮除去は顕著に減少し，それぞれ３７３±１９g，
３３２±２３gであった。また，凹みも④頭部・内臓・
腹須・ヒレ・黒表皮除去は，①頭部・内臓除去や
②頭部・内臓・腹須除去に比べて，有意に低い値
となった。
　一方，白色度は，④内臓・腹須・ヒレ・黒表皮
除去の前処理は，他の処理に比べて，有意に高い
値であった。 
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図５　前処理方法の違いによる破断応力，凹み及び白色度

図４　ウロコメガレイの各前処理後の原料状態

表３　前処理方法の違いによるすり身の水分，
　　　白色度及び夾雑物の評価

①内臓

③内臓･腹須･ヒレ ④内臓･腹須･ﾋﾚ･黒表皮

②内臓･腹須



（イ）水晒し回数の検討
　水晒し回数による落とし身からの水溶性タンパ
ク質と無機成分の除去率を図６に示した。水溶性
タンパク質の除去率は水晒し回数の増加により増
加し，水晒し４回では約８０％が除去できた。一方，
無機成分の除去率は，最終回の水晒しを０.２％塩水
（種濃度）で処理したため，水溶性タンパク質に
比べて，除去率は低い値であったが，水晒し２回
で５６％で，水晒し３回と４回ではそれぞれ６１%，
６２％の除去率であった。
　水晒し回数の違いによる加熱ゲルの破断応力，
凹み及び白色度を図７に示した。破断応力は水晒
し回数の増加により有意に増加し，水晒し２回が
２８２±１６g，３回が３１９±２３ｇ,４回が３４９±８gであっ
た。一方，凹みと折り曲げは水晒し回数の増加に
よる変化はなく，凹みは１.１～１２cm，折り曲げ値
は５点であった。
　白色度は水晒し回数により上昇し，水晒し４回
では７２まで増加した。

参考文献
１）橋本ら：日水誌，４５（１１），１４３５－１４４１（１９７９）
２）永峰文洋ら：青森県水産物加工研究所報告，
１９８６，１１１－１１６
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図２　魚体サイズの違いによる破断応力，凹み及び白色度

図７　水晒し回数の違いによる破断応力，凹み及び白色度

図６　水晒し回数の違いによる水溶性タンパク質
と無機成分の除去率の変化



（１）目的
　エビ頭胸部の黒変および 体表の白化を抑制す
る技術を確立し，高鮮度で 高品質に保持する技術
についてマニュアル化を行う。また，殻を違和感
なく食べることができるソフトな加工品を開発す
ることにより，漁獲地の優位性を活かした道産ホ
ッコクアカエビ（以下，エビ とする）の高付加価
値化を図る。

（２）経過の概要
　昨年度までの２年間の試験結果では，酸化防止
剤のアスコルビン酸ナトリウム（以下，アスコル
ビン酸Naとする）に亜硫酸塩と同等以上の黒変抑
制効果があることを認めた。エビ頭胸部の黒変は
酵素によるチロシンのメラニン化が原因であるこ
とが知られており，その抑制には一般に酸化防止
剤である亜硫酸塩が用いられてきた。しかし，近
年，亜硫酸塩を用いずに黒変を抑制する方法を開
発することが要望されている 。
　そこで，今年度の試験では，主にアスコルビン
酸Naを用いた浸漬および蓄養によるエビ頭胸部
の黒変抑制方法を検討した。また，体表の白化抑
制効果についても同時に検証した。さらに，エビ
を殻ごと食べられる加工品を開発するために必要
な殻の軟化処理について検討を行った。
ア　試料の調製と分析方法
（ア）酸化防止剤添加溶液への浸漬によるエビ頭胸
部の黒変抑制
　試料としたエビは，試験開始前夜に余市郡漁協
より購入した活エビ（中サイズ：１尾あたり約１５
ｇ）で，翌朝の試験開始まで水試で約４℃に冷却
したろ過海水で蓄養した。このエビを，イ試験方
法に記述した各種黒変抑制処理を施した後，図１
に示すように発泡スチロール箱で保存した。すな
わち，①穴の開いた発泡スチロール箱に，－２℃
程度に調製した下氷のフレーク氷を敷き（箱容量
の半量程度），②ウレタンなどの断熱シートを下氷
の上に置き，③黒変抑制処理した活エビを断熱シ
ートの上に並べ，④海水を湿らせたペーパータオ

ルなどの保水性の高いシートを被せ，⑤蓋をした。
　いずれの試験においても，１試験区１箱あたり１５
～２０尾を用い，保存終了後に各試験区におけるエ
ビ頭胸部の黒変と体表の白化の有無を確認した。
そして，それらの変化を，それぞれ黒変率，白化
率として数値化（変化した個体数の全体に対する
割合（％））し，抑制効果を評価した。なお，各試
験には無処理（対照）の試験区のほかに，亜硫酸
塩として亜硫酸水素ナトリウム（以下，亜硫酸水
素Naとする）試験区を用意した。各種酸化防止剤
溶液量は２Lとした。

（イ）酸化防止剤添加海水での活エビ蓄養によるエ
ビ頭胸部の黒変抑制
　酸化防止剤を任意の濃度で含む冷却ろ過海水
（約４℃）を調製し，エビ重量の約１０倍量を用い
て蓄養した。　
（ウ）エビ殻の軟化処理と加工品の試作
　陸上げ直後の生鮮エビ（小サイズ，発泡スチロ
ール箱入り）を余市郡漁協より購入して試料とし
た。これを，試験開始まで－２５℃で冷凍保管した。
なお，各種処理におけるエビ殻の軟化程度を判定
するために，昨年度と同様に，以下の条件でレオ
メーターによる貫通強度を測定した。
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５．ホッコクアカエビの高付加価値化技術開発試験（経常研究費）

担当者  加工利用部　加工利用グループ　菅原　玲　蛯谷幸司　金子博実　今村琢磨

図１　黒変抑制処理したエビの保存方法
*1 スポンジシートまたはペーパータオルなど保水性

の高いものを用い、3％食塩水で湿らせて使用。

*2 ウレタンシートなどを使用。

*3 施氷量は、発泡スチロール箱の約半分。



　試料：１cm×２cmに成形したエビの腹甲
　機器：レオテック社製，RT－２０１０J－CW
　プランジャー（アダプターNo.）：φ３mm針状

（No.５）
　テーブル移動速度：５mm/min
　測定上の注意：No.１９アダプターで測定試料（腹

甲）の両側を固定し，張った状
態で測定。

　貫通強度：針状プランジャーがエビ腹甲を貫通
する際の最大応力（g）

イ　試験方法
（ア）酸化防止剤によるエビ頭胸部の黒変抑制効果
　酸化防止剤であるアスコルビン酸Naまたはそ
の異性体で同じ酸化防止剤のエリソルビン酸ナト
リウム（以下，エリソルビン酸Naとする）につい
て，エビ頭胸部に対する黒変抑制効果を検討した。
表１に示す試験区①～⑨の各条件でエビを処理し
た後，それらを２日間保存して頭胸部の黒変率お
よび白化率を測定した。なお，試験区①と④以外
は各溶液に浸漬処理後，エビ表面に付着した浸漬
溶液を洗い流すために３％食塩水で２回洗浄した。
また，無処理（対照）を除くすべての試験区では，
乾燥防止のために３％食塩水で湿らせたスポンジ
シートを用いた。

（イ）酸化防止剤の繰り返し使用によるエビ頭胸部
の黒変および白化抑制効果の変化
　表２に示した条件により，アスコルビン酸Na浸
漬溶液の繰り返し使用によるエビ頭胸部の黒変と

体表の白化抑制効果の挙動ついて検討した。浸漬
溶液のアスコルビン酸Na濃度を１０％，浸漬時間を
１分間とし，繰り返し使用回数を１５回まで検討し
た。各条件で処理したエビは，ア（ア）に示した
方法で２日間保存した後，頭胸部の黒変率および
体表の白化率を測定した。亜硫酸水素Naによる
試験区は，浸漬処理した後，エビ表面に付着した
浸漬溶液を洗い流すためにろ過海水で２回洗浄し
た。無処理（対照）を除くすべての試験区では，
乾燥防止のために３％食塩水で湿らせたスポンジ
シートを用いた。なお，本試験は２回実施した
（２０１０年９月１６日および１０月２０日）。
（ウ）酸化防止剤を用いた蓄養海水によるエビ頭胸
部の黒変と体表の白化抑制効果
　アスコルビン酸Na溶液への浸漬処理作業を簡
略化するために，アスコルビン酸Na存在下での活
エビ蓄養による頭胸部の黒変と体表の白化抑制効
果について検討した。表３に，蓄養に供した冷却
ろ過海水のアスコルビン酸Na濃度，および蓄養時
間を示した。各条件でエビを処理した後，ア（ア）
に示した方法で２日間保存して，頭胸部の黒変率
および体表の白化率を測定した。
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表１　酸化防止剤溶液の浸漬処理試験区

表２　酸化防止剤の繰り返し使用条件

表３　酸化防止剤を使用したエビの蓄養条件



（エ）酸化防止剤によるエビの保存期間の検討
　表４に示した条件により，エビの頭胸部黒変と
体表白化を抑制できる期間について検討した。各
条件でエビを処理した後，ア（ア）に示した方法
で３日間保存して，頭胸部の黒変率および体表の
白化率を測定した。

（オ）過熱水蒸気によるエビ殻の軟化効果
　解凍したエビを，１２０℃で５分間，２００℃で３分
間，３００℃で１，２および３分間の条件で過熱水蒸
気処理した後，殻を分離してその貫通強度を測定
した。殻の軟化程度を比較するため，酢酸処理し
て得られた殻を対照として用いた。これは，昨年
度に検討した条件の中で，殻が軟化したと判定さ
れた処理条件であり，殻を５倍量の２％酢酸水溶
液で５分間浸漬処理した後，洗浄のため水道水で
３分間浸漬処理を２回行い液切りしたものである。
過熱水蒸気処理には，連続式過熱水蒸気処理装置
（岩井商会TA２００L－６CS：装置内高さ１０cm，コン
ベア面積０.４５m２（内幅０.５m×コンベア長０.９m），
蒸気ボイラー（三浦工業RV－２５０XE）およびスー
パーヒーター（三浦工業MSH－２００G）を装備：（地
独）道総研食品加工研究センターに配置）を用いた。

（カ）エビ殻軟化方法の検討
　表５に示した処理条件でエビを前処理した後，
これらに表６に示した調味料を配合し，煮熟して
加工品を試作した。得られた試作品からエビ殻を
分離し，その貫通強度を測定した。

（３）得られた結果
ア　エビ頭胸部の黒変抑制方法の検討
（ア）酸化防止剤によるエビ頭胸部の黒変抑制効果
　表７に，各酸化防止剤溶液への浸漬処理による
エビ頭胸部の黒変率と，体表の白化率を示した。
アスコルビン酸濃度および浸漬時間が同じである
試験区③および④を比較すると，浸漬処理後に洗
浄を行わなかった試験区④で，黒変率は４８％と低
かったが，その値は対照である試験区①とほぼ同
様な値であった。一方，試験区⑤および⑥は，ア
スコルビン酸Na濃度が上述の試験区と同様であ
るが，浸漬時間をそれぞれ３０および６０分間に増加
させたことにより，黒変率を１４～２０％に低減させ
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表４　酸化防止剤による保存試験の条件

表５　エビ殻軟化の処理条件

表６　調味煮熟における調味配合

表７　各酸化防止剤の浸漬処理におけるエビ頭胸
部の黒変および体表白化の抑制効果試験区



た。そして，アスコルビン酸Na濃度を試験区⑤の
３倍（３％）とした試験区⑦では，黒変率を５％
まで顕著に低減させた。さらに，その濃度を１０％
とした試験区⑧では，浸漬時間が１分間と最も短
いにもかかわらず，黒変率が１３％まで減少した。
エリソルビン酸Naを用いた試験区⑧は，濃度およ
び浸漬時間を試験区⑥と同じであるが，黒変率は
５０％に止まった。白化率は，対照である試験区①
を除いたすべての試験区で０％となった。
　以上の結果から，エビ頭胸部の黒変抑制にアス
コルビン酸Na溶液を用いる場合，その処理作業時
間を１０分間以内に完了させるためには，アスコル
ビン酸Na濃度を１０％で浸漬時間を１分間とする
方法が好ましいと判断した。　
（イ）酸化防止剤の繰り返し使用によるエビ頭胸部
の黒変および白化抑制効果の変化
　表８に，浸漬溶液の繰り返し使用によるエビ頭
胸部の黒変と，体表の白化抑制効果の変化を示し
た。

　２０１０年９月１６日の試料では，１回目の浸漬処理に
より黒変率は１４％で，亜硫酸水素Naのそれと類似
した値（１３％）を示した。そして，使用回数の増
加に伴い，１５回使用した試験区では黒変率が２５％
と増加する傾向が見られた。白化率は，初回の浸
漬処理で２１％と亜硫酸水素Naによる試験区の２
倍の値を示し，１５回使用した試験区では２５％に微
増した。一方，同年１０月２０日の試料では，初回の
浸漬処理による黒変率は１３％と前述の試料の値と
ほぼ同様であったが，１５回使用した試験区に黒変

率の顕著な増加は観察されなかった。しかし，１０
回以上繰り返した試験区で白化率が０％から７％
に増加した。
　浸漬溶液の繰り返し使用によるエビ頭胸部の黒
変抑制効果の変化については，９月と１０月の試料で
若干異なった結果となり，その理由は不明である。
しかし，どちらの試料でも無処理（対照）と比較
してエビ頭胸部の黒変抑制効果が顕著に認められ
たため，１０％アスコルビン酸Na溶液の繰り返し使
用は可能であると考えられた。
（ウ）酸化防止剤を用いた蓄養海水によるエビ頭胸
部の黒変と体表の白化抑制効果
　表９に，アスコルビン酸Naを用いた蓄養海水に
よるエビ頭胸部の黒変と体表の白化抑制効果を示
した。蓄養海水中のアスコルビン酸Na濃度が
０.２％以上で，蓄養時間を１６時間とした試験区で，
エビ頭胸部の黒変率および白化率が２０％以下を示
した。
　この結果から，上述の条件で活エビを蓄養する
ことにより，アスコルビン酸Na非存在下で蓄養し
た活エビを，アスコルビン酸Na溶液で浸漬処理す
る方法（アスコルビン酸Na濃度が１％で浸漬時間
を３０分間とするか，同濃度が１０％で浸漬時間を１
分間とする方法）と類似した黒変抑制効果が得ら
れると判断した。

（エ）酸化防止剤によるエビの保存期間の検討
　表１０に各アスコルビン酸Na処理条件とエビの
保存日数について検討した結果を示した。アスコ
ルビン酸Na溶液に浸漬した試験区では，アスコル
ビン酸Naの濃度や浸漬時間の差異に関係なく，保
存２日目でのエビ頭胸部の黒変率は，いずれも
２０％であった。しかし，保存３日目では，アスコ
ルビン酸Na濃度１０％で処理した試験区で，黒変率
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表８　浸漬溶液の繰り返し使用によるエビ頭胸部
の黒変および体表の白化抑制効果の変化

表９　蓄養海水への酸化防止剤使用によるエビ頭
胸部の黒変および体表の白化抑制への影響



が３３％に増加した。アスコルビン酸Naを０.２％含
有する海水で蓄養した試験区は，保存２日目にお
ける黒変率は２０％と前述の試験区と同様な値を示
したが，保存３日目には５７％まで急増した。
　ここで示した条件でエビを処理することにより，
エビ頭胸部の黒変率は保存２日目まで２０％以下に
抑制できると判断した。

（オ）過熱水蒸気によるエビ殻の軟化効果
　図２に各過熱水蒸気処理したエビ殻の貫通強度
を示した。昨年度，殻の軟化処理として適当と考
えられた２％酢酸溶液５分浸漬処理（貫通強度で
１１０g以下）と比べると，１２０℃または２００℃での過
熱水蒸気処理では，エビ殻の貫通強度は１２０～
１３０gを示し，エビ殻を十分に軟化することができ
ないと判断した。一方，３００℃で１分間以上の過熱
水蒸気処理では，エビ殻の貫通強度は１００～１１０g
まで減少し，殻が軟化することを確認した。しか
し，同温度で２分間以上処理すると，殻が焦げる

ことを観察した。したがって，過熱水蒸気処理に
よるエビ殻の軟化には，３００℃で１分間処理するこ
とが適当と考えた。
（カ）エビ殻軟化方法の検討
　イ（カ）に示した方法により得られた試作品
（調味煮熟品）から殻を分離し，その貫通強度を
測定した結果を図３に示した。前処理として酢酸
浸漬，油ちょうおよびそれらを併用した試作品で
は，調味煮熟することにより，エビ殻の貫通強度
が８０g前後にまで顕著に減少した。また，過熱水
蒸気処理した試験区では，その値がおよそ１００ｇま
で減少した。これらの試作品を官能評価したとこ
ろ，前処理として酢酸浸漬，油ちょうおよびそれ
らを併用した試作品は，口中における殻の残留感
が少なく，そのまま喫食できる硬さであると判断
された。
（キ）まとめ
　以上の結果から，現状の亜硫酸水素Naによるエ
ビ頭胸部の黒変抑制方法の代替方法を，次のよう
にまとめた。①活エビを０.２％のアスコルビン
酸Naを含む海水で一晩蓄養する方法。②１０％の
アスコルビン酸Naを含む３%食塩水に１分間浸
漬させる方法。そして，これらの方法で処理した
エビは，図１に示した方法で保管する。これらの
操作により，エビは２日間保存しても亜硫酸水
素Naを用いた方法と類似した黒変抑制効果が期
待できる。なお，①は漁獲後のエビの選別から，
競りに向けた箱詰めまでの作業において余計な作
業を組み込まないことを，②は短時間で処理でき
ることを目的として考案された方法である。この
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図２　過熱水蒸気および酢酸処理によるエビ殻の貫通強度
注）異なるアルファベット間では１％で有意（U検定）。

表１０　酸化防止剤使用条件とエビの保存日数の関
係



ため，どちらの方法もえびかご漁業現場に十分に
対応した黒変抑制方法であると考える。
　エビ殻を喫食できるまでに軟化させるためには，

エビを酢酸浸漬，油ちょうおよびそれらを併用し
た処理を行った後に，調味煮熟することが好まし
いと考えられた。
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図３　異なる前処理を経て調味煮熟処理したエビ殻の貫通強度
注）異なるアルファベット間では１％で有意（U検定）。



（１）目的
　麻痺性貝毒によって毒化したホタテガイについ
て，部位別（中腸腺，貝柱，その他部位）の毒成
分を高速液体クロマトグラフィー（以下HPLC ）
およびマウステストにより測定し，部位別毒性値
の相関関係を明らかにすることにより，貝毒発生
期の処理加工要領改正の検証資料とする。

（２）　経過の概要
ア　ホタテガイ部位別毒性値検査
　昨年と同様に，麻痺性貝毒発生期において高毒
化したホタテガイ試料が得られなかったため，試
験は実施しなかった。
イ　給餌飼育によるホタテガイの毒化試験
（ア）馴致方法
　平成２２年９月３０日に小樽産養殖２年ホタテガイ
をサンプリングし，試験場に搬入した後，１０月１１
日まで資源増殖部飼育棟において１０℃に調整した
天然濾過海水で馴致した。このホタテガイを試験
１週間前に資源管理部実験室（１０℃）内に設置し
た１０Ｌ用水槽（仕切有り）２本に２枚ずつ計４枚
入れ馴致した。
（イ）飼育方法
　給餌用の貝毒プランクトンは，八雲産 
Alexandrium tamarense（以下，A.t）クローン
培養株を用いた。実験室での照射は１４時間行い，
１０時間を暗室とした。また，飼育海水は給餌する
毎に全量交換した。
（ウ）給餌方法
　給餌飼育は平成２２年１０月１９日から１１月１２日まで
２５日間行った。給餌は，月曜日と金曜日の週２回，
A.t 培養液を１水槽あたり４Lずつ行った。最終
給餌は１１月１２日で，培養液を５Lずつ給餌した。
なお，給餌に用いた培養液は，１mlを中性ホルマ
リンで固定し，顕微鏡で細胞数を計測した。給餌
した総培養液量と給餌期間からホタテガイ１個当
たりの給餌量（細胞数）を算出した。また，給餌

前に各水槽から１０ml海水を採取し同様に固定後，
摂餌しなかった細胞数を計測して摂餌量（細胞数）
を算出した。
（エ）培養液の麻痺性毒抽出方法 
　昨年と同様に行った。すなわち，給餌に用いた
培養液１０mlを予め計量した１５ml滅菌プラスチッ
ク遠心管に採取し，１,５００rpmで１０分間冷却遠心後，
上澄を捨て０.５Nの酢酸を０.５ml加え，沈殿物の重量
を測定し凍結した。これを解凍後に冷却しながら
超音波破砕機で１０回程度破砕し，１.５mlのバイアル
に移して１５,０００rpmで３分間冷却遠心した。上澄
を限外濾過キット（Milipore Amicon Ultra １０,０００ 
MWcut）に３００－４００μl入れ，１５,０００rpmで３分間冷
却遠心し，ろ液をHPLC用試料とした。
ウ　部位別の毒成分組成
（ア）ホタテガイの貝毒抽出
　昨年と同様に行った。すなわち， 中腸腺（約４
g）は，小ビーカーに入れハサミで細かくした後
に重量を測定した。これに０.１N HClを等量加えヒ
スコトロンで磨砕した後，pＨ３～４に調整した。
磨砕液を１.５ml小バイアルに移しフタを締めて５
分間加温沸騰した後，急冷した。これを再びpＨ
３～４に調整後，１５,０００rpmで１０分間遠心分離し
て得られた上澄液を検液とした。貝柱（約１５g）
とその他部位（約２５ｇ）の場合も，pＨ調整まで
は同様の手順で行い，ビーカーにラップを被せた
後，５分間加温沸騰した後に急冷し，pH調整後ろ
紙（No.２）で処理したろ液を検液とした。
（イ）毒成分分析と毒力算出
　昨年と同様に行った。すなわち，　検液２.５mlを
Sep-packカラム（C－１８）処理（最初の１.５mlを捨て，
次の０.４mlを分取）した後，０.４５umのフィルターで
ろ過し，これをHPLC用試料とした。１０種の毒成
分（STX，neoSTX，GTX１,２,３,４，dcGTX２,３，C１,C
２）を大島の方法１)に従って分析定量（標準品など
から算出）し，毒量および毒力を求めた。また，
凍結検液を日本冷凍検査協会送付し，マウステス
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トによる毒力も算出した。

（３）得られた結果
ア　ホタテガイ部位別毒性値検査
　ホタテガイの高毒化が発生しなかったため，当
該試験を実施することができなかった。しかし，
データ蓄積は重要と判断していることから，今後
も当該試験を実施する体制を継続する。
イ　給餌飼育によるホタテガイの毒化試験
　各水槽における給餌量と摂餌量を図１に示した。
A,B水槽共に，一水槽当たりの給餌量（グラフ上）
は，   ２,３００万～３,９００万細胞，最終回は７,４００万細胞
で，ホタテガイ１個体１日当たりの給餌量は約
１,２００万細胞であった。摂餌量（グラフ下）は，A
水槽では２,２００万～７,３００万細胞，給餌６日目以降の
摂餌率は９８％以上で，昨年と同様であった。一方，
B水槽では，１,７００万～３,５００万細胞，給餌６日目以
降の摂餌率が４８～１００％と給餌日による差が大き
かった。ホタテガイ１個体１日当たりの摂餌量は，
A水槽では約１,１００万細胞，B 水槽では約７００万細胞
であり，A水槽の６６％であった。なお，１１月１日
の摂餌量の低下は，恒温実験室が一時故障した影
響による。その摂餌量および摂餌率の最小値から
除外した。
　給餌に用いたA.t 培養株の毒組成を図２に示し
た。

A.t 培養株１細胞当たりの毒量は，８７～１２３ 
fmol/cellであり，毒組成は給餌中に大きな変化は
なかった。なお，１１月１日の測定値の欠損は，試
料採取に失敗したことによる。
　これまでの給餌試験に用いたA.t 培養株の年度
別平均毒量を図３に，毒組成を図４にそれぞれ示
した（２０１０年）の毒量は１０３fmol/cellと過去４年間
の毒量と比較して平均的な値で，毒組成は２００７年
および２００９年と類似していた。
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図２　給餌用 A.tamarense の毒組成の変化

図１　一水槽当たりの給餌量（上）と摂餌量（下）

図３　給餌用 A.tamarense の年度別平均毒量  

図４　給餌用 A.tamarense の年度別平均毒組成  



　給餌後のホタテガイにおける部位別毒組成およ
び給餌用A.t株の毒組成を図５に示した。A.t株
の毒組成はC２が約５０％，GTX４が約２０％，GTX
３が１２％とβ型主体であり，その他，STX群が約
２０％を占めていた。給餌後の中腸腺の毒組成は，
C群が６０％以上を占めており， A.t株に比べて，
C１，GTX１およびGTX２，STXが多く，GTX４お
よびGTX３，neoSTXが少なかった。その他の部位
では， GTX１およびGTX２，STXが多く，C２，GTX
４が少なかった。貝柱では，C１およびC２が約６０％
を占め，次いでGTX１およびGTX２が多かった。
　ホタテガイ各部位のマウスアッセイによる毒力
と， HPLC分析による毒力を表１に示した。マウ
スアッセイとHPLCによる毒力は，その他部位で
一部差が大きいものがあったが，中腸腺と貝柱で
はほぼ一致していた。マウスアッセイによる毒力
は，中腸腺では１,０２１～１,５６９ MU/gであり，何れも
１,０００ MU/gを超えていた。また，その他部位では
３６～６１ MU/gであった。貝柱では，A水槽で蓄養
した２個体がそれぞれ，２.１および ２.０ MU/g，B水
槽では全て２.０ MU/g（検出限界）未満で，いずれ
も麻痺性貝毒規制値（４MU/可食部１g）未満で
あった。また，HPLC分析による貝柱の毒力も１.３
～２.６MU/gとマウステスト結果とほぼ一致してお
り，何れも規制値未満であった。
　これまでの給餌試験におけるホタテガイが摂餌
したA.t株総毒量に対するホタテガイ各部位への
蓄積した毒量の割合を図６に示した。２０１０年の蓄
積割合はA.t株総毒量の５３％で，これまでに行な
った給餌試験（２００６年から２００８年）と概ね同様で
あった。また，部位別の蓄積割合は，中腸腺が３３％，
その他の部位が９.９％，貝柱が０.３％であった。
　２００３年以降の貯蔵試験および給餌試験で得られ
た全ての部位別毒性値データのうち，マウスアッ
セイによる中腸腺毒力とHPLCによる貝柱毒力の
関係を図７に示した。これまでの給餌試験で，７個
体のホタテガイで中腸腺毒力が１,０００ MU/gを超
え，最高値は１６０６ MU/gであった。その際の貝柱
の毒力はHPLCでは０.７～２.６ MU/g,マウステスト
では２個体が２.１，２.０MU/g，残り５個体が２MU/g
未満であり,いずれも規制値未満であった。この
ことから, 中腸腺毒力が１,０００ MU/gを超えても，
貝柱の毒力,規制値を超えない可能性が示唆され
た。 
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図５　給餌後のホタテガイ部位別及び
　　　A.t 株の 平均毒組成

表１　HPLC及びマウスアッセイによる毒力

図６　ホタテガイへの貝毒の年度別蓄積割合



（４）要約
・A.t培養株の大量給餌によりホタテガイの中腸
腺の毒力は４個体すべて１,０００ MU/gを超え，最高
１,５６９ MU/gの高毒化に成功した。
・ホタテガイは１日に１個体あたりA水槽では
１,１００万細胞を，B水槽では７００万細胞を摂餌した。
・今回の給餌試験の結果，ホタテガイ１個体が摂
餌したA.t総毒量の３３％が中腸腺に， ９.９％がその
他に，０.３％が貝柱に蓄積した。
・中腸腺の毒力が高い場合でも，貝柱の毒力は
HPLCで，１.３～２.６ MU/gと低く，マウスアッセイ
では全て２.１ MU/g以下となった。
・５年間の試験結果から，中腸腺が高毒化しても
貝柱の毒力は規制値を超えない可能性が示唆され
た。

【引用文献】
１）Ohshima Y （１９９５） Post-column derivatization 
HPLC methods for paralytic shellfish poisons 
In: Hallegraeff GM, Anderson DM, Cembella 
AD （eds） Manual on Harmful Marine  
Microalgae. UNESCO, Paris, pp. ８１－１１１.
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図７　中腸腺毒力と貝柱毒力の関係    



（１）目的
　貝毒プランクトンの出現状況とホタテガイ中腸
腺に蓄積される毒成分組成の関係を明らかにする。

（２）経過の概要
　平成２２年１月から１２月まで八雲沖定点において，
月１回採取したホタテガイの中腸腺から毒成分を
抽出し，毒力をマウスアッセイと高速液体クロマ
トグラフィー (以下HPLC )により評価すると同時
に，その毒組成をHPLCにて分析した。

（３）結果
　八雲定点における麻痺性貝毒プランクトンの鉛
直分布の季節変化（出現月のみ）を表１に示した。
貝毒プランクトンAlexandrium　tamarense （以
下，A.t ）は２月から６月まで出現した。４月まで
は出現数は僅かであったが，５月には最大出現数
７３０細胞/Lに著しく増加し，６月には７０細胞/Lと著
しく減少した。
　ホタテガイ中腸腺の毒力（マウスアッセイおよ
びHPLC ）と毒量の変化を図１に示した。中腸腺
の毒量は１月から４月まで徐々に増加し，３,４月は
約３ nmol/gであったが， ５月には２３ nmol /ｇと
最大値を示し，６月は１６ nmol /ｇ，７月は３.８ nmol/g
へと著しく減少した。一方，毒力（マウスアッセ
イ）は，３，４月は３ MU/ｇであったが， ５，６月
に２７ MU/gと最大値を示し，７月には４ MU/gへ
と著しく低下した。また，HPLCによる毒力は，
マウスアッセイとほぼ同様に推移した。
　なお，１月から２月，１１月から１２月の毒力はマ
ウスアッセイ，HPLCのいずれも２ MU/ｇ未満で
あった。
　ホタテガイ中腸腺の毒組成の変化を図２に示し
た。２月から５月は，C２やGTX２の割合が低く
なり，GTX４が高くなった。６月以降は，C２，
GTX４の割合が低くなり，C１,GTX２が高くなっ
た。また，STX群は３月以降出現し，neoSTXの

割合は６月に最大値８％となり，その後は徐々に
低下して１０月以降は消失した。
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７．貝毒プランクトンによるホタテガイ毒化実態モニタリング試験（受託研
究費）

担当者　加工利用部　加工利用グループ　三上加奈子　武田忠明
函館水産試験場　調査研究部　馬場勝寿　　　　　　　

図１　ホタテガイ中腸腺の毒力と毒量の変化

図２　ホタテガイ中腸腺毒組成の変化 
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表１　八雲定点におけるプランクトン出現状況（出現月のみ抜粋）



（１）目的
　海藻類は再生産性が高く有望な水産バイオマス
資源であると考えられている。特にコンブの主生
産地である北海道での生産量は約 １０万トン(生鮮
換算)で，そのうち養殖ものは２５％を占めている。
この養殖コンブの出荷の際には５千トンもの付着
器が廃棄され，成長促進のため間引きされるコン
ブも１千トンに達する。さらに，コンブ漁場には
スジメ等の褐藻類が繁殖し，未利用のまま３千ト
ンが駆除・廃棄されているほか，調味料メーカー
等では２００トンものコンブエキス抽出残滓が廃棄
されており，これらの未低利用褐藻類の有効利用
が望まれている。そこで本課題では，サイレージ
貯蔵により海藻に含まれるアルギン酸から付加価
値の高い可溶性アルギン酸を生産する技術を開発
する。また，同時に得られる発酵残滓については，
バイオマス燃料化によるカスケード利用の可能性
について協力研究機関と連携した技術開発を行う。

（２）経過の概要
　昨年度までに，間引きコンブ及びスジメのアル
ギン酸を効率良く可溶性アルギン酸を生産させる
貯蔵条件について，ビーカースケールで検討し，
AR海水（アルギン酸分解菌AR０６株接種人工海水）
浸漬後２５℃，１６～２４時間静置貯蔵で貯蔵前の総ア
ルギン酸の概ね８０％以上が安定的に可溶化され，
その分子量組成はオリゴ糖が主体であることを明
らかにした。この結果を踏まえ，今年度は，スジ
メを原料としたサイレージ発酵処理による可溶性
アルギン酸の大量調製について検討した。スジメ
原料（固形物量８３９g，アルギン酸５０５g含有）から
可溶性アルギン酸２２３gを含む粗抽出液(以下粗抽
出液)及び残滓２２１g（固形物量）を調製した。可溶
性アルギン酸粗抽出液粗抽出液は精製処理を行い，
植物成長促進活性及び動物細胞活性用試料として
中央水研に提供した。また，発酵残滓はエタノー
ル及びメタン発酵試料として，東京海洋大学及び
広島大学にそれぞれ提供した。また，アイヌワカ

メ及び出汁がらコンブはビーカースケールによる
サイレージ発酵条件について検討した。スジメの
至適発酵温度２５℃で，アイヌワカメ及び出汁がら
コンブを発酵させ，AR菌数及びアルギン酸の可溶
化率を経時的に測定した。アイヌワカメでは，AR
菌の増殖が比較的良好であったが，アルギン酸の
可溶化は最大５０%程度に留まった。一方，出汁が
らコンブでは発酵開始からAR菌が増殖せず，アル
ギン酸の可溶化が認められなかった。今後，それ
ぞれの至適発酵条件について，さらに検討を要す
る。
　なお，詳細は，「平成２２年度水産バイオマスの資
源化技術開発委託事業報告書」(中央水産研究所)
にて報告した。
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８．水産バイオマスの資源化技術開発事業（原料前処理技術開発）（受託研究
費）

担当者　加工利用部　加工利用グループ　武田忠明　三上加奈子



（１）目的
　水産業界等からの依頼により，水産物の試験，
分析，もしくは鑑定を行い，業界の円滑な活動を
支援する。

（２）経過の概要
  下記水産物の成分分析依頼があり，分析手数料
については，地方独立行政法人北海道立研究機構
諸料金規定に基づき処理した。

１．ニシン切り込みの異物鑑定
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９．依頼試験（技術支援費）

担当者　加工利用部　加工利用グループ　蛯谷幸司　武田忠明　菅原　玲　小玉裕幸
三上加奈子　臼杵睦夫　金子博実　　　　



（１）目的
　ロシア・サハリン州にあるロシア連邦サハリン
漁業海洋学研究所（略称：SakhNIRO　サフニロ）
との共同研究や研究交流を行うことによって，サ
ハリンと共通の資源を利用する北海道の水産業と
水産研究に有益な情報を得ることを目的とする。
共同研究に関しては，資源管理部所管事業の水産
国際共同調査（経常研究費）「北海道とサハリンの
コンブ漁場の環境に関する比較調査」で記載し，
ここでは，共同調査を円滑に推進するために実施
している研究交流について記載する。

（２）経過の概要
ア　第４０回研究交流
（ア）開催場所
　北海道立中央水産試験場（余市町）
（イ）開催日程
　２０１０年６月１６日～１９日
（ウ）出席者
サフニロ：フロロフ・エブゲニー応用生態研究

部長，ザバルジン・デニス上席研究
員，レプニコワ・アンナ技師

水産研究本部：吉川正基本部長，中島和彦総務
部長，野俣洋企画調整部長，夏目雅
史企画課長

中央水試：西内修一副場長，高柳志朗 資 源 管
理部長，志田修研究主幹，山口幹人
主査，三原行雄主査，山口浩志研究
主任，浅見大樹研究主幹，西田芳則
主査，嶋田宏主査，品田晃良研究主
任，栗林貴範研究職員，蔵田護資源
増殖部長，中島幹二研究主幹，高橋
和寛主任研究員，西原豊研究主任，
秋野秀樹研究主任，今村琢磨加工利
用部長，田中伊織研究参事

稚内水試：中明幸広調査研究部長，川井唯史主
査

さけます内水試：下田和孝内水面資源部研究主
任

通 訳 者：大島剛
（エ）日程
６月１６日（水）サフニロ研究者は，ユジノサハ

リンスクから航空機で新千歳空
港へ移動し，業務車で余市町へ
移動。

６月１７日（木）研究交流会議
イトウおよび汽水湖のプランク
トンに関する情報交換。魚介類
の病理およびニシンの成長に関
する情報交換。水産国際共同調
査第４次計画について協議。

６月１８日（金）協議事項ほか
中央水試庁舎およびニッカ会館
見学
確認書の作成・合意
研究交流終了挨拶
余市町から札幌市へ移動
途中おたる水族館見学

６月１９日（土）札幌市内見学
札幌市から新千歳空港へ移動
サフニロ研究者は新千歳空港か
ら空路ユジノサハリンスクへ移
動

イ　第４１回研究交流
（ア）開催場所
　サハリン漁業海洋学研究所（ユジノサハリンス
ク）
（イ）開催日程
　２０１０年１０月２０日～２３日
（ウ）出席者
サフニロ：ブスロフA.V.所長，ラプコV.V.学術

担当副所長，ルダコワS.L.学術秘書，
フロロフY.V.応用生態研究部長，ガ

－215－

平成２２年度　事業報告書　中央水試（２０１２）

Ⅳ　その他
１．サハリン漁業海洋学研究所（サフニロ）との研究交流（水産国際共同調
査（経常研究費））

担当者  企画調整部　企画課　夏目雅史



ラニンD.A.沿岸調査・養殖研究室長，
クサイロO.V.生物海洋学研究室代行，
ラトコフスカヤE.M.化学分析研究室
長，キム・セン・トクV.D.海洋漁業
魚類研究室長，ニキティンV.D.淡水
魚類・沿岸魚類研究室長，オゴロド
ニコフV.S.サケ・マス類資源動態研
究室長代理，ジヴォグリャドフA.A.
上級研究員，ブキンS.D.上級研究員，
ムハメトワO.N.上級研究員，ドゥブ
ロフスキーS.V.研究員，ザワルジ
ナN.K.研究員，フロロワS.E.初級研究
員 ，レプニコワA.R.初級研究員

稚内水試：中明幸広調査研究部長（派遣団長）
さけます内水試：中島美由紀内水面資源部主査
中央水試：秋野秀樹資源増殖部研究主任
通 訳 者：イグナトチキナA.V.

（エ）日程
１０月２０日（水）道総研水産研究本部研究者は，

新千歳空港から空路ユジノサハ
リンスク市へ移動。

１０月２１日（木）研究交流会議
ミズダコの資源管理に関する情
報交換。さけます・内水面漁業
資源に関する情報交換。水産国
際共同調査第４次計画について
協議。

１０月２２日（金）協議事項ほか
サフニロ調査エリア（コルサコ
フ）見学

１０月２３日（土）ユジノサハリンスク市内見学
道総研水産研究本部研究者は，
ユジノサハリンスクから新千歳
空港へ移動し帰国。

　　　　　　　　
（３）得られた結果
ア　第４０回研究交流
（ア）汽水湖のプランクトンに関する情報交換およ

びイトウに関する情報提供
　道総研水産研究本部とサフニロは以下の研究発
表を行って，汽水湖や内水面の環境変動や遊漁が
生態系に与える影響等について，有益な情報を交
換した。
ａ　北海道におけるイトウ資源の現状と保全に向

けた取り組み（さけます内水試　下田和孝）
ｂ　Zooplankton of Tunaycha Lake and its 
change under the influence of esalination.（ザ
バルディン・デニス）

ｃ　北海道網走湖で優占する汽水性カイアシ類, 
Sinocalanus tenellus(Kikuchi)の個体群動態と
生産量（中央水試　浅見大樹）

（イ）魚介類に関する病理解析およびニシンの成長
に関する情報提供

　道総研水産研究本部とサフニロは，以下の発表
を行って，コマイとアサリの病理解析，及びニシ
ンの成長について有益な情報を交換した。
ａ The first registration of clavinemosis at 

saffron cod (Eleginus gracilis).（フロロフ・エ
ブゲニー）

ｂ　北海道におけるアサリのパーキンサス原虫の
感染（中央水試　西原豊）

ｃ　鱗輪径計測によって推定された北海道北部日
本海のニシン（通称，礼文冬ニシン）の成長
（高柳志朗）

（ウ）水産国際共同調査第４次計画「コンブ漁場に
おける海洋環境と生態に関する日ロ比較調
査」について

　サフニロと道総研水産研究本部は以下の発表を
行って，水産国際共同調査第４次計画についての
詳細な協議を行った。
ａ　Biological characteristic of kelp (Laminaria�
les) of the southern Sakhalin and southern 
Kuril Islands.（レプニコワ・アンナ）

ｂ　○協議事項１：栄養塩分析の手法原理・精度
・今後
○協議事項２：ガゴメ共同論文
○協議事項３：北海道でのコンブ調査報告と
計画検討（稚内水試　川井唯史）
・道総研水産研究本部は栄養塩分析技術や採
水技術の向上のため，今後は担当者同士が
直接電子メールで情報交換することを提案
した。サフニロはその提案を検討する。
・この提案について了解が得られれば，分析
結果を次回の研究交流で検討する。
・ガゴメの論文は次の研究交流で原稿の確認
を行い，３月までに「応用藻類」に投稿する。
・また，道総研水産研究本部は「北水試だよ
り」に投稿することを提案した。
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・次回研究交流において道総研水産研究本部
とサフニロはコンブと栄養塩の具体的なデ
ータを示しながら検討を行う。

（エ） 協議事項
ａ　第４１回研究交流について
開催場所：サフニロ（ユジノサハリンスク）
開催時期：２０１０年の１０月頃。サハリン航空が週

２便運航期間中の開催を希望する。
詳細はサフニロに戻ってから再度連
絡する。

交流議題：「コンブ漁場における海洋環境と生態
に関する日ロ比較調査」に関する協
議と漁業資源に関する情報交換を行
う。この他に，内水面の生物につい
て情報交換を行う。

ｂ　科学技術共同研究に関する合意書の更新につ
いて
・調印の手順について次回研究交流までに，
お互いに確認する。

ｃ　その他
・サフニロは４１回研究交流において職員名簿
を提供する。
・道総研水産研究本部は「La Perouse」プロ
ジェクトに関する９８年４月以降のCTDデ
ータの交換を提案した。交換可能なCTDデ
ータの内容は双方で確認する。

（エ） 確認書の作成
　道総研水産研究本部とサフニロは，第４０回研究
交流の結果を確認し，確認書を作成した。

イ　第４１回研究交流
（ア）海洋，漁業資源状況に関する情報交換
　道総研水産研究本部とサフニロは，以下の研究
発表を行って，研究情報を相互に交換した。
ａ　小クリル諸島におけるミズダコ漁獲量変動
(ユルコワYu.A.）

ｂ　北海道宗谷沿岸におけるミズダコの資源管理
（佐野稔・中明幸広）

ｃ　サハリン島のサケ・マス類が遡る川の生態系
研究の主な方向（ジヴォグリャドフA.A.）

ｄ　北海道の流域生態系におけるサケマスを中心
とした物質循環と食物網（中島美由紀）

ｅ　サハリン島の南東部における潟のイクチオプ
ランクトン（ムハメトワO.N.）

（イ）「コンブ漁場における海洋環境と生態に関す
る日ロ比較調査」に関する協議

　道総研水産研究本部とサフニロは，共同調査に
ついて協議を行い，次のことを確認した。
ａ　サハリン島と北海道島の日本海沿岸における
コンブ及びウニの資源に関する調査の継続は
お互いに望ましいことであることを確認する。

ｂ　第４２回研究交流の際に，サフニロは，日ロ比
較調査におけるコンブとウニの資源及び海洋
環境に関する調査結果を発表する。

ｃ　データ解析を基に，５年間の共同調査プログ
ラムで得られるサハリン側と北海道の調査結
果を，どのようにまとめるか，検討を始める。

ｄ　道総研水産研究本部が提案した週１回の採水
について，サフニロは検討し回答する。

ｅ　技術的な課題については，担当者同士が緊密
な連絡を行う。

（ウ）協議事項
ａ　合意書（連携協定）の更新について
・サフニロと道総研水産研究本部間の科学技
術共同研究に関する合意書の最終案は，１０
月にロシアで開催される第４３回の日ロ交流
の際に調印する。

ｂ　第４２回研究交流について
開催場所：北海道（中央水産試験場）
開催時期：２０１１年６月頃
・発表テーマについては，直接電子メールで
話し合って調整する。

ｃ　次期共同研究について
・２０１３年４月から始まるサフニロと道総研水
産研究本部との次期共同研究テーマの案に
ついて協議を始める。

ｄ　その他
・道総研水産研究本部は，サフニロにサハリ
ン島の日本海沿岸におけるコンブ資源に関
するデータを提供する依頼をした。
・サフニロは，道総研水産研究本部に今後の
日ロ交流の際に，可能であれば，道総研水
産研究本部の科学者による以下の発表を聴
取したいと依頼した。
○サクラマスの河川生活期の生態あるいは年
齢査定に関する研究
○ナマコの養殖
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○ウニ年齢査定
○北海道での汽水域のワカサギ・シラウオ等
の仔稚魚の現存量に関する研究
・サフニロは，道総研水産研究本部が今後の
協議において選んだテーマについて発表を
する。

（エ）確認書の作成
　道総研水産研究本部とサフニロは，第４１回研究
交流の結果を確認し，確認書を作成した。
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（１）目的
　地域水産資源の有効利用と水産加工技術及び衛
生管理技術の高度化を支援するために，水産加工
技術普及指導を実施する。

（２）経過の概要
　水産加工業界等が要望する技術内容は，多岐に
亘っており，これら要望にきめ細かく対応するた
め，次の５項目の事業を実施した。
ア　水産加工に係わる講演会・研修会
　水産加工業界等の技術水準の向上並びに地場産
業の発展を図るため，講習会・研修会を実施した。
（ア） 余市町
　日　時：平成２２年８月
　対象者：北海道立余市紅志高等学校
　内　容：サケフレーク製造に関する研修会
　参加人員:１６０名
（イ） 鹿部町
　日　時：平成２２年９月～１０月
　対象者：漁業研修所
　内　容：水産加工に係わる研修会
　参加人員:４３名
（ウ）余市町
　日　時：平成２２年１１月
　対象者：北海道漁業協同組合連合会小樽支店
　内　容：ヒラメ活け締め講習会
　参加人員：１１名
（エ）小樽市
　日　時：平成２２年１２月
　対象者：小樽市漁業協同組合
　内　容：石狩湾系ニシンミニプラザ
　参加人員：４８名
（オ）小樽市
　日　時：平成２２年１２月
　対象者：石狩湾漁業協同組合
　内　容：石狩湾系ニシンミニプラザ
　参加人員：４４名

（カ）余市町
　日　時：平成２３年２月
　対象者：石狩・後志管内漁業士会
　内　容：活け締めの説明と実技指導
　参加人員：２６名
（キ）余市町
　日　時：平成２３年２月
　対象者：北後志えびかご協議会
内　容：ホッコクアカエビの白化及び黒変抑制
に関する研修会
　参加人員：１６名
（ケ）余市町
　日　時：平成２３年３月
　対象者：余市郡漁業協同組合えびかご部会
内　容：ホッコクアカエビの白化及び黒変抑制
に関する研修会
　参加人員：１０名
イ　巡回技術指導
　企業等の要望に応じ，個々の企業を訪問して当
面する技術的問題点に関する指導，助言を以下の
地域で行った。
余市町，小樽市，岩内町，泊村，標津町，別海
町
ウ　北海道の水産加工振興に係わる連絡会議
　公設水産加工研究施設と水産試験場との関係を
密にし，地域水産加工業の発展に寄与するため，
連絡会議を開催した。
　日　時：平成２２年７月２７日
　場　所：釧路水産試験場分庁舎
　参集機関：
根室水産加工振興センター，釧路市水産加工
振興センター，標津町ふれあい加工体験セン
ター，大樹町地場産品研究センター，羅臼町
水産商工課，十勝圏地域食品加工技術センタ
ー，オホーツク圏地域食品加工技術センター，
北海道立工業技術センター，北海道水産林務
部水産経営課，食品加工研究センター，ノー
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２．技術の普及および指導
２．１　水産加工技術普及指導事業

担当者　加工利用部　加工利用グループ　今村琢磨　蛯谷幸司　武田忠明　菅原　玲　
小玉裕幸　三上加奈子　臼杵睦夫　金子博実



ステック財団，中央水産試験場，釧路水産試
験場，網走水産試験場

　参加人員:２６名
　内　容：
　・公設研究施設の事業説明
　・北海道立総合研究機構研究機関の事業説明
　・話題提供
テーマ「活け締めと付加価値向上の可能性に
ついて」

　・行政機関の事業説明
エ　加工技術相談
　６７件の加工技術相談に対応した。
オ　他機関主催事業に係わる審査，相談等
（ア）北海道中小企業家同友会１２月例会
　北海道中小企業家同友会の主催で，札幌市にお
いて平成２２年１２月に開催され，「活きた貝柱を産地
から消費地へ～ホタテガイ活貝柱の流通技術開発
について～」を講演した。
　参加人員４０名。
（イ）加工食品フェアー
　北海道食品産業協議会の主催で，札幌市におい
て平成２３年２月に開催され，約６０品目について審
査を行った。
　参加人員１１名。
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２．２　一般指導
２．２．１　資源管理部
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２．２．２　資源増殖部
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３．試験研究成果普及・広報活動

４．研修・視察来場者の記録



資源管理部門

海（ニシン）　ニシン漁の変遷と資源復活の取り組み：高柳志朗　日本の里山・里海評価：クラスターの経
験と教訓　里山・里海：日本の社会生態学的生産ランドスケープ　北海道．国際連合大学高等研究所.　５３－５５　
&　８５－８７（２０１０）

スケトウダラ太平洋系群の資源変動におよぼす成魚期の海洋環境の影響に関する研究：志田　修，北水試研
報，７９，１－７５（２０１１）

北海道のハタハタ資源：星野　昇他　北水試技術資料，No.６，１１８p，２０１１.３

北海道日本海におけるマダラの資源状態について：星野　昇　北水試研報，７８，４１－５０（２０１０）

後志北部海域沿岸におけるイカナゴ稚魚漁業の特徴について：星野　昇　北水試研報，７８，５１－５８（２０１０）

後志産コウナゴの研究状況：星野　昇　試験研究は今，６７２.

”５.Adaptive significance of egg size variation of aquatic organism in relation to mesoscale features of aquatic 
environments”  Kinya Nishimura and Noboru Hoshino. The Evolution of Anisogamy, Cambridge, 
Cambridge University Press, ２０１１, １３１－１６７. 

石狩湾系ニシンのVPAおよびトロール調査に基づく漁況予測：山口幹人，三宅博哉，高柳志朗，北水試研報，
７９，７７－８５（２０１１）

シラウオの性的二型と産卵行動：山口幹人　東京大学大気海洋研究所共同利用シンポジウム　水生生物の性
的二型適応と進化．要旨集，４－５（２０１０）

Spatial variation in otolith elemental composition of the Pacific herring Clupea pallasii in northern Japan：
Kodai Yamane, Kotaro Shirai, Yoshimoto Nagakura, Motohito Yamaguchi, Akio Takiya, Takashi Horii, 
Sachinobu Yamane, Takaomi Arai, Tsuguo Otake，Aquatic Biology，１０，２８３－２９０（２０１０）

不確実性を考慮したシミュレーショによる日本海北部系群スケトウダラ資源管理におけるBban３万トンの
妥当性の検討：山口宏史　平成２２年度日本水産学北海道支部例会講演要旨集，xx，２０１０.１２

２００４年～２０１０年に北海道西部日本海に来遊したスルメイカの発生時期について（要旨）：佐藤　充　スルメイ
カ資源評価協議会報告（平成２２年度），日本海区水産研究所，６２（２０１１）

２００５・２００６年夏期に北海道南部～東北日本海沿岸海域に分布したスルメイカの発生時期について（短報）：
佐藤　充，澤村正幸，三橋正基　北水試研報，７８，７３－７５（２０１０）

漁船位置情報を活用したえびこぎ網漁場におけるホッコクアカエビの資源量指数推定方法：山口浩志，高柳
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５．所属研究員の発表論文等一覧



志朗（道中央水試），佐野　稔，前田圭司（稚内水試），宮下和士（北大FSC），畑中勝守（東農大），戸田真
志，岡本　誠，和田雅昭（はこだて未来大）　 ２０１０（平成２２）年度日本水産学会春季大会講演要旨集，９９，２０１０.９

ニシン：長澤和也，丸山秀佳　新魚類解剖図鑑　緑書房（東京），８８－９１，２０１０.６

気候変動と春ニシンのはなし：田中伊織，北海道気候変動観測ネットワーク設立記念フォーラム報告書．３７
－４５．２０１１.６．

北部日本海におけるホタテガイ浮遊幼生の分布動態：西田芳則，宮園　章　平成２２年度水産海洋学会講演要
旨集，１３，２０１０.１１

定期海洋観測からみた２００９年の津軽暖流水の張り出し状況：西田芳則　日本海及び日本周辺海域の海況モニ
タリングと波浪計測に関する研究集会，２０－２８，２０１０.１２

２００８年冬季から春季の対馬暖流流量の極度な低下：西田芳則・森本昭彦（名大水循環セ）　２０１１年度日本海
洋学会春季大会講演要旨集，７３，２０１１.３

２００７年４月に行われた親潮域の連続CTD観測による海水特性とその短期変動：佐藤正俊（東北水研）・河野
時廣（東海大）・清水勇吾（東北水研）．西田芳則（道中央水試）　平成２２年度水産海洋学会講演要旨集，３８，２０１０.１１

Toxin profile of Alexandrium tamarense （Dinophyceae） from Hokkaido, northern Japan and southern 
Sakhalin, eastern Russia : Hiroshi Shimada, Irina Victorovna Motylkova, Tatyana Alexan-
drovna Mogilnikova, Kanako Mikami, Minoru Kimura, Plankton & Benthos Research, ６（１）, ３５－４１（２０１１）

北海道およびサハリン南部におけるAlexandrium tamarenseの毒成分組成：嶋田　宏，イリーナ・モティリ
コワ，タチアナ・モギリニコワ，三上加奈子，木村　稔　平成２２年度東北ブロック水産業関係試験研究推進
会議海区水産業部会・分科会報告書，３８（２０１１）

２００９年５月下旬の親潮域におけるNeocalanus属カイアシ類バイオマスの低下と海況の関係：嶋田　宏　２０１０
年度日本海洋学会春季大会講演要旨集，２４９（２０１０）

オホーツク海の有毒渦鞭毛藻類のブルーム発生とホタテ貝の毒化：嶋田　宏，澤田真由美，田中伊織，浅見
大樹，深町　康　平成２２年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，１５４，２０１０.９

能取湖の低次生産と貧酸素化：品田晃良，２０１０年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集，２１８，２０１０.９

能取湖の水理特性と貧酸素水塊の上昇機構：井上佑奈，瀬戸雅文，多田匡秀，品田晃良，渡部貴聴，川尻敏
文，巻口範人 　日本水産工学会学術講演会講演論文集，２２，４１－４２， ２０１０.５

High-level congruence of Myrionecta rubra Prey and Dinophysis species plastid identities as revealed by 
genetic analyses of isolates from Japanese coastal waters.：Goh Nishitani, Satoshi Nagai, Katsuhisa Baba, 
Susumu Kiyokawa, Yuki Kosaka, Kazuyoshi Miyamura, Tetsuya Nishikawa, Kiyonari Sakurada, Akiyoshi 
Shinada and Takashi Kamiyama　　Applied and Environmental Microbiology ，７６， ２７９１－２７９８（２０１０）.
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Genetic analyses of the cryptomonad nucleomorph in natural Myrionecta rubra cells reveal a simple lineage 
of Dinophysis kleptoplastids.：Goh Nishitani, Satoshi Nagai, Katsuhisa Baba, Susumu Kiyokawa, Yuki Kosaka, 
Kazuyoshi Miyamura, Tetsuya Nishikawa, Kiyonari Sakurada, Akiyoshi Shinada and Takashi Kamiyama
Proceedings of the １３th International Conference on Harmful Algae, ３－７ November ２００８, Hong Kong, 
China. Ho, K.C, Zhou, M.J. & Qi, Y.Z. （eds.）. Environmental Publication House Hong Kong，７５－１７９（２０１０）..

能取湖における貧酸素水塊の分布特性：品田晃良，多田匡秀，西野康人，川尻敏文　北水試研報，７８，６９－７１（２０１０）

資源増殖部門

北海道日本海沿岸における大型海藻現存量の年変動に及ぼす環境要因：秋野秀樹，高橋和寛，日本藻類学会
第３５回大会要旨集，７９，２０１１.３

ニシンの放流による体成分の変化，耳石障害輪の形成および行動の変化：瀧谷明朗，福士暁彦（釧路水試），
２０１１年度日本水産学会春季大会講演要旨集，１５３，２０１１.３

石狩湾系ニシンの放流魚の生き残り：瀧谷明朗　北水試だより，８２，１－４，２０１１.３

高塩分短期蓄養によるホタテガイの呼吸・排泄速度の変化：櫻井　泉，辻浩司（釧路水試），野俣　洋　２０１０
年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，５０，２０１０.９

人工餌料に対するホッコクアカエビの蝟集行動：金田友紀，蛯谷幸司，阪本正博，武田浩郁，北川雅彦（釧
路水試），若杉郷臣（工試），２０１０年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，１０８，２０１０.９

キヒトデの飼育下におけるアサリ捕食量：秦　安史，佐々木正義，阿部英治（釧路水試），町口裕二（水研
セ西海水研），２０１０年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，１１３，２０１０.９

高密度収容に伴うエゾバフンウニのカゴ内分布に及ぼす要因について：干川　裕，金田友紀，２０１０年度日本
水産学会秋季大会講演要旨集，１１８，２０１０.９

ウバガイの濾水活動による水質浄化効果の便益算定：櫻井　泉，青山俊生，神田謙治，木村哲晃，松浦謙二
（北海道庁），２０１１年度日本水産学会春季大会講演要旨集，１８０，２０１１.３

石詰めコレクターを用いたエゾアワビ当歳貝の採集：干川　裕，金田友紀，高橋英昭（豊浦町），角田博義，
鈴木芳房（（株）海洋探査），伊勢諭至（後志南部水指），磯野康（岩内郡漁協），青山俊生，２０１１年度日本水
産学会春季大会講演要旨集，１８１，２０１１.３

増殖礁における波浪によるウニ食圧制御機能の検証：金田友紀，高橋和寛，干川　裕，秋野秀樹，２０１１年度
日本水産学会春季大会講演要旨集，１８３，２０１１.３

エゾバフンウニ蓄養における身入りに及ぼす収容密度の影響：干川　裕，鵜沼辰哉（水研セ北水研），菅原　玲，
金田友紀，２０１１年度日本水産学会春季大会講演要旨集，２１１，２０１１.３

アサリの成長・生残に適した生育場選定手法の検討：櫻井　泉，秦　安史，中山威尉（北海道庁），前川公
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彦（サロマ湖養殖組合），山田俊郎（（株）西村組），桑原久実（水研セ水工研），田中良男（（株）東京久栄），
２０１１年度日本水産学会春季大会講演要旨集，２２５，２０１１.３

加工利用部門

未定利用水産資源の有効利用を目的としたすり身の開発～とくにウロコメガレイすり身の品質評価について
～：山本恭子，今裕，長谷川一美，菅原　玲，北上誠一，石下真人，舩津保浩　平成２２年度日本水産学会北
海道支部大会講演要旨集，２３，２０１０．１２

低温畜養がホタテガイ生鮮貝柱の硬化抑制に与える影響：武田忠明，秋野雅樹，今村琢磨，埜澤尚範　日本
水産学会誌　７６（５），９４６－９５２,　２０１０.１２

企画調整部門

第４０回日ロ研究交流開催される：夏目雅史　北水試だより８１，２０，２０１０.１０

「中央水産試験場一般公開」の開催：古明地恵一　北水試だより８１，２１，２０１０.１０

「平成２２年度水産研究本部成果発表会」の開催：三坂尚行　北水試だより８１，２２，２０１０.１０

「２０１０サイエンス・パーク」の開催：古明地恵一　北水試だより８１，２３，２０１０.１０

「余市紅志高校の体験授業」を実施：古明地恵一　北水試だより８２，３０，２０１１.３

「中華人民共和国大連市幹部代表団来場」：古明地恵一　北水試だより８２，３０，２０１１.３

「ヒラメの活け締めに関する技術指導」を実施：古明地恵一　北水試だより８２，３１，２０１１.３

「ニシンミニプラザ」を実施：三坂尚行　北水試だより８２，３１，２０１１.３
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